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令和７年６月四万十市議会定例会会議録

四万十市告示第70号

令和７年６月四万十市議会定例会を次のとおり招集する。

令和７年６月６日

四万十市長 山 下 元一郎

記

1 期 日 令和７年６月13日

2 場 所 四万十市議会議事堂

令和７年６月四万十市議会定例会会議録（第１日）

令和７年６月13日（金）

■議事日程

日程第１ 会議録署名議員の指名

日程第２ 会期の決定

諸般の報告

日程第３ 第１号議案から第10号議案まで

第１号議案 専決処分の承認を求めることについて

（令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算

（第１号））

第２号議案 令和７年度四万十市一般会計補正予算（第１号）について

第３号議案 令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算

（第２号）について

第４号議案 四万十市事前復興まちづくり計画策定委員会設置条例

第５号議案 四万十市非常勤特別職員の報酬及び費用弁償支給条例の一部を

改正する条例

第６号議案 四万十カヌーとキャンプの里の設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例

第７号議案 四万十市道路線の廃止について

第８号議案 四万十市道路線の認定について

第９号議案 動産の買入れについて
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第10号議案 動産の買入れについて

諮問第１号から諮問第３号まで

諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

（竹田元久）

諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

（岡田実智男）

諮問第３号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

（谷口登志）

（議案の上程、提案理由の説明）

日程第４ 所管事項の調査（令和７年３月定例会より継続調査）

（各委員長報告）

■本日の会議に付した事件

日程第１から日程第４まで

出席議員

１番 鳥 谷 恵 生 ２番 川 村 真 生 ３番 澤良宜 由 美

４番 前 田 和 哉 ５番 寺 尾 真 吾 ６番  瀨 正 明

７番 山 下 幸 子 ８番 上 岡 真 一 ９番 川 渕 誠 司

10番 松 浦 伸 11番 大 西 友 亮 12番 西 尾 祐 佐

13番 谷 田 道 子 14番 山 崎 司 15番 上 岡 正

16番 平 野 正 17番 川 村 一 朗 18番 宮 﨑 努

（なし）欠席議員

出席要求による執行部側出席者職氏名

市 長 山 下 元一郎 副 市 長 田 能 浩 二

総 務 課 長 山 﨑 寿 幸 地震防災課長 安 岡 栄 治

企画広報課長 武 田 安 仁 財 政 課 長 竹 田 哲 也

市民・人権課長 武 田 千 尋 税 務 課 長 山 﨑 行 伸

環境生活課長 横 山 昌 之 子育て支援課長 中 脇 弘 樹

健康推進課長 竹 本 美 佳 高齢者支援課長 武 内 俊 治

観光商工課長 遠 近 由 幸 農林水産課長 吉 田 貴 浩

まちづくり課長 津 野 智 宏 上下水道課長 岡 村 速 人

中 田 智 子 金 子 雅 紀会計管理者兼会計課長 市民病院事務局長

福祉事務所長 渡 辺 和 博 教 育 長 久 保 良 高

学校教育課長 岡 本 寿 明 生涯学習課長 戸 田 裕 介

総合支所長兼 佐 川 徳 和 田 村 典 義西土佐診療所事務局長地域企画課長
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午前10時０分 開会

おはようございます。これより令和７年６月四万十市議会定例会を開会■議長（宮﨑 努）

いたします。

直ちに本日の会議を開きます。

～～～～～～～～～～～～～～～

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。■議長（宮﨑 努）

会議録署名議員は、会議規則第78条の規定により、議長において前田和哉議員、山下幸子議

員を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～

日程第２、会期の決定を議題といたします。■議長（宮﨑 努）

会期の日程について、議会運営委員会でご協議を願っておりますので、その結果について議

会運営委員長の報告を求めます。

山崎 司議会運営委員長。

議会運営委員長報告を行います。■議会運営委員長（山崎 司）

まず、今期定例会の会期日程については、６月11日委員会を開催し、協議をいたしましたの

で、その結果についてご報告いたします。

会期は、質問者が15名であり、一般質問期間を３日間として、本日から６月27日までの15日

間といたしております。

日程等の詳細につきましては、タブレットの開会日のフォルダの中に、「資料番号１、会期

日程」として保存しているとおりでありますので、ご参照賜りたいと思います。

続いて、所管事項の調査について報告いたします。

まず、四万十市議会の所管に係る文書管理事務取扱要綱の一部改正について協議をいたしま

した。

これは、文書管理システムの運用開始に伴い、所要の改正を行うものでございます。

次に、継続協議事項として、執行部の通年軽装の実施を受けた議会の対応について協議を行

いました。

協議の結果、議会としては、本会議、委員会の審議の場においては、市民の皆様に不快感を

与えない服装で臨むことを各議員の良識に任せることとし、基本的に執行部の軽装勤務の通年

化に合わせた対応とすることといたしました。市民の皆様に不快感を与えない服装についての

規定は特に定めませんが、今後課題が出てくれば、改めて協議することといたしました。

次に、働き方改革に対応した会期日程の見直しについて協議をいたしました。

これは、現状の会期日程では、一般質問の答弁書の作成に当たって、課によってはかなりの

時間外勤務を強いられている実態があり、働き方改革の観点から、この状態を一定改善するた

めに、答弁書の作成・協議にもう少し時間的余裕を持たせた会期にできないかという相談が執
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行部から議長にあったことから、議会運営委員会で協議を行ったものでございます。

協議の結果、議会としては、会期を延ばすことについての異論はないものの、開会日の提案

理由説明の後、１日の平日があることが望ましいという意見が大勢であり、通常の月曜日開会

を想定した場合、４日前の木曜日に開会し、月曜日通告、翌週月曜日から一般質問開始という

会期日程であれば受け入れられるということになり、執行部においてこの議会案を踏まえ、９

月議会以降の招集日を検討いただくということに決定をいたしました。

なお、今後の招集日が様々な事情により予定変更となった場合も、開会日から質問通告の間

に１日平日を挟むことができるよう、申合せ事項に所要の記載を追記することといたしました。

次に、申合せ事項の一部改正について協議を行いました。

これは、一般質問における補足資料の使用についての項目に、議場スクリーンやタブレット

端末に保存する電子資料については、円滑な議事進行のため、議会事務局への提出期限を自ら

の一般質問の前日17時までとする記載を追記するものでございます。

なお、その他の所管事項の調査につきましては、引き続き閉会中の継続調査の申出を行うこ

とに決しました。

以上のとおりご報告いたします。

以上で議会運営委員長の報告を終わります。■議長（宮﨑 努）

お諮りいたします。

今期定例会の会期については、議会運営委員長の報告のとおり、本日から６月27日までの

15日間といたしたいと思います。これにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、会期は15日間と決定いたしました。■議長（宮﨑 努）

この際、諸般の報告をいたします。

３月定例会以降における議長の事務報告及び議長が決定した議員派遣については、タブレッ

トの開会日のフォルダの中に、「資料番号２、諸般の報告」として保存しております。これに

よりご了承願います。

以上で諸般の報告を終わります。

～～～～～～～～～～～～～～～

日程第３、「第１号議案」から「第10号議案」まで及び「諮問第１号」■議長（宮﨑 努）

から「諮問第３号」までを一括議題といたします。

直ちに提案理由の説明を求めます。

山下市長。

本日、議員の皆様のご出席をいただき、６月の市議会定例会が開会で■市長（山下元一郎）

きますことに対して御礼を申し上げます。

私は、このたび市民の皆様から温かいご信任を賜り、市政運営を担うこととなりました。市
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民の皆様のご期待の大きさとその責任の重さを痛感し、本日この場に立ち、改めて身の引き締

まる思いです。今議会は、私にとりまして初めての定例会ですので、今後の市政運営に当たっ

ての所信や基本姿勢などを申し上げるとともに、３月定例会以降における主な事業への取組及

び決算の概要について述べさせていただきます。

私は、市長選挙を通じ、多くの市民の皆様とお話しさせていただき、市政に対するご意見や

期待されること、また不安に思われていることなど、たくさんのことをお伺いいたしました。

特に人口減少と地域力の低下は、本市のみに限ったことではなく、全国の多くの自治体が直面

している大きな課題であり、簡単に解決できるものではありませんが、これら市が置かれてい

る現状に対して正面から向き合い、次の世代のためにも解決する道筋をつけてまいります。

また、そのような深刻な課題に直面する中、社会経済情勢は、大きな転換期を迎えており、

ＩｏＴ・ロボット・ＡＩといったデジタル技術等を取り入れた超スマート社会への変化が地方

にも求められております。その変化に対して対応していくことが、直面する課題を解決する有

効な手段の一つとなるものと考えており、私は、そういった視点も入れながら、新しい発想で

課題を解決し、持続可能で元気な四万十市をつくり上げていきたいと考えています。そのため

に５つの柱を中心に、行動と実行力、そしてスピード感を持って市政運営に努めてまいります。

１つ目は、豊かな自然を生かした観光・移住・企業誘致等による産業の活性化です。

四万十川をはじめとした山川海の豊かな自然とその恵みである魅力的な食、そして特有の歴

史・文化について積極的に情報発信を行い、観光客の誘致や移住を促進するとともに、幡多地

域の拠点としての強みを磨き、生かしながら、地域観光を軸とした流動・交流人口を増加させ

ることで、幅広く産業の活性化を図ります。

また、若者に魅力的な仕事を確保することも重要であり、新しい働き方を可能にするため、

ノマドワーカーなど、リモートワークができる環境整備や新しい雇用の創出をして、将来的に

はＩＴ企業のサテライトオフィス等の誘致を目指してまいります。

１次産業においては、ぶしゅかん・米ナス・ヒノキ・アオノリ・アユなど、本市を象徴する

農林水産物が数多くあります。これら農林水産物の生産性の向上を図り、加工や商品の開発・

販売までを含めた６次化を目指しながら、１次産業の振興に努めます。

あわせて、農林水産業の就業人口の高齢化が深刻となっている今、スマート農林水産業を構

築し、人手不足の解消・高収益化・環境負荷の軽減を図り、魅力ある１次産業とすることを目

指してまいります。

２つ目は、四万十市の未来を担う子供たちのために、安心して子育てできる環境と教育です。

子育て支援に関しては、各種情報を収集・提供できる仕組みや手続のオンライン化がまだま

だ進んでいないなどの課題があると考えています。

そこで、子育て支援を相談する・申請する・つなげるをワンストップで完結させるという視

点で、情報・手続・相談をデジタルで結ぶ子育て支援のプラットフォームの構築を行い、必要
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とされる方が必要な情報にいち早くたどり着ける仕組みづくりを官民連携して進めてまいりま

す。

また、教育の充実は、未来を担う子供たちに対する投資であると考えています。文部科学省

が推進するＧＩＧＡスクール構想により、全国の小中学校で、児童生徒に１人１台の学習用端

末が配布されていますが、オンラインとオフラインのハイブリッド授業を行うことによって、

都市部との教育機会の格差を縮小する取組を行ってまいります。

さらには、地域産業や地元企業と連携した体験学習、キャリア教育を充実させ、子供たちの

未来における選択肢の幅が広がる教育を実施してまいります。

３つ目は、人生100年時代、医療・介護・子育て、地域包括ケアシステムの強化です。

赤ちゃんからお年寄りまで、また障害があってもなくても、誰もが住み慣れた地域で支え

合って暮らしていくことができる四万十市版地域共生社会を構築してまいります。

まずは、通院や買物等の際の移動手段の確保など、市民の皆様の日常生活における不安をで

きるだけ解決していく必要があると考えております。既に本市では、デマンドバス、まちバス

を運行しており、公共交通のインフラ整備は一定整っている状況ではありますが、これをしっ

かりとブラッシュアップしてまいります。

また、市民の皆様一人一人が健康であるということを目標に、地域づくりに努めてまいりま

す。

市内の各地域で行われている健康福祉委員会や高知県が推進しているあったかふれあいセン

ターなど、既存の各事業を持続可能なものとし、また強化することにより、内容の充実や参加

しやすい活動となるよう取り組んでまいります。

４つ目は、ハードとソフト両面での防災・減災対策です。

近年頻発する豪雨災害や今後30年でマグニチュード８から９クラスの巨大地震の発生確率が

80％程度と言われている南海トラフ地震などの自然災害に対して、市民の皆様の命と暮らしを

守るための備えが重要となってきます。特に道路・橋梁・通信・水道・電気などの基幹インフ

ラは、災害発生時そして災害後の復興時においても、その機能を維持し、命の道として人命救

助、物資輸送、避難活動を支える重要な役割を担っています。そのため、日頃からの点検・補

修はもとより、耐震化・多重化など、インフラにおける災害レジリエンスの向上が不可欠であ

ると考えています。

また、これまでの災害の教訓からも、事前の体制づくりが重要となります。

そこで、災害における地域の備えとして、ふだんから近隣住民同士のつながりをつくり、災

害発生時の安否確認などができる限りスムーズに行えるよう、地域コミュニティーの活性化を

図るといった共助を推進し、発災時の安全・安心の確保に努めてまいります。

最後に、５つ目は、市役所機構プロセスの改革、市民の声が届く市民のための市政です。

自治体ＤＸの推進は、自治体職員の働き方改革、業務の効率化、住民サービスの向上を図る
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ために非常に重要であり、業務プロセスの改善と組み合わせて取り組むことによって、より実

効性のある改革が可能となります。

現在、本市においても、一部の業務で実施しているＲＰＡの導入やＡＩ－ＯＣＲの活用の範

囲の拡大、県と連携した手続のオンライン化をさらに進めていくとともに、新たな取組として、

キャッシュレスの推進を行うなど、市役所スマートオフィスプロジェクトを推進してまいりま

す。

また、幅広く市民の皆様から情報提供を募り、市政に反映させるために市政懇談会を開催す

るとともに、ＳＮＳを行政からの情報発信だけではなく、デジタル目安箱の機能として活用す

ることも検討してまいります。

これら５つを基本として、未来に自信と誇りを持って引き継ぐことのできる元気な四万十市

とするために全力を注ぐ覚悟です。

これらを実現するためには、議員の皆様はもとより、市民の皆様のご理解とご協力が不可欠

です。今後とも格別のご支援、ご協力をお願い申し上げ、これからの４年間の市政運営に関す

る所信表明とさせていただきます。

続きまして、３月定例会以降における主要課題等への取組についてご報告いたします。

まず、次期総合計画及び四万十市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定についてです。

総合計画は、市政運営の指針となる計画で、市政運営を総合的かつ計画的に行う指針となる

基本構想とその構想に掲げる将来像を実現するため、本市が取り組むべき主要な施策を示した

基本計画の２部構成となっています。現行の総合計画は、本年度末で計画期間が終了となりま

す。

また、総合計画において重点施策として掲げる人口減少対策等、本市の掲げる将来像実現の

ためのリーディング施策として位置づけている第２期四万十市まち・ひと・しごと創生総合戦

略についても、同時期に計画期間が終了となります。そのことから、次期計画及び戦略の策定

に当たり事務作業を進めており、現在は、人口推計をはじめ、令和５年度に実施しました市民

意識調査の結果など、基礎データを踏まえ、今後の四万十市の将来像や基本目標などを整理し、

素案作成を行っているところです。

今後は、作成した素案をもって各種会議での協議・審議を経て、本年度内に次期計画を策定

する予定です。

なお、総合計画基本構想案については、令和８年３月の市議会定例会へ議案の提出を予定し

ています。

次に、南海トラフ地震対策についてです。

本年３月末に、国の中央防災会議のワーキンググループから、南海トラフ巨大地震による新

たな被害想定が公表されました。この中では、これまでの対策の効果は一定程度あるものの、

強い揺れや津波が広域で発生することにより、膨大な数の死者や建物被害、全国的な生産・
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サービス活動への影響等、甚大な被害が発生するとされています。この公表を受け、現在高知

県では、新たな前提条件やより詳細なデータを用いて精微な被害想定を算出しており、今年度

末には公表を予定しているとのことです。

とりわけ本市では、前回平成24年12月想定と比べ、大きな変化はないものと推測しており、

強い揺れや津波等による甚大な被害が想定されていることからも、引き続き防災力の強化に努

めていかなくてはなりません。これまで東日本大震災や能登半島地震などの自然災害では、復

興計画の策定や住民との合意形成など、それらの調整等に多大な時間を要したことが復興の遅

れにつながっています。南海トラフ地震が発生した後も、被害が広範囲に及ぶことが想定され

ており、国等からの十分な支援が期待できないなど、過去の大規模災害よりも復興への道のり

が険しくなるおそれがあります。

このため、防災・減災対策として並行し、多様な災害リスクを考慮した上で、被災後の復興

まちづくりに向けて事前の準備を進めていくことが重要となっています。

そこで、本市では、特に甚大な津波被害が想定される地域を対象に、被災後の復興を少しで

も短縮するため、四万十市事前復興まちづくり計画の策定に着手します。本年度より３か年で、

復興方針や復興パターン、具体的な復興イメージの作成など、住民とのワークショップ等を通

じ、より地域の実情に合った復興後のまちづくりを検討してまいります。

私としましては、被災後の復興短縮はもとより、検討プロセスの中で市職員の能力向上や地

域住民の意識の醸成など、副次的な効果にも期待を寄せているところです。

次に、物価高騰対策です。

近年、エネルギー価格や食料品をはじめとする生活関連物資の価格が高騰し、市民生活及び

地域経済に大きな影響を及ぼしています。こうした状況を受けて、本市では令和５年度から、

国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、各種取組を実施してまいりました。

これらの物価高騰対策については、国の令和６年度補正予算で引き続き交付金として交付され

ることになったことから、本市においては、低所得世帯への給付、市内小中学校給食費の一部

免除、省エネ家電製品への買替促進事業等の生活支援事業及び介護、障害福祉サービス事業所、

民間保育施設を支援するための支援金事業等を、令和７年度当初予算で措置しており、加えて、

農業者・中小事業者等を支援するための支援金事業及び市民病院に対しての支援等を実施予定

としており、補正予算を本議会に提案してまいりますので、ご審議のほどよろしくお願いしま

す。

また、本年５月27日付で国の予備費の使用が閣議決定され、本交付金が追加されることとな

り、現在この追加分を活用した事業について検討を行っているところです。

次に、治水事業についてです。

近年、全国各地で豪雨災害が頻発しており、本市においても、堤防整備や改修をはじめとす

る事前防災対策の加速化に取り組んでおります。
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あわせて、関係者が連携し、流域全体で水害に備える流域治水の推進にも力を入れていると

ころです。

こうした中、昨年の入田地区内水対策事業に続き、本年３月には、初崎堤防事業が完成を迎

え、６月７日に竣工式が挙行されました。地元の皆様をはじめ、ご支援をいただいた関係各位

に、改めて深く感謝申し上げます。

完成した堤防は、今出水期からの効果が期待されており、市民の皆様の安全・安心の確保と

ともに、地域経済にも貢献するものです。引き続き無堤地域の解消など、災害に強いまちづく

りを着実に進めてまいります。

次に、観光振興についてです。

高知県では、昨年度から「どっぷり高知旅キャンペーン」を展開しており、セカンドシーズ

ンとなる本年度では、連続テレビ小説「あんぱん」を最大限に生かした誘客・周遊促進により、

キャンペーンの加速化を図ることとしています。

「あんぱん」のプロモーション効果を県全域へと波及させるため、物部川エリアで開催中の

観光博「ものべすと」を軸に、県内各地で予定している催事や商品造成等をつなぎ、県中央か

ら東西への人の流れを創出することとしています。

高知県を訪れる観光客の増加が見込まれる中、本市においても観光協会と連携し、地域の魅

力を深掘りした商品造成や四万十川バスの運行等により、周遊促進・滞在延長に引き続き取り

組むとともに、幡多広域観光協議会を中心に、幡多管内の市町村連携の下、高知県のキャン

ペーンと連動した広域観光を推進することで、機運の高まりを逃さないよう本市に人を呼び込

んでまいりたいと考えております。

次に、しまんと市民祭についてです。

本市の夏の風物詩であるしまんと市民祭は、本年度も中心市街地や四万十川河川敷を会場と

して、なかむら踊り・しまんと提灯台パレード、全日本女郎ぐも相撲大会、しまんと納涼花火

大会を開催します。

本年は、市制施行20周年記念冠事業として、なかむら踊り・しまんと提灯台パレードにおい

て、市役所駐車場に催事スペースを設け、西土佐みのり太鼓による演奏や飲食物の販売を行う

など、集客増加に向けた新たな取組を行い、パレード全体のにぎわい向上を図り、例年以上の

盛り上がりとなるよう努めてまいります。

また、しまんと納涼花火大会においては、観光協会が実施主体となり、昨年度から開始した

駐車場の一部有料化や有料桟敷席の設置を継続し、財源確保に取り組むことで、持続可能なイ

ベント仕組みづくりを進めてまいります。

しまんと市民祭を通じ、市外から人を呼び込み、市街地のにぎわいを創出することで、地域

経済の活性化につながるよう取り組んでまいります。

次に、下田小学校の高台移転についてです。
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旧下田中学校の利活用として、下田小学校を高台移転する方針を決定していますが、下田地

区の皆様のご意見を直接お聞きした上で、事業着手の判断を行いたいと考え、６月８日に下田

地区住民懇談会を開催したところです。

この懇談会では、当事業を推進するに当たり、子供たちの安全確保という観点のほか、地域

の防災面、地域とのコミュニケーションの在り方、その他様々なご意見をいただいたところで

あり、これらのご意見を踏まえ、地区とも連携した中でなるべく早期に事業着手できるよう準

備を進めてまいります。

次に、パートナーシップ・ファミリーシップ制度の導入についてです。

パートナーシップ制度とは、同性同士の婚姻が法的に認められていない日本において、主に

性的少数者のカップルに対し、自治体が婚姻に相当する関係を認めて登録し、証明書を発行す

る制度です。この制度に法的な効力はなく、権利も限定的ではありますが、お互いの関係性を

証明できるようになり、様々なサービスや社会的配慮を受けやすくするものです。

また、ファミリーシップ制度とは、お二人のほかにお二人のお子さんや親御さんを家族とし

て認め、登録する制度です。

本市では、四万十市人権尊重の社会づくり条例の理念である全ての人の人権が尊重され、お

互いの多様な生き方を認め合い、人と人とが支え合う地域の実現を目的として、本年７月１日

付で四万十市パートナーシップ・ファミリーシップ登録の取扱いに関する要綱を制定する予定

としており、誰もが自分らしく安心して暮らしていけるまちづくりを目指してまいります。

次に、新食肉センターの整備についてです。

整備事業については、物価高騰の影響により、事業の実施には概算事業費を見直す必要が生

じたことから、４月25日の検討会にて、整備計画の変更についてお諮りしたところ、新たな概

算事業費で事業を前に進めることについて合意し、本市はもとより、高知県並びに関係市町村

が足並みをそろえて６月議会に関連予算を上程することとしています。

また、事業費の抑制については、早期の事業者選定が有効と考えられることから、現在四万

十食肉公社において、条件付で事業者選定プロポーザルを進めており、先日参加表明を受け、

８月には技術提案を含めた審査を行っていく予定としております。

一方で、国の交付金、新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）の採択・活

用に向けた取組を進めていますが、これまでに事業計画の認定及び交付金の交付決定を受けて

おり、整備事業に対する国からの支援が受けられることから、本市をはじめ、関係自治体の財

政的な負担が軽減される見込みとなりました。

食肉センターは、高知県の畜産振興の拠点として、また隣接する加工事業者を加えると、幡

多地域からの約150人の雇用があり、経済効果の面からも大変重要な役割を担う施設であるこ

とから、私としましては、これまでの取組を継承し、さらに関係者との連携を深め、円滑に事

業を進めてまいります。
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続きまして、令和６年度の決算概要です。数字は万円の概数で申し上げます。

まず、一般会計は、歳入259億9,433万円、歳出257億7,445万円、収支は２億1,988万円の黒

字ですが、令和７年度へ繰り越した事業の財源9,327万円を差し引くと、実質収支は１億

2,661万円の黒字となりました。これは、全額減債基金に積み立てました。

次に、特別会計です。

奥屋内へき地出張診療所の会計は54万円、幡多公設地方卸売市場事業会計は918万円、鉄道

経営助成基金会計は８億6,150万円、幡多中央介護認定審査会会計は819万円、園芸作物価格安

定事業会計は27万円で、いずれも歳入歳出同額です。

国民健康保険会計事業勘定は、歳入39億7,973万円、歳出39億1,485万円、差引き6,488万円

の黒字です。これは、全額財政調整基金に積み立てました。

国民健康保険会計診療施設勘定は、歳入３億6,811万円、歳出４億7,112万円、差引き１億

301万円の赤字です。令和７年度へ繰り越した事業の財源２万円を差し引くと、実質収支は１

億303万円の赤字となりました。この赤字は、専決処分で令和７年度予算からの繰上充用によ

り措置をしています。

後期高齢者医療会計は、歳入６億5,441万円、歳出６億3,778万円、差引き1,663万円の黒字

ですが、出納整理期間内の保険料収入によるもので、全額を令和７年度へと繰り越し、後期高

齢者医療広域連合に納付します。

と畜場会計は、歳入２億7,118万円、歳出２億6,589万円、差引き529万円の黒字です。これ

は、全額財政調整基金に積み立てました。

介護保険会計保険事業勘定は、歳入41億1,268万円、歳出41億693万円、差引き575万円の黒

字です。これは、全額介護保険介護給付費準備基金に積み立てました。

次に、企業会計です。

まず、水道事業会計は、損益計算で収益７億2,327万円、費用６億8,961万円、差引き

3,366万円の黒字です。また、資本的収支は、収入９億3,616万円、支出12億2,551万円、差引

き２億8,935万円の不足で、これは、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、当年

度分損益勘定留保資金及び繰越利益剰余金で補填しました。

下水道事業会計は、損益計算で、収益５億7,029万円、費用６億3,186万円、差引き6,157万

円の赤字です。また、資本的収支は、収入４億9,538万円、支出６億7,194万円、差引き１億

7,656万円の不足で、これは当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、過年度分損益

勘定留保資金及び当年度分損益勘定留保資金で補填しました。

病院事業会計は、損益計算で、収益14億9,791万円、費用16億251万円、差引き１億460万円

の赤字です。この結果、累積で26億7,691万円の未処理欠損金となり、全額翌年度への繰越し

となりました。また、資本的収支は、収入４億7,470万円、支出３億1,896万円、差引き１億

5,574万円の黒字となりましたが、これは一般会計からの長期借入金によるものです。
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以上が令和６年度の決算概要となります。

ここで、教育長の退任についてご報告いたします。

久保教育長におかれましては、令和３年７月２日に教育長にご就任いただき、現在２期目を

務めていただいており、その任期は令和９年７月１日となっていますが、先日、本人より、７

月１日をもって辞職したいとの申出がありました。教育委員会では、この申出に同意し、私も

本人の意思を尊重し、これに同意をしたところです。

久保教育長には、令和３年７月から４年間にわたり、コロナ禍の非常に難しい環境の時期を

含め、豊富な経験や優れた知識と能力を持って、本市児童生徒の学力向上はもとより、ＩＣＴ

を活用した教育の推進、学校再編の推進、東山小学校の改築、学校現場における働き方改革の

推進、また総合文化センターしまんとぴあの整備など、本市の教育行政の推進や未来を見据え

た教育環境の整備に多大なご尽力・ご貢献をいただきました。

私としましては、引き続き教育長を務めていただきたいと考えておりましたが、本人の意思

もあり、今回退任することとなりました。久保教育長には、これからは健康に十分ご留意いた

だき、ますますご活躍されることをお願い申し上げますとともに、これまでのご功績に対し、

深く感謝申し上げます。本当にありがとうございました。

後任の教育長につきましては、今議会にご同意をいただくべく、一般質問の最終日に追加提

案するよう進めてまいりますので、どうぞよろしくお願いいたします。

今期定例会にお願いします議案は、専決処分の承認議案で「令和７年度四万十市国民健康保

険会計診療施設勘定補正予算」の１件、予算議案では「令和７年度四万十市一般会計補正予

算」など２件、条例議案では「四万十市事前復興まちづくり計画策定委員会設置条例」など３

件、その他の議案として「四万十市道路線の廃止について」など４件のほか、「人権擁護委員

候補者の推薦」に関する諮問案３件、報告事項が８件となっていますので、よろしくお願いい

たします。

提出議案の詳細については、後ほど副市長のほうからご説明をいたします。

続いて、田能副市長。■議長（宮﨑 努）

それでは、私のほうからは、議案を順次ご説明させていただきます。■副市長（田能浩二）

まず、「第１号議案、令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算（第１

号）」でございますが、地方自治法第179条第１項の規定により専決処分を行ったもので、同

条第３項の規定によりこれを報告し、議会の承認を求めるものでございます。

特別会計補正予算書の１ページをお願いします。第１条、歳入歳出予算の補正でございます

が、１億303万3,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を４億3,396万4,000円とするものでござ

います。

先ほど市長より決算概要についてご報告しましたように、令和６年度決算におきまして赤字

となりましたので、令和７年度の予算をもって補填したものでございます。
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なお、当該補正予算は、令和７年５月30日付で専決処分を行っております。

次に、「第２号議案、令和７年度四万十市一般会計補正予算（第１号）」でございます。

今年度の当初予算につきましては、５月が市長の改選期であったことから、義務的経費・経

常経費・継続事業を中心とした予算編成としておりましたので、今回の６月補正においては、

主に新規の政策的経費のほか、市内の中小企業や農業者・畜産業者などへの物価高騰に対する

支援や現在見込みを上回る多数の申請により受付を締め切っておる省エネ家電製品等買替促進

事業を追加で実施するため、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業などをお願いして

おります。

それでは、一般会計補正予算書の１ページをお願いします。第１条、歳入歳出予算の補正で

ございますが、５億3,538万円を追加し、歳入歳出予算の総額を261億8,569万5,000円とするも

のでございます。

次の債務負担行為の補正及び地方債の補正につきましては、５ページをお願いします。第２

表債務負担行為補正でございますが、追加が２件でございます。

中山間地域等直接支払制度支援管理システムに要する経費については、制度の見直しに伴う

現行システムの改修後のシステムについて賃貸借を行うもの、新食肉センター整備推進に要す

る経費については、一般社団法人四万十食肉公社を実施主体とする新食肉センター整備の費用

を補助することとし、令和６年９月補正予算で債務負担行為を設定しプロポーザルを行いまし

たが、不調となったため、事業費の見直しを実施し、それに伴い限度額の追加を行うもので、

それぞれ記載しております期間及び限度額の範囲内で債務負担行為をお願いするものでござい

ます。

次に、第３表地方債補正でございますが、変更が５件、追加が３件で、起債の目的・限度

額・起債の方法・利率・償還の方法は、それぞれ記載のとおりでございます。

15ページをお願いします。歳出でございます。２款総務費、１項１目一般管理費の電話設備

更新1,001万円の補正は、庁舎建設時に導入した電話交換機について、導入後15年が経過し、

機器の不具合発生により電話交換業務に支障が出るおそれが高くなっているため、当該設備の

更新を行うものでございます。

７目企画費の中山間地域フルリモート支援905万9,000円の補正は、デジタル機器を活用した

買物支援や健康チェックなど、中山間地域の高齢者の生活支援を行うものでございます。

16目情報化推進費では、当初予算修正の際にいただいたご意見を踏まえた上で、イノベー

ションセンター設置に1,511万1,000円、地域おこし協力隊に368万2,000円を再度お願いしてお

ります。

16ページをお願いします。３款民生費、１項１目社会福祉総務費の定額減税補足給付金給付

（不足額給付分）１億1,227万2,000円の補正は、令和６年度に実施しました定額減税補足給付

金の支給額に不足が生じる方などに追加で給付を行うものでございます。
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17ページをお願いします。９目人権啓発費267万2,000円の補正は、次期人権施策行動計画の

策定に向け、市民意識調査を実施するものでございます。

18ページをお願いします。４款衛生費、１項８目環境衛生費の中山間地域生活支援1,196万

5,000円の補正は、住次郎地区及び三里地区が実施する飲料水供給施設整備に対する補助を行

うものでございます。

６款農林水産業費、１項２目農業総務費の圃場整備推進600万円の補正は、県営圃場整備事

業に先立ちまして、実施予定区域の土地の権利者調査を実施するものでございます。

19ページの３目農業振興費では、集落営農組織等が実施する機械整備に係る費用を国県補助

金を活用し補助するものとして、地域営農支援113万1,000円、集落営農活性化推進188万

6,000円のほか、農業基盤を強化し、生産性の向上のために実施する先端機械の整備に対して

補助するものとして、スマート農業推進389万9,000円などを計上しております。

２項４目林道開設改良費の4,828万7,000円の補正は、林道橋の点検や舗装の損傷が著しい林

道の対策工事などを実施するものでございます。

20ページをお願いします。８款土木費では、都市構造再編集中支援事業として、具同地区の

道路修景整備を実施するため、２項４目道路新設改良費に2,500万円、渡川緑地の常設トイレ

や多目的広場などの整備を実施するため、21ページの４項４目公園費に2,706万円を計上して

おります。

９款消防費、１項３目消防施設費の防火水槽設置2,097万7,000円の補正は、峰半家地区に消

火活動に必要な給水確保のための防火水槽を設置するものでございます。

22ページをお願いします。４目防災費の臨時ヘリポート整備3,661万7,000円の補正は、大屋

敷地区に新たに整備するもの、耐震性貯水槽整備2,373万円の補正は、大規模災害発生時の飲

料水確保のため、西土佐総合支所に耐震性貯水槽を整備するものでございます。

23ページをお願いします。10款教育費、３項４目学校建設費841万2,000円の補正は、西土佐

中学校のプールの経年劣化によるひび割れ補修及び舗装工事を実施し、施設の長寿命化を図る

ものでございます。

以上で歳出の説明を終わりますが、10ページからの15款国庫支出金以下の歳入につきまして

は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用するなど、歳出に見合う額を計上してお

ります。

また、末尾に給与費明細書を添付しておりますので、ご確認ください。

続きまして、特別会計補正予算書をお願いします。

１ページをお願いします。「第３号議案、令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘

定補正予算（第２号）」でございます。

歳入歳出予算の補正でございますが、5,572万8,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を４億

8,969万2,000円とするものでございます。
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次の地方債の補正につきましては、４ページをお願いします。第２表地方債補正でございま

すが、変更が１件で、起債の目的・限度額・起債の方法・利率・償還の方法は、それぞれ記載

のとおりでございます。

９ページをお願いします。歳出でございます。１款総務費で医師住宅建て替えに係る工事等

費用として、医師住宅整備に5,453万6,000円、電子カルテシステムサーバーの機器保守費用と

して119万2,000円を計上しております。

８ページの３款県支出金以下の歳入につきましては、歳出に見合う額を計上しておりますの

で、ご参照ください。

以上で補正予算の説明を終わらさせていただきます。

次に、議案書の４ページをお開きください。「第４号議案、四万十市事前復興まちづくり計

画策定委員会設置条例」でございます。

現在、南海トラフ地震による被災後の復興活動を迅速かつ確実に進めるため、地域住民との

協働により、事前に復興後のまちづくりを検討し、住民が希望を持って住み続けることができ

るとともに、本市の持続的な発展を可能にする四万十市事前復興まちづくり計画の策定に向け

取り組んでおります。この計画の策定に当たっては、学識経験者や各種団体・住民団体などの

地域の関係者が活発な議論を交わすとともに、相互に連携し、それぞれが主体的に取り組むこ

とが重要でありますので、官民で組織する事前復興まちづくり計画策定委員会を設置し、多岐

にわたる分野において策定に必要な審議等を行っていただくものでございます。

６ページをお開きください。「第５号議案、四万十市非常勤特別職員の報酬及び費用弁償支

給条例の一部を改正する条例」でございます。

選挙に関係する非常勤職員である選挙立会人や投票管理者などの報酬の額については、当該

条例において、国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律に定める額と同額を規定して

おりますが、参議院議員通常選挙のある年に物価の動向等を踏まえ、定例改正されることから、

当該条例についても金額の見直しを行うものでございます。

次に、「第６号議案、四万十カヌーとキャンプの里の設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例」でございます。

四万十カヌーとキャンプの里かわらっこでは、企業版ふるさと納税の寄附として、１人乗り

ＳＵＰを10台寄贈していただくこととなり、このため新規の体験メニューとして、１人乗りＳ

ＵＰを追加するため、当該条例において利用料金の設定を行うものでございます。

次に、「第７号議案、四万十市道路線の廃止について」及び「第８号議案、四万十市道路線

の認定について」は、一括してご説明させていただきます。

当該路線は、団地造成時に現在の形状に整備され、市道の認定を行いましたが、その後の区

域決定、供用開始は行われておりませんでした。当該路線は、特定の造成地への接続のために

設定されたものでありましたが、その後、当該造成地の所有者がその隣接地を所有することと
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なり、当該造成地と隣接地を一体的に利用していることから、今後、現在の認定内容において、

市道として区域決定、供用開始する必要がなくなったため、現在の認定路線の廃止を行うとと

もに、今後供用開始が必要になる区間について、新たに同一路線名で市道の認定を行うもので

ございます。

なお、議案関係参考資料として位置図を添付しておりますので、ご参照いただきたいと思い

ます。

次に、「第９号議案、動産の買入れについて」でございます。

今年度、市立中学校の１人１台端末として配布しておりますタブレット847台を更新予定で

ありまして、当該更新については、国の方針により、県が共同調達を行うことが義務づけられ

ております。このため、５月２日に高知県ＧＩＧＡスクール構想推進協議会が、公募型プロ

ポーザルを実施し、納入業者を選定し、本市の契約金額が約4,500万円になることから、議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の議

決に付するものでございます。

次に、「第10号議案、動産の買入れについて」でございます。

現在改築中の東山小学校新校舎において使用する机・椅子などの備品の購入に係る入札にお

ける予定価格が2,000万円以上であったことから、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の議決に付するものでございます。

次に、12ページ、「諮問第１号」から14ページ、「諮問第３号」までの「人権擁護委員候補

者の推薦につき意見を求めることについて」は、一括してご説明させていただきます。

本年９月末日をもって任期満了となります３名の人権擁護委員の推薦につきまして、「諮問

第１号」の竹田元久さん、「諮問第２号」の岡田実智男さん、「諮問第３号」の谷口登志さん

を再任として、いずれの方も人権擁護委員に適任と考えますので、３名の推薦に当たり意見を

求めるものでございます。

なお、議案関係参考資料にそれぞれの方々の経歴などを掲載しておりますので、ご参照くだ

さい。

以上で私からの提案理由の説明を終わらせていただきます。よろしくお願いいたします。

以上で提案理由の説明を終わります。■議長（宮﨑 努）

～～～～～～～～～～～～～～～

日程第４、令和７年３月定例会より継続調査の所管事項調査を議題とい■議長（宮﨑 努）

たします。

本件に関し、各常任委員長の報告を求めます。

先に、瀨正明総務常任委員長。

総務常任委員長報告を行います。■総務常任委員長（瀨正明）

令和７年３月定例会において、閉会中の継続調査となっております所管事項調査のため、５
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月26日に委員会を開催しましたので、その結果について報告をいたします。

まず、令和７年度主要事業概要について関係各課から説明を受け、調査を行いました。

初めに、地域企画課から、特定地域づくり事業協同組合事業及び西土佐地域デマンドバス購

入について説明を受けました。

特定地域づくり組合事業については、人口減少の著しい西土佐地域の働き手不足を解消する

ため、人材派遣を行う協同組合を設立し、年間を通じた仕事を創出することで、地域外からの

人材も確保し、働き手不足の解消とともに、移住を促進することもできるとのことでございま

した。

西土佐地域のデマンドバス購入については、現在利用者の方は10人乗りの自動車を使用して

いるが、道幅が狭い地域もあり、利用者の自宅近くまで乗り入れることが難しいことから、よ

り小型の乗用車に更新し、利便性を向上させるものとのことでございました。

委員から、「いずれの車両も老朽化していることから、削減も含めて計画的な更新が必要で

はないか。」と質疑があり、「それぞれの車両の状態について、委託先とも情報共有をした上

で更新計画を立てていきたい。」との答弁がございました。

次に、地震防災課から、四万十市事前復興まちづくり計画の策定、住宅等耐震対策及び防災

謎解き脱出ゲームについて説明を受けました。

四万十市事前復興まちづくり計画は、令和４年３月に策定された高知県事前復興まちづくり

計画策定指針に基づき、令和７年度から令和９年度までの３か年で策定するもので、市内全域

を対象とするが、大きな被害が想定される津波浸水区域を中心に検討していきたいとのことで

ございました。

住宅等耐震対策は、今年度は耐震診断150件、耐震設計100件、耐震工事90件分の予算を計上

しているが、県補助の配分が70％弱となっているため、現時点で設計69件、工事55件で受付を

ストップしている。能登半島地震や戸別訪問などで地震対策への関心も高まっていることから、

今年度予算を執行するために県に補助金の追加要望を行うとともに、来年度要望のためのニー

ズ把握にも努めていきたいとのことでございました。

防災謎解き脱出ゲームは、将来の地域防災を指導できる人材確保を図ることを目的に、10月

４日にしまんとぴあで小学校４年生から６年生までの定員30名で実施する予定で、市制20周年

記念事業として位置づけているとのことでございました。

次に、企画広報課から、次期四万十市総合計画等策定、移住促進事業、旧下田中学校・旧中

医学研究所の有効活用及びインターネット接続系端末仮想環境構築、運用保守業務など、12事

業について説明を受けました。

現行の総合計画が、令和７年度末で計画期間が終了することから、次期総合計画を策定する

とともに、同時期に計画期間が終了する第２期四万十市まち・ひと・しごと総合戦略について

も、四万十市産業振興計画と一本化した上で次期戦略を策定する。計画期間は、これまで総合
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計画は10年、総合戦略は５年であったが、市長任期に合わせ、総合計画は８年、総合戦略は４

年とするとのことでございました。

移住促進事業については、新規事業として、奨学金返還支援補助制度を新設した。奨学金を

返還している35歳未満の移住者に対し、月額返還金か１万円のいずれか低い額を１年間、年間

12万円を上限として補助することにしているとのことでございました。

「奨学金返還金支援補助制度について、転出抑制対策の一環として捉え、Ｕターン者には補

助額を増額するという考えはないか。」と質疑があり、「現状、そういう制度設計にはなって

いないが、制度を運用していく中で検討していきたい。」との答弁がございました。

旧下田中学校・旧中医学研究所の有効活用については、下田小学校を高台移転させるという

これまでの市の方針は、前中平市長から山下市長に引き継がれた。その上で、山下市長におい

て、まず一度地元の意見を聞いた上で判断することとし、現在地元区長と早期に意見交換する

場を設定できるよう調整中であり、できるだけ早い時期に方針を決定したいとのことでござい

ました。

また、インターネット接続系端末仮想環境構築、運用保守業務に関しては、現在市で保有し

ているパソコンのＯＳは、ほとんどがＷｉｎｄｏｗｓ10となっているが、このＯＳは、今年

10月末でサポート期間が終了することから、更新する必要があり、その更新に当たっては、費

用面やメンテナンス面を考慮し、ＬＧＷＡＮ系を用いてインターネット系のパソコンを仮想化

して利用できるようにし、今年度から令和14年までの７年間リースで対応する予定であるとの

ことでございました。

次に、所管事項の報告として、四万十市地域公共交通計画の策定について、企画広報課から

報告を受けました。

地域の維持・発展に貢献する持続可能な地域公共交通を再構築（リ・デザイン）するための

マスタープランとして、令和７年度から令和11年度までの５年間を計画期間とする四万十市地

域公共交通計画を策定した。３つの基本方針及び計画の目標を定め、目標達成に向けた事業と

して12の項目に取り組んでいくことにしているとのことでございました。

続いて、所管事項の報告として、訴えの提起について、企画広報課から報告を受けました。

５月２日の臨時議会で議決を受けた学校法人京都育英館に対する補助金返還・損害賠償請求

の訴えを５月13日に高知地方裁判所に提訴したとの報告がございました。

続いて、所管事項の報告として、四万十市長選挙について、選挙管理委員会事務局から報告

を受けました。

４月20日執行の四万十市長選挙の開票事務において、期日前投票所の投票箱を開票所に送致

しないまま開票を開始したことにより、開票時間が遅延したことと、投票総数の算定誤りによ

り、投票結果を訂正するという事務処理上のミスがあった。いずれも人為的ミスと確認不足が

要因であり、点検要領の追加や開票所での重要物品のチェックリストを複数人で確認するなど



- 20 -

により再発防止に努めていきたいとのことでございました。

なお、昨年の衆議院選挙に続き、市内量販店に２日間開設した庁外期日前投票所での投票者

数は、前回より187人増えており、一定定着してきているものと考えられるため、今後も継続

していきたいとのことでございました。

なお、その他の所管事項の調査につきましては、引き続き閉会中の継続調査の申出を行うこ

とに決しました。

以上のとおり報告いたします。

以上で総務常任委員長の報告を終わります。■議長（宮﨑 努）

続いて、山下幸子産業建設常任委員長。

産業建設常任委員長報告を行います。■産業建設常任委員長（山下幸子）

令和７年３月定例会において、閉会中の継続調査となっております所管事項調査のため、５

月27日に委員会を開催しましたので、その結果についてご報告をいたします。

初めに、観光商工課から、観光客受入れ体制整備事業、中心市街地活性化事業及び物価高騰

対策など、４事業について説明を受けました。

観光客受入れ体制整備事業においては、滞在型・通年型観光の推進を行うため、観光ルート

に周遊観光バス、四万十川バス、循環周遊バス等の運行による二次交通を整備することで、観

光振興及び観光客の満足度向上を図るとのことでございました。

委員から、「令和７年度の目標値は。」との質疑があり、執行部から、「市の川バスについ

ては、令和６年度の実績が429人に対して、目標は令和７年度が467人、令和８年度が514人、

令和９年度が565人、循環周遊バスについては、令和６年度の実績が497人に対して、目標は令

和７年度が516人、令和８年度が568人、令和９年度が624人としている。」との答弁がござい

ました。

次に、農林水産課から、森林経営管理制度、全国木のまちサミット及びしまんと海藻エコイ

ノベーション共創拠点など、10事業について説明を受けました。

森林経営管理制度は、森林環境譲与税の活用事業で、今年度については、中村地域は後川地

区、中筋地区・大川筋地区・西土佐地域は西ヶ方地区、奥屋内地区を対象地域としているとの

ことでございました。

委員から、「以前より意向調査を行っていると思うが、何か年計画で現状何年目なのか、ま

た件数や回答率については。」との質疑があり、執行部から、「令和元年度から始まり、15年

度で一通り終える計画になっているため、現在折り返し地点にいる。回答率については４割程

度で、市に預けるという回答があった場合には、順次計画をつくり、発注をかけていく。」と

の答弁がございました。

次に、まちづくり課から、都市構造再編集中支援事業、公園施設長寿命化対策事業及び緊急

しゅんせつ推進事業など、８事業について説明を受けました。
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公園施設長寿命化対策事業は、本市の都市公園58公園を対象とする長寿命化計画に基づき予

算の平準化を図り実施する事業で、令和７年度分は、古津賀４号公園・日の出公園・丸の内第

１公園の３公園の遊具の更新を考えているとのことでございました。

委員から、「少子高齢化が進み、様々な世代の方に使ってもらえる公園が多くなったが、今

後の遊具の設置数や維持費についてはどのように考えているか。」との質疑があり、執行部か

ら、「少子高齢化が進み、子供たちが使う公園ばかりではない中で、全年齢の方が利用できる

施設を念頭に整備を行っている。」との答弁がございました。

次に、上下水道課から、都市防災推進事業（耐震性貯水槽整備）、具同新水源整備事業及び

公共下水道事業など、５事業について説明を受けました。

具同新水源整備事業は、全体計画は令和２年度から令和８年度で、総事業費11億6,104万

6,000円を見込んでおり、令和７年度は繰越事業で、送水管布設に係る実施設計業務と送水管

布設工事に取り組む。現年事業では、令和４年度に建築した管理棟内に滅菌設備と自家発電設

備を設置し、揚水試験を行い、近隣への影響の調査、送水管を布設する予定の山林について用

地測量を行い、繰越事業に引き続き送水管の布設も行っていくとのことでございました。

続いて、所管事項の報告として、四万十市水道事業経営戦略及び四万十市下水道事業経営戦

略の改定について、上下水道課から報告を受けました。

令和２年３月に測定した水道事業及び下水道事業の中・長期的な経営の基本計画である経営

戦略（経営の目的や目標を達成するための方針計画）について計画策定後５年が経過する中で、

今後の人口減少を背景とした水道料・下水道使用料の収入の減少、施設及び管渠の老朽化、南

海トラフ巨大地震等の大規模災害に備えた耐震化のために今後多大な費用が必要となることが

想定されている。近年の物価高騰や人件費の上昇など、社会情勢の変化もあり、上下水道事業

を取り巻く環境は、より一層厳しくなることが見込まれていることから、当市財政計画の分析

やシミュレーションなどの見直しを行い、令和７年３月に経営戦略の改定を行った。料金改定

に関しては、住民の皆様にご理解いただけるよう、透明性を持った説明を行い、必要な情報を

提供していくとのことでございました。

委員から、「コストを削減するとしたら、どの部分で削減するのか。」との質疑があり、執

行部から、「現在30水源の施設があり、維持管理費用等がかかっているため、それら施設の統

廃合を検討し、コストダウンにつなげていきたい。」との答弁がございました。

次に、かわまちづくりについてまちづくり課から説明を受け、調査を行いました。

四万十市かわまちづくりは、令和４年７月に協議会を設立し、「川でつながるひと・まち・

未来の創生」をコンセプトとし、川と触れ合える水辺空間を創出し、地域や事業者が水辺空間

を活用しやすくすることで回遊性も高まり、交流人口の拡大を図ることを目標としてスタート

している。

ハード施策については、四万十川流域文化的景観に配慮する必要があり、専門家等の意見を
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聞きながら詳細を詰めていく予定、ソフト施策については、ハード整備完了後を想定し、国・

市・事業者等でそれぞれ役割分担を決めて取り組んでいくとのことでございました。

委員から、「親水護岸の整備方針について、人が泳げるレベルを目指すのか。」との質疑が

あり、執行部から、「泳ぐ人の年齢にもよると思うが、子供が水遊びできるくらいを想定して、

協議会やワーキンググループの中で検討している。」との説明がございました。

次に、新食肉センター整備に係る進捗状況について、農林水産課から報告を受けました。

整備の実現に向け、４月25日の検討会において、見直し後の73億9,800万円の事業費につい

て再度事業を進めることについて、関係団体と合意に至った。事業者選定のプロポーザルにつ

いては、参加表明も出ており、８月の審査によって受託候補者として適合と判断されたら、契

約締結に向け進めていきたい。整備スケジュールに関しては、令和７年８月下旬頃から設計に

入り、建設工事は、令和８年から２年６か月の工期を見込み、令和11年３月頃の仮稼働を目指

しているとのことでございました。

委員から、「契約に至らなかった場合のことは想定しているか。」との質疑があり、執行部

から、「実勢価格の調査等を通じて改めて概算事業費を算出しており、現時点では、契約締結

まで進むことを想定した上で取組を進めている。」との答弁がございました。

なお、その他の所管事項の調査につきましては、引き続き閉会中の継続調査の申出を行うこ

とに決しました。

以上のとおり報告をいたします。

以上で産業建設常任委員長の報告を終わります。■議長（宮﨑 努）

続いて、谷田道子教育民生常任委員長。

教育民生常任委員長報告を行います。■教育民生常任委員長（谷田道子）

令和７年３月定例会において、閉会中の継続調査となっております所管事項調査のため、５

月30日に委員会を開催しましたので、その結果についてご報告いたします。

まず、令和７年度主要事業概要について関係各課からそれぞれ説明を受け、調査を行いまし

た。

初めに、環境生活課から、ごみ減量化対策事業、環境・地球温暖化対策事業、四万十川清流

保全対策事業、飼い主のいない猫不妊去勢手術推進事業、犯罪防止対策について説明を受けま

した。

ごみ減量化対策事業のリサイクル促進として、昨年12月から家庭で使用された食用油を回収

し始め、約４か月で200の回収があり、当初の予想を上回っている。回収拠点を広げていけ

るように、現在市内スーパーに働きかけているとのことでございました。

続いて、高齢者支援課から、あったかふれあいセンター事業、介護職員初任者研修事業、健

康・福祉地域推進事業、中山間地域介護サービス確保対策事業について説明を受けました。

健康・福祉地域推進事業については、市内165地区のうち、106地区で実施していくとのこと
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でございました。

委員から、「多い地区はどのぐらいの人数がいるのか。」の質疑があり、執行部から、

「20人から30人。」との答弁がありました。

続いて、子育て支援課から、友好都市との婚活イベント開催及び具同保育所移転改築事業に

ついて説明を受けました。

市制施行20周年記念事業として、友好都市との婚活イベントの開催を令和８年２月から３月

頃にかけて実施していくとのことでございました。

続いて、健康推進課から、第４期四万十市健康増進計画の策定、小児科診療所新規開設支援

事業、不妊治療費等助成事業の拡充について説明を受けました。

第４期四万十市健康増進計画の策定については、健康増進法に基づく内容に加え、四万十市

食育計画、四万十市歯と口の健康づくり基本計画、四万十市自殺対策計画を包含した一体的な

計画としており、計画期間を令和８年度から令和18年度までの11年間としているとのことでご

ざいました。

続いて、上下水道課から、浄化槽設置整備事業について説明を受けました。

循環型社会形成推進地域計画に基づき、住居を対象に、１か所当たり30万円、100基分を補

助するものである。

また、単独浄化槽を撤去して、合併浄化槽を設置する住居を対象に、１か所当たり９万円を

上乗せして補助することとし、今年度は８基分の補助を見込んでいるとのことでございました。

続いて、市民病院事務局から、病院事業健全化及び四万十市立市民病院人工腎臓装置更新に

ついて説明を受けました。

病院事業健全化については、今年度は常勤医師９名、非常勤医師14名の体制で、１日平均入

院患者数49名、外来患者数163名を見込み、経営の安定化を図っていく。令和７年度の収支見

通しとして、２億円余りの赤字を見込んでおり、大変厳しい経営状況であることから、令和５

年度に策定した市民病院経営健全化計画に基づき、地域連携等の様々な取組、収入の拡大と支

出、経費の削減の両面から取り組んでいる。現在、各部署ごとに具体的にどういった取組がで

きるか取りまとめたアクションプランを策定しているとのことでございました。

続いて、福祉事務所から、重層的支援体制整備事業について説明を受けました。

令和６年度から開始し、既存の支援が対象とする分野をまたいで支援機関同士の連携を強化

し、複雑化した課題を抱える当事者やその家族への支援体制の整備を推進することにより、地

域の包括的な支援体制の構築を目指しているとのことでございました。

続いて、学校教育課から、東山小学校校舎改築事業、留守番電話導入事業、学力向上事業、

１人１台端末の更新事業、小学校社会科デジタル副読本作成事業、西土佐地域若者定着拡大事

業について説明を受けました。

小学校社会科デジタル副読本作成事業については、現在活用している社会科副読本の発行が
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平成19年３月と古く、掲載されている社会構造や制度・建築物等が大きく変化している。

また、この間に学習指導要領も改訂されており、新学習指導要領とのそごも発生している状

況であるため、デジタル版の副読本を作成するものとのことでございました。

委員から、「編集委員会の概要。」の質疑があり、執行部から、「小学校の教員13名を委員

とし、現在掲載されていないごみの処理、災害に備えるまちづくりなどについても検討してい

く。」との答弁がございました。

続いて、生涯学習課から、しまんとこどもプロジェクト、西日本小学生ソフトボール大会に

ついて説明を受けました。

しまんとこどもプロジェクトについては、事業の目的としては、子供たちがまちづくりに主

体的に関わる機会を創出し、地域や社会と関わりながら、思いを実現させていく経験を支援す

るもので、今年度は、青少年健全育成会議の事業で開催するとのことでございました。

委員から、「推進方針。」の質疑があり、執行部から、「先進事例を参考にしつつ、来年度

の本格実施に向け、本市らしさを模索したい。」との答弁がございました。

次に、四万十川景観計画（改定案）について、環境生活課から報告を受けました。

主な改定内容は、四万十川流域の景観を守るため、届出対象行為の変更や景観重要公共施設

の整備に関する事項を新たに追加するものとのことでございました。

次に、四万十市パートナーシップ・ファミリーシップ制度の導入について、市民・人権課か

ら報告を受けました。

７月１日から導入予定で、チラシ・手引等を作成し、市民に周知していくとともに、職員に

も随時研修を行っていくとのことでございました。

次に、四万十市地域福祉計画の策定について、福祉事務所から報告を受けました。

社会福祉法107条の規定に基づき、地域福祉の推進に関する事項として、市町村は策定に努

めるものとされている計画であり、令和７年度から令和11年度までの５か年計画で、社会福祉

協議会が策定する地域福祉活動計画と一体的に策定をしているとのことでございました。

次に、公立保育所の休所等について、子育て支援課から報告を受けました。

蕨岡保育所は、令和７年度末で休所を決定し、大用保育所は、休所時期を決定するため、協

議を継続する。

また、利岡保育所は、令和７年度末で休所する予定であるが、令和６年度のアンケート時点

より利用者数が増加しているため、協議を継続し、下田保育所は、再編時期について保護者と

の意向を確認したため、地域との協議を実施するとのことでございました。

次に、奥屋内へき地出張診療所について、西土佐診療所事務局から報告を受けました。

奥屋内へき地出張診療所は、令和５年11月１日から休止しており、毎週水曜日に運行してい

る奥屋内地域と西土佐診療所間の患者輸送車による送迎によって、地域住民へ医療サービスを

提供している状況にあるが、再度の休止延長は認められないことや、診療体制の問題により再
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開は難しいと考えている。

また、現状況を西土佐地区区長会総会でも報告しているとのことでございました。

次に、小児科の進捗状況について、健康推進課及び市民病院事務局から報告を受けました。

小児科クリニック改修工事費用に対し、四万十市小児科診療所新規開設支援事業補助金を活

用し、令和７年12月からの診療開始に向けて準備が進んでいるとのことでございました。

次に、病床数適正化支援事業について、市民病院事務局から報告を受けました。

国が病床数の適正化を進める医療機関に経費相当分の給付金として、１床当たり410万

4,000円を支給するもので、市民病院では、令和３年４月１日から休床している４階病棟の

44床を削減する事業計画を令和７年３月12日に県へ提出した。

また、最新の数値等へ更新した事業計画の再提出を求められ、５月20日に提出している。

しかしながら、国の予算を上回る申請があったことから、当院への支給は不透明な状況であ

るとのことでございました。

次に、第31回四万十川ウルトラマラソンの開催について、生涯学習課から報告を受けました。

第31回四万十川ウルトラマラソンの開催については、開催日を10月19日とし、新規取組とし

て、企業版ふるさと納税制度を活用して寄附を募集したり、従来のボランティアにファミリー

ボランティアを導入するなどを予定しているとのことでございました。

次に、小学校における水泳授業等について、学校教育課から報告を受けました。

令和７年４月に高知県教育委員会が、小学校の水泳指導における安全管理指針を策定し、本

市教育委員会においても、水泳授業におけるさらなる安全管理を徹底するため、各小学校の水

泳授業時において、特に留意すべき点を定めた小学校の水泳授業における留意事項についてを

作成し、各校に周知している。概要としては、水位の設定は全ての児童の両肩が水面から出る

ラインを安全な水位の目安とし、その確認は、入水時に行うことや授業者と監視者の配置とし

て、水泳授業を行う際は、授業者とは別に、プールサイドからプール全体を監視する監視者を

１名以上必ず配置し、授業者と監視者の合計人数は３名以上とすること等であるとのことでご

ざいました。

なお、その他の所管事項の調査につきましては、引き続き閉会中の継続調査の申出を行うこ

とに決しました。

以上のとおり報告をいたします。

以上で教育民生常任委員長の報告を終わります。■議長（宮﨑 努）

これにて各常任委員長の報告を終わります。

以上で本日の日程は全部終了いたしました。

なお、６月14日から18日まで休会、６月19日午前10時会議を開きます。

６月19日の日程は、一般質問であります。質問者は６月16日月曜日、午前10時までに質問内

容を文書により通告願います。
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念のため質問順位を申し上げます。

１番山下幸子議員、２番澤良宜由美議員、３番上岡 正議員、４番鳥谷恵生議員、５番川村

一朗議員、６番川村真生議員、７番西尾祐佐議員、８番大西友亮議員、９番前田和哉議員、

10番松浦 伸議員、11番川渕誠司議員、12番谷田道子議員、13番寺尾真吾議員、14番上岡真一

議員、15番瀨正明議員、以上質問者は15名であります。

本日はこれにて散会いたします。

どうもご苦労さまでございました。

午前11時31分 散会
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令和７年６月四万十市議会定例会会議録（第７日）

令和７年６月19日（木）

■議事日程

日程第１ 一般質問

■本日の会議に付した事件

日程第１ 一般質問

出席議員

１番 鳥 谷 恵 生 ２番 川 村 真 生 ３番 澤良宜 由 美

４番 前 田 和 哉 ５番 寺 尾 真 吾 ６番  瀨 正 明
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午前10時０分 開議

おはようございます。これより本日の会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

～～～～～～～～～～～～～～～

日程に従い、一般質問を行います。■議長（宮﨑 努）

山下幸子議員。

おはようございます。公明党の山下幸子です。■７番（山下幸子）

議長よりお許しをいただきましたので、通告に従い一般質問をさせていただきます。

初めに、四万十市において新しく山下市長が就任されての初めての議会という中で、質問者

のトップバッターとして私も気が引き締まる思いで、市長の政治姿勢について質問をさせてい

ただきます。

現在、市民が抱える期待や問題は、多岐にわたってありますが、その中でもこれは今全国的

な問題でもありますが、人口減少・少子化問題の現状については避けては通れない大変難しい

大きな課題であります。人口減少は、まず生産力の低下や深刻な担い手不足、また地域文化や

コミュニティーが困難になることなど地域の将来に大きな影響を与えることから強い危機感を

持っております。何とか本市の人口減少・少子化問題に歯止めをかけ、若い世代の方々に本市

で安心して暮らしていただくためにも、10年後・20年後を見据えた長期的な戦略とまた移住対

策やＩターン・Ｕターンの取組なども積極的にしていかなければならないと思います。

そこで、人口減少・少子化問題について、今後どういった夢やビジョンを描いているのか、

市長の率直な思いをお聞かせいただきたいと思います。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

おはようございます。■市長（山下元一郎）

山下幸子議員のご質問にお答えさせていただきます。

本市では、平成27年10月に四万十市のまち・ひと・しごと総合戦略を策定し、子育て、健康

福祉の支援による自然増減の減少抑制や移住促進による社会資源の改善、さらには産業振興に

よる市内経済の活性化や雇用の創出など、総合的に推進をしているところではございます。し

かしながら、高知県が毎年10月１日を基準日として公表している県の推計人口を見ても、本市

の人口においては、令和５年10月の３万1,303人から令和６年10月には３万810人と491人減少

しており、依然として人口減少に歯止めがかかっていないのが現状でございます。

さらに、全国の令和６年の１年間に生まれた日本人の子供の数は68万6,061人と、厚生労働

省が調査を開始して以降、初めて70万人を下回り、合計特殊出生率は1.15とこれまで最も低く

なるなど、全国的に少子化が進行しており、本市においても、年間200人を超えておりました

出生数は、令和３年以降、４年連続で200人を下回る大変厳しい状況となっております。

こういったことから、人口減少・少子化対策は、本市の最重要課題の一つとして捉えている

ところではございますけれども、これらの人口減少・少子化対策の効果は、なかなか短期間で
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現れるというものではないために、社会情勢の変化も踏まえて、施策の効果、そういったもの

をしっかりと検証して、事業の見直しや拡充を繰り返しながら、長期的なスパンで、若者人口

や出生数の増加を目指していく必要があると考えております。

今後ですけれども、国や県の制度というのも有効に活用しながら、これまで以上に四万十市

としては積極的な情報発信を行っていきたいと、そのように考えております。それはなぜかと

いいますと、まずは観光客の誘致、また移住促進という面においても、そういった部分をやっ

ていくことによって、この四万十市のファンを全国に増やしていきたい、そのように考えてお

ります。地域観光を軸とした流動交流人口、そういったものを増やしていくことから、そこか

ら関係人口、そして定住人口につなげていくという、そういった地道な策をしっかりとつない

でいくということが非常に重要になっていくと思っております。そういった中で、リモート

ワークができる施設の整備であるとか、またそういったことによって働く場所、新しい働き方、

そういったことも可能になってくると思いますし、デジタルで子育て支援というような部分に

関しても、しっかりとコミットしていくことによって、この地域に残っていただける、そう

いったことをやっていきたいと、そのようにして人口減少対策というものに関してはしっかり

と進めていきたいと、そのように考えております。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。市長の思い、お考えは十分伝わってきました。■７番（山下幸子）

ありがとうございました。この問題については、先ほど市長もおっしゃっていたとおり、すぐ

にこれといった答えは難しいと思いますが、市が今置かれている現状に真っ正面から向き合い、

次の世代のためにも解決する道筋をつけてくださると言われた市長の新しい発想で、今後の四

万十市にも期待が高まっておりますので、どうかよろしくお願いいたします。

次の質問は、農業復興について、耕作放棄地の活用についてお伺いをいたします。

私が今心配しているのは、特に稲作農地の放棄であります。現在、全国的に米不足で、令和

の米騒動と呼ばれ、米の供給と価格の安定について毎日報道がされております。本市でも、や

はり地元の食材を使う学校給食でも米不足が出てきております。政府は、米の歴史的な高騰を

受けて、補助金で転作を促し、事実上の減反政策とされる現行の生産調整の在り方などを議論

をしており、農家の経営を安定的にするため、農地価格や食料安全保障についても徹底的に議

論したいと述べております。このたび市長も市長選の中で、山間地域から至るところの農地も

見てきたと思いますが、悲しいほど耕作放置が目につきませんでしたか。そこに至るのには、

いろんな事情があると思います。高齢化での廃業や担い手不足、人口減少など、農業の減少で

耕作放置が拡大していると思いますが、今回、改正法で、地域農業の将来をみんなで考える地

域計画の策定が義務づけられましたが、本市の地域計画についてお伺いをいたします。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）
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お答えをさせていただきます。■農林水産課長（吉田貴浩）

まず、地域計画とは、農業経営基盤強化促進法に基づきまして、10年後を見据えた地域ごと

に目指すべき将来の農地利用の姿を明確にするといった計画でありまして、本市では、令和７

年、今年３月に策定をしたところでございます。

策定に当たりましては、約２年間にわたり中村地域で11地区、西土佐地域で５地区の合計

16地区で地元の中心経営体や認定農業者、また中山間直払いといった農地維持の対象組織の代

表者あるいはまた農業委員や関係機関を集め座談会を開催をしております。その座談会におき

ましては、地区の現状及び課題及び将来の目標をまとめ、農業の将来の在り方や農用地の効率

的な利用を図るための必要な事項を地区ごとに定めて、併せて筆ごとに将来の担い手を明確に

した目標地図を作成をしておりまして、ホームページにも公表をしているところでございます。

なお、それぞれの地区におきまして、現状、課題、こういったものは異なりますが、将来の

耕作者を明確にすることで、農地が放置されることを防ぎ、適切に管理することが期待される

と同時に、また将来を見据えた計画を立てることで、地域農業の持続的な発展につながるとい

うふうに考えているところでございます。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。■７番（山下幸子）

地域計画では、本市でも16地区でいろいろとこれまで話合いをしてきていただいたようでご

ざいますが、担い手や10年後に目指すべき農地利用の方針を目標地図として作成することは、

今後誰にでも分かりやすく、すばらしい取組であると感じておりますが、今私の周りでは、や

はり高齢化と担い手不足で、今年から稲作は諦めたという方が何人かおいでます。長期間田ん

ぼを放置すると、生産力も落ちるなど問題も出てくると思いますが、このような方々への市と

しての対応はどうなされるのか、お尋ねいたします。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

耕作放棄地の問題についてだとは思いますが、先ほど言いまし■農林水産課長（吉田貴浩）

たそういった地域計画の中でも、耕作放棄地の話題は数多く掲げられておりまして、そういっ

たようなところで、将来のそういった耕作放棄につながるような農地についての担い手、そう

いったものも多くの課題として挙げられております。耕作放棄地、そういった部分の対策とし

ては様々ありますが、せっかくつくった地域計画でございますので、今後の対策といたしまし

ては、新規就農者の育成、集落営農組織への集積、他地区への経営体を新たな担い手として位

置づけながら、そういった耕作放棄地にならないような取組につなげていきたいというふうに

考えております。

また、先ほど議員のほうからも紹介がありましたこういった担い手を目標地図に反映させて、

次にこの方が将来的に作っていくというふうなものを示しまして、耕作放棄地の抑制にもつな
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げていきたいというふうに考えております。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。地域計画に基づいて、担い手を募集していくと■７番（山下幸子）

いうことであったと思います。分かりました。

それでは、次の質問に移ります。

次は、農業分野でも就職氷河期世代が活躍できる人材育成・確保などの取組についてお聞き

したいと思います。

現在、農業分野での支援は、担い手確保のため、新規就農者が中心になっているように感じ

ますが、私はそれだけでは不十分ではないかと思います。現在、既に就農して頑張っている人

たち、これから担っていく若者たちにも力を伸ばせるよう、支援もしなければならないと思い

ます。長期にわたって若い世代の農業者の育成は、今後とても重要であると考えられますので、

一言。

そうはいいましても、やはりまずは人材不足、担い手不足の確保は先送りできない問題でご

ざいます。農業分野でも、就職氷河期世代が活躍できる、農業で夢を持って生活できる魅力を

アピールした人材採用のＰＲをデジタルを活用して取り組んでいただきたいと思いますが、い

かがでしょうか。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

議員からもありましたように、近年の全国的な地域の担い手不■農林水産課長（吉田貴浩）

足、担い手の高齢化といったものは、もう課題ということではなくて、大きな問題となってお

りまして、本市も例外ではございません。また、この問題に対しまして、40代前半から50代半

ばの方、こういった方々がいわゆる就職氷河期の世代の人ということになろうかと思いますが、

こういった人材の労働力や経験を生かしてはどうかといったような趣旨のご質問だったと思い

ます。

本市では、新規就農者に対する支援策としましては、就農準備に係る資金支援や経営初期、

経営の軌道に乗るまでの期間に係る資金支援といったものがあります。ただ、これらの制度に

つきましては、49歳までに就農した方が対象となっておりますので、50代以降で就農した方々

に対しては利用できない、こういったようなことが現状となっております。そのため、50歳以

上の方への資金的な支援制度の活用は、制度的に現実的に難しいところはありますが、年齢に

関係ない技術知識習得の支援策として、技術的な指導や経営に関するアドバイス、また精神的

なサポートを行う地元篤農家とのマッチングやメンター制度の活用、あるいは雇用就農への

マッチングといった様々な支援制度がありますので、そういった面から、こういった就職氷河

期の世代といったところも一定サポートしていきたいというふうに考えております。

以上です。
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山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

詳しい説明をありがとうございました。40代には資金の支援があります■７番（山下幸子）

けれども、50代を超すとそういった支援はないということでございますけれども、長期就農し

ていただくためには、やっぱり40代・50代も本当に大切な年齢であると思いますので、国がで

きなければ、市独自のそういった支援策も考えていただけるように検討していただければとお

願いいたします。

よく分かりました。ぜひ農業をはじめ、１次産業に対して関心を持ってもらえるような人材

確保の取組をお願いをいたします。

そして、市長にお聞きしたいのですが、市長は、１次産業の復興に、人材不足の解消と業務

の効率化を図るために、みどりの食料システム戦略を推進すると言われておりますが、その内

容をちょっと教えていただきたいのですが、よろしくお願いします。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

みどりの食料システム戦略というのは、農水省が最初に規定しまして、持続的な食料システ

ムの構築に向けて、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーション、新しい

アイデアですが、技術というものを使うことで、実現するための総合政策というものになりま

して、こちら高知県においても、県内34市町村と連携をして、国の戦略に基づいて取組を進め

ているところでございます。この中の幾つかある大きく４つあるんですけれども、私としては、

その中で先ほど山下議員のほうからもありましたデジタルというような分野を使うことによっ

て、今後本市におきましても、従業員の高齢化とか担い手不足というのを解決するために、特

に農林水産業の生産過程における技術革新というものをしっかりと進めることで、業務の効率

化、また１人当たりの労働生産性を高めていく、そういったところに寄与していくと、そのよ

うに考えておりますので、こういったイノベーションによって持続的に生産体制を構築してい

くために、ＩｏＴであるとか、ロボット、またＡＩといった、そういったものも活用しながら、

先ほども申しましたけれども、１人当たりの生産性の向上、また効率化を図ることによるいわ

ゆるスマート農林水産業というものをこの四万十市でも取り入れていくことによって、魅力あ

る１次産業、所得の向上も含めて、しっかりと行っていきたいというふうに考えております。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。みどりの食料システムの戦略というのは、国の■７番（山下幸子）

戦略ということが理解できました。ありがとうございます。イノベーションで持続可能な新し

い四万十市の実現に向けて取り組んでいただきたいと思いますので、どうかよろしくお願いい

たします。楽しみにしております。

それでは、次の質問です。

特殊詐欺被害の防止対策についてお願いをいたします。
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この質問は、令和４年12月議会におきまして、澤良宜議員より質問をされておりますが、令

和３年度中では、中村警察署に寄せられた高齢者の詐欺被害についてはなかったとお聞きして

おり、安心しておりましたが、現在、特殊詐欺の被害は、全国的にも年々増加しており、今年

に入り、県内の特殊詐欺被害も急増しているようです。昨年の被害額は、過去２番目に多い２

億3,065万円が、今年はさらに４月２日までの被害は１億357万円、件数は22件で、昨年を大き

く上回っております。件数が２倍、被害額が５倍以上となっているようです。

また、今年は、公務員を語る手口で、警察官や刑事、市職員を語る手口が相次いでおり、市

職員を語る男らに、国民年金の還付金があると言われだまし取られた例もあるようでございま

す。

このように、誰が引っかかってもおかしくない危機状況の中で、本市の特殊詐欺被害の現状

の把握と被害状況についてお伺いをいたします。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁いたします。■環境生活課長（横山昌之）

本市の特殊詐欺の被害状況につきましては、高知県警察本部のほうに問合せをいたしました。

問合せをいたしましたが、県下全体では一定数の認知件数はございますが、市町村別になりま

すと、件数が少なく、個人の特定につながる可能性があるということで公表していないという

回答をいただいております。参考までに、県下全体の被害状況ですが、ご説明いたしますと、

令和６年度の数値とはなりますが、認知件数56件、56件の中の詐欺の種類別の件数ですが、お

れおれ詐欺が10件、架空料金請求詐欺が21件、還付金詐欺が13件、融資保証金詐欺が４件、交

際あっせん詐欺が４件、その他が４件ということで、２億円を超える被害総額になっておりま

す。

年代別に見ますと、これも20歳未満から20代・30代と年代ごとに80歳以上まで、全年代で被

害に遭われていると。特に多い年代が60代で17件、次に30代と50代が９件という状況になって

おります。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。今の答弁は、県全体ということで56件。その■７番（山下幸子）

中には、おれおれ詐欺、還付金詐欺ということなんかも、特殊詐欺がどんどん入ってきている

ように思いました。被害状況については分かりました。ありがとうございます。

つい最近、５月の四万十市で発生した特殊詐欺の出し子についても、こんなにも身近に起き

ているのかと大変驚いております。本当に被害者の心理を突いた巧妙なやり口は、常に身の回

りに潜んでおり、自分だけは大丈夫の認識を持っている人ほど被害に遭われているようです。

本市でも特殊詐欺防止のために、これまでも広報紙や回覧板・安全教室・ホームページなどで

啓発運動はしていただいておりますが、今後市民の方々のニーズや状況に応じて、関連機関と
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連携し、必要な対策を考えていくと言われておりましたが、その後どのような対策を講じてき

たのか、お聞かせください。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁いたします。■環境生活課長（横山昌之）

前回のご答弁から３年間、これまでの対策につきましては、新たな取組というのは実際ござ

いません。これまでの取組と同じように、市広報紙を使った防災メモや消費生活センターだよ

りといった記事の掲載、地区回覧としての地域安全ニュースの配布、これは紙面を通じた詐欺

や消費生活トラブル等の事例や対処法の掲載をすることでの被害防止の呼びかけを行っており

ます。状況に応じてという形になろうかとは思いますが、関係機関、中村警察署になるんです

が、中村警察署から詐欺まがいの不審電話について注意喚起してほしいという、そういった依

頼があった場合は、防災行政無線や市の公式のＬＩＮＥを使いまして、周知を行わさせていた

だいております。

また、ニーズという形になるのかなと思いますが、中村地区の地域安全協会が主体となりま

して、詐欺被害の事例であったり、その対処法を直接お伝えする高齢者安全教室の開催、そう

いったことを実施している状況でございます。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。■７番（山下幸子）

この３年間、あまり大きく変わったようなことはないような感じもしました。ただ、警察関

係など関係機関とも連携した啓発運動の継続というふうに捉えました。理解いたしました。

それでは、現在、今後の特殊詐欺から市民を守る取組についてどのような対策が必要である

と認識されているのか、お尋ねいたします。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁いたします。■環境生活課長（横山昌之）

対策につきましては、引き続き関係機関の協力の下、連携を図りながら、広報紙・防災行政

無線・市の公式ＬＩＮＥ等を通じまして、市民の皆様へ周知啓発、また街頭での啓発活動を

行ってまいりたいと思っております。特に、不安を感じている高齢者の皆様には、紙面による

周知啓発より対面での出前講座、交通安全教室がより有効ではないかと考えております。この

教室、地区での開催となっていますので、地区においても積極的に活用していただくよう、新

任区長の勉強会など、折に触れ教室につきまして説明・紹介するなどをして、切れ目なく必要

な対策を講じてまいりたいと思います。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。今後は、広報とか街頭の啓発運動、対面での教室、関連■７番（山下幸子）
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機関とも連携というところでございました。ありがとうございました。

本市は、これまで警察署からのお知らせとして、地震防災課で行われている詐欺事件への注

意喚起、防災無線で放送していると思いますが、環境生活課では、啓発運動となっております。

これだけ毎日のように特殊詐欺が行われ出した社会では、今後は市としてももっと市民との間

に入って啓発運動ができる仕組みづくりや役割をどう市が担っていくか、例えば警察からサ

ポートを受けながら、行政窓口の横のつながりなども強くしながら、市民の安心・安全につな

がる啓発をすべきだと思いますが、本市の見解はいかがでしょうか。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁いたします。■環境生活課長（横山昌之）

先ほどのご答弁の中でも少し触れさせていただきましたが、高齢者の安全教室、そういった

教室にも私ども担当課のほうも積極的に一緒に参加して、より住民の皆様と身近に対策につい

ていろいろやっていきたいなというふうに感じております。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。高齢者の安全教室などで取り組んでいただけるというこ■７番（山下幸子）

とでございますので、ぜひともこれからどんどん多くなってくる課題だと思いますので、市と

しても市民との間に入って、どう取り組んでいったらいいのかを考えていただきたいと思いま

すので、前向きな検討をお願いしておきます。

例えば、最近ニュースなどでも言われている高齢者を狙った特殊詐欺など、金融機関やコン

ビニからの協力も被害を未然に防ぐことにつながっていることから、民間企業や地域と連携し

た啓発活動に力を入れることにより、その効果が高まってくるのではないかと思われますので、

またこういったことも考慮しながら、よろしくお願いいたします。

次、３番目の質問は、認知症早期発見のため、施策についてお尋ねをいたします。

この質問は、独り暮らしの高齢者の方から相談を受けたものです。今や認知症は、早期発見

し、適切に対応すれば、急激な進行を防ぐことも可能と言われている。特に、発症前の段階で

ある軽度認知症、ＭＣＩの段階で対処することが望ましく、早期であれば、認知を遅らすよい

薬もあるように言われている中、相談者も早期発見できれば、自分のためにも、また子供たち

にも迷惑をかけずに済むと思っているけど、市の考えはどうなのか聞きたいと問われました。

そこで、自覚症状がない人や誰にも気づかれないまま認知症が進行してしまうことを防ぐた

め、軽度認知症障害についての市の考えと課題認識についてお聞きをいたします。

武内高齢者支援課長。■議長（宮﨑 努）

軽度認知障害についての市の考えと課題認識についてお答え■高齢者支援課長（武内俊治）

します。

軽度認知障害とは、認知症と完全に診断される一歩手前の状態であり、認知機能に関して低
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下を感じていたり、同年代の人と比べて、認知レベルが低下している。しかし、日常生活は問

題なく送ることができている状態を指します。日常生活に支障が出始めると、認知症の状態に

あると判断されますので、軽度認知障害は健常な状態と認知症の中間の状態であると考えてお

り、認知症に進行する場合もあれば、適切な予防等を行うことにより、健常な状態に移行し得

る状態であると言えます。

軽度認知障害につきましては、早期から認知症予防の対策を行っていくことが重要であり、

適切な認知症予防策を講じることで、健常な状態への回復や認知症への移行を遅らせることが

期待できますので、ご本人やご家族の方が、軽度認知障害の初期症状において見られる日常生

活の中でのサインなどに気づき、専門医の診断を受けることが重要であると考えております。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。軽度認知障害というのは、認知症に進む場合■７番（山下幸子）

もあるけれども、軽度のままで止まっているっていうこともあるというふうに認識しましたけ

れども、それでよろしいでしょうか。

課題の認識については分かりました。現在、市では、後期高齢者健康診査の質問票で、認知

症のチェックも行っていますが、後期高齢者と言えば75歳からということになりますが、後期

高齢者健康診査の結果で見る認知症の現状についてお尋ねをいたします。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

本市では、75歳以上の方を対象とした後期高齢者健康診査にお■健康推進課長（竹本美佳）

いて、フレイルなど高齢者の特性を踏まえ、身体的・精神的・社会的側面から成る８項目の総

合的な評価を行っております。この中に認知機能に関する質問が含まれております。周りの人

からいつも同じことを聞くなどの物忘れがあると言われていますか、今日が何月何日か分から

ないときがありますかの２項目の質問内容で、認知症に関する判定まではできませんが、認知

機能の低下の兆しを把握する構成となっております。

令和６年度の四万十市の健診結果では、受診者数1,319人のうち、１つ目の項目に該当した

方が14％、２つ目は25.7％、両方に該当した方は7.9％となっており、一定数の方に認知機能

への不安が見られる状況です。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

申し訳ございません。もう一度パーセンテージのところ、言っていただ■７番（山下幸子）

けますか。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

すみません、１つ目に該当した方が14％、２つ目が25.7％、両■健康推進課長（竹本美佳）

方に該当した方が7.9％となっております。
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山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。ありがとうございます。やはり、数字的には１割、２割■７番（山下幸子）

というふうな形になりますでしょうか。ありがとうございました。

診査の結果などをどのように市民の方にはお伝えをしているんでしょうか、その点について

よろしくお願いします。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

これらの項目に該当した場合には、健診結果の通知に、身近な■健康推進課長（竹本美佳）

人や地域包括支援センターに相談してみましょうといった助言を記載しております。また、健

診会場での問診の聞き取りのときや結果説明会の場で、ご本人から不安の声が聞かれた場合に

は、地域包括支援センターで作成しています認知症啓発チラシの配布や相談窓口の案内を行う

などの対応を行っているところです。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。診査の結果を本当に丁寧な説明をしながら、次■７番（山下幸子）

へとつないでいただいていることが分かり、市民の方も安心できるのではないかと思いますが、

今や四万十市では、65歳からの独居世帯が断トツに増えております。単身高齢者が増加するこ

とで、誰にも気づかれず、本人の状況が悪化してから支援につながるなども多くなるのではと

心配をしております。安芸市などでは、40代から特定健診とセットで脳の健康度チェックを実

施しておりますが、せめて本市でも、65歳からでも簡単にできるチェックリストなどで、早期

発見につなげる取組は必要ではないかと思いますが、いかがでしょうか。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

早期に発見するために、簡単にできるチェックリストなどの取■健康推進課長（竹本美佳）

組は、有意義な取組の一つであると認識しております。後期高齢者の健康診断の問診内容につ

いては、国で定められた共通した問診項目であるため、認知機能に関する項目を市独自で追加

して実施することは難しい状況ですが、市で取り組める方法として、安芸市のように別ブース

を設けて実施するか、簡単なチェックシートを配布してセルフチェックを進めていく方法にお

いては取組が可能かとは思います。安芸市においては、健診と別にブースを設けて、希望する

40歳から74歳の国保加入者を主な対象として、タブレットを用いた簡易なセルフチェックを実

施しているとお聞きしました。対応には保健師１名、タブレット支援の事務員３名の合計４名

が専任で配置しているというふうに伺っております。本市において、現時点では限られた職員

体制の中で、安芸市と同様の取組を健診会場で実施することは困難であると考えております。

しかしながら、当該の取組は、認知症の早期発見や啓発につながる有意義な取組の一つである

と認識しておりますので、今後も安芸市を含め、他市町村の取組については、情報収集に努め

てまいりたいと考えます。当面は、現在健診時に65歳以上の方に配布しております耳の聞こえ
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のチェックリストに加えて、認知症に関するチェックリストも併せて配布する、また高知県が

作成しておりますフレイルチェッカーというアプリが、本年度より認知機能チェックと脳トレ

が追加されましたので、このアプリの活用も周知することで、本人の気づきや相談へのきっか

けとなるよう努めてまいりたいと思います。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

現在、市で行っている65歳以上の聞こえのセルフチェック、こちらのほ■７番（山下幸子）

うでございますね、その中で取り上げていただくとの検討とフレイルチェッカーのアプリもま

た使用していただけると前向きな答弁をいただくことができました。ありがとうございます。

早期発見により、今後本人にとっても、本市にとっても、将来の医療費の削減へとつながるこ

とになるとも思いますので、どうかよろしくお願いをいたします。

では、４番目の質問に移ります。

子育て支援についてであります。

こども基本法に基づき、本年度より四万十市こども計画がスタートしております。私は、２

年前、産後の母親の家事や育児を訪問支援の寄り添った形で心身ともにサポートを行う産後ド

ゥーラについて質問をいたしましたが、その時点では、本市の産後ケア事業はまだありません

でした。産後ケア事業は、いつから始まったのか、産後ケア事業の内容とこれまでの利用数・

利用内容についてお聞かせをお願いいたします。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

本市の産後ケア事業の状況についてご答弁させていただきます。■健康推進課長（竹本美佳）

まず初めに、産後ケア事業は、出産後の母親が、心身の回復を図りながら、安心して育児を

始められるように、助産師などの専門職による支援を提供する事業です。具体的には、授乳や

育児に関する相談、母体の健康チェック、心理的サポートなどを行い、母子の健やかな生活の

スタートを支援することを目的としております。

本事業は、母親の状況や希望に応じて利用できるよう、３つの提供方法があります。１つは、

助産師がご自宅を訪問する訪問型、２つ目は、指定の施設に出向いて、個別相談やケアを受け

る通所型、そして３つ目は、医療機関などに宿泊しながら、集中的に支援を受ける宿泊型です。

本市では、令和元年７月より、訪問型の産後ケア事業を開始しました。その後、育児不安や

産後の体調不良といった多様な支援ニーズに対応するため、令和６年５月からは、子育て支援

センターぽっぽを会場とした通所型を開始しました。さらに、令和６年11月からは、市内の産

婦人科が事業受託に応じてくれたことを契機に、産科医療機関に日中滞在してケアを受ける通

所型と宿泊してケアを受ける宿泊型の利用が可能となる体制の整備を行いました。あわせて、

西土佐地域の方の主な出産先である宇和島市内の産科医療機関３か所とも契約を締結し、幅広

い選択肢を提供できる体制を整えました。
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これまでの利用状況ですが、令和５年度までは、年間平均で約７名程度の利用にとどまって

おりましたが、令和６年度は、訪問型が延べ22名、通所型が延べ６名、宿泊型がゼロ名の延べ

28名の利用があったところです。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。産後ケア事業は、母親が安心して子育てがで■７番（山下幸子）

きる事業ということで、訪問型・通所型・宿泊型、この３つがあるというふうに理解をいたし

ました。

本市においては、宿泊型は今までにゼロ人ということになっておりますが、これは何か理由

がございますでしょうか、お尋ねいたします。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

宿泊型においては、まず困ったら産後ケアと思っていただける■健康推進課長（竹本美佳）

よう、出産前からの事業周知の強化が必要であるというふうに考えております。

また、申請手続についても、保護者の負担軽減のために、今は来所での申請になっておりま

すが、電子申請などを活用した簡素化した仕組みづくりが今後の課題というふうに考えており

ます。

利用者のニーズとしまして、夜泣きなどが始まる７か月以上の大きな子供さんの利用につい

てはニーズがありましたが、産婦人科という医療機関の施設や体制の状況から、対象が４か月

未満というふうになっておりますので、そこについての利用に結びつくことができなかったと

いうことも背景にあります。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

ニーズが合わなかった、夜泣きとかそういったのは７か月以降になるの■７番（山下幸子）

で、ニーズが合わなかったということになるかと思いますが、宿泊型となりましたら、宿泊先

はどちらのほうをご用意されているんでしょうか、お聞かせください。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

四万十市内と宇和島市内の産婦人科になっております。■健康推進課長（竹本美佳）

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。四万十市内と宇和島市内で、２軒ということでございま■７番（山下幸子）

すでしょうか。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

四万十市内が１か所、宇和島市内が３か所になります。■健康推進課長（竹本美佳）

以上です。
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山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

了解いたしました。■７番（山下幸子）

これから課題も出てくるかもしれませんが、母親からの現場の声を第一に聞き取っていただ

いて、事業に取り組んでいただきたいと思いますので、どうかよろしくお願いいたします。

それでは、最後の質問でございます。

子育て世帯訪問事業について本市の取組状況はどのようになっているのか、お伺いをいたし

ます。

中脇子育て支援課長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁申し上げます。■子育て支援課長（中脇弘樹）

子育て世帯訪問支援事業につきましては、子育て世帯の養育環境が深刻な状況となる前に、

世帯の養育環境や状況等を把握し、支援の必要性が高い世帯を適切な支援につなぐことを目的

に、市町村における実施の努力義務が課せられている事業でございます。ご質問のとおり、本

市では、令和７年度中に事業の開始を予定しているところでございます。現在、この事業の委

託先の調整を行っているところでございますが、事業の委託先としましては、地域で高齢者・

障害者の訪問介護を実施している訪問介護事業者に依頼を行っているところでございまして、

現時点で市内３か所の事業者から、事業受託に向けて前向きに検討いただけると回答をいただ

いているところでございます。

事業開始に向けての準備の状況といたしましては、国から示されている当該事業のガイドラ

インを参考に、対象家庭を訪問する訪問支援員への必須研修を７月に開催する予定としており

まして、研修修了後、受講を修了した訪問支援員が所属する訪問介護事業所との委託契約を行

い、秋口には事業開始が可能になると考えているところでございます。

以上です。

山下幸子議員。■議長（宮﨑 努）

令和７年度中に事業が開始されること、また市内３か所の事業者と今提■７番（山下幸子）

携を結んでいるということでございますね。７月には訪問介護がスタートするということで理

解いたしました。

取組状況の把握はできました。まだスタートしたばかりだということで、これまでほとんど

行われていなかった新たな子育て支援であることが分かります。産後ケア事業、訪問事業の充

実により、母親を支えることにより、第２子への希望や少子化問題にも光が見えてきそうな期

待も少しできましたので、以上で私の質問を終わらせていただきます。

以上で山下幸子議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

11時まで休憩といたします。

午前10時47分 休憩

午前11時０分 再開
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休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

一般質問を続けます。

続いて、澤良宜由美議員。

議員番号３番、公明党の澤良宜由美でございます。■３番（澤良宜由美）

議長のお許しをいただきましたので、通告に従いまして一般質問をさせていただきます。

まず初めに、防災・減災対策から、ペット同行・同伴避難についてお伺いをいたします。

東日本大震災、また近年では能登半島地震、豊後水道など、最大震度５以上の大きな地震が

頻発をしており、８月には南海トラフ地震臨時情報も発令をされました。それ以降、災害への

意識や対策の必要性、それをより一層感じたというお声のほうもいただいているとともに、

ペットを飼っている飼い主から、ペットとの避難を心配される声もお伺いをしております。東

日本大震災から、ペットとの避難や避難所生活での様々な問題点や課題が注目をされ始めまし

た。当時のある方は、地震が発生した際、取りあえずペットを抱きかかえて避難はしたが、当

時はその避難所自体も混乱しており、ペット連れは避難所に入れてもらえず、結果、飼い主は

避難所、ペットは自宅で生活を余儀なくされたということがあったそうです。当時の避難所に

は、ペットが過ごせるスペースがないところもあり、飼い主やペットにとって大変苛酷な状況

であったことがうかがえます。

このようなこともあり、環境省は、2013年６月に災害時におけるペットの救護対策ガイドラ

インを作成、さらに熊本地震発災から２年後の2018年には、その改訂版人とペットの災害対策

ガイドラインを発行、また2020年５月には、国の防災基準計画の中に、家庭動物の文言が盛り

込まれ、市町村は必要に応じて、指定避難所における家庭動物のための避難スペースの確保等

に努めなければならないという明記をされました。これらのことから、本市においても、ペッ

トと飼い主が共に避難できる体制づくりや取組というのは、これからの防災の観点からでも重

要な事柄ではないかと感じております。

そこでまず、本市のペット避難に関する現状や取組について様々な観点からお伺いをさせて

いただきます。

まず初めに、ペット同行避難とペット同伴避難の避難の形態の違いについてお伺いをいたし

ます。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

同行避難・同伴避難の避難形態の違いについてご答弁いたしま■環境生活課長（横山昌之）

す。

同行避難とは、災害時に飼い主がペットを連れてまず避難所まで安全に避難することで、飼

い主とペットが離れ離れにならないようにすることを指します。

同伴避難とは、災害時に飼い主とペットが同行し、ここまでは一緒なんですが、さらに避難

所でも一緒の空間で過ごすことを指します。ただ、一緒の空間といいましても、様々な人が共
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同生活を送る避難所におきましては、動物の苦手な方、アレルギーのある方もいらっしゃいま

すので、そういったことに対しては配慮が必要となっております。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。同行・同伴避難の違い、一緒に避難所に行っ■３番（澤良宜由美）

て、その先どうなるか、もしかしたら一緒に同室できるか、できないかという違いにもなって

くるかとは思います。

ここで、同行避難・同伴避難をする際、飼い主の責任で行わなければならないこと、また事

前に準備をしておかなければならないことなどございましたらお答えのほうお願いいたします。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁いたします。■環境生活課長（横山昌之）

災害時の飼い主の責任・役割につきましては、まず飼い主とペットが離れ離れになりますと、

ペットの負傷であったり、また長期間にわたります衰弱・死亡といったおそれもございます。

また、不妊・去勢手術をしていない場合は、繁殖により増加するという懸念もされますので、

まずは同行避難をしていただくということが基本になります。加えまして、同行避難に備えま

して、ペットの避難に必要な用具を日頃から準備しておく、避難所や仮設住宅におきましては、

ペットの飼育マナー、健康管理といったものにも気をつけていただきまして、ケージやキャ

リーバッグに慣らしておくこと、またこれは犬の場合に限りますが、飼い犬の情報となります

鑑札やマイクロチップなどを装着すること、こういったことが飼い主が行うべき責任となって

おります。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。各ペットに対する準備、ペットシートだっ■３番（澤良宜由美）

たり餌だったりを準備することと、あと健康管理、またケージに慣らす、マイクロチップとい

うふうにご答弁がございました。かなり結構多くのことを飼い主のほうはやらないといけない

ということを確認させていただきました。

では次に、本市のペット避難に関する現状についてお伺いをいたします。

まず、本市における犬・猫の飼育頭数についてお伺いをいたします。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁いたします。■環境生活課長（横山昌之）

本市におけます犬の登録数は、本年５月末現在で1,562頭になっております。猫につきまし

ては、これは犬以外、愛玩動物全般になりますが、登録義務がないということで把握していな

い状況になります。

以上です。
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澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。犬のほうは、本市では1,562頭で、猫のほ■３番（澤良宜由美）

うは、把握できていないということで承知をいたしました。

では次に、本市のペットの飼い主の方に対して、ペット同行避難・同伴避難の意向調査につ

いてお伺いをいたします。

災害時にペットを飼われている方が、ペットとの避難をどのように思い、またどのように考

えているかを事前に把握することは、避難行動や避難所運営にも大きく関わってくることにな

ります。

そこで、本市では、過去に意向調査、アンケート等などを行ったことがあるのか、あればど

のような経緯で行ったのか、またどのような方法、またどこが主体となって行ったのかをお伺

いいたします。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■地震防災課長（安岡栄治）

ペット避難に関する意向調査の実施についてでございますけれども、昨年度中村地区防災連

絡協議会と連携をいたしまして、災害時のペット同行避難に関するアンケートを実施をいたし

ました。これは、中村地区の自主防災会との意見交換の中で、避難指示等が発令されても、

ペットを置いて自分だけ避難所には行けないと考えている高齢者独居の方が多くいることから、

ペット同行避難の訓練をしてはどうかというご提案を受けまして、本市とそれから自主防災会

と共同で訓練を視野に入れた事前準備として、中村南小学校区の方を対象にアンケート調査を

行いました。

アンケートの形ですけれども、回覧の形で回答用紙を配布いたしまして、それぞれに世帯ご

とに書き込んでいただくという形で実施をしております。

以上でございます。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。中村地区、自主防の方が主体となってやられ■３番（澤良宜由美）

たということで、方法は回覧形式という形で承知をいたしました。

では、アンケートの内容と結果についてお伺いをいたします。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

アンケートの内容といたしましては、高齢者独居世帯か、家族■地震防災課長（安岡栄治）

に動物アレルギーの方はいるか、ペットを飼っているか、避難所へのペットとの同行避難を考

えているか、考えている人は、避難所でペットと室内で生活したいかなど11項目についてお聞

きをいたしました。

結果といたしましては、校区内世帯数の約９％ではありましたけれども、154世帯から回答

をいただきまして、ペットを飼っている方は回答世帯の約32％、その中で、約76％の方がペッ
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トと共に避難することを考えておりまして、そのうち62％の方が室内で生活をしたいというふ

うに回答されるなど、ペットを飼われている方が一定数おられて、その多くが同行・同伴を含

めて一緒に避難をしたいという意向であるということが分かりました。

以上でございます。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。先ほど課長の答弁からもございましたが、中■３番（澤良宜由美）

村地域の方の限定のアンケートにはなりますが、飼っている方が32％、同行避難を希望されて

いるのが、意外にも76％と、またそのうち同室で希望されているのが62％と結構大きな数字で

はあったということを確認をさせていただきました。

では次に、ペット同行避難における本市の現状や体制についてお伺いをいたします。

本市は、指定避難所は先ほど課長のほうからありましたように、同行避難を軸としてされて

いるというふうにご答弁がございましたが、そのほかに、ペットが過ごせる空間は、屋外なの

か、屋内なのか、また指定避難所運営マニュアルには、ペットに関する事柄とか、どのように

記載をされているかとか、ペットの餌とかトイレシートはどのようになっているのかとか、ま

たペットが避難した際、ペットの管理や運営は、誰がどのように行うのか等々、具体的に今の

本市の現状や体制についてお伺いをいたします。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■地震防災課長（安岡栄治）

ペット同行避難につきましては、避難所ごとに作成しております避難所運営マニュアルに

よって定めておりまして、基本的には全ての避難所でペット同行避難を可能としております。

運営マニュアルには、避難所内のペットスペースを定めているほか、避難所全体の運営に当

たって、受付や誘導、トイレなどの避難者受入れに必要な活動を行うチームの中に必要に応じ

てペットチームをつくることが記されております。

ペットチームの役割につきましては、ペットスペースの設置、飼い主とペットが分かるよう

な掲示、飼い主へのペット同行避難の注意点の説明などを行うこととしておりまして、これら

を経て飼い主は、避難所の受付に行くこととなります。

受付後のペット同行避難のルールといたしましては、ペットスペースにケージやリード等で

つなぎ止めて飼育することや、ペットスペースの清掃、食事につきましては飼い主の責任、管

理の下で実施をしていただくことが記されております。避難スペースの状況にもよりますけれ

ども、ペットの飼育は屋外、避難者は屋内に避難をして、決められたルールに従って避難生活

を送っていただくということになります。

以上でございます。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。今回、本市では、ペット避難に関するガイ■３番（澤良宜由美）
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ドラインとかマニュアル等というのは作成をされているのか、お伺いをいたします。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

先ほど申しました避難所運営マニュアルへの記載以外にガイド■地震防災課長（安岡栄治）

ライン・マニュアルというものは作成しておりません。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

作成していないということで、今後、作成される予定というのは、あ■３番（澤良宜由美）

るのか、ないのか、お伺いをいたします。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

本市のペット同行避難に関しましては、地震防災課、避難後の■地震防災課長（安岡栄治）

対応であったりだとか、平時の啓発であったりだとか、地震防災課、それから環境生活課、協

働で実施をしております。今後、そちらと協議をいたしまして、作成について検討してまいり

たいと考えております。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。ちょっと前向きにご検討いただけるという■３番（澤良宜由美）

回答をいただきまして、ありがとうございました。ここまでで各課長たちにご答弁のほういた

だきました内容をざっくりですが整理させていただきますと、犬のほう、本市のほうでは

1,562頭いるということ。しかし、猫の頭数のほうは把握できていないという状況です。猫の

頭数を加えましたら、もし被災になって猫もいるかと思いますが、猫の頭数を加えましたら、

本当に相当な数になるのではないかと思います。

また、ペット同行避難とペット同伴避難の違い、これも市民の方がなかなか全て理解をして

いない方もいらっしゃるかと思います。もしかしたら、一緒に避難すれば、同室で一緒に過ご

せると思われている方もいらっしゃるのが現実でございます。しかし、別々に避難所での生活

を過ごすというのが、今の四万十市の現状です。

また、ペットの飼い主の責任で行わなければならないこと、先ほど言われましたペット用の

持ち出し袋、餌とかトイレシートなど、また日常からのケージとかリードを慣れさせておく、

また健康管理、先ほど言われましたマイクロチップ、またワクチンの接種、また去勢とか避妊

手術等も多分行わないといけないと思います、ペットを飼っている飼い主の責任として。本当

に大変多くのことを準備しないといけないのが今の現実でございます。

また、意向アンケートを中村地域、自主防の方がされたということで、飼っている方は32％、

同行希望をされている方が76％、同室を希望されている方が62％ということの現状でございま

した。

本当に今ざっくり言わさせていただきましたが、今これが四万十市、本市のペット避難に対

する現状、また避難体制であられるかと思います。そして、ガイドラインのほうは、今はつ

くっていない、今後検討をされるという回答もございました。今回、ペットの飼い主の方数名
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とペットとの避難に関して話のほうをさせていただきました。災害が起きた際、本当にペット

と一緒に避難所に行ってよいのか分からない。また、一緒に同室で生活できるのか、餌は何日

分用意すればよいのか、ペットフードの支給はあるのか、またケージはどうすればいいのかな

ど本当知らないことが多く、不安に思われている飼い主の方が結構たくさんいらっしゃいまし

た。本市のペット避難に対する情報が、十分に届いていないことが要因ではないかと考えられ

ます。また、ペットを飼っている独り住まいの高齢者の方も多数おられ、高齢者の飼い主は、

本当ならペットと一緒に避難したいけど、一人ではペットを連れて避難することの難しさやま

た周囲の方に迷惑をかけたくないという思いで、結果家にとどまることを選択するケースもあ

るかと思います。また、避難所には、動物が苦手な方、アレルギーがある方もあり、飼い主自

身が遠慮してしまい、ペットと一緒に結果家に帰ってしまったり、車中泊を選ぶというケース

もあると言われています。ここで課題になってくるのが、様々な理由でペットと共に家にいる

ということを決めた方の行動を、行政やその地域の自主防の方が把握をしていなければ、結果、

その方を助けることが困難になってくるかと思います。また、助けに行った際、２次被害など

で被害を受けることも考えられます。このようなことを行政と地域の方と共有していけるのか、

またペットと共に避難を希望されている方にとって、今の本市のペット避難の在り方と現実の

ギャップをどう埋めていくのかがこれからの今後の課題になっていくかと思います。ここを解

決していかなければ、助けられる命ももしかしたら助けられなくなる場合もございます。ぜひ

このようなことも意識していただき、これからのペット防災に取り組んでいただければと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

では次に、過去の災害から学ぶペット避難の取組についてお伺いいたします。

先ほども申しましたが、東日本大震災、また能登半島地震など、大災害の際にペットとの避

難や避難所での問題、また放置されたペットなど様々な問題や課題が表面化されてきておりま

す。本市の担当課として、過去の災害から様々な課題解決や取り組むべき防災対策を学んでこ

られたかと思います。

そこで、質問になりますが、過去の災害からどのような問題や課題を学び、そのことに対し

て本市ではどのような対策が必要とされているのかをお伺いをいたします。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

ペットの避難に関しましては、東日本大震災になりますが、被■環境生活課長（横山昌之）

災した自治体におきましても、震災前から防災計画やマニュアル等で同行避難については記載

をしておりました。記載をしておりましたが、同行避難に関する認識が十分に浸透していな

かったと。浸透していないという理由から、多くの飼い主の方々がペットを置いたまま避難さ

れたと。残されたペットが野生化するなど、発災後、その対応に自治体が苦慮したという報告

を受けております。発災時には、繰り返しになりますが、自分の命を守ることを優先していた

だきまして、その後避難に当たってはペットと離れ離れにならないよう、可能な限り同行避難
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をすることを飼い主の方にご理解いただきまして、平常時から避難に必要な用具を準備してい

ただきまして、心構えをしていただきながら、避難に備えた飼い主の方のペットの避難に関す

る理解の促進といったところに今後必要な措置を取っていかないといけないかなと考えており

ます。

以上です。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

私のほうからは、避難所での課題についてお答えいたします。■地震防災課長（安岡栄治）

熊本地震では、ペットの受入れルールが決まらないままに無条件で受入れを行ったために、

ペットを飼っている人と飼っていない人の間でトラブルが多く発生したというふうに聞いてお

ります。

本市の対策といたしましては、避難所運営マニュアルにより、ペット同行避難のルールを定

めておるところでございますけれども、災害時には現場の状況に応じて、臨機応変に対応して

いく必要があろうかと思います。

今後は、これらマニュアルの実地と検証、またルールの事前周知等が大事であると考えてお

りまして、今後の取組といたしましては、今年度中村地区の自主防災会主催で、先ほども申し

ましたように、中村南小学校を会場として、ペット同行避難訓練を行いたいと今計画をしてい

るところでございます。ペット同行避難につきましては、マニュアルに位置づけてはいるもの

の、実証できていない部分が多いために、今回の訓練を通じて、実際の検証をしていきたいと

いうふうに考えております。

以上でございます。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。過去から学ぶことの大切さというのも重要に■３番（澤良宜由美）

なってきますので、ぜひよろしくお願いいたします。

では次に、先ほども言われましたが、ペット避難訓練の取組についてお伺いをいたします。

今回、中村南小学校のほうでやられるというふうにご答弁のほうもございましたが、それま

でに本市のほうでペット同行避難訓練をされてきた過去があるのか、もしあればそのときの状

況、また課題等がございましたらご答弁をお願いしたいのですが。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

過去に、平成30年ぐらいだと思いますが、ペット関連事業者と■地震防災課長（安岡栄治）

共に具同地区の自主防災会が主催する防災訓練の中でペット同行避難の訓練を行いました。参

加者約50名ぐらい参加をしていただいたとお聞きしております。

その際に見えた課題といたしましては、避難所に避難したときに、ペットをケージに入れよ

うとしたら、嫌がってケージに入らないといったケースが見受けられたと。ふだんからケージ

に入ることに慣れていないと、ペットもいざというときに身動きが取れないということも分か
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りまして、平時からのケージに入る機会をつくっていくことが大切であるということを感じた

ところというふうにお聞きをしております。

以上でございます。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。今後、今回中村南でやられるほかにも、も■３番（澤良宜由美）

しかしたら今後ペット同行避難訓練を開催する予定を立てられている地域の方もいらっしゃる

かと思います。それが出てこないといけないんですが、先ほど過去の災害から学ぶ対策や訓練

など、今後の避難訓練にどのように取り入れていくのかというのがまた重要になってくるかと

思います。これ他の自治体の事例ではございますが、過去の災害を経験された方やまた経験豊

富な講師の方を呼んで、地域住民や行政と一緒にペット同行避難を行い、様々なアドバイスを

もらい大変参考になったというお声もあります。また、本市のほうでは、避難訓練は屋外が一

応ペットのスペースというふうに設けられているかと思います。その要因として、鳴き声とか

臭いとかアレルギー問題等も考慮しての措置ではあろうかと思います。しかし、アンケートに

もありましたように、飼い主によっては同室での避難を希望される方というのもいらっしゃい

ます。しかし、同室避難生活を実現させていくというのは、なかなか大変なことではあります

が、経験者の適切なアドバイスというのは、本当に大変有効なものになってくるかと思います。

今回、中村南小学校でこれから同行避難を取り組まれるかとは思いますが、今後またやられる

ところに対して、本市として避難訓練に対して、どのように今後取り組んでいくのか、またど

う関わっていくのか、お考えがありましたらご答弁のほうお願いいたします。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■地震防災課長（安岡栄治）

議員おっしゃられるように、講師を招いての学習、学ぶ機会も大切だというふうに考えてお

ります。今回、中村地域での訓練を行いますが、それを一つのきっかけといたしまして、他地

域でも自主防災組織と連携をしながら、どのような訓練が大事であるか、効果があるのか、そ

ういったものを検討して実証していきたいというふうに考えております。

以上でございます。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。ぜひ前向きに検討をお願いいたします。■３番（澤良宜由美）

では次に、ペット避難の周知についてお伺いをいたします。

現状、本市のペット避難に関する情報が、十分ではないと私は思っております。本市に関わ

るペット同行避難の情報を、どこから収集すればいいのか分からないというお声のほうもいた

だいております。市のホームページを検索しても、ペット同行避難、ペット避難に関する事柄

が私出てこなかったような記憶があります。先ほども申しましたが、そもそもペットを連れて

避難していいのかどうかも分からないという方がいらっしゃるというのも事実です。
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そこでまず、本市では、ペット同行避難の周知に対して、どのように行っているのか、また

今後どのような対策というか取組をされていくのか、お伺いをいたします。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁いたします。■環境生活課長（横山昌之）

周知につきましては、令和６年３月の広報紙におきまして、ペットとの同行避難に関する記

事を掲載させていただいております。また、本市に登録のある犬の飼い主の方に対しましては、

狂犬病予防接種の案内を送る際に、災害時のペットとの同行避難について知ってもらうための

チラシを同封させていただいております。こういった取組は引き続きやっていくようにしたい

と思っております。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。市民向けの防災対策の情報発信というのは、■３番（澤良宜由美）

多いにこしたことはございませんで、ぜひまた違う面でもいろいろ積極的に情報発信をお願い

いたします。

ここで一つ、私のほうから提案をさせていただきたいのですが、情報発信の一つとして、高

知市のほうで今年に入ってペットと共に避難でき、また周りの人に迷惑をかけず、安心して過

ごせる目的として、ペットと飼い主の防災手帳というものを発行されております。その飼い主

の方が、被災時に何をすればいいのか、事前に何を準備しておけばいいのか、また避難場所は

どこに行けばよいのかなどなど、飼い主にとって必要な情報が掲載されている冊子になります。

ぜひ本市でも、四万十版ペット防災手帳のようなものが発行できないか、また検討ができない

か、お伺いをいたします。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁いたします。■環境生活課長（横山昌之）

今議員ご提案の高知市のペットと飼い主の防災手帳をはじめまして、その他の周知の方法も

含めまして、他の事例を参考にしながら、前向きに検討していきたいと思います。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。ぜひ前向きに検討をお願いしたいと思います。■３番（澤良宜由美）

では、最後に、市長にお伺いをいたします。

本市のペット同行・同伴避難の取組について、まだまだ取り組むべきことはあると感じてお

ります。本市の防災対策の要の一つとして、ぜひスピード感を持って取り組んでいただきたい

対策でございます。行政や自主防が、ペットを助けるという姿勢で臨まなければ、多分飼い主

の方は安心して避難できないし、多分避難しないです。ペットと共に避難することは、その先

にある飼い主の命を助けることにもつながります。山下市長が考えるその本市のペット同行・
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同伴避難の取組についてご所見をお願いいたします。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

これまでの答弁でもありましたけども、市の体制としましては、避難防災マニュアルという

ことでペット同行避難というのを受け入れるということで認識しております。しかしながら、

澤良宜議員がおっしゃるように、まだまだ不十分であるということは非常に理解をしておりま

して、先ほども言いましたけど、まずはそういった同行避難が可能であるということをペット

を飼っている皆さんが分かるようなための周知、そういった部分は様々な方法を使ってまず徹

底していく。同時に、その場合、どういう対応をすればいいのかということも飼い主の皆様に

もしっかりと理解をいただくことで、安心して同行避難をしていただけるようになると思いま

すので、そういった部分は、しっかりと徹底していきたいと、そのように思います。

また、受入れ側の体制も、今年度は中村地区でも避難訓練に一緒にやるということもありま

すけれども、そういった形で、実際に起こったときにそれをしっかりと対応できるような仕組

みというのは、事前にしっかりと準備をしていくということが非常に重要になってくると、そ

のように考えますので、市としましても、自主防組織であるとか、住民の方々と連携をしなが

ら、しっかりとそういった準備も進めていって、実際のときにしっかりと対応できるように努

めてまいりたいと思います。

以上でございます。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。ぜひ市長がこれから取り組まれる防災・減■３番（澤良宜由美）

災対策の一つとして、前向きに考えていただければと思います。今回は、本市のペット避難に

関する現状を中心に質問のほうをさせていただきました。今後も様々な取組のほうはまた一般

質問等でもご提案させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

これで、ペット避難の質問は終わります。

では次に、災害時における下水道行政の取組についてお伺いをいたします。

一般的に、下水道機能が果たす役割は非常に多く、トイレの生活水などの汚水の排除や処理

による公衆衛生の確保、また雨水の排除による浸水の防除など、市民の生活や経済活動を支え

る大切な基盤の一つとも言えます。南海トラフ地震や津波、また近年では猛烈な豪雨や台風の

影響による大規模な水害などでは、下水道の機能が果たすことができなくなった場合、市民の

生活に大変大きな影響が出ることは必然でございます。国交省では、平成21年に被災時におい

て様々な機能確保を目的とした下水道ＢＣＰ策定マニュアルを策定して以降、随時見直し・改

定を行っております。本市でも、これからの災害等に直面した場合、適切に業務を遂行し、下

水道が果たすべき機能を維持するための下水道ＢＣＰを策定されているとお伺いをしておりま

す。
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まず、本市の下水道ＢＣＰ策定に至った経緯や目的等についてお伺いをいたします。

岡村上下水道課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■上下水道課長（岡村速人）

議員よりご質問の四万十市下水道事業ＢＣＰの策定の経緯についてご答弁いたします。

災害が発生してから、下水道機能の継続や復旧の対応を検討するのではなく、多発する自然

災害の対応の教訓や事例を踏まえて、一日でも早く、下水道の機能回復を図るため、事前に被

災を想定し、被災経験がない限られた人員体制であっても、災害時に優先して実施する業務を

明確化して、市民生活のために必要となる下水道が果たすべき重要な機能を継続的に機能する

ために策定をしております。

また、下水道ＢＣＰが絵に描いた餅にならないよう、上位計画である四万十市地域防災計画

や道路・医療などの関係部署のＢＣＰに関連を持たせて、発災後、各職員の行動指針となるよ

うな策定を行っているところです。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。先ほど課長のほうからの答弁もございまし■３番（澤良宜由美）

たが、下水道ＢＣＰにおける、次の質問になりますが、優先実施業務についてお伺いをいたし

ます。

大規模災害時による津波被害や大雨による水害被害などで下水道施設が被災した状況でも、

適切に業務を遂行、または機能維持を目的とされているとのことでしたが、確かに災害時の適

切な業務遂行等を行うに当たり、何を優先して業務を行うのかを選定するということは、すご

く大切なことだと思っております。

そこで、本市での下水道ＢＣＰにおける優先実施業務がどのようになっているのか、お伺い

をいたします。

岡村上下水道課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■上下水道課長（岡村速人）

議員のご考察のとおり、発災後、優先すべき実施業務は、多岐にありますが、その中でも優

先して行う業務について、四万十市下水道事業ＢＣＰに基づき具体的に説明いたします。

優先実施業務を行う発動基準としまして、震災５強以上の地震が四万十市及び近隣市町村で

観測された場合と津波警報が発表された場合に優先実施業務を行うこととなりますが、優先順

に申し上げますと、１点目が、災害対応体制の確立としまして、下水道対策本部の立ち上げに

なります。災害対応体制については、本庁の上下水道課を拠点として、下水道対策本部を設置

するとともに、四万十市中央下水道管理センターを拠点として、市より業務委託している業者

により、処理場対策室を設置することになります。

２点目は、従事する職員の安否確認、３点目は、市役所本庁と四万十市中央下水道管理セン
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ターの連絡体制を確立しまして、参集人員や被害の状況の把握を行います。

４点目、国・県・市の関連部局に加え、災害時の支援協定の締結を行っている民間企業との

連絡調整を行いまして、協力体制を確保します。

５点目としまして、被災した管路や下水道処理場により人的被害につながる二次災害の防止

としまして緊急点検を行います。

６点目は、把握できている範囲で、下水道施設の被害状況、復旧の見通しについて、市対策

本部への第一報の報告を行い、最後に高知県を通じて、災害支援協定へ支援要請を行うことが

四万十市下水道事業ＢＣＰに位置づけている優先実施業務となります。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。様々な優先順位がございました。発災時は、■３番（澤良宜由美）

本当に非常事態であり、様々な情報や混乱を招く状況下でもあるかと思います。そのような中

で、迅速に優先実施、業務を行える体制を、ぜひこれからもつくっていただければと思います。

そして、先ほどの優先実施業務にも加わってくることなんですが、下水道ＢＣＰを実行する

に当たり、優先実施業務を遂行するために、様々な取組とか課題のほうも考えられているかと

は思います。近年の気候変動による想像を超えるような水害被害の現状やまた能登半島地震の

経験を踏まえて、さらに下水道ＢＣＰの見直しとか改正を検討されている自治体というのも多

くなってきているかとは思います。南海トラフ地震や水害など、いざ災害時に先ほど課長が言

われました優先実施業務を含め、迅速に対応をするための日頃からの備えというんですかね、

例えば教育だったり、訓練だったり、定着化に向けた勉強会等、そのような対応力強化に向け

た取組などはされているのか、もしされているのであれば、どのようなことをされているのか、

それに関する課題とかありましたらご答弁をお願いいたします。

岡村上下水道課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■上下水道課長（岡村速人）

議員よりご指摘のありました四万十市下水道事業ＢＣＰをより効果的に発揮させるために、

どのような取組がなされているかについてですが、本市では、１年に１回、下水道ＢＣＰの円

滑な運用と災害時における各構成員間の相互協力体制を強化するため、市より四万十市中央下

水道管理センターの運営管理を業務委託している業者と連携しまして、四万十市中央下水道管

理センターが被災したと想定し訓練を実施しております。

具体的に、昨年８月15日に市職員と四万十市中央下水道管理センターの職員で、優先すべき

業務に基づき、通信機器が確保された仮定で、発災時の情報伝達の訓練、同年９月２日に実施

された県内一斉シェイクアウト訓練に併せて、四万十市下水道管理センターの職員による地震

発生時における適切な行動の確認や施設の１次被害調査などの訓練、それから同年12月５日に

は、高知県と県内下水道を有する自治体で、中国・四国ブロックの下水道事業災害支援に関す
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るルールに基づき、震度６以上の地震が発生した場合と震度５強以下の地震、その他の災害が

発生して下水道施設が被災した自治体から支援要請を受けた場合を想定し、県内災害時情報伝

達訓練に参加したところです。

また、職員のスキル向上のため、公益社団法人日本下水道管路管理業協会が講師を務める下

水道施設管路施設の災害復旧活動の勉強会に参加するなど、発災時に生かせる取組を重ねてい

るところです。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。様々な取組等もされているということで、■３番（澤良宜由美）

承知をいたしました。

では次に、災害時における下水道事業の協定についてお伺いをいたします。

本市では、災害時に破損した下水道施設の復旧等を目的とした復旧支援の協定のほうを結ん

でおられるかと思います。どのような協定内容なのか、またその支援、協定先などが分かりま

したらお答えのほうお願いいたします。

岡村上下水道課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■上下水道課長（岡村速人）

県内の下水道を管理する協定先と協定内容について紹介させていただきます。

県内の下水道施設を管理する高知県並びに16市町村で、地震や大雨の災害により下水道が被

災した場合に、施設の管理者では応急処置ができないというときに、相互支援が円滑に遂行さ

れるよう、被害が生じた施設の機能の早期回復を目的としました災害時における下水道施設を

管理する市町村の相互支援に関する協定がまず１つ。

次に、県内の下水道施設、農業集落排水の管路施設を管理する高知県と23市町村、公益社団

法人日本下水道管路管理業協会と被災した管路の早期復旧の支援を受けることを目的とした災

害時における高知県内の管路施設の復旧支援に関する協定、次に公益社団法人全国上下水道コ

ンサルタント協会中国・四国支部と、地震や大雨などに被災した下水道施設の応急対策の検討

や災害査定の作成、積算支援を受けることを目的としました災害時における高知県内の下水道

施設の技術支援協力に関する協定、そして県内の下水道終末処理場、ポンプ場を管理する高知

県並びに16市町村が、日本下水道事業団と被災した下水道施設の機能の迅速な回復を図り、浸

水被害の拡大、その他の生活環境の悪化、公共用水域の水質の防止を目的としました災害時に

おける高知県内の下水道終末処理場及びポンプ場の復旧支援に関する支援協定を結んでおりま

す。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。様々な協定のほうをされているということで、■３番（澤良宜由美）
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いざ本市のほうが災害に遭ったとしても、各市町村のほうから対応をしていただけるというこ

とで安心のほうさせていただきました。

では次に、上下水道課が管理する非常用トイレ、携帯トイレ、使い捨てトイレについてお伺

いをいたします。

地震防災課が管理・所有している使い捨てというか非常用トイレとは別に、上下水道課が管

理している非常用トイレがあるかと思います。

まず、その総トータル個数、またどのような形態の非常用トイレなのか、また保管場所、使

用できる条件、どのような方が使用できるのか、お伺いをいたします。

岡村上下水道課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■上下水道課長（岡村速人）

まず、備蓄数についてですが、四万十市下水道事業ＢＣＰの非常時対応計画の支援要請に基

づき、災害直後において物資や支援が十分でない状況の対応期間として、３日分を備蓄してお

ります。その具体的な備蓄数につきましては、令和７年３月31日現在、公共下水道区域内にお

ける7,917人に対し、１人が１日５回程度使用すると仮定しまして、対応期間の３日間分、

12万2,400袋を備えております。

次に、非常用トイレの形態ですが、洋式のトイレに汚物袋をセットしまして、用を足した後

に凝固剤で固め、汚物袋の中身が出ないようにし、廃棄するタイプの非常用トイレとなります。

最後に、保管している場所については、上下水道課が管理しています桜町排水ポンプ場・百

笑排水ポンプ場・八反原排水ポンプ場に各３万袋、右山排水ポンプ場に３万2,400袋を備蓄し

ているところです。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。各ところに保管をされておられますが、この■３番（澤良宜由美）

携帯用トイレですかね、どのようなときにどのような方法で誰が使われるかというのを、支給

されるのかというのをお伺いいたします。

岡村上下水道課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■上下水道課長（岡村速人）

議員の確認のありました上下水道課が備蓄する非常用トイレの使用方法ですが、発災後、皆

さんが身の安全の確認ができた市民の方々は、指定緊急避難場所へ避難することとなっている

と思います。この中で、上下水道課が備蓄する非常用トイレにつきましては、中心市街地公共

下水道区域内の指定緊急避難場所である四万十市役所・中村南小学校・中村小学校・中村中学

校・中村高等学校・しまんとぴあの６つの避難場所へ非常用トイレを配布するように計画して

おります。

具体的な支給方法は、上下水道課では各指定緊急避難場所へ地震防災課の非常用トイレの数
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を考えながら、そこの避難所のほうへ運搬をし、そこで各避難場所での運営方法、利用状況を

確認しながら配布するようにしております。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。まず、防災課が所管しておりますトイレが、■３番（澤良宜由美）

随時なくなった場合に、また区域内の方にお配りするという、指定避難所にいらっしゃる方に

お配りするという認識でよろしいですかね。はい、ありがとうございます。

先ほど課長のほうからもご答弁のほうがございました。区域内の避難所生活、もしくは避難

所生活をされていない、自宅で生活をされていらっしゃる方もいるかとは思います。ある程度

桜町とか百笑とか八反原のほうに分けて置かれて、保管はされているというふうにはお伺いの

ほうさせていただきましたが、なかなかすぐに欲しいというのも正直な気持ちではないかと思

うんですが、一つできるかできないかというよりは、小規模単位とか、事前の個別配布とかっ

ていうことができるのかどうか、お考えができるのかどうか、お伺いをしたいと思います。

岡村上下水道課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■上下水道課長（岡村速人）

議員よりご提案のありました自主防災組織から小さい組織などへの事前の非常用トイレの配

布のご提案ですが、現在、上下水道課と地震防災課で連携しまして、緊急指定避難場所への備

蓄しているトイレを使用することとしております。万が一、非常用トイレが不足する事態は発

生しないと考えておりますが、非常用トイレが迅速に上下水道課としては補充できるよう、計

画しております。

小さい場所への配布につきましては、地区でのコミュニティーを生かしまして、避難所など

で共助の取組を行っていただいて、取りに来ていただくことが最善と今のところ考えておりま

す。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。承知いたしました。災害時での下水道問題■３番（澤良宜由美）

というのは、一番にトイレの問題が発生するかと思います。また、その後、生活環境、また衛

生面に直結する課題でもありますので、上下水道課の方には、さらなる取組をお願いして、こ

の上下水道行政の質問は終わらせていただきます。

では、最後に、暮らしを守る支援事業についてお伺いいたします。

今回、四万十市ふるさと暮らし支援事業についてお伺いいたします。

この支援事業は、各地域の方の暮らしに直結する課題や問題を解決できる支援事業の一つで

はないかと私は思っております。ふるさと暮らし支援事業に関して、過去にも数名の先輩議員

が質問をされており、各整備内容の見直しや補助金等の見直しなどの要望を一般質問でもされ
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ておりました。昨年の見直しに対する一般質問をされた際に、当時の環境生活課の課長のほう

から、このふるさと暮らし支援事業の見直しを行っていますという答弁がございました。早速

今年度からこの支援事業の整備内容が若干変更されたというふうにお伺いをいたしましたので、

まずどのような整備事業が変更されたのか、お伺いをいたします。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■環境生活課長（横山昌之）

今年度より変更した事業につきましては、生活関連施設10種目中、２種目見直しを行ってお

ります。

まず、１つ目は、水道設備整備になりますが、旧来新設・改修ともに補助対象限度額が50万

円だったところを、１施設当たり新設を100万円に増額しております。

２つ目が、省エネ型街灯整備になります。こちら地区が管理する街路灯をＬＥＤ化するもの

でありますが、１灯当たりの補助率を２分の１から３分の２へ変更しております。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。多分省エネ型の街灯のほうが、一番申請され■３番（澤良宜由美）

る数も多いかと思います。２分の１から３分の２に変更されたということで、また水道施設の

ほうも新設が100万円になったということで、大変本当によかったかなと思っております。

最後の質問になりますが、今回見直しをされた経緯、要はなぜこうなったのかという経緯に

ついてお伺いをいたします。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■環境生活課長（横山昌之）

事業を変更した経緯につきましては、まず地区からの要望、地区からのお声を受けまして、

調査検討する中で、昨今の物価高騰等の社会情勢の変化を踏まえまして、地区が活用しやすい

制度になるよう、見直しを行った次第でございます。

以上です。

澤良宜由美議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。承知いたしました。今回、ふるさと暮らし■３番（澤良宜由美）

支援事業が見直しをされて、本当に私自身もよかったかなと思っております。この支援事業の

要綱の中の第２条に、目的として、この補助金は、住民自ら考え、自ら行動を起こす効果的な

事業に対し、予算の範囲内において当該事業に要する経費を補助することにより、地域の活性

化と住みよい環境整備を図ることを目的とするというふうに明記をされております。

最後なんですが、ここで一つ私からのお願い事になります。先ほど課長のほうからも、今回

変更になったというのが地域の要望ということでございました。各地域が抱える環境整備問題

というのは、本当に様々で、必ずしもこの支援事業だけで問題が解決することはできないもの
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もあると思います。先ほど要綱の中でも申しましたが、住民自らが考え、自ら行動を起こす効

果的な事業というふうに明記をされておりますが、それが今の支援事業の整備内容になかった

ものだとしても、まずは住民の地域の皆さんの声を聞いていただき、耳を傾けていただき、こ

れからどういう整備施設が必要なのかというのを共に考えていただける体制づくりをお願いし

て、私の一般質問を終了させていただきます。

以上で澤良宜由美議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

この際、昼食のため、午後１時まで休憩いたします。

午前11時57分 休憩

午後１時０分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

一般質問を続けます。

上岡 正議員。

45回目の一般質問をさせていただきます。■15番（上岡 正）

市長、選挙ではご苦労さんでございました。ご当選おめでとうございました。市長とお会い

して、いろいろとお考えも聞かせてもらいました。また、今議会の冒頭、施政方針では、本当

に立派な演説を伺いました。しかし、４年間、うちのトップということで、大変重責を担った

わけでございます。市長のことですから、市民の期待以上に頑張っていただくということを信

じております。

それでは、早速質問をさせていただきます。

人口減少問題については、市長のお考え、山下議員のことで分かりました。市長のそのこと

についてのご所見を伺うというふうに通告しておりましたが、そのことについては割愛をさせ

ていただきます。

そこで、具体の質問をさせていただきます。

まず、人口減少というのは、東京都をのけたほかは、おおむねそれぞれの自治体が重要な問

題だと。特に、高知県においては、知事をはじめ、このことが避けて通れない問題だというふ

うに言っております。私自身も、当市においては、よいよ税収の面からも、いろんな政策を

打っていく面からも、大変な問題だと。人口が何ぼ優秀な市長でも、増えるとは思いません。

増えるとは思わんがですね。減少幅をできるだけ少なくしていく、そしてある時期まで待つと

いうことでなければならないと思うんですね。人口が減る原因としては、やはり自然減が多い

と思うんですね。亡くなる方と生まれる方、これが一番だと思っています。亡くなる方を止め

るのは、これだけ世界でも平均寿命が延びた国でございます。このことを100歳まで平均寿命

を持っていくというのは不可能と私は思っております、医学が進んでもですね。今のところの

医学では不可能。

そこで、どうしても子供を産み育ててもらわなならんと、その環境をどのように整えるかと



- 58 -

思っております。そのことが、各自治体の経済状況といいましょうか、家庭でもそうですが、

違いがだんだんと出てきております。自治体によって、違いが出てきとる。私は、特に新市長

には、人口減少を止めるためにも、子育て支援について十分な政策を打っていただきたいと。

国のやりよることをするのであれば、今までの市長さんもしてまいりました。いろんな自治体、

どこがどうしよるとか、ここで並べてもしようがありませんので、市長、できるだけ人口を減

少を抑えるためにも、そのことについて力を入れていただきたいと私は思いますが、そこのご

所見をお伺いできますか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。上岡議員のご質問に答弁させていただきます。■市長（山下元一郎）

おっしゃるとおり、四万十市の人口、先ほども少し話させていただきましたけれども、４年

連続でもう200人を生まれる数が減っているというような現状もありまして、大変厳しい状況

というのは本当に理解をしておるところでございます。

今までの取組という部分に関しては、四万十市のまち・ひと・しごと総合戦略の中で、若い

世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる、そういったことを基本目標に四万十市と

して掲げておりまして、婚活のサポーター事業でありますとか、不妊治療助成の拡充、また乳

幼児・児童医療無償化を高校生にまで拡大するというような各種事業を展開してきているとい

うふうに考えておりますが、おっしゃるとおり、子育て支援の部分というのをしっかりとやっ

ていくということに関しましては、最初の所信表明のときにも申しましたけれども、そういっ

た支援策をしっかりと皆さんに情報発信をしていく、またそれを使いやすく、誰でも、どこで

も使えるような、例えばワンストップの窓口であるとか、そこをデジタル化していくとか、若

い人たちが使いやすいような、そういった施策を進めていこうとは思っておりますけれども、

なかなか子育て支援をしているだけというよりは、まずこの四万十市に来てもらう人たちを増

やしていく、それこそ新しい働き方もありますので、そういった人たちが、まずこの地域に来

ていただく、そういったことをすることによって、最初の答弁にも少しありましたけれども、

交流人口から関係人口、そして定住人口へとしていきたい、そのような取組をすることによっ

て、この地域の人口減少を少しでも緩やかにしていきたいと考えております。

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。■15番（上岡 正）

そこで、市長とは私少しそこは考えが違うんですが、移住対策よりも子供が生まれるのにど

うしたらええかということに私は力点を置いとるわけですが、そこで市民・人権課長にちょっ

とお聞きします。

四万十市の前の旧中村市時代の人口のピーク時は、４万人以上おったんですね。そして、西

土佐は、ピーク時には8,000人以上おりました。現在、私ちょっと間違うちょるかもしれませ

んけんど、調べてみますと、旧中村市分は、今２万8,621人だそうです。西土佐は、8,500人か
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ら2,263人だそうです。市民・人権課長、間違いありませんか。

武田市民・人権課長。■議長（宮﨑 努）

間違いございません。■市民・人権課長（武田千尋）

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

２つを足しますと、市長、ピーク時には４万8,000人おりました。今現■15番（上岡 正）

在は３万1,000人ですね。非常な減少、減少も特に中山間いいましょうか、西土佐については

ピーク時より４分の１になっております。それは、昭和35年ですからね。この減少というのは、

旧中村市の旧村で言うと富山、大川筋だとか、八束だとか、中筋だとか、蕨岡だとか、後川だ

とか。集まってきとるのは、旧で言うと、増えとるのは２つだけです。具同村と東山村だけで

す、旧で言うと。そういう中で、非常に行政面積も広くて、非常にそういう面ではお金の要る、

維持管理するにも市になっております。私は、どうしても生まれる子供、200人以下に４年間

なったと。200人以下じゃなくて150人以下になっとると思うんですね、１年前、150人。非常

な事態ですよ。ここで市長と論議するつもりはありませんけど、やはり子供を四万十市のここ

で生まれる子供を増やさなならんと思っています。そういう政策を打っていただきたいという

ことをお願いして。

もう一つは、やはり交流人口を増やしましょうと。私もそのことには異議ありません。あり

ませんが、私は18歳で60％ぐらいの方が高校済んだら70％かもしれません、県外・市外に出ま

す。その方の、卒業したら呼び戻しをせなならんと思っています。そのためには、市長が言う

経済的にも力をつけて、仕事も増やしていかないかん。働く場がないともんてきてくれない、

そういうことだろうと思いますけど、どうしてもそのためには、これも政策を打っていただき

たいと。帰ってくると、例えば議員の間からも奨学金の無償返還できないのかと、手助けがで

きないのか。例えば、市役所に入ると、入る枠をつくるとか、いろんなことがお金が要らん方

法も政策では出てくると思いますね。私は何がいいのかというのは、今現在持ち合わせはあり

ません。しかし、この２つが、人口の減少を止めるためには、出ていく人をもんてきてもらう

ということと、赤ちゃんを産んでいただくと、この２つ、ちょっと今気になっとるのは、結婚

適齢期が遅れてということもあるんですが、もう一つ適齢期の男女数が合うてないような気が

します。女性のほうが少ないような気がします。老人は、私みたいに70を過ぎると、女性のほ

うが多いわけですけんど、若い層が、男女比率が合うてないような気もいたします。そこら辺

も少し頭に入れてもらって、人口減少については十二分に政策で頑張っていただきたいという

お願いをしておきます。

次に、大学誘致の失敗の諸課題について、少し時間をかけてご質問します。

まず、前の市長が、法人を訴えたんですけんど、山下市長はどうして市が法人を訴えないか

んなったのか、どういうご理解をしているのか、前市長の名前で訴えたんですね。だけど、新

しい市長になりましたので、名前も替えて、山下市長が原告の代表者になるわけですが、なぜ
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訴えたのか、どういう理解をしているのか、簡単にご答弁願いたいと思います。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。お答えいたします。■市長（山下元一郎）

学校法人の損害賠償への訴えの提起につきましては、市長就任に当たって、引継ぎの中で損

害賠償に至ったということに関してはお聞きをしているところではございます。内容について

は、これまで議会や総務常任委員会の中で意見をいただいておる中で、学校法人に交付した補

助金、そして工事等に支出した経費の取扱いについて、弁護士と何度も協議をした上で、市が

大学誘致を推進してきたのは、学校法人のほうから何度も四万十看護学部の開設については、

文科大臣の許可を得ることは困難はないといった趣旨の説明を受けていたということで、市も

同様の認識で事業を進めてきたということで、決定した補助金の条件である文科省の認可を受

けられなかったことというのを学校法人のほうに不履行があったということで整理したという

ふうに私のほうはお聞きをしております。

以上です。

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

そういうことは分かりました。私は、市長の引継ぎにそう言われたとい■15番（上岡 正）

うことですけんど、議会では大丈夫か、認可大丈夫か、と何回も質問しました。だから、前市

長の答弁の中でも、是正勧告が出て、１回では通らんかったですね。文科省から直してくれと。

そのことについても、説明の中で軽微な変更やというふうに受け取っとるんですね、前市長は。

そういうことで、そこら辺はあるんですが、私はこの問題で、やはり訴える前にもきっちりと

した検証をする必要があったと。例えば、損害賠償をそのお金も入っとんですけど、７億円何

ぼの中には、2,000万円損害金としてうちが払ったんですね、旧中学校の。そのお金は正しい

のかどうなのか、適正やったのか、高いのか安いのか。全てが事務当局との話合いの中で、事

がどんどん進んでいってこうなってきた。私は、裁判の前に、裁判官でも弁護士でもありませ

んし検事でもありませんから、ご想像はしにくいですが、100％の勝訴はないと思っています、

私は。

そこで、やはり検証を内部でしたという報告は総務委員会にもありました。私は十分とは

思っていません。十分な第三者を交えて検証すべきと私は思ってますが、市長のお考え、突然

質問通告の中でも言ってましたが、そこら辺どのようにお考えでしょうかね。というのが、も

う一つ言うと、この問題で、こんな大きな問題が起きたが、誰一人責任は取ってない。７億円

何ぼも訴えないかんような事態になったと。先ほど私が言うたように、完全勝訴はないと思っ

てます。山下市長も、マスコミの取材の中でも、話合いもすべきかなとかという談話、どう問

われてどう言うたか記事ですから分かりませんけど、私は想像の中ですけんど、そのようにも

記事も出ておりました。私もある部分になると、裁判官がそういうお勧めならやぶさかじゃな

いと思うんですが、そのことについてはいいんですが、検証について、今が適当やないかもし
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れません、裁判をするようになりましたのでね、今が適当じゃないかもしれませんが、誰一人

責任を取ってないと。このことについての責任の問題、検証の問題、この２つについてできれ

ばご所見を伺いたい。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

学校法人への損害賠償については、先月、本当に僕が就任する直前に行ったということで、

これに関しては、議会のほうも議決を取ったということで行っておりますので、そこに関して

は今の段階ではもうしばらく注視していくべきやというふうに考えております。

また、第三者機関についてですけれども、現状今裁判所のほうに訴えたということの中で、

ある程度事実というのもはっきりとしてくる部分が出てこようかと考えておりますので、今の

段階で設置するということは、ちょっと考えておりません。

それから、もう一つが、責任ですかね、責任につきましても、同じように裁判の結果がどう

いう形になるか分からないですけども、先ほど言うたように、様々な解決方法あると思います

けれども、そういった中で、どういう結果になるかによっても変わってくると思いますので、

そこに関しては裁判の様子をうかがってから判断したいと思います。

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

ご答弁分かりました。ただ、市長、裁判長引くと思うんですね。長引く■15番（上岡 正）

と思います。やはり、新しい市長になりましたので、検証結果を公表する必要はないんですが、

やはり誰にもこの問題が責任がないとは私は思いません。事務にしても、職員についても、ま

た前市長についても思いません。そういう中で、やはり裁判が終わるまで見て、その結果を見

てということでご答弁ですが、やはり私はこの問題、この４年間、大学誘致の問題については

毎議会言ってまいりました。特に、今までの前市長との間では、地方自治法違反やないかとい

う市長に違反かどうか、どう考えてますかと、中平市長に問いました。地方自治法は、答弁で

は、私は法律の専門家でないから知りませんと、めちゃくちゃな答弁ももらいました。市の

トップが、地方自治法を知らないと。本会議のこの場でそういう答弁もいただいたりいろいろ

しました。私は、そういう中で、その問題はどういうことで問うたかというと、補助金を３億

2,000万円出すに当たって、補助金を出すに当たって、２回言いますけんど、要綱を定めとん

ですね。どうしたら補助金が出せるかと。その中で認可をもらわにゃ、もろうたら出しますよ

と、請求があったらと、こういう中で、認可もないのに出したと、全て。そのことについて地

方自治法違反やないかというふうに問うたんですよ。そういう事務処理が行われてます。それ

は、今後、いろんなことでそんなことが起きたら、市長の時代に、大変だろうと思うんですよ

ね。私も一回補助もらったことがあるんです。１回だけですけんど。ぶしゅかんの苗木の補助

を半額もらいました、半額。ぶしゅかんを買うて、領収添えて、半額もらうんですね。ぶしゅ

かん買う前にはくれません、要綱がありますから。しかし、そういうことを平気でやってきた
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んですよ、大学については。だから、ほかのことにも、次の事業にもそういうことが起きたら

いけませんので、私は市長をトップとした検証委員会をつくっていただいて、何がおかしかっ

たのかと。やはり、裁判でも明らかになると思いますけんど、ならん部分が多いんですよ。私

は、そのことをまずお願いをしておきます。

次に、下田旧中学校の事業です。６月８日でしたかね、市長の肝煎りと言っておきましょう、

住民の声を聞いて政策決定をする、判断をするということで、下田の住民とか議員にもご案内

がありました。その結果、市長はどのように住民の声をお聞きになったのか。表明の中でも小

学校を上げるんだと。早期にという施政方針にも書かれて言っております、市長は。小学校は

ですよ。何かそこを読んでみましょうかね、そこを。６月８日に下田地区住民懇談会を開催し

たところです。この懇談会で、当事業を推進するためには、子供たちの安全確保という観点の

ほか、地域の防災面、地域とのコミュニケーションの在り方、その他様々なご意見をいただい

たところであります。それらのご意見を踏まえ、地区とも連携した中で、なるべく早く事業着

手できるよう準備を進めてまいりますというふうなことで、その前段は下田小学校高台移転す

る方針を決定していますがということで、聞きます。

下田小学校は、話合いの結果、市長の中では、上に上げることを決めましたか、どうですか、

お聞きします。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。その答弁で、四万十市の方針として、これ僕■市長（山下元一郎）

が市長になる前に上げるという決定をしておったという部分と、それに関して、下田地区のお

話を聞かせていただいて、方向性としては上げる方向で一応準備を進めているということです

けれども、まだ決定はしておりません。

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

まだ決定はしてない。その６月８日の住民の声、区長さんをはじめ、地■15番（上岡 正）

区の方が来られていたようです。市長は、声を聞いて制度決定をしていきたいと。保育園・小

学校、また災害が起きたときの避難場所等のご意見が出たと思いますね。その住民の声といい

ましょうか、市民の声を聞いて、市長はこれに保育園のことも書いておりませんので、どのよ

うに思ったのか、その思いとどうするのか。避難所も早期に事業着手というのは、旧中学校を

直していくと。決まらな直し方も決まらんと思うんですね、１階、２階、３階ありますから。

そこら辺の住民の声を聞いた上で、市長はどのようにするんですかと問うたらいいんでしょう

かね、どう考えたのか。私は、声は聞かなかったけんど、テープも聞かせてもらいました。圧

倒的に保育園も保育所も上げていただきたいという声があったように私は思っております。そ

の辺、市長はどのように声を聞いたのか。まずどう聞いたのかということを率直にお聞かせ願

えますか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）
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お答えいたします。■市長（山下元一郎）

先ほど話したように、私のところに政策というか、方針決定としては、中学校を上げるとい

う話で上がってきておりました。しかしながら、私も選挙戦、様々なご意見を聞く機会もあり

まして、改めて僕が市長となって、下田地区に入らさせていただき、ご意見を聞かせていただ

くと。そういった中で、方針の中では、小学校のみを上げるというのに対して、確かに声の中

では保育所も一緒に上げるということを望む声というのもありました。同時に、早期にあそこ

を避難所として使えるようにしてもらいたいという声もいただきました。なかなか全てを包括

すると、例えば今中学校を上げると言っているところが、保育所をどうするかという話にまた

戻りますと、今度早期の改修というのに関わってくる部分も出てくると。そういった中で、ど

うすることが一番下田の住民の皆様にとっていいのかというところを総合的に判断をして、政

策決定を行いたいと今考えておりますが、まだ結論は出しておりません。

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

ある程度了解をいたしましたが、私はやはり行政は公平でなくてはなら■15番（上岡 正）

ないと思っております。税を皆さんから公平にもらって、公平に使わなくてはならんと。

そこで、それから市民の命というたらええでしょうか、命は、やはり一人でも、30人おるけ

ん、30人はするけど１人は構んがやという話でもありません。そういうことで、ちょっと地震

防災課長にお聞きしますが、下田保育所の地盤高、海抜どれぐらいか、またそのことについて

の津波はあこ受けると思っとんですね、津波を受ける。どれだけつかるのか、津波を保育所の

ところとか小学校も一緒ですけんど。多少地盤が違うがやけんど、１ｍぐらいは、小学校とは。

保育所のところでどれぐらい海抜があって、どれぐらい津波が来るんですか、教えてください。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■地震防災課長（安岡栄治）

平成25年の県の被害想定によりますと、下田保育所の地盤高は約６ｍ、浸水深につきまして

は２ｍから３ｍの浸水が想定されるところです。

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。市長、対岸の八束の保育所ですね、旧八束保■15番（上岡 正）

育所は、同じように海抜は６ｍ弱です。浸水深も同じ３ｍです。保育園を前市長が上げないと

決定したのは、人数が少ないから上げないと決定したんですね。いつ廃園になるか、休園にな

るか分かりませんが、そういうことが近々起こる可能性があるから上へ上げないと、こういう

ふうな政策決定をやり直したと。１回は上げることに政策決定しとったんですよ。後でよう子

育て支援課に聞いてみますと、した後に、住民にも上げる、議会でも上げるというて答弁があ

りました。人数が少ないから上げないんだというふうなそういう答弁です。私は、先ほども

言ったように、人数が少ないから、小さい子供に、先ほども言うように少子化の中で、経済的

に云々ということと、経済効果の部分と命の部分は違うと思うんですよ、私は。事業の効果と
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違うと思う。まして、八束地区では、危ないからと言うて、人数にどれだけの違いがあるのか

はまだ調べておりませんが、高台移転して、ゴルフ場に上げて、私はゴルフせんけん知らんが

ですけんど、値段だけ知っとる。ゴルフの球がへちへ打ったらいかんけんって5,000万円以上

かけて子供をネット張って守りよります。私そのことも随分とおかしな話やと質問もしました

けどね。それで、取りあえず津波からの命は守ったと。また、ゴルフの球からも5,000万円か

けて守っとる。対岸ですよ。私は、公平の原則からいうて、直ちに保育園も上げるべきやと、

どう考えても。人数が少ないけん上げんじゃないんです。たとえ園があるうちは３人でも上げ

ないかんという考えに立っております。それはなぜかというと、行政の公平さ、命の大事さ。

例えば、大きな事故があって、90歳の人と５歳の子供が同レベルの命の危なさ、手が足らない、

順番つけないかん。そのときには、命は一緒やけど、やっぱり若い子からというのが今の論理

になっとるようですね、順番をつけないかんときは、同レベルやったら。反対に、お年寄りが

同レベル、置いとったら死ぬかもしれんと。順番がお年寄りが先になるんですね。しかし、こ

のやつは、人数じゃないんですよ。お金じゃないんです。お金がかかるからと。そんな論議を

する議員さんもおりますけんど、私はそれは全くのナンセンス。一人でもせないかんと思って

おります。そして、先ほどの答弁の中では、３階やって避難所もある。私は簡単な、こうした

ら一番ええと思うんですよ、提案しますけんど。１階は今までどおり保育園。２階は小学校、

３階はいろんな考えがあります。単独で避難所にするのか、何かとで避難せないかんときだけ

避難所にするのか、２通りありますけんど、３階ですのでお年寄りは上がれません、上がりに

くい。60歳以下の人は３階までそこを避難所に使ってください。お年寄りの方は、体育館のほ

うを避難所にしましょうと。ということで、旧下田中学校、どうしても小学校、上も直さない

かんですね。その使うところだけ直すわけにいかんのですよ、雨漏りして。そういうことで、

そういう考えで私は提案をしたいと。市長、突然の提案ですので、それも一案あるのかないの

かぐらいはご答弁できていただければうれしいんですけんど。市長に急に言うてもあれでしょ

うけんど、市長、構んかったら企画課長も何かあれやけん、どちらでも構いませんが、私はそ

ういう提案をしたいんですよ。そうしたらきっぱり収まる。旧中医学研究所については、前市

長も高知大学とのいろんな問題もあるから、この秋までには何とかめどもつきそうなと。２階

についてはまた別の問題やと。どうしても裁判しよっても、あこをそのまま置くわけにはいき

ません。置くわけにも。何とか早いときにめどをつけないかんと、こう思ってます。やけん、

私、市長の答弁を引き出すわけじゃないですけんど、そういうことも踏まえて、できるだけ早

急にやっていただき、方向づけをきちっとしてもらいたいと思ってます。できれば、市長の答

弁を、できるだけ早くとか、考えはまとめてしますとか、何かご答弁が、早くやっていただき

たいという質問なんですよ。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。上岡議員のご提案は分かりましたけれども、■市長（山下元一郎）
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僕としても今までの私としてのいろんなお話聞かせていただいた中で、できるだけ早く、結論

を出せるようにしっかりと頑張りたいと思います。

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

住民も私も納得するように、できるだけ早くええ結論をよろしくお願い■15番（上岡 正）

をしておきまして、次の質問に入らせていただきます。

２番目の質問は、道路行政についてということで、自由ヶ丘の団地の中に、市道の中に、市

道の中といいましょうか、どう言うたらいいんでしょうか、６ｍの道をある私有地だというこ

とで柵をされて、みっともない形になっとる。それは、前市長のときで、12月の市長の答弁で

は、向こうから要求ないもんですから、こちらから、行政側からアプローチして、できるだけ

早く解決するように努めるというご答弁をいただいております。

そこで、新しい課長にもなったわけですが、12月答弁からどのような相手方と接触をして、

どのような要求が出てきて、どのように対応しておるのか、まずはお聞きします。

津野まちづくり課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■まちづくり課長（津野智宏）

当該私有地につきまして、これまでの経過ですけども、先ほど議員がおっしゃられたように、

昨年12月議会におきましてご答弁申し上げとったとおりでございますが、ご指摘のとおり、現

地の状況につきましては、まちづくりの観点や車両の通行形態などからも、本市としては対応

をしなければならない必要性を十分認識しているところでございます。そのため、市としまし

ては、まず用地取得の交渉に向けた前提として、こちらからですけども、まず今年４月に用地

取得費用の算定業務を委託しております。この業務では、公共用地取得として、適正な価格を

算定するものでして、それに基づき、相手方と交渉をしていくこととしておりまして、現在、

交渉の途中であります。

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

用地価格を鑑定を取りよりよるという段階ですか。■15番（上岡 正）

津野まちづくり課長。■議長（宮﨑 努）

今鑑定を取って、その価格でもって交渉を開始し、その途中■まちづくり課長（津野智宏）

であります。

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

鑑定取って、鑑定評価が出て交渉しよると。分かりました。■15番（上岡 正）

見通しについてはどのようなお考えでしょうか。お金は決まった、向こうと交渉しよる、物

事にはやっぱり見通しも立てないかんがですね。交渉を４年も５年もかけちゃいけませんので、

見通しとしてはどのようにお考えでしょうか。

津野まちづくり課長。■議長（宮﨑 努）

交渉の中の見通しについてですけども、今交渉途中で、具体■まちづくり課長（津野智宏）
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的な内容につきましては差し控えさせていただければと思いますが、ただ交渉のテーブルには

乗っているというふうにご答弁させていただければと思います。

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。今回はそれだけで。お願いとしては、非常にみっともな■15番（上岡 正）

い、また他の地権者、固定資産税ももらいよんですけんど、固定資産税の評価もやり直さない

かんぐらいの出来事なんですよ。それは、やり直してないと思うけどね。できるだけ早く、解

決するようにお願いをしておきます。

次に、農業行政について、これも簡単にお聞きをします。

市長、前市長は、私が12月議会にこの問題を質問したんですね。農林課長は、できるだけ質

問の趣旨は分かったから、そのように来年度からできるように取り組んでまいりますという答

弁でございました。市長は、新市長に花を持たせたいからという答弁をいただきました。引継

ぎがなかったと思いますんで、ないが、私はこの答弁にも非常に腹が立ってます、議員として。

お金を、市長のお金じゃないですが、次の新市長に花を持たすとかという答弁は、私は非常に

不愉快で、議会の議員としても代表制の中での市長の答弁としては、誰かに花を持たすから、

４月からやるというのは、課長はそう答弁したんですけんど、せられなかった。前市長の答弁

の感想を新しい市長に聞くわけにもいきませんけど、私はやはり執行部と議員というのは対等

な立場で、質問したり答弁をもらったりするのは当たり前と思うんですよね。誰かに花持たす

から、おまえの質問で４月からやる、来年度やるとかというふうに私は受け止めとんですよ、

花を持たすというのは、５月からですからね。そのことを言うて、農林課長にお聞きしたいん

ですが、入ですので、予算では私分かりませんでした。今年度から５か所の農業排水機場の管

理費は、住民の負担はなくなったのかどうなのか、明快にご答弁をいただきたいと思います。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

お答えをいたします。■農林水産課長（吉田貴浩）

令和７年の３月議会の終了をもちまして、令和７年度から廃止の旨というものを正式に決定

をしまして、今年度４月には各排水機場の管理人に対しまして、その廃止の旨の文書通知と並

びに経過説明を口頭ですが合わせて行ったところでございます。

以上です。

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。■15番（上岡 正）

それでは次に、水道行政について、新課長ですので、今朝ほどから澤良宜由美議員の質問に

も明快にご答弁をしておりましたが、誠に申し訳ないんですが、質問させていただきます。

ちょうど私不破の出身で、今も不破に住んでいるわけですが、竹本病院の近く、団地名は緑

ヶ丘団地と言いますけんど、そこの半分ぐらいが市の水道と民間の水道が入り乱れて、２つの

事業体で水道をやっておるんです。
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そこで、私地元ということもあったり、また退職のときが水道課であって、いろんな市民の

方から何とか市の水道にならんかよというお話は係長になった30年前から、全てようせんずつ

退職をしたわけです。それでも、議員になったということもあって、何人かの方、もう半数以

上の方から何とか市の水道にならんろうかと言よったときに、もう一つの一方の事業しよる水

道業者さん、金沢さんという方ですが、そこの管理をしよるご兄弟の方から、いよいよ軒数も

少のうなって、管理して水道事業しても採算も取れんし、いざ事故になったときもよう直さん

という状態だと、会社経営が、水道の。ということで、一緒に水道課のほうに橋渡ししたこと

があります。

そこで、その経過と今まで聞いちょるのは、廃止届も出したというふうに金沢さんの事業者

は言っております。廃止届の許可は、市長が出すようになってますので、そこら辺、今の経過、

またそれが順調に、もともとネックというのがあって、そこができん。それも市道が、さっき

の話と一緒です。金沢さんの道がいっぱいあったんです、あこ団地の中に。そういうことで、

いろんな水道課でも条件があって、僕はようせだったんですね。そういう中で、水道課長、今

どうなっちょるのかということと、それがうまいこといったらどうなるのかということを教え

ていただきたい。

岡村上下水道課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■上下水道課長（岡村速人）

右山及び不破地区の一部で給水を行っています緑ヶ丘団地専用水道の廃止に向けての経過に

つきましては、令和６年11月、専用水道設置者より市のほうへ専用水道の廃止を行いたいとの

協議での申出があったことから、市のほうでは、専用水道利用者に市管理配水管から給水でき

るよう、水道管布設の検討を行いまして、可能と判断し、協議調整を行ったところです。

そんな中、令和７年２月25日付で専用水道設置者より令和８年３月末に専用水道の廃止予定

とした廃止届が提出されました。協議の中で、先ほど議員の言われました市道の路線とかそう

いった個人の所有地につきまして、寄附採納の届けなどをいただいて、関係まちづくり課のほ

うで登記のほうの準備を進めてもらうよう調整しているところです。

それから、今月初旬に専用水道設置者のほうから、緑ヶ丘団地専用水道利用者の方へ、専用

水道廃止の旨の説明を行い、大半の方から市水道へ切り替えることについて理解を得ていると

の報告がありましたので、市では緑ヶ丘団地区長、右山南区長を通じ、６月20日あした、21日

あさってに専用水道利用者を対象とした緑ヶ丘団地専用水道廃止に伴う市水道工事の地区説明

会を開催する予定としております。

なお、地区説明会後の予定としましては、８月に配水管布設工事の入札を行いまして、年内

に工事が完成する予定です。その後、個人からの給水装置工事申請を提出いただきまして、順

次切替え工事が進むよう、取り組んでまいりたいと思っています。

この緑ヶ丘団地専用水道は、昭和40年代の団地造成時から利用が始まって、専用水道設置者、
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専用水道利用者、市とは度々水道の利用について説明や折衝を行い、問題解決に向けて大変な

苦労があったと先輩方より聞いております。今後も引き続き専用水道設置者と利用者と調整を

図り、事業を進め、安心・安全な水道水の供給ができるように取り組んでまいりたいと思いま

す。

以上です。

上岡 正議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。市長、初めての私も市長との質問戦でござい■15番（上岡 正）

ました。あと３回任期中にはできるわけでございますが、３回とも頑張ってするつもりでござ

います。どうかやっぱり人が替わることによって変わるといいましょうかね、雰囲気も変わり

ますし、それから考え方も変わると思います。また、新しい課長も４人ほど、今日はその４人

ともが答弁に立たれました。立派な答弁をいただきました。私はあまり時間を残して質問を時

間いっぱい使うほうですけんど、今日は市長と初めてということであって、市長がやったこと

についてチェックするわけではありませんので、案外チェックをしたいほうですけんど、市長

がしたわけではありませんので、あまりあれですが、ぜひとも私は下田の問題、やはり下田地

区の皆さんには、非常に行政として迷惑をかけとると思っております。突然有岡の専門学校の

跡地から下田中学校に行ったり、下田中学校を小学校を降ろしたり、右往左往させました。ぜ

ひともそのことも頭の隅に入れていただいて、アメリカじゃありませんが、住民が分断したら

いきませんので、ぜひとも行政が公平にとか、命にはお金には代えられませんとか、いろんな

行政には鉄則があると思います。どうか私、市長の４年間、期待しておりますので、ぜひとも

早い決断と、もう一つお願いしておきます。

上岡議員、質問をしてください。■議長（宮﨑 努）

質問もしますよ。やめろうかと思ったけど６分あるから、お願いをし■15番（上岡 正）

よったら質問をせえと言いますから質問をしますが、繰り返しますけんど、また１番の問題に

返りますけんど、裁判も大変だろうと思いますし、下田中学校の跡地利用、その事業でいろん

なことが起きましたので、できるだけ早く解決するようにご努力していただきたいと。重ねて

質問をしませんが、重ねてお願いをして終わりにいたします。どうもありがとうございました。

以上で上岡 正議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

14時５分まで休憩といたします。

午後１時55分 休憩

午後２時５分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

一般質問を続けます。

続いて、鳥谷恵生議員。

議長よりお許しをいただきましたので、一般質問を始めさせていただき■１番（鳥谷恵生）
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たいと思います。

まず１つ目に、外国資本による土地買収についてです。

この質問は、令和４年12月議会で私のほうから質問させていただきました。その後、ニュー

スでは、中国人の女性が無人島を取得したや令和５年12月末では、把握しているだけで北海道

の山林が約3,528ha、外国人所有者で271名にも上っているなどの報道もございました。さらに、

この６月には、北海道の倶知安町のほうで、違法な森林伐採と建築物が建てられ、さらに責任

者と連絡を取っても日本語が通じないなどのニュースが上がってまいりました。民法第270条

では、土地の所有権は、法令の範囲内において、上下に及ぶとありますので、悪意のある開発

などが行われた場合、地域住民にとって大変な不利益があると考えております。

そこで、本市において、この外国資本による土地取得の状況をお伺いしたいと思います。

山﨑総務課長。■議長（宮﨑 努）

お答えをさせていただきます。■総務課長（山﨑寿幸）

現時点で、本市におきまして、外国資本によって土地が購入されたというような情報は得て

おりません。このアンケートにつきましては、全国いずれの市町村におきましても、同様の状

況ではあろうかと思いますけども、そういったケースがあったといたしましても、現状におい

ては、公になされる他機関からの通報等があるわけではございませんし、市といたしましても、

何らかのタイミングで市といたしまして知るということになるなど、この情報の認識の方法等

につきましては範囲は極めて限定的なものであり、外国資本による土地購入に係る情報を速や

かに把握できる体制となっていないことにつきましては、ご理解をいただきたいというふうに

思います。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。おっしゃるとおり、土地の取引というのは、民■１番（鳥谷恵生）

民同士がほとんどだと思いますので、なかなか行政が把握するというのは難しいなと思ってお

ります。しかし、ここから市長にお伺いしたいと思います。

外国資本からの土地取得リスク、様々ありますが、今回、この質問に至った点、２つほどご

意見させていただきたいと思います。

すみません、資料のほうをお願いします。

こちら資料１枚目なんですけれども、そもそもこの土地取得、または国外との取引において

は、相互主義の原則というものが存在します。つまり、土地であれば、こちらが買えればあち

らも買えるという、これが相互主義の原則でございます。しかしながら、この図を見てもらっ

たら分かりますように、ほとんどの諸外国において、土地取得の規制というのがあるんですけ

れども、特に中国は一切土地が買えません。しかしながら、一番下の日本は、まるで規制がな

く、この時点で好き放題されると。つまり、相互主義の原則が成り立っていないということが

そもそもの問題でございます。
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しかしながら、こういった事例もあって、２番目の資料になりますが、重要土地調査法とい

うものが2022年にできました。これは、自衛隊の基地、また原発等、国にとって重要な施設の

周辺１㎞は、土地の取得の規制だったり、調査だったりができるという法律が施行されており

ます。高知県で言えば、香南市の自衛隊の基地、また土佐清水のレーダー基地等が当てはまっ

ております。しかし、こういった法律ができても、たった１㎞しかこういった調査ができませ

ん。

また、次の資料にもなりますが、懸念事項がもう一つあります。次の次ですね、こちらです

ね。日本の土地を一番買っているのは中国でありますが、この中国において、非常に危険な法

律も施行されております。これは、平成22年７月に施行されましたが、これは国防動員法とい

うものであります。これは、例えば中国本土が有事になった場合、国内外の中国人は、あらゆ

る資源を活用し、本国に協力しなければならない。もし協力しなければ、罰則規定もあるとい

う法律でございます。これは、中国本土、また日本国内に来ている中国人の方々が、本国に有

利になるような行動をするという法律でございます。こういった法律が通っている国、もちろ

ん中国人の方、いい方いっぱいいます。私も友人がいます。しかしながら、法律で縛られた

方々が、この国内にインバウンドとして大量に入ってきていらっしゃる、こういったことが、

将来的に本自治体の生活の安全保障が脅かされるのではないかというふうに感じております。

こうしたことを受けて、山下市長は、今後外国資本からの土地取得リスクに対する対応をど

のように考えられるか、お聞かせください。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

議員がおっしゃられたとおり、近年、外国資本の会社や個人が、北海道などの農地・森林、

宿泊施設等を積極的に買収をしているというような動きを見せていることにつきましては、新

聞やマスコミ報道を通じて私のほうも認識をしております。また、外国人の流入が増えること

によって、様々な懸念があるということも同じように認識をしておるところでございます。た

だ、しかし、現状、日本の法制度において、外国資本の会社などが土地を購入することは違法

ではない。また、地域の活性化につながるということで、積極的に買収等に応じている所有者

がいるという事実もございます。また、日本人が代わりに取得をしているというような現状も

あるというように聞いておりまして、ただこのことについては、私権の制限に関わることでご

ざいますので、非常に慎重に対応していかないといけないというふうには考えております。先

ほども言いましたけど、日本人が代わりに購入するというようなことに関しては、外国資本で

あるというようなことはなかなか明確にはできないというようなことありますので、ただ国に

おきましても、国の安全保障上、重要な施設等につきましては、その周辺を含めて、一定規模

の不動産の売買を事前に届出制にするというような、そういった規制に取り組み始めたという

事実もありますので、今後も国やほかの市町村というところの状況を見ながらも、本市としま
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しても、一定しっかりと対応を考えながらやっていきたいと、そのように考えております。あ

りがとうございます。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

山下市長、ありがとうございます。というのは、例えばなんですけど、■１番（鳥谷恵生）

法律に抵触しないレベルで、自治体レベルでできる範囲で、例えば届出制であったり、何かし

らの情報の把握ができるような状況をつくるという方針は市長、お持ちということでよろしい

でしょうか。それは条例かもしれませんし、何かしらの決まり事かもしれませんし。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

そうですね、どういった形が最適かというのは分かりませんけども、■市長（山下元一郎）

個人の権利という部分と照らし合わせて、問題のない形で地域を守っていく、そういった部分

に関してはやっていきたいというふうに考えます。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。私たちのほうも、一定どんなことができるのか、■１番（鳥谷恵生）

一緒になって検討して、地域住民の生命と財産を守れるような、そういった取組をできたらと

思いますので、よろしくお願いいたします。ありがとうございます。

続きまして、次の質問に移らせていただきたいと思います。

道路整備についてです。

山下市長は、公約に道路などインフラ整備の重要性を強く訴えられておりました。今回の質

問内容は、地域住民から非常に要望が強く上がってきた案件でございます。すみません、資料

のほう、進まさせていただきたいと思います。

こちら、県道宗呂中村線という間インターに接続に向けたバイパスの新設計画が昔あったん

ですけれども、国道56号線から入っていくところですね。こちら赤い線はＪＡのガソリンスタ

ンドの横から中島橋まで荒廃した土地を道路にして接続するという計画です。こういった計画、

今どのようになっているのか、教えていただきたいと思います。

津野まちづくり課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■まちづくり課長（津野智宏）

まず、本計画の概要につきまして説明させてもらいます。

この路線は、平成20年度より高規格道路間インターから国道56号へのアクセス性の向上並び

まして間地区における交通安全性や地域住民の利便性の向上を目的として県により事業が実施

されているものでございます。

現在の進捗状況についてご説明させてもらいます。

全体で約800ｍ、先ほどの資料では、中筋川の橋から国道までとなっておりますけども、全

体計画では間インターから国道までというところで800ｍの計画となっております。これまで

に間インター側から約370ｍが既に整備済みでありまして、残る約430ｍの区間につきましては、
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先ほど議員もおっしゃられました地権者の同意が得られないなどの理由から、長年にわたり事

業が進捗していない状況にあると伺っております。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。今停滞しているということ、地域住民の反対も■１番（鳥谷恵生）

あったということで、そのとおりでございますが、令和５年度、地域住民の方から相談があっ

て、再度この計画を取り上げて、整備をしてほしいという強い要望がございました。

そこで、私のほうも現況調査をいたしまして、この中島橋、非常に狭いところでございます。

大きな車はなかなか擦れ違えられないということもあり、そして東中筋小学校の前、ここもか

なり狭くて、国道56号線に出るのには擦れ違えられないので、朝のラッシュ時はずっと待って

たりとか、あとは小学生が一度接触事故を車と起こしまして、お亡くなりにはならなかったん

ですけれども、こういった交通の不便が指摘をされております。

そこで、私のほうで地権者一人一人に区長の力添えも得ながら事業の説明をして同意を取っ

てまいりました。前回反対の方も、今回は賛成に回っていただいて、どうしても連絡がつかな

い１名の方を除き、ほぼ全員の同意が取れている状況です。これをもってこの要望書を作成し、

四万十市、東中筋前区長、令和５年度の区長全員に同意をもらって、幡多土木事務所に要望に

上がりました。当時は、所長のほうも一定検討はするというお話はいただいてたんですけれど

も、すぐ所長も担当課長も替わってしまって下火になっている状況です。しかしながら、こち

らの資料の上のほうになりますが、この四国８の字ネットワークの四国横断自動車道が全て事

業化になった宿毛和田から宿毛新港まで事業化になったので、これで全て事業化になったとい

うこともあり、この間インターチェンジから国道56号線に出る路線も、それなりに交通量が増

加されることが見込まれるので、私としてはこの道路、しっかりと整備をする必要があると

思っております。

そこで、山下市長に要望がございます。しっかりとこの整備を実現させるために、県のほう

にも要望にぜひ上がっていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

また担当課とも内容を確認させていただいて、行動させていただきた■市長（山下元一郎）

いと思います。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

しっかりと確認いただいて、要望に一緒に行っていただけたらと思いま■１番（鳥谷恵生）

すので、よろしくお願いいたします。

この道路整備については、こちらで終わります。

続きまして、３番目のシティプロモーションについてです。

こちら令和７年度３月議会で私のほう質問させていただきましたが、四万十市というのは、

海・山・川・食、そして人など魅力的なコンテンツがたくさんありますが、例えば移住サイト
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などを見ても、写真と文章できれいにまとまってはいるんですけれども、どうしても四万十市

のリアルな暮らしぶりというのが見えにくい状況でございます。

そこで、１番のインフルエンサーを活用した四万十市のＰＲ事業の進捗状況と今後の予定を

教えていただきたいと思います。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、お答えさせていただきます。■企画広報課長（武田安仁）

インフルエンサーの活用につきましては、３月議会で鳥谷議員のほうからもご提案いただき

ましたので、市のほうとしましても、有益であると考えまして、現在、関係機関等から情報収

集しながら検討を行っているところでございます。その検討を行う上での視点でございますけ

れども、先ほど議員のほうからもありましたように、やはりインフルエンサーを活用するとい

うことになりますと、市が構えた情報を発信していただくよりも、まずはインフルエンサーの

方に四万十市の魅力というものを感じていただきまして、できれば四万十市の目線ではなくて、

インフルエンサーの目線での情報発信をこの地から、日常生活の中で情報発信していただけれ

ばというような思いがございまして、そういうような視点から、現在検討をしているところで

ございます。

具体には、その四万十市に来ていただく、あるいは滞在していただく仕組みとその仕組みに

対してどのような支援ができるのかということを現在検討している段階でございます。また、

インフルエンサー、様々なフォロワー数ございますけれども、いろいろ区分があるようでござ

いますけれども、どういったフォロワー数の方のインフルエンサーをターゲットにするのか、

そういうようなことも大きな課題となっておりまして、そういうことも含めて、他の事例も参

考にしながら、現在検討しているところでございます。

また、今後の予定ですけれども、こういった事業、人口減少対策ということで取り組んでい

くことになりますけれども、やはり新しい事業につきましては、財源を確保した上で取り組ん

でいく必要がございますので、１つは県の人口減少対策総合交付金を活用したいと考えており

ます。その上で、それを活用する事業につきましては、今のところ、市のＰＴ、プロジェクト

チームで検討しておりますので、今検討している制度が固まりましたら、そのプロジェクト

チームで他のいろんな人口減少対策案も含めて検討していきたいと考えております。

以上です。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。前向きに取り組んでいただけて、すごくありが■１番（鳥谷恵生）

たく思います。例えば、ＰＲ内容に四万十ヒノキの家とか、アユ・ウナギ・ぶしゅかん・栗と

かの食の発信とか、そういったことも入れていただくようなことって可能なんでしょうか。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

先ほども申しましたように、できればインフルエンサーの方が■企画広報課長（武田安仁）
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四万十市に滞在していただいている中で、いろいろインフルエンサーにも得意分野があろうか

と思います。グルメであるとか、旅行であるとか、ファッションであるとか、その各それぞれ

のインフルエンサーの強みを生かしていただいて、今おっしゃっていただいたようなことにつ

いてもそれぞれのインフルエンサーが得意とする分野において情報発信していただきたいと考

えております。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。ちなみに、ＳＮＳの媒体っていろいろあると思■１番（鳥谷恵生）

うんですけれども、どういった媒体を活用されようとしてますでしょうか。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

ちょうど今年度からインスタグラムでの情報発信というところ■企画広報課長（武田安仁）

を強化したところでございます。ただ、インスタグラムにつきましては、デフォルトでは拡散

機能がないですので、そういう中で、市のアカウントのフォロワーの方だけでなくて、こう

いったインフルエンサーのフォロワーに届けるということはすごく有益なことであると思いま

すので、まずはそのインスタグラムから始めたいと考えております。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。ＳＮＳ、特にインスタグラムからスタートとい■１番（鳥谷恵生）

うことで、多くの方に四万十市の魅力が届いて、交流人口・関係人口、さらに観光としてしっ

かりと来ていただいたり、それが移住につながっていく、そういった効果的な取組になるよう

に私も願っております。引き続きよろしくお願いいたします。

２番目に参りたいと思います。

枚方蔦屋書店でのプロモーション事業についてです。

先日、四万十市と高知蔦屋書店と、また蔦屋書店を運営するカルチュア・エクスペリエンス

と連携協定を結び、３月議会では本市の友好都市枚方市とも、蔦屋発祥の地とも呼ばれるんで

すけれども、プロモーション事業をやるというふうに予算が上がってまいりました。これはす

みません、資料のほうお願いします。

こちら枚方蔦屋書店の画像なんですけど、約７ｍの本棚があって、非常におしゃれな空間に

なっております。ここを利用して、今から市はどういった事業を展開されるのか、それは例え

ば内容で言うと、事業者や時期、また集客目標とか、集客に向けたプロモーションはどんなも

のがあるか、教えてください。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

まず、こういった取組を行うに至った背景でございますけれど■企画広報課長（武田安仁）

も、枚方市と四万十市、ご承知のとおり、友好都市提携を締結しておりまして、これまで様々

な交流を行ってきたところでございます。そういったこともありまして、枚方市において、四

万十市の認知度は高まっているものと理解しておりまして、そういう中で、新たな取組として、



- 75 -

蔦屋書店を中核としました生活提案型商業施設であるＴ－ＳＩＴＥ、紹介していただきました

施設でございますけれども、そこの展示スペース及びデジタルサイネージ約10ぐらいあります

けれども、そういったものを用いて、本市の魅力を発信していくことと、イベントを開催した

いと考えているところでございます。

具体の内容ですけれども、今年度につきましては、２回のイベントの開催というものを考え

ておりまして、１回目につきましては、今月の７日から来月の６日まで、先ほど言いましたよ

うに、展示スペース、デジタルサイネージを用いて、本市の魅力を発信いたします。また、７

月６日、７日には、ちょうど議員のほうから資料をお示ししていただきましたように、７ｍの

本棚を配置したイベントスペースでございますけれども、ここを活用しまして、本市出身の四

万十市観光大使の漫画家井上淳哉さんのトークイベントというものも開催予定としております。

また、イベントの２回目、これはまだ具体は決まっておりませんけれども、10月から11月を予

定しておりまして、できれば友好都市物産展、11月にございますけれども、それと合わせまし

て、次はＴ－ＳＩＴＥの玄関出たところ屋外のイベントスペース、そういったところを活用し

たイベントを予定しているところでございます。そのほか、付随する取組ということになりま

すけれども、こういったところで展示する展示物でありますとか、配布ノベルティには、市の

プロモーション関連ページに誘導できるＱＲコード、こういったものも積極的に表示しまして、

四万十市とまずはつながっていただいて、興味を促していくというようなことも併せて行って

おります。

また、集客に向けたということではどのようなことかということもございましたけれども、

こういったイベントへの集客につきましては、本市と枚方市の公式ＳＮＳ、それから枚方市の

ほうで配布されております情報誌ひらいろというものがございますけれども、そういったもの

への掲載、あと高知県大阪事務所、それから大阪高知県人会等への情報提供、それからイベン

ト関係者のそれぞれのＳＮＳでの情報発信なんかも依頼していく予定としております。

以上でございます。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。すばらしい取組だと思いますし、特に11月はま■１番（鳥谷恵生）

だ未定でいろいろと変更の余地もあるということだと思いますが、この集客においても、例え

ばインフルエンサーを活用して、枚方のイベントをやりますよみたいな、大拡散していただい

て、そこに四万十市に興味持った方々がだっと来るような、そういった取組とかっていうのを

考えられたりするもんですか。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

もちろんインフルエンサーの活用と併せて、そういったことも■企画広報課長（武田安仁）

考えていきたいと思います。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）
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ありがとうございます。かなり前向きなご意見だと思いますので、ぜひ■１番（鳥谷恵生）

しっかりと進めていただけたらと思います。

こちらでプロモーション等の質問は終わらせていただきます。

続きまして、４番、林業振興についてでございます。

今年11月７、８で四万十市では全国木のまちサミットも行われるので、いわゆる木の年だと

私は思っております。

そこで、改めてこの市産材活用についてお伺いをさせていただきたいと思います。

まず、１つ目に、教育現場における林業、また市産材活用への教育方法と今後の推進策につ

いてお伺いしたいと思います。

岡本学校教育課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■学校教育課長（岡本寿明）

まず、小学校におきましては、小学校３・４年生の社会科の学習の中で、四万十市の町の様

子や仕事について学習する単元がございます。市産材の活用に特化した学習ではございません

けれども、山の仕事について学ぶ機会となっておるところでございます。

次に、中学校におきましては、キャリア教育の一環といたしまして、総合的な学習の時間を

活用いたしまして、例えば地域の産業や自然環境など地域について学び、地域のよさを生かし

たまちづくりを考え、地域で働くことの意味や社会貢献を考えると、こういった内容につきま

して中学校３年間を通して一貫した学習を行うことで、地域への興味や愛着、こういったこと

を持ってもらうように取り組んでいるところでございます。

そのほか、公益社団法人高知県森と緑の会が実施主体であります山の学習支援事業費補助金

というものがございますけれども、この補助金を活用いたしまして、市内の小中学校５校にお

きまして森林環境学習を行っております。この事業では、講師として四万十森林管理署や自伐

型林業家の方などを招き、山の仕事について学習するほか、実際に登山経験を通して、森林の

役割について学習したり、四万十市ヒノキを活用した木工教室など、自然環境を生かした学習

を行っているところでございます。

続きまして、今後の推進策でございますけれども、小学校の社会科の教科書と並行いたしま

して活用します「四万十市のくらし」という副読本がございます。この副読本につきましては、

小学校３・４年生の単元を学習するに当たり、四万十市の町の様子でございますとか、仕事、

それから公共施設など四万十市の情報を掲載したものとなっております。本年度この副読本を

19年ぶりに改訂することとしておりまして、内容も一新することとしておりますので、林業に

関する情報の更新に併せて、市産材の活用の掲載についても考えているところでございます。

以上でございます。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。様々な場所でやられているということで、大変■１番（鳥谷恵生）
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頼もしく思いました。

もう一つ、ここで提案になるんですけれども、学生、生徒さんたちがもっと木に触れ合える

ようにした提案だと思いますが、すみません、資料のほうお願いします。

こちら昨年、産業建設常任委員会で行きました大分県日田市の取組になるんですけれども、

きみの木という取組です。これは、小学校入学時に、その生徒専用の机で言うと天板を日田杉

でいただきまして、卒業したらその天板を思い出と一緒にいただける、プレゼントしてもらえ

るという取組で、学生がいつもこの日田の恵みに触れ合える、そういった取組になっておりま

す。

こういった取組をこの本市でもやってみてはどうかなというふうに考えています。実物は、

こんな、これは寺尾議員から写真をご提供いただきましたが、こういった物でございます。こ

の天板を卒業時にいただけると。これを四万十市産材で行えばどうかなということの提案でご

ざいますが、こういった提案はどうでしょうか、ご検討していただけることは可能でしょうか。

岡本学校教育課長。■議長（宮﨑 努）

今、鳥谷議員からご提案いただいたことにつきましても、今後■学校教育課長（岡本寿明）

詳細なんかもお聞きした中で、また検討していきたいと思っております。

以上でございます。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。ぜひ市産材活用に向けて、前向きにご検討いた■１番（鳥谷恵生）

だければと思います。また、実物は本市のほうにあるそうですので、寺尾議員が持っていると

思いますので、見せていただけたらと思います。

続きまして、２番目、観光施設、観光プロモーションにおける市産材の利活用事例と今後の

推進策についてお伺いしたいと思います。

遠近観光商工課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、お答えします。■観光商工課長（遠近由幸）

本市の公共施設への市産材の活用ですけれども、近年では文化複合施設でありますしまんと

ぴあ、それから具同保育所の建設に当たりまして、四万十ヒノキをはじめとする市産材が使用

されたと認識をしているところでございます。

ご質問の観光施設につきましては、建築から数十年経過しておりまして、市産材の活用につ

いてはっきり把握できないというのが現状でございます。そのため、施設において観光客向け

とした市産材のＰＲなどは行っておらないのが現状でございます。

次に、観光プロモーションへの市産材の活用例ですが、観光客にニーズのある四万十ヒノキ

の家につきましては、幡多広域観光協議会など観光関連団体のホームページなどで情報発信を

行っておりますけども、観光振興という立場から、大々的に市産材を観光資源として捉えたＰ

Ｒは行っていないというのが現状でございます。現在、予定している市産材のＰＲとしまして
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は、本年８月に大丸東京店におきまして、高知県をテーマとした催事が開催される予定ですの

で、その場で観光ＰＲと併せまして、四万十ヒノキのコサージュ作りのワークショップと展示

などを実施する計画としております。

今後の推進策につきましては、本市ならではの魅力を発信していくに当たり、議員ご提案の

四万十ヒノキをはじめとする市産材という地域資源にも着目していけたらと考えておるところ

ではございます。そのＰＲ方法などにつきましては、市産材の特性や供給体制、それから利用

促進の取組、利活用方法などを踏まえる必要がございますので、市産材を所管する農林水産課

の意見などを聞きまして考えてまいりたいと思っているところでございます。

以上です。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。そうですね、いろんな目につくところにぜひ市■１番（鳥谷恵生）

産材を事あるごとにＰＲいただけたらと思います。

続きまして、３番目、安並の水車の現状と今後の修繕と新設における市産材活用についてお

伺いしたいと思います。

現在、安並の水車は、もともと15基あったものが６基というふうにお伺いしてます。結構県

外の方とか市内の方とかも心安らぐ場所として人気の場所なんですけれども、最近、どんどん

水車が少なくなってきて、行ったら全然回ってなかったとか、壊れちょったとか、何かこれは

四万十市のがっかり名所じゃないかとか、いろんな声が上がってきております。私としては、

木のまちサミット等もありますので、しっかりと観光スポットとして、一定の規模感を出しな

がら、修繕と新設をしていけばどうかと考えておりますが、このあたりのご意見、いかがで

しょうか。

遠近観光商工課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■観光商工課長（遠近由幸）

安並水車の里につきましては、議員がおっしゃられたように、特に梅雨時期には水路に咲く

アジサイと水車の景色を目当てに、市内外から多くの方が訪れる観光スポットとして定着をし

ております。

ご質問の水車の現状ですが、議員がおっしゃいましたように、今年度当初では９基ではあり

ましたけども、経年劣化により具材が破損するなど、老朽が激しい物３基をこの６月に入りま

して撤去し、現在は６基が設置されている状況です。水車の修繕等は、本来であれば、アジサ

イが見頃を迎えるこの時期までに済ませておくべきところでございましたが、現状を見ながら

適切に実施することが必要でしたけれども、今年度は対応が遅れまして、議員がおっしゃった

とおり、市民の方からも水車の破損に対するご指摘などをいただいておるところでございまし

て、管理が行き届いてなかったことを深く反省しているところでございます。

今後の修繕と新設につきましては、安並水車の里を将来にわたり維持していきたいと思って
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おりますので、水車の数、それからどの程度の規模が適切なのか、閑散期の水車の管理方法な

どをどのようにするかなど、今年度中に課内で方針を整理して決定していきたいと考えておる

ところでございます。

また、水車への市産材の活用につきましては、木製の水車に非常にマッチした魅力的なご提

案だとは思いますけれども、水車を造る設置事業者にお聞きしましたところ、現在の設備費用

よりもさらに高額になるということをお聞きしておりますので、市産材を所管する農林水産課

のＰＲ方法、ＰＲしたいような取組も、考え方なども聞きまして、費用対効果なども考慮しな

がら、施設全体の管理方法を検討する中で判断をさせていただきたいと思っているところでご

ざいます。

以上です。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。そうですね、費用もいろいろかかると思います■１番（鳥谷恵生）

が、森林環境譲与税などの財源を使ったり、さらに職人さんの技術の伝承という意味も込めて、

新設に向けて前向きに取り組んでいただけたらと思います。木のまちサミットでは、新しい水

車が見れるように期待をして、この質問は終わらせていただきたいと思います。

続いて、４番目、公共施設への市産材の活用方針と今後の推進策について教えてください。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

お答えをいたします。■農林水産課長（吉田貴浩）

公共施設への市産材活用方針ということで、まずこれはちょっと長いんですが、脱炭素社会

の実現に資する等のための建築物等における木材利用の促進に関する法律というものに基づい

た国と県の方針に則しまして、平成24年度に先ほどから言ってますが、四万十市産材利用促進

方針というものを作成をしております。これに基づきまして、広く市民の利用に供される公共

建築物におきまして、原則木造としまして、かつ市産材を優先的に使用することとしておりま

して、先ほどもありましたが、しまんとぴあ・具同保育所、あるいは今建設中の東山小学校、

こういったところに多くの市産材が使用されており、また使用されることとなっております。

今後の推進策ということにつきましては、関係課と共有しながら、木材、木造化・木質化に

当たっては、市産材の利用促進というものは当然努めていきたいと考えております。

また、先ほど議員のほうからも出てます全国木のまちサミットというものが今年度11月に本

市で開催されますので、ここにつきましては、市内のみならず、市内外の方に四万十ヒノキを

はじめとした市産材の情報発信を行いまして、認知度向上と利用促進、こういったものにつな

げていきたいというふうに考えております。

以上です。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。ぜひ課を超えた横断的な取組で、四万十市産材、■１番（鳥谷恵生）
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また四万十市の林業振興を行っていっていただきたいと思います。

これで、林業については私のほうは質問を終わらせていただきます。

続きまして、５番の農業政策についてです。

昨今では、お米の高騰などが騒がれていますが、その原因は、2010年には224万人いた基幹

的農業事業者が、2024年の段階で111万人ほどになってしまいました。100万人ほど農業者が減

りました。また、インバウンドの増加や天候不順など様々な要因が重なってお米が不足し、今

備蓄米の放出につながっているところであります。食料自給率においては、日本は今38％、裏

を返せば、62％は海外に命を握られているという状況が続いております。こういったことを解

消するために、少ない減っていく農業者にいかにして効率的に、大規模に、そしてたくさん生

産してもらうには、現在の農地の整備、または耕作放棄地をより農業しやすい形に整備してい

くことが非常に重要だと考えております。

そこで、楠島地区の圃場整備事業が今進んでおりますが、この事業概要について教えてくだ

さい。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

お答えをしたいと思います。■農林水産課長（吉田貴浩）

楠島地区の圃場整備につきましては、事業主体は高知県となっておりまして、県営農地整備

事業の中の農地中間管理機構関連農地整備事業、通称機構関連事業と言われておりますが、こ

ういった事業を活用し、新規採択に向けて現在事業を進めているところでございます。この機

構関連事業につきましては、農家負担のない区画整理事業で、主な採択要件は、面積が５ha以

上、全農地につきまして、中間管理権の設定がなされていること、あと担い手農地利用集積率

が80％以上、こういったようなものの要件がございます。現在、地区及び高知県の中間管理機

構とともに協議のほうを重ねながら計画書を策定中ですが、農業生産者の立場として、鳥谷議

員にも実際ご協力をいただいているところでございます。

なお、現時点での概要といたしましては、工区としては５つ、５工区ありまして、面積が約

7.8haということで、主にショウガやユズなどの畑作を予定をしており、また浸水するような

ところでもありますので、浸水区域におきましては、水稲のほうを計画しているところでござ

います。

以上でございます。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

丁寧なご説明ありがとうございます。ちょっと分かりやすいように、私■１番（鳥谷恵生）

のほうでも参考資料を用意してきました。こちらですね、こちらの②番でございます。これが

先ほど吉田課長からご答弁ありました事業の概要、まとめになりますが、これを見ながら、こ

の事業においての市の役割、また進捗と今後のスケジュールを教えていただけたらと思います。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）



- 81 -

まず、経過から申し上げます。■農林水産課長（吉田貴浩）

当事業は、令和３年度に地区要望いただきまして、令和４年度に地権者の調査、令和５年度

には事業区域の選定を行いまして、令和６年度から２か年計画で事業計画の策定のほうを行っ

ているところでございます。

まず、市の役割についてでございますが、当該事業は県営事業ということではありますが、

本市の今後における農業振興にとりましても特に重要な事業というふうに考えておりますため、

県や地区、高知県農地中間管理機構と積極的に関わりながら進めているところでございます。

具体的に申し上げますと、現在作成している事業計画書には、目標達成や収益性向上に向け

た取組方法など現状を把握した上で、地区の意向や市の方針に沿った実現可能な計画の策定と

いうものが必要となっておりますので、ＪＡなど関係機関へのデータ収集もしながら、協働で

策定を進めております。

また、地権者の関係につきましても、相続ができていないというような土地もあろうかと思

いますが、こういったものについては、市からも相続人に説明を行うなど、県と役割分担をし

ながら、早期の事業着手に向け取り組んでいるところでございます。

また、現在の進捗状況及び今後のスケジュールということでございますが、先日県・市・地

区及び高知県農地中間管理機構で最終の意向確認を行い、令和８年度の新規事業化に向けて、

９月末をめどに地権者の同意を得て最終の区域決定を行い、計画書を策定するように進めてい

るところでございます。

なお、事業実施期間は５か年の予定で、令和８年から12年度の計画というふうになっており

ます。

以上です。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。地権者の方々、地元の方々が本当に頑張ってく■１番（鳥谷恵生）

れて、同意を得てもらって、事業に向けて前向きに進んでいるというふうに理解しております。

ここで、次の質問に行きたいと思います。

今回の圃場整備事業に対して、農業法人が参画の意向を示していただいております。この農

業法人、少しご紹介させていただきます。

資料のほうに移ります。

高知県内の事業者なんですけれども、オーガニックのニラの出荷量が全国一、週間約４万

パックほど出荷されている非常に技術力の高い農業法人でございます。こういったきれいなニ

ラをオーガニックで作ってますし、また露地栽培でもネギでもこういったきれいにしっかりと

管理をされてますし、トマトのほうもしっかりと作られています。売上高でいうと、４億円近

くあるかなりしっかりした法人でございますので、この法人が来ることによって、先ほどのこ

ちらの圃場整備、②番の採択要件等にあります事業完了後、５年以内に収益性20％以上が必要
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ということで、これは水稲を基準に20％以上、10ａ当たりいわゆる売上げ等が伸びているとい

うふうに示さないといけないんですけれども、この法人が来ることによって、しっかりと10ａ

当たり、圃場整備の事業効果を出すことができる、そういうふうに考えております。となると、

この農業法人が地元にしっかりと根づくために、市のほうもサポート体制を組んでいただきた

いんですけれども、そのあたりいかがでしょうか。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

本市といたしましては、人口減少や高齢化が進行していく中、■農林水産課長（吉田貴浩）

将来にわたって守るべき農地を維持していくため、農地の集積・集約を進めているところでご

ざいます。先ほど言われました農業法人、自分もお会いになって実際把握しているところでご

ざいますが、農業法人が圃場整備の後の農地に参入しまして、農業生産が行われることは、農

地の維持や集積の面でも大変望ましいことで、歓迎すべきことだと思います。ただ、農業法人

の参入につきましては、実際のところ、市としてサポートできることは現状多くはないといっ

たようなところが実情であります。ただ、農地中間管理機構や地元と連携をしまして、円滑な

参入と持続的な農業生産に向けて調整のほうを進めていきたいというふうに考えております。

なお、そういった農業法人の事業内容によっては、国や県の補助金を活用できる場合もござ

います。例えば、周辺から農業生産に関わる作業を請け負う事業であれば、地域営農支援事業

等の活用が可能な場合もございます。また、そのほかにも、市長のほうからもありましたが、

みどりの食料システム戦略に沿った農業生産の実践であれば、環境保全型農業直接支払い交付

金の対象となる場合もございますので、こういった制度の活用に当たりましては、事前の相談

から対応していきたいというふうに考えております。

以上です。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。市ができる様々なサポートをご提案いただきま■１番（鳥谷恵生）

したので、コミュニケーションを取りながらしっかりと進めていただきたいなと思うことと、

この法人が来ることによって、四万十市で研修できる農業の品目が増えるというふうな可能性

があると思います。そうすることによって、より四万十市で就農したい、こういうものを作れ

る、こういうことを教えてくれる、そういった可能性も広がってくると思います。

そこで、こちら山下市長にもお伺いしたいんですけれども、一度お忙しいとは思いますが、

この法人の現場のほうに視察に行ってもらって、どういった組み方ができるのか、その企業が

来ることによって、四万十市のこの将来的な農業ビジョンをどう描けれるか、ぜひ見ていただ

きたいと思っておるんですけれども、そのあたりいかがでしょうか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ぜひお伺いさせていただきます。■市長（山下元一郎）

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）
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ありがとうございます。ぜひよろしくお願いいたします。市長から大変■１番（鳥谷恵生）

前向きなご回答をいただきましたので、次の質問に進まさせていただきたいと思います。

続きまして、江ノ村の耕作放棄地の解消に向けてでございます。

資料をすみません、お願いします。

今年の３月に江ノ村の火事の情報が入りまして、物すごく燃えてました。私も消防団として

消火活動に行きましたが、多くの農地が、耕作放棄地が燃えてしまって、これはこのまま耕作

放棄地で置いちょったらいかんねという声が地域住民の方から上がってまいりました。やはり、

カヤがいっぱいあったりすると、静電気だけでも発火し、また今治みたいな山火事等にもつな

がっていく可能性がございます。本当にこの耕作放棄地というのは、様々な面でリスクもある

ように感じております。しかしながら、こういったことがきっかけで、もう一度耕作しようと

いう地元の方々の意思が芽生えたというのも一つのきっかけかなとも思っております。

そこで、この江ノ村の地、見てもらったら分かるように、耕作放棄地がほとんどです、大半

でございます。約50haぐらいあるんじゃないかなというふうにも言われてます。そこで、これ

を解消するために、じゃあ地権者を調べないといけないとか、そういったことがありますが、

約200筆ほどあります。これを地元負担だけでできるのはなかなか難しいということで、こう

いった耕作放棄地解消に向けて、登記簿情報など市から提供できるのかどうなのか、教えてい

ただきたいと思います。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

本市が保有します情報のうち、氏名、生年月日、その他の記述■農林水産課長（吉田貴浩）

等により特定の個人を識別できる場合は、いわゆる個人情報ということで、個人情報の保護に

関する法律の規定に基づき、この法律、結構厳しい法律なんですが、原則第三者に提供できな

いというふうになっております。また、参考までに、当該法改正に基づきまして、本市の個人

情報保護条例というものは令和５年度から廃止されているような状況になっております。そう

いったことに伴いまして、この上位法であるこの法律に基づき、基本的に運用していくという

形になろうかと思います。

それで、今回のご質問の登記簿情報提供につきましても、個人情報に該当するため、本市が

入手・保有していたとしても、第三者に提供するということはできない性質のものとなってお

ります。よって、登記簿情報につきましては、公示を目的としまして、法務局で取扱いのほう

を行っておりますので、所定の手続を得て入手していただくということになろうかと思います。

なお、参考までに、農地情報につきましては、農業委員会でも農地法の規定により農地台帳

を作成しておりまして、その閲覧ができることになっております。ただし、閲覧できる項目は

決まっておりまして、公表することにより、個人の権利・利益を害するもの、その他の公表を

することが適当でないものは、農林水産省令の規定によりまして、閲覧できないというふうに

なっております。例えば、農地の所有者の住所といったものは、公表することが適当でないも
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のに該当をすることになっております。

以上申し上げましたとおり、法令上、かなり厳しい制限があることから、現状簡単には提供

できないといったような状況です。

以上です。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。法令上、しょうがないということで理解はしま■１番（鳥谷恵生）

した。なかなか江ノ村に限らないんですけれども、こういった登記簿情報を知りたいけど、全

然分からんとか、いっぱいあり過ぎて費用がかかるという声は結構住民の方からお声をいただ

くのもあって、今回の質問に上げさせていただきました。理解はいたしました。

では、次の質問に進めさせていただきたいと思います。

この耕作放棄地の対策並びに江ノ村地区、先ほど50haほどあると申しましたが、この耕作放

棄地を解消する、またさらに稲作の就農者を増やすために、地域おこし協力隊の活用について

できないかどうか、お伺いしたいと思います。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

お答えをさせていただきます。■農林水産課長（吉田貴浩）

議員のご質問のご趣旨は、耕作放棄地を地域おこし協力隊が再生して、協力隊の任期終了後

に再生された農地で米作りというものに取り組んではどうかといったような趣旨だと思います。

ただ、議員もご承知のとおり、米作り、米作で独立した経営を成立させるには、10haから20ha

以上の広大な水田が必要になってくるとともに、各工程を機械化することが必要不可欠であり

ますことから、初期投資が大きいため、米作で新規の農業経営者となることは、非常にハード

ルが高いというふうに言わざるを得ません。そういったことから、議員ご提案の地域おこし協

力隊、先ほどの流れの活用ということにつきましては、現時点では非常に厳しいのではないか

というふうに考えております。

なお、稲作就農者を増やす取組としては、既に米作りに取り組まれている農業経営体が、雇

用就農という形を取るほうが、先ほどの提案よりも現実的ではないかなというふうに所管課と

しては考えるところでございます。参考までに、雇用就農につきましては、国の雇用就農資金

制度といったものも活用できる場合がございますので、雇用就農の希望者や雇用拡大を計画し

ている農業経営体から相談があれば、双方の希望がマッチングできるように調整をさせていた

だきたいというふうに考えております。

以上です。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。そうですね、雇用就農という道は、確かにす■１番（鳥谷恵生）

ごく手堅いやり方だと思います。しかしながら、耕作放棄地を掘り起こしていくのには、一定

人数もというか人手も要ると思いますし、そういった意味でも、地域おこし協力隊の活用とい
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うことをご提案させていただこうと思ったんですけど、現状難しいかもしれない。でも、可能

性はゼロではないと。また、いろいろ協議させていただきたいと思いますし、この耕作放棄地

解消について、また江ノ村、特に広大なので、山下市長、どういうふうな方向性でやっていっ

たらいいか、また意気込みなんかありましたら教えていただきたいと思います。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

耕作放棄地、午前中、山下議員からもありましたけれども、四万十市■市長（山下元一郎）

にとって重要な課題だと思ってますので、前向きに取り組んでまいります。ありがとうござい

ます。

鳥谷恵生議員。■議長（宮﨑 努）

前向きな意見をいただきましたので、今回の質問はこれで終わりたいと■１番（鳥谷恵生）

思います。ありがとうございました。

以上で鳥谷恵生議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

この際、15時20分まで休憩いたします。

午後３時２分 休憩

午後３時20分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

一般質問を続けます。

続いて、川村一朗議員。

お許しをいただきましたので、一般質問を行います。■17番（川村一朗）

市長の政治姿勢について質問をいたします。

まず、デジタル化、電子決済やペーパーレス化について質問をいたします。

市長は、所信表明の中でも、デジタル化について話されました。デジタル化の推進によって、

業務がスピードアップしたり、簡素化されたりすることは、一定理解できますが、私自身は、

情報機器にめっきり弱く、何とかついていっているのが状況であります。四万十市は、高齢化

が進んでおり、私と似たような状況の方がまだまだ多いと推察いたします。デジタル化の利便

性を活用しつつも、デジタル化になかなかついていけないデジタル難民を出さない取組が求め

られていると思います。デジタル化のはしりとして、５年前に2021年にマイナンバーカードの

交付申請が開始され、今年で５年目となります。2021年３月段階では、開始直後が本市の取得

率が24.7％でした。5,000円から２万円分の地域振興券の配布等で、マイナンバーカードの普

及促進事業が実施されましたが、まず現段階での本市のマイナンバーカードの取得状況につい

て質問をいたします。

武田市民・人権課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市民・人権課長（武田千尋）

まず、本市のマイナンバーカードの取得状況でございますが、令和７年５月末時点のマイナ
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ンバーカード保有枚数は２万4,430枚でございます。

以上です。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■17番（川村一朗）

また、電子証明については、今年で５年目となり、更新の年となっております。マイナン

バーカードについては、2022年３月末までに交付申請した20歳未満の人も更新の年かと思いま

す。2022年４月以降は、18歳未満が５年間となっているようですが、今年更新対象となる18歳

未満の方の更新状況と電子証明の更新状況についてお伺いをいたします。

武田市民・人権課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市民・人権課長（武田千尋）

次に、更新状況についてでございますが、更新状況を取りまとめているデータはございませ

んが、参考になる数値としまして、地方公共団体情報システム機構から、毎月今後のマイナン

バーカード更新予定者の数の通知がございますので、直近３か月の更新予定者数と、そのうち

の18歳未満の数値をお示しいたします。

７月の更新予定者数は1,276名、そのうち18歳未満は159名、８月の更新予定者は1,292名、

そのうち18歳未満は170名、９月の更新予定者は1,253名、そのうち18歳未満は163名でござい

ます。

以上でございます。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■市民・人権課長（武田千尋）

次に、マイナンバーカードのマイナ保険証についてお伺いをいたします。

2024年９月議会では、本市のマイナ保険証の活用は8.84％、本市の入居施設でもマイナ保険

証等の施設管理は困難とされるところが多数ありまして、市としても入所施設への資格確認書

の活用をこれまでに提示されてきました。その後のマイナ保険証の取得・活用状況について質

問をいたします。

武田市民・人権課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市民・人権課長（武田千尋）

まず、国民健康保険被保険者のマイナ保険証の利用状況についてですが、令和７年３月の外

来診療におけるマイナ保険証の利用率は24.32％となっております。

また、後期高齢者医療被保険者につきまして、同じく令和７年３月の外来診療におけるマイ

ナ保険証利用率は16.40％となっております。

以上でございます。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■17番（川村一朗）
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次に、現在の紙の保険証は、令和７年７月31日までが使用期限となっています。昨年の議会

答弁では、マイナ保険証を持っていない方には、資格証明書を７月中に申請しなくても各自に

送付すると答弁をされていますが、この確認をいたしたいと思います。

また、この資格証明書の使用期限は、次はいつまでになっているのか、お伺いをいたします。

武田市民・人権課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市民・人権課長（武田千尋）

資格確認書の発行につきましては、国民健康保険と後期高齢者医療保険で取扱いが異なりま

すので、順にご答弁させていただきます。

まず、国民健康保険の被保険者で、マイナ保険証をお持ちでない方につきましては、申請を

いただかなくとも、現在使用している健康保険証、または資格確認書の有効期限が満了する令

和７年７月末までに資格確認書を郵送させていただきます。

次に、後期高齢者医療保険の被保険者につきましては、国からの通知に基づき、マイナ保険

証をお持ちかどうかにかかわらず、申請の必要なく、被保険者全員に資格確認書を発行するこ

ととなりましたので、現在使用している健康保険証、または資格確認書の有効期限が満了する

令和７年７月末までに被保険者全員に資格確認書を郵送させていただきます。

以上です。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

すみません、その次に出される資格証明書の次の使用期限はいつまでな■17番（川村一朗）

のか。

武田市民・人権課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■市民・人権課長（武田千尋）

後期高齢者医療保険の被保険者全員への資格確認書の発行につきましては、令和８年７月

31日までの措置となっておりますので、令和８年８月以降は、国民健康保険と同様、マイナ保

険証をお持ちでない方のみに申請の必要なく、資格確認書を発行させていただくこととなる見

込みです。

また、７月末までに郵送させていただく資格確認書の有効期限につきましては、特段の理由

がない限りは、国民健康保険、後期高齢者医療のいずれも令和８年７月31日までが有効期限と

なります。

以上です。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

２日前の17日ですけれども、マイナ保険証のシステム障害が午前９時半■17番（川村一朗）

頃から発生し、マイナ保険証では病院で資格確認ができない状況が起こっていました。その原

因究明を厚生労働省がしていると報道されていました。機器の不具合で本人の確認ができない

場合は、そのときは診療費の10割負担をしなければならないのか、心配する声が届いています。
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もしマイナ保険証を利用している人で、紙の資格確認書を持っていない場合は、どのような確

認方法があるのか、10割負担の有無と併せてお伺いをいたします。

武田市民・人権課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■市民・人権課長（武田千尋）

停電などでマイナ保険証による資格確認が行えない場合には、マイナ保険証をお持ちの方に

交付する資格情報のお知らせと一緒に窓口で提示することによって、医療機関での受診が可能

で、10割負担でなくご利用することができます。

以上です。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

2024年の段階では、現行の保険証を残してほしいという人が、全国で■17番（川村一朗）

80％以上でした。資格証明書の期限が、来年の７月31日ということですけれども、紙媒体での

継続が、高齢化率の高い本市ではまだまだ必要だと思いますが、紙媒体での継続についてのお

考えについてお伺いをいたします。

また、75歳以上は、後期高齢者制度で、先ほどお答えしていただきましたけれども、高齢者

医療保険証に切り替えられ、紙での発行が全員に配られるということで確認をいたしたいと思

います。

次に、県とのシステム標準化共同利用について質問をいたします。

市長は、県とのシステム標準化共同利用の強化についても公約の中で触れられておいでます。

前中平市長は、令和３年３月の議会定例会の市長施政方針で、国から自治体デジタルトランス

フォーメーション推進計画が示されました。これは、制度政策組織の在り方などをそれぞれに

合わせて変革していくもので、自治体の情報システムの標準化・共通化などに順次取り組んで

いくと述べられました。山下市長の言われる県とのシステム標準化共同利用の強化は、この国

からの推進計画に沿うものなのか、質問をいたします。

田中企画広報課副参事。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■企画広報課副参事（田中邦典）

議員のご質問にありましたまずシステムの標準化につきましては、これが未着手であった令

和３年度３月議会におきまして、市町村独自の政策が妨げられるのではないかというご質問に、

戸籍・住民基本台帳・税・福祉など、全国に統一された運用が求められる手続に対して行われ

るものであり、今後も市独自の施策が妨げられることはないという趣旨のご答弁をさせていた

だいております。

その後、当市でも今年度までに国の示す20業務につきまして標準化の移行を完了するよう、

手続を行っておりますけれども、現時点ではそのようなところ、川村議員の懸念されているよ

うな事態は発生しておらないというところになっております。

また、県とのシステム共同利用、これにつきましては、当市では、現在、高知県電子申請
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サービスを主に活用させていただいております。これは、従来紙で行っていた各種申請手続に

つきまして電子化を行うためのツールでございますけれども、これは各自治体が柔軟に様式を

定めることができる仕組みとなっておりますので、本市の独自性、そういったものを損なうこ

となく、手続の合理化・効率化を図るものというふうに考えております。

以上です。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

国が推進する情報システムを標準化・共通化を行うならば、地方と国と■17番（川村一朗）

の差がある内容について、本市が進んでいる内容について、現在の対応が実施できなくなるの

ではないかと心配するところであります。法律上、地方公共団体は、その区域内での自治行政

を行うことができる権能を有しています。ですから、例えば小中学校での給食があるところ、

ないところ、また給食費が無料のところなど、市町村によって違いがあると思います。国民に

とって、市町村が一番近い公共団体で、つながりが深く、住民サービスの向上は、今まで地方

から行われてきた歴史があります。標準化は、ややもすると行政サービスの低下をもたらし、

地方自治体の多様性をなくし、自治体の独立性を失わせる危険性があります。住民の福祉増進

を図ることを基本とする地方自治体の住民自治、団体自治を侵害する危惧があります。自治体

の情報システムの標準化共同利用は、地方自治の本旨から逸脱する可能性をはらんでいると思

いますが、市長の考えをお聞かせ願いたいと思います。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

私が進めようとしているのは、あくまでもシステムの標準化でございまして、先ほど言いま

したように、県からの今のシステムにつきましても、自治体での裁量である程度使い方等々は

変更できるというようになっておりまして、このシステムを各自治体でそれぞれがつくるとな

りますと、例えば情報のデータの取り方であるとか、そういったもののデータのフォーマット

というんですけど、そういうのが一元化されないとなってくると、またそれを例えば別のとこ

ろに引っ越したり何なりしたときに、そういったものが引き継げないとか、そういったことも

起こってくるという中で、一定一つのルールでシステムを標準化するということで効率化を図

る、これはコストの削減にもつながるというふうに思っておりますので、そういった形で使っ

ていきたいと、そのように考えております。先ほど川村議員が言われる政策の部分には触れる

ものではないと、ここは切り離しているものでございます。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

昨日の県議会の討論の中でも、県と各自治体との連携について、スマー■17番（川村一朗）

トシェアリンクは各自治体の統廃合につながり、小さな自治体は吸収されるのではないかとい

う声も出ていました。重ねて情報システムの共有利用とともに、自治体としての独自性を貫く

ということを市長の強い決意というか、四万十市にとって不利な問題についてはこれは譲れな
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いというような姿勢で臨んでもらいたいと思いますが、いかがでしょうか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

市としてしっかりと取り組んでまいりたいと思います。■市長（山下元一郎）

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■17番（川村一朗）

東京商工リサーチの調査では、個人情報の漏えい・紛失事故は、2012年から2019年の８年間

で累計で372社、685件で、漏えい・紛失した個人情報は、累計で8,889万人分、日本の人口の

約７割分が被害に遭った計算になっています。2024年１年間だけで189件、これまでの2.2倍に

増加をしております。2011年から４年連続して個人情報の漏えい・紛失事故が最多記録を更新

しています。県とのシステム標準化共同利用において、個人情報の漏えい・紛失を防ぐために、

本市としての独自の施策があるのか、お伺いをいたします。

田中企画広報課副参事。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■企画広報課副参事（田中邦典）

本市独自の施策はあるのかというところでございますけれども、当市のこういったシステム

を活用しておりますネットワークにつきましては、総務省が掲げます地方公共団体情報セキュ

リティーポリシーに関するガイドラインというものに従いまして、インターネット系、ＬＧＷ

ＡＮ系、マイナンバー利用事務系と３層に分離し、それぞれウイルス対策のソフトウエアを導

入しておりますほか、環境に応じてセキュリティー対策を講じております。特に、マイナン

バー利用事務系に関しましては、機密性の高い、先ほど申しましたような住民の戸籍でありま

すとか税情報など、個人情報を扱うシステムが集約された領域となっておりますので、他の

ネットワークの通信を遮断した上、外部機器との接続を管理しておりまして、端末へのログイ

ン時にも静脈認証でありますとか、パスワードの入力を必須とするなど、徹底した管理で環境

で運用をしております。

以上です。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

そしたら、デジタル化の質問の最後に、対応できない場合の救済方法に■17番（川村一朗）

ついて質問をしたいと思います。

高齢者や障害者、地理的に遠隔地でデジタル機器を使うことが困難な環境にある人、また経

済的な事情でデジタル機器が利用できない人への具体的な支援策を考えているのかどうか、お

伺いをいたしたいと思います。

田中企画広報課副参事。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■企画広報課副参事（田中邦典）

まず、本市が現在推進・検討しておりますデジタル化の代表的な取組の一例といたしまして、

紙媒体での申請をパソコンやスマートフォンを通じて手続することのできる、いわゆる行かな
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い窓口というものであったりですとか、来庁しての各種申請におきまして、マイナンバーカー

ド等を用いましてデジタルで処理する、いわゆる書かない窓口、こういったものの実装を検討

いたしております。

議員質問にございましたそういった対応できない場合という方に対しての救済方法というと

ころでございますが、こういったものを導入する折には、デジタル機器への入力の支援であり

ますとか、必要な情報を職員がお聞きして代わりに入力するなど、利用が困難な高齢者、もし

くは障害者の方々につきましても、問題なく申請等が行えるような体制を整備してまいります。

ただ、一定の方はどうしてもこういったことになじめないという方もいらっしゃろうかと思

いますので、従来の紙媒体での手続におきましても、一定期間継続していく必要があろうかと

考えております。

さらに、より発展的なものといたしまして、どうしても操作ができない、もしくは端末を持

たれていらっしゃらない方々、そういった方々を対象に、外部から完全な遠隔操作によってデ

ジタル端末を操作しまして、様々なサービスを受けられるような取組等々も検討するなど、誰

もがデジタル社会の恩恵を享受できる施策を進めてまいりたいと考えております。

以上です。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

次に、今注目の米問題について質問をいたします。■17番（川村一朗）

まず、市民の生活を守るために、米の販売価格と買取価格についての認識をお伺いをいたし

ます。

米を購入する側、消費者側からは、価格と生産者、米農家からの買取り価格については、１

つは相反する面もあろうかと思いますが、本来の価格の在り方として、消費者と生産者側から

の米価格がどのような状況が適切であると考えられているのか、質問をいたします。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

お答えのほうさせていただきます。■農林水産課長（吉田貴浩）

今注目度の高い米問題でございますが、今議員のほうからもありましたが、これにつきまし

ては、消費者目線・生産者目線のそれぞれでまた見方が変わってくると思いますので、所管と

いたしましては、生産性目線といったものを中心にお答えをしていきたいと思います。

まず、米販売価格につきましては、令和６年度中に上昇が見られまして、皆さんご承知のと

おり、現在も継続しているような状況でございます。参考までに、ＪＡ高知県中村支所から聞

き取った情報によりますと、ＪＡグリーンの取扱いの四万十米といった銘柄についてでござい

ますが、令和５年度で５㎏2,150円であったものが、令和６年度は3,380円になっているとのこ

とでございます。

なお、令和７年度４月以降につきましては、品切れの状態になっているとのことでございま

す。
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また、買取り価格につきましては、玄米30㎏で、令和５年度産で5,869円、令和６年度産で

１万294円とのことでございます。

最近では、価格安定や抑制に向けての消費者ニーズというものが大きくなってきておりまし

て、連日備蓄米放出、こういった報道等にもありますように、国も対応に追われているところ

でございます。

一方で、米作を取り巻く近年の状況を見ますと、人件費・肥料費・農薬衛生費・諸材料費・

荷造り運賃手数料等の様々な費用が上昇しておりまして、市内の農業経営体が米作を継続する

ためには、米への価格転嫁は避けられない状況もあろうかと思います。

本市といたしましては、米販売価格の安定化といったものが必要であると考えるとともに、

今後も米作を持続することができる価格水準、こういったものが必要であると考えているとこ

ろでございます。

以上です。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

私もそのように思っております。■17番（川村一朗）

次に、米の安定供給のために必要な施策についてお伺いをいたします。

米価格が急激に急騰したこともあり、米価格が注目されています。米を購入する側、消費者

側からですと、おいしい米が安価で安定して購入できることが求められていると思います。ま

た、反面、生産者は、せめて採算に見合うだけの対価が必要です。この間、農家は、時給は

10円、米を作って飯が食えない、そういう話も聞かれたところです。これでは生活が成り立っ

ていきません。私を含め、米作りをしている者の多くは、祖先や地域の人々が守ってきたふる

さと、農地を荒らすことを忍ばれ、せめて主食の米だけはと踏ん張っているところです。しか

し、個人だけの頑張りには限界があります。肥料や農薬等の物価は上がっている中で、米の買

取り価格は30年前から下落をし続け、半額となり、農家が米作りを諦めなくてはならない状況

でした。この中でもミニマムアクセス米、関税のかからない海外の米を77万ｔ輸入し続け、日

本の農家には、減反と米の低価格を押しつけてきた農政があります。これでは米を作り続ける

ことはできません。消費者に安定しておいしい米を届けるためにも、米農家に米作りを維持す

るだけの所得補償が必要です。安心できる米を安定して供給することは、四万十市民の食生活

を守ることでもあり、四万十市の米農家を守ることでもあります。そのために、米作りを維持

するだけの所得補償等が必要だと思います。その施策は、どのようにあるべきと考えているの

か、質問をいたします。先ほどの答弁でもそのことを少し触れられてくれましたけれども、大

まかに全体、どっちもがいいというか。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

今ほど議員のほうから、国の施策等につきまして、また所得補■農林水産課長（吉田貴浩）

償等についても説明がございましたが、まず先ほども申し上げましたとおり、米作を取り巻く
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環境ということで、近年の物価高騰を受けて、諸費用が高騰している現状を受けまして、本市

といたしましても、これら生産に係る費用が、米の販売価格に転嫁できているのかが重要とい

うふうに考えているところでございます。

なお、国の米の十分な流通量が見込まれないということになりますと、現状のように価格高

騰を招くことになりますので、先ほどミニマムアクセス米のお話もありましたが、輸入前倒し

等の措置、こういったものも今言われているところですが、こういったものは一定やむを得な

いというようなところはあるのかなというふうに考えるところではございますが、価格安定化

や抑制策が国内の米作の持続性を損なう影響を及ぼすものでございましたら、既存の中山間直

接支払制度の拡充等などにより、米作の持続性を高める施策も同時に推進することが重要であ

ると考えるところでございます。

ただ、いずれにしましても、こういった所得補償制度、こういったミニマムアクセス米、こ

ういったところは、国の施策ということになりますので、こういったことも含めまして、米問

題に対しては、まずは国の施策の動向を注視していきたいというふうに考えております。

以上です。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■17番（川村一朗）

ヨーロッパでは、国民の食料確保のために、農家に対してスイスは92.5％、ドイツは77％、

国から支援をして農家を支えています。日本は、僅か30％です。その上、米生産に対して、方

針が場当たり的です。我が家も田んぼを荒らしたくないばかりに、全体の３分の１の面積を政

府の要請を受け５年前から主食米から飼料米作りに変更してきました。しかし、この米不足を

受け、急に今年なってから、飼料米を主食米に変更できないかという要請がありました。しか

し、飼料米の苗や肥料の予約が既に前年に終了しており、そんなに簡単に変更することはでき

ません。日本のお米を安心して市民に食べてもらいたい気持ちは十分あります。この間、日本

全体の消費需給量が700万ｔあまりに対して、供給量は650万ｔしかなかったと言われています。

もとから量が足らないのです。日本の主食である米を、市民に安定して供給するためにも、増

産は必至です。近い将来、ミニマムアクセス米や輸入に頼っては、現在の不安定な世界情勢に

おいて輸入の道が閉ざされることもあることは容易に想像できます。米の増産に向けて、四万

十市としての考え、対策についてお伺いをいたします。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

米の増産に対する四万十市の考えということでございます。■農林水産課長（吉田貴浩）

一市町村の話としてお答えするというところもなかなかできないところもあるんですけど、

米の増産ということは、昨年来続く米の価格の上昇に伴いまして、先ほど議員のほうからもあ

りましたが、飼料用米を作っていた人が、そちらのほうに、主食用米のほうに切り替えると

いったような動きは、本市でも耳にするところでございます。
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そういった中、それが増産というふうにつながってくるとは思うんですけど、ただ人口減少

とかやはり一定米の必要量というのは、実際のところは減少していくという中でのこれまでの

転作とかそういったようなところの国の施策だと思われます。現時点では今米不足といったよ

うな状況がありますので、増産といったような話も出てきているところではございますが、将

来的に見ると、これがどうなのかと、現段階の一過性なものなのかということもあろうかと思

います。そういったところを踏まえながら、現在の段階では、こういったような状況は、静観

していくような形にはなろうかと思います。国もそういったような増産というようなところま

ではまだ打ち出してはないと思いますので、先ほど申し上げましたが、まずは国の動向、こう

いったものを注視をしていきたいというふうに考えております。

以上です。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

私、ちょっと心配するところで、国の耕作面積の計画が、昨年度よりま■17番（川村一朗）

だ減らしていっているというような一つの状況があります。そして、四万十市においても、高

齢化が主な内容だと思いますけれども、ここ５年・10年で、もう耕作放棄地というものを増や

すというどころか、今生産している耕作地が半減すると僕は考えております。そういった中で

は、なかなかそういきなり復活できる問題ではない。特に高齢化によって、もう実際に農作業

をようやらないというような状況がもう既に生まれていると思っております。

そして、もう一つ危惧していることがあります。アメリカのトランプ政権は、関税を引換え

に引上げを一方的に発表して、アメリカの農産物や武器を買うことを日本にごり押しをしてい

ると言われています。日本の農業を守り、食料自給率を高めるためにも、農産物を関税の交渉

に差し出すことがないように、地域からの声を上げていくことが、四万十市の農業と自然環境

を守る上でも必要だと思います。その重要性についてお伺いをしたいと思います。直接ってい

うわけでもないかもしれませんけれども、できれば市長会とか、そんなところでもやはり四万

十市の農業とかはこのままだと潰れてしまうという中でのやっぱり国に対する要請というか、

それを掲げていってもらいたいというふうに思います。本市もわせや中手の田植が終わって、

８月にはわせが刈り取られることになります。市民、消費者が、おいしい米を安定して供給で

きるようにするためには、計画的な米作りが必要です。全国では、2000年に米農家が174万

6,000戸ありましたが、2024年度では、もう３分の１に農家の数が減っているということです。

私の居住しています地域でも、米作りを行っているのはもう70代から80代の人です。昨日の集

落協定の会でも、今後５年間、もうようやらんかもしれんと。抜けようかと思いよるというよ

うな農家の人もおりました。後を引き継いでくれる人がいないとの話がそういった中で出てい

ます。厳しい環境で頑張る四万十市の米農家に対して、作り手の育成をはじめ、四万十市とし

ての支援対策があるのか、何か先ほども同じような質問になるかもしれませんけんど、お伺い

をしたいと思います。
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小休にします。■議長（宮﨑 努）

午後３時59分 小休

午後４時０分 正会

正会にいたします。■議長（宮﨑 努）

川村一朗議員。

日本の農業を守ることと同時に、四万十市の食料自給率を高めるために■17番（川村一朗）

も、車なんかの関税なんかと取引されんようにというか、それは国政に関わることではあるけ

れども、四万十市の食料自給率なんかをまた一層下げていくということになるので、それに対

する考えはどうなのかということで一つはお伺いしたいと思います。

小休にします。■議長（宮﨑 努）

午後４時１分 小休

午後４時２分 正会

正会にします。■議長（宮﨑 努）

山下市長。

基本的には、国が決めることになりますので、四万十市としてという■市長（山下元一郎）

ことなんですけど、四万十市の現状というのをしっかりと国に伝えていくということは可能に

なってくると思います。その中で、国としましては、多分関税ということになりますので、全

体的な輸出・輸入、全ての国の中で判断していくということになりますので、そちらについて

は私のほうからは述べることにはなりません。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

そういうことも分かるんですけれども、食料自給率が今38％と言われる■17番（川村一朗）

けど、実際に加工品とかそんなものを含まれると10％もないと言われているのが現状ですし、

そんな中で、それをさらにまた差し出すようなことはやってほしくないという思いから質問を

出しました。

四万十市の米農家に対する作り手の育成を含め、四万十市としての支援策が独自にまた持っ

ているのか、それについて質問をしたいと思います。先ほど直接支払制度などを国の政策では

あるけれども、そういった中での活用をしてもらいたいというか、広げていきたいというよう

な答弁でもあったかのようにも思いますが。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

本市の米農家への支援策という観点からお答えをさせていただ■農林水産課長（吉田貴浩）

きたいと思います。

先ほど消費者とかいろいろ生産者とか、そういう観点の話もありましたが、生産者の観点か

ら見ますと、米作に係る経費を今後どのように合理化するかといった、こういった視点も重要

であるというふうに考えるところでございます。例えば、先ほど鳥谷議員の質問でもありまし
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たが、圃場整備、こういったようなものにより、農作業の効率化、あるいは大型機械の利用、

容易な農業用水の管理がこういった圃場整備をすることによって可能になり、農業生産性の向

上を図ることによって、トータル的に経費削減を図るといったことが上げられると思います。

また、こちらは国のほうの施策になりますが、スマート農業の推進による農業の合理化や省

力化を図っているところでもありまして、本市といたしましても、こういった施策を積極的に

取り入れまして、スマート農業普及による経費削減を進めていくことも、結果的に米農家支援

につながっていくと考えております。

なお、中山間地域が多くを占める本市におきましては、中山間地域等の不利な農業生産条件

の補正を目的とする中山間地域等直接支払制度の普及及び拡大、こういったところを図ること

も、将来的に地域内に米作を維持していく上で重要であるというふうに考えております。

以上です。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

ある程度分かるんですけれども、農業というか、グループでやっている、■17番（川村一朗）

面積で10町歩あまり、11haあまりしか作ってないところでも、農機具とかそんなものを構える

だけでも3,000万円は要る。１人当たり20町・30町ということになってくると、機械も大型化

してくるろうし、それがすぐ5,000万円、１億円ぐらいの投資になってくる。農業を始めるま

でに、それだけの投資が必要になってくるというふうになってくると、なかなかやっていけな

いというのがはっきり言って現状ではないかなというふうに思いますが、もう次に平和問題に

ついてお伺いしたいと思います。

皆さんもご存じのように、四万十市は非核都市宣言をしており、その碑が建てられておりま

す。2010年、平成22年ですけど、９月議会で決議され、核兵器の廃絶と恒久平和の実現を目指

すことを宣言しています。高知新聞の記事は、現在、１万2,340発の核弾頭が地球に存在し、

即座に発射可能な現役核弾頭が9,615発配備されているということです。これは、地球を何度

も破壊するだけの数です。現在、核兵器保有国でありますロシアとイスラエルが戦争状態で、

核兵器の使用が危惧されています。2021年１月22日に発効になった核兵器禁止条約を世界で唯

一戦争による核兵器の被害に遭い、一挙に広島・長崎で37万人が死亡した日本は、いまだに批

准しておりません。日本では、現在、1,667自治体が非核都市宣言を行っております。四万十

市も含めて、これらの都市から核兵器廃絶の声を政府に届けるべきだと考えます。

非核都市宣言の四万十市において、核兵器廃絶に向けて政府に核兵器禁止条約の批准を求め

る考えはないのか、お伺いをしたいと思います。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

核兵器の禁止条約の署名・批准を行ってない理由として、日本政府の見解としまして、核兵

器のない世界という大きな目標に向け重要な条約ではあるが、アメリカやロシア・中国など、
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核兵器国はいずれも参加しておらず、そこに日本だけ加わって議論しても、実際に核廃絶には

つながらないという説明を日本政府がしております。また、核兵器保有国と非保有国の双方が

加入しておりますＮＰＴ、いわゆる核拡散防止条約の再検討会議の枠組みとしましては、議員

もおっしゃられるとおり、日本は唯一の戦争被爆国として双方の橋渡し役となり、現実的に核

軍縮を前に進めることを優先する立場にある、そういった説明もしておりまして、私もそのこ

とにつきましては一定の理解をしておるということでございます。もちろん、核兵器の廃絶に

つきましては、人類共通の願いでありまして、日本は世界で唯一の戦争被爆国であることから、

日本政府に対しましては、核兵器のない世界の実現に向けて、リーダーシップを持った取組を

期待するところではございますけれども、先ほどご説明しました今の日本政府の見解・説明を

踏まえるとともに、本市におきましても、令和２年の12月議会において、核兵器条約の署名・

批准を求める意見書が提出されておりましたが、賛成少数で否決されたという経過も聞いてお

ります。私としましても、現時点で条約の批准を国に求めること、また締結国会議への代表派

遣を求めることまでは考えておりません。

以上です。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

ここは省略しようかと思っていたんですが、参考として、2020年12月の■17番（川村一朗）

中平前市長の答弁では、日本政府において、核兵器のない世界に向けて努力するよう期待する。

日本が核兵器禁止条約に批准していないのは、残念だというふうな答弁もいただいておるとこ

ろです。

次に、３月25日には、米海兵隊Ｆ35Ｂステルス戦闘機が高知空港に予備着陸をし、１か月以

上居座り、やっと５月５日に飛び立ちました。長期にわたる修繕が必要なほど危険な状態での

飛行は、高知県民の命にも影響しかねません。３年前には、本市でも米軍機の超低空飛行が何

回も実施され、一度は西土佐中学校のグラウンド上空を超低空で飛行し、グラウンドにいた生

徒が逃げ惑うことがありました。市民・県民の命を守ると言うのならば、またこのような危険

な状態で高知県の上空を飛ぶことへの抗議をすべきだと思います。

また、この５日間ぐらいは、西土佐上空を昼も夜も戦闘機のような飛行機音が何度も飛び

交っています。このような夜間の飛行や昼間でも危険な状態の飛行に対しては、抗議すべきと

考えますが、市長のお考えをお伺いをいたします。

小休にします。■議長（宮﨑 努）

午後４時12分 小休

午後４時15分 正会

正会にします。■議長（宮﨑 努）

川村一朗議員。

次に、非核都市宣言をしている本市において、被団協の平和ノーベル賞■17番（川村一朗）
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受賞と戦後80年に当たる本年、本市としての取組の計画がないか、お伺いをいたします。

本市でも、中村天神橋アーケード商店街でのご協力を得て、平和七夕祭りが６月30日から７

月24日まで行われ、折り鶴が飾られたり、戦争の写真展等があるようですが、それらへの支援

を含めて、市としての平和への取組やまたそれらの取組に際しての支援策の予定について質問

をいたします。

山﨑総務課長。■議長（宮﨑 努）

お答えをさせていただきます。■総務課長（山﨑寿幸）

議員がおっしゃられましたとおり、昨年10月、長年被爆者の立場から核兵器の廃絶を訴えて

こられました日本原水爆被害者団体協議会、通称被団協がノーベル平和賞を受賞されたことは、

被団協のこれまでの世界的・継続的な活動によりまして、核兵器の使用は、道徳的に受け入れ

られるものではないとする強力な国際的な規範が形づくられたと言われていることから、大変

意義深いことだというふうに考えております。広島市と長崎市では、受章を記念いたしました

パネル展・企画展がそれぞれ開催されたようですが、現時点で本市での行事や取組、この実施

については考えておりません。

また、終戦80年を迎えますけれども、終戦80年に関しても、現時点では同様に考えているも

のではございません。

しかしながら、平和思想の普及や原爆被災者に対する慰霊は、大変重要なことであるという

ふうに考えております。よって、これまでも毎年実施しております原爆投下の日の黙祷の呼び

かけや８月15日の終戦記念日におきましては、庁舎において正午に黙祷を行っておりますので、

これらの平和に関する取組につきましては、今後も継続をしていきたいというふうに考えてお

ります。

ご質問の中で、天神橋商店街の平和七夕祭りの件についての支援はということでございまし

たけども、質問通告のときにそのお話をいただいておりませんでした。よって、今現在、支援

がされているのかどうかということについては、少しここではご答弁できませんので、ご了承

いただきたいと思います。

川村一朗議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■17番（川村一朗）

大分はしょって途中も飛ばしたがですが、これで終わります。

以上で川村一朗議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

お諮りいたします。

本日の会議はこの程度にとどめ、延会いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、本日はこれにて延会することに決しま■議長（宮﨑 努）

した。
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どうもご苦労さまでございました。

午後４時19分 延会
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午前10時０分 開議

おはようございます。これより本日の会議を開きます。■副議長（上岡真一）

～～～～～～～～～～～～～～～

日程に従い、一般質問を行います。■副議長（上岡真一）

川村真生議員。

おはようございます。■２番（川村真生）

市民クラブの川村真生でございます。議長よりお許しをいただきましたので、通告に従いま

して一般質問をさせていただきます。

それでは、まず初めに、子育て支援団体への補助に関しましてご質問をしていきます。

昨年９月議会でもご質問しました四万十市子育て支援団体活動促進補助金についてお聞きを

していきたいと思います。

昨年度から県補助金が変更となったことで、要綱の改正に時間を要したことから、例年より

交付決定時期が遅れておりましたが、今年度はほぼ例年どおりの交付になっておりますので、

ひとまず安心しているところでございます。いろいろな困難があったと思いますが、ご尽力い

ただいたことにまずはお礼を申し上げます。

この補助金は、全体の予算から見ても少額ではありますが、地域の子育て世代や子供たちを

支える子育て支援団体の活動を支える大きな意味を持つ補助金であると認識をしているところ

でございます。

そこで、お聞きをいたしますが、昨年度から着手していた補助金要綱の改正でありますが、

本年度からどのように変更されたのか、主な改正点についてお伺いをいたします。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

それでは、答弁申し上げます。■子育て支援課長（中脇弘樹）

四万十市子育て支援団体活動促進補助金の補助要綱につきましては、令和７年度運用分から

改正を行っているところでございます。

主な改正点としまして、補助対象事業を、従前からあります子供・保護者・子育て支援者を

対象とした事業区分に、さらに子育て応援環境整備事業区分を加えた２種類に分類しまして、

両事業を実施する場合の補助対象限度額を、従前事業のみを実施する場合の70万円から100万

円に引き上げているところでございます。

また、申請団体の構成員が講師として事業を実施した場合の謝金について、営利目的の活動

として誤解を与えない範囲で補助対象範囲内に含めることができるものとさせていただきまし

た。これらの改正内容は、令和６年度に実施した各団体へのヒアリングにおける意見を踏まえ

た見直しとさせていただいておりまして、事業実施の条件として、当該補助金を活用して実施

するイベントや講座が、限定的なもののみの参加とせず、市民に広く情報が伝わるように広報

すること、集いの場は、原則無料で開放され、週に１回以上の頻度で開放される場所であるこ
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とを条件として明記させていただいたところでございます。

以上です。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■２番（川村真生）

詳細にありがとうございます。ヒアリングを行った上で、補助額の増額等もあったというこ

とで、さらにパワーアップした補助金になったのかなと思います。ありがとうございます。

それでは、次にお聞きをしますが、現時点での今年度の申請件数を教えていただきたいと思

います。よろしくお願いします。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

今年度は、８つの団体から申請を受けておりまして、これら■子育て支援課長（中脇弘樹）

の団体全てに交付決定を行ったところでございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■２番（川村真生）

昨年９月議会でも同様にお聞きをしておりましたが、令和４年度が６団体で令和５年度が５

団体、令和６年度が７団体を見込んでいるという答弁だったので、すごく年々増えているかな

という印象が残っております。

それでは次に、新年度が始まってから２か月以上が経過をいたしました。四万十市子育て支

援団体活動促進補助金の全体の上限額は、350万円であると思いますけれども、先ほど申請件

数のほうは確認させていただきましたので、今年度の残額、幾らあるのか、お伺いをいたしま

す。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

今年度の残額でございますが、今年度は予算額350万円に対■子育て支援課長（中脇弘樹）

し、449万円余りの要望が寄せられたところでございます。これに対し、実質的に交付決定を

行ったのが349万6,000円でございまして、残額は4,000円となっているところでございます。

この残額につきましては、10月頃をめどに、交付団体に対して変更申請に関する調査を行いま

して、もし減額変更等による不用額が生じる団体がありましたら、変更を決定した上で、所定

額を返還させるとともに、予算残額を他団体に追加交付する等の対応も検討しているところで

ございます。

以上です。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■２番（川村真生）

350万円に対して449万円の申請があったということで、大変多数の応募があったのではない

かなと思います。残額についてもまだ変更届があるということですので、ちょっとそのあたり

いろいろありますけど、柔軟な対応をお願いしたいと思います。
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それでは、次の質問に移りまして、子育て支援団体が補助金を活用するに当たって、次年度

に必要な予算額の確認時期がどうなっているかについてご質問していきたいのですが、まずは、

私の認識が正しいのかについてお聞きをしたいと思います。

まずは、年度末に今年度活用した報告書の提出をしまして、そして次年度に入ってから、そ

の年度の事業計画申請書等を子育て支援課に提出しまして、各子育て支援団体から出された予

算額の全体を確認した上で、各子育て支援団体の補助額を決定し、補助金の交付を行っている

と私は認識しておりますけれども、お間違いないか、その点についてまずお伺いします。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

調査から交付決定までの流れは、おおむね今川村議員がおっ■子育て支援課長（中脇弘樹）

しゃられたとおりの状況でございます。

少し時期的なものを補足させていただきますと、令和７年３月に各団体に対して交付希望額

の調査を行っております。続いて４月には、各団体の希望額と事業内容を我々のほうで精査を

させていただきました。この精査後の５月に、内示額を子育て支援団体へ通知しておりまして、

この内示を基に、各団体からは申請を受けた形になっております。５月中には、全申請団体へ

の交付が完了しておりまして、補助金を活用した事業が開始可能となったものでございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。少し私の認識がちょっと誤ったところがありましたので、■２番（川村真生）

ご訂正いただきましてありがとうございます。分かりました。

全体の予算については、先ほども申しましたように、350万円と決められておりまして、先

ほどちょっと大幅な増もありましたけれども、とある子育て支援団体は、本当は60万円欲し

かったけれども、実際申請してみたら40万円しか交付されなかった、このようなパターンとい

うのは実際にあると思います。このように減額申請になったことで、本来はやりたかった事業

を削減せざるを得ない状況もあると思いますし、急な事業計画の変更を強いられることは、子

育て支援団体の負担もありますし、何より一番は、やろうとしてた事業ができなくなることに

よりまして、最終的には、子育て世代に直撃することになるんではないかなと考えております。

本当にやりたい事業は、自費でも行うことももちろん当然考えられることであります。そうい

うことでありますので、ちょっと私からのこちらからご提案となります。この予算350万円と

決められた範囲となるのは、本市が行っている様々な事業がある中でございますので、私は大

幅に増額をしてもらいたいという話をするのではなくて、子育て支援団体がやりたい事業をあ

らかじめ精査をした上で、次年度に気持ちよく事業をスタートさせることが必要ではないかと

考えております。このようなことから、例えば９月とかに、次年度に必要な仮の事業計画書、

予算額を、これを子育て支援団体から聞き取りを行いまして、ある程度の次年度に向けた全体

の予算額を把握した上で、来年度の大まかな仮予算等の通知を子育て支援団体にお伝えするこ

とで、次年度の４月から今までよりもスムーズに事業開始をさせることができるのではないか
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と考えております。少し課題があるとすれば、新しい子育て支援団体が現れたときの対応によ

りまして、事前に各団体へ通知していた仮予算額が減ってしまう等の懸念も考えられると思い

ますが、あらかじめ必要な予算の確認を行う、このようなことに対しまして、本市のお考えを

お伺いをいたします。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

答弁を申し上げます。■子育て支援課長（中脇弘樹）

おっしゃられるとおり、子育て世代に最終的には直接のしわ寄せが行くというお話を聞きま

すと、私どもとしても身の引き締まる思いがするわけでございますけれども、議員のご質問の

とおり、当初予算要求時に各団体の必要額を精査することで、予算執行の実効性が高まると

いった行財政的な効果は見込まれるものというふうには考えます。団体においても、早期に事

業イメージが固まり、見通しが立ちやすくなるなどのメリットも考えられるところでございま

す。

一方、子育て支援課我々では、この補助金により、市内の子育て支援団体の育成を目指して

おりまして、団体の新規参入から、やがては独自財源の確保による本補助金からの卒業など、

新陳代謝により市内の子育て支援に関わる団体が増加することも期待しておりまして、実際に

ここ２年間で２団体、新規の事業利用団体が出ているところでございます。事前に団体を特定

して必要額を精査し、予算要求時の根拠を固め過ぎてしまいますと、新年度の新規参入がしに

くくなることも考えられるほか、早い段階での要望調査により、例えば要望を行った団体の独

自財源の確保の機会を狭め、また補助金依存度が増し、利用の固定化も懸念されるのではない

かと危惧するところもございます。こういったところから、現時点では、これまでと同様、上

限額を一定団体分用意するといった形で予算要求をしていくことを考えているところでござい

ます。

以上です。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。一定の理解はありますけど、現実的にはちょっと厳しい■２番（川村真生）

側面もあるということでした。それについては、承知をいたしました。

それでは、この補助金の最後の質問とさせていただきます。

この補助金に関しましては、昨年度から270万円から350万円に増額をしていただいたという

ことで、そのことに加えまして、補助金の要綱も改正をしているということで、以前よりもす

ごく内容が充実してきている補助金になってきているのかなと率直に感じておるところでござ

います。

この補助金を各子育て支援団体が企画するイベント等で活用することで、市内の子供たちだ

けじゃなくて、市外からも来られてますので、そういった子供たちの健全な育成に貢献してい

るということは、間違いがないと思っておりますので、子育て支援課の努力には、感謝をして
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おるところでございます。

最後の質問が、今回の質問のキーポイントになるわけではございますが、今後四万十市子育

て支援団体活動促進補助金が、どのような形で活用されるべきであるのか、本市の考えをお伺

いをいたします。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

ご答弁申し上げます。■子育て支援課長（中脇弘樹）

当該補助金につきましては、市内の子育て支援団体の活動促進と同時に、団体の育成を目的

としておりまして、活用団体が将来的に自立して活動することが可能となり、当該補助金を新

たな団体の育成に活用可能なサイクルを形成できればというふうに考えております。実際に、

今年度は、前年度まで当該補助金を活用した団体のうち、１団体が当該補助金から自立した活

動につながっておりますし、先ほど答弁したとおり、新規参入者もここ２年間続いていること

から、新陳代謝も進んでおりますので、この流れを継続し、子育て支援団体の育成サイクルが

定着すればと考えるところでございます。

以上です。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。現時点でのお考えについて分かりました。■２番（川村真生）

今ほどいただいたご答弁を踏まえまして、四万十市子育て支援団体促進補助金の活用につい

ては、各子育て支援団体ともいろいろ意見調整しまして、個人的に調査研究をちょっと行って

いきたいと思いますので、引き続きどうかよろしくお願いをいたします。

それでは次に、遊休施設の利活用に関しましてご質問をいたします。

通告書に、旧文化センター跡地と記載されておりますが、よくよく考えてみますと、現時点

でまだ跡地ではなくて建物がありますので、勝手に跡地にして申し訳ないんですが、この場で

訂正をさせていただきまして、旧文化センターについて、利活用の観点からお伺いをしていき

たいと思います。

しまんとぴあに文化の拠点が移り、はや１年と２か年が経過しておるところでございますが、

その間、旧文化センターにつきましては、あまりちょっと議論になってないように思いました

ので、現在、今どのような協議が行われていたり、どのような状況であるのか、まずはお伺い

したいと思います。

山下市長。■副議長（上岡真一）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

旧文化センターにつきましては、令和６年４月に総合文化センターしまんとぴあの開館に伴

いまして、令和６年３月末に閉館となっております。建物につきましては、しまんとぴあ建設

の財源である起債借入れの条件として、令和11年までに取り壊すことが決定をしております。

ただ、跡地の利活用については、現在まだ決まっておりません。
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なお、施設の現状としまして、非常に老朽化が進んでおりますので、安全な状態での維持管

理が難しくなってきているということから、利活用の決定を待たずに、解体工事を行うという

ようなところも検討はしているところでございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

現在の状況が分かりました。山下市長からご答弁をいただきました。■２番（川村真生）

先月５月19日になりますけれども、中村区長会の中に設置されました中村北地区活性化推進

協議会と分野別交換会が行われまして、旧文化センターの利活用の観点から意見交換を行いま

した。地元の区長からもいろいろなお話をいただきまして、買物難民対策や防災時の避難場所

としての拠点、地域コミュニティーでの活用など、様々なご意見を頂戴をいたしまして、市に

対しても要望書を提出しているというお話をお聞きしておりました。そうした話がある中で、

議会側からも検討委員会の設置についてご提案がありました。区長会側からもそのような機会

をいただけるのであれば、地元の女性の視点を反映させたい、そのようなご意見も伺ったとこ

ろでございます。検討委員会につきましては、数年前に旧下田中学校と旧中医学研究所の利活

用の観点から設置をされ、一定方針を決定された事例がございます。いろいろと軌道修正がさ

れているところもありますが、様々な方からの意見を聞き、皆で方向性を決定していく上で、

検討委員会の設置というのは、ある一定必要なことではないかなと考えますので、旧文化セン

ターの利活用の観点から、検討委員会の設置の可否について本市の考えをお伺いをいたします。

山下市長。■副議長（上岡真一）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

これまでも議員のおっしゃるとおり、利活用については、様々なご意見を住民の方、また市

民の方からいただいておるところでございます。現在、それを踏まえて庁内のほうでもう数回

の協議は行っておるんですけども、現時点では、確かに具体的な案には至っておりません。今

後は、いただいている課題等を整理した上で、市としての考えをまとめていく中で、現時点で

は、まだ検討委員会の設置というところまで明確な方針は出ていないんですけれども、どちら

にしても、地域住民の方々の意見がしっかりと反映され、住みやすい生活環境を確保する、そ

ういったことが重要だというふうには考えておりますので、必要な時期に意見を聞く場を構え

たいと考えております。

以上でございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■２番（川村真生）

まだちょっと未定のことが多い中で、なかなかご答弁しにくいところもあるかなと思うんで

すけれども、今この議題に上がっている旧文化センターにつきましては、どのようなスピード

感を持って対応していくのかというところのご意見を頂戴しているのが率直な事実でございま

すので、現時点での考えですので、旧文化センターの利活用に関しまして、今後どのようなス
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ケジュール感で進めていきたいと考えておるのか、考えをお伺いします。

山下市長。■副議長（上岡真一）

ありがとうございます。■市長（山下元一郎）

先ほどもちょっと申したとおり、たくさん要望のほうはいただいておりますので、それを現

在整理しているところではございます。川村議員おっしゃるとおり、できるだけ早く方向性を

示すように努力していきたいと思っております。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■２番（川村真生）

なかなか今では難しいかもしれませんけれども、思っていたよりも時間がかかると思ったと

ころが正直なところではございます。地元の方や区長会、有識者の意見を集約しまして、検討

委員会もまだ現在検討しているというところですので、スピード感を持っていっていただきた

いと考えております。

旧町内の案件としましては、令和６年３月議会でも中村商工会議所から、商工会館建設に伴

う請願も出されておりまして、議会としても採択という結果になっております。このことも含

めまして、旧町内でも様々ないろいろな考えないかんことがあるとは思いますので、まずしっ

かりと若い山下市長が政治家としてのリーダーシップを発揮しまして、少しでも旧文化セン

ターの利活用を進めていただきたいと考えておりますので、またどうぞよろしくお願いをいた

します。この質問は以上とさせていただきます。

それでは、次の質問に移らせていただきます。

修学旅行の在り方についてご質問をしていきたいと思います。

今回は、義務教育学校である小学校と中学校のみをお聞きしますけれども、高校を含めます

と修学旅行は最大で３回行くことになります。修学旅行は、学校行事の最大イベントの一つで

ありまして、ふだん味わえない貴重な体験を通じて、子供たちの思い出づくりにも寄与できる

ものと考えております。私も小学校では広島、中学校では長崎、高校では東京に行きました。

特に小学校で訪れた広島方面の修学旅行でしたけれども、野球観戦にも行かせていただきまし

た。今はなき広島市民球場でしたけれども、座席に着くと、隣にいた女性の方にどこのファン

なのと声をかけられまして、当時はスポーツに全く興味がなかったので、とっさに私うそつき

まして、広島カープのファンですと言ったら、非常に喜んでもらいまして、少しやけどあげる

ということで、先生にないしょで飲物とお菓子をもらった記憶は今でも鮮明に覚えているとこ

ろであります。私は、今ちょっとこんなような感じなんですけど、小学校６年生頃までは、暗

くはなかったんですけど、非常におとなしい性格でございました。また、毎日ゲームをしてい

るようなインドア派でございました。ですが、広島カープの野球観戦を通じてすごくスポーツ

に興味を持ちまして、小学校６年生のときに、本格的にソフトボールを始めまして、中学校か

ら野球を始めまして、高校でも引き続き野球部、大学ではサークルではありましたけれども、
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野球をしてきました。スポーツの魅力というものに修学旅行を通じて気づくことができました。

また、部活動を通じて集団行動の大切さ、諦めない気持ちの大切さ、努力することの大切さな

ど、私の今の人格形成にも大きな影響を与えてくれましたので、あの広島での野球観戦が、人

生のターニングポイントでもあったのではないかなと、この質問を通じて感じておるところで

ございます。

少し余談もありましたけれども、このように今の私をつくり上げたくれた修学旅行でござい

ますが、本市において、修学旅行についてはどのような目的を持って実施しているのか、まず

はお伺いをいたします。

岡本学校教育課長。■副議長（上岡真一）

お答えいたします。■学校教育課長（岡本寿明）

小学校におきましては、旅行を通しまして、直接見たり聞いたりすることで、自己の見聞を

広めるとともに、規律のある集団生活を通しまして、自主性を育て、連帯感を深めることを目

的といたしております。

また、平和学習の節目といたしまして、体験的な学習をする場を設け、平和への認識を深め

ることとしておるところでございます。

また、中学校におきましては、各地の自然や習慣・文化・産業・史跡・芸術に触れることで

視野を広めるとともに、集団行動の中で規律を守り、集団の一員としての自覚を高めることを

目的としております。

また、命について考える場といたしまして、震災学習や平和学習などを設定し、人権意識の

高揚を図ることとしております。

以上でございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

目的について分かりました。■２番（川村真生）

それでは次に、現在の小学校と中学校の主な行き先についてご質問いたします。

先ほど課長からの答弁もありまして、平和ということもありましたけれども、多分認識のと

おりだと思いますが、小学校は今でも平和学習を柱とした広島方面、中学校では淡路島や神戸

市で行われる防災学習と京都での自主研修を柱とした関西訪問、一部九州という声も聞いたこ

とはあるんですが、そのような認識をしているところであります。昨年度の実績で構いません

ので、小学校と中学校の主な行き先を教えてください。

岡本学校教育課長。■副議長（上岡真一）

ご答弁いたします。■学校教育課長（岡本寿明）

それでは、昨年度の実績について答弁させていただきます。

小学校におけます主な旅行先といたしましては、経由する場所はそれぞれ異なりますが、全

13校で広島県となっております。
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また、中学校におきましては、主な旅行先といたしまして、全３校とも大阪府・京都府・兵

庫県の関西方面となっております。

なお、今年度につきましては、中学校で九州方面に変更した学校もございます。

以上でございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

詳細なご答弁ありがとうございました。主に私の認識どおりでありまし■２番（川村真生）

た。

それでは次に、現在の小学校の修学旅行の行き先について、本市のご見解をお伺いしたいと

思います。

先ほどのご答弁からありましたように、小学校は経由するところは違えど、最終的には広島

方面ということでありまして、平和学習に重点を置いているのではないかと感じております。

修学旅行の行き先・方面に関しましては、各学校の独自での決定事項ではあるかとは思います

が、今行っている現状の小学校の広島方面に選定しているということに関しまして、本市とし

てどのようなご見解があるのか、お伺いをいたします。

岡本学校教育課長。■副議長（上岡真一）

お答えいたします。■学校教育課長（岡本寿明）

四万十市立小学校及び中学校の管理運営に関する規則施行細則というものがございます。そ

の中では、旅行先につきましては、小学校につきましては四国・中国・近畿及び九州の各地方

としており、この範囲内で各学校で決定をいただいているところでございます。

小学校の教育課程の中で行っております平和学習の節目の学習といたしまして、平和記念公

園や平和記念資料館での体験学習を設定していることもあり、全校で広島県を旅行先として選

定しているものでございます。

本市といたしましても、この施行細則の決められた範囲内でございますので、特に問題ない

と考えているところでございます。

以上でございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■２番（川村真生）

それでは、中学校についてもご見解をお伺いをしていきたいと思いますが、中学校も同じよ

うなご答弁になるかと思いますが、関西方面が多いということでありました。その件に関しま

して、中学校も同様に行き先についてどのようなご見解を持っているのか、いま一度ちょっと

本市のご見解をお伺いしたいと思います。

岡本学校教育課長。■副議長（上岡真一）

お答えいたします。■学校教育課長（岡本寿明）

中学校につきましては、目的設定から候補先を選定いたしまして、候補先と旅行に係る金額
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を提示した上で、保護者へのアンケートを実施をいたしまして、最終的に旅行先を決定してい

るところでございます。その結果、昨年度の旅行先は、全３校で関西方面となっております。

本市といたしましても、目的を達成するための旅行が計画されており、先ほどご答弁いたし

ました施行細則の範囲の場所でございますので、各学校の判断で特に問題ないと考えていると

ころでございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■２番（川村真生）

ちょっとすみません、分かれば教えていただきたいんですけど、今年度九州になった学校が

１校あったと思うんですけれども、それは保護者からの意向があったのか、学校の判断であっ

たのか、そのあたりちょっと分かりますか。

岡本学校教育課長。■副議長（上岡真一）

九州方面に変更した学校につきましては、保護者へアンケート■学校教育課長（岡本寿明）

を取りまして、その結果で決定をしているということでございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。ありがとうございます。■２番（川村真生）

それでは、小学校と中学校の宿泊数について、次お伺いをいたします。

本市では、小学校では２泊３日、中学校では３泊４日が一般的であると思います。これは市

の教育委員会が定める基準であるものと理解をしております。一部の他の都道府県と比較して、

実際私が知っている限りは、山陰地方の小学校では１泊２日、愛媛県松山市でも１泊２日です。

中学校では、ちょっと知識がなかったので調べてみましたけれども、修学旅行の宿泊数は、日

本修学旅行協会が発行している「教育旅行年報データブック2023」によりますと、修学旅行の

平均日数は、中学校は２泊３日であるとのことでした。本市を含む幡多郡は、昔と比べてイン

フラ整備も進み、高速道路の延伸もありましたので、一般道もきれいになり走りやすい環境に

なってきてはおるんですけれども、やはりどこに行くにも、他の県外や市町村と比較しても時

間がかかるという現状があるかと思います。こういった事情によりまして修学旅行の行程が１

日長いのではと推測しておりますけれども、本市の修学旅行の宿泊数につきまして、現時点で

のご見解をお伺いをいたします。

岡本学校教育課長。■副議長（上岡真一）

修学旅行の宿泊数でございますけど、先ほどご答弁いたしまし■学校教育課長（岡本寿明）

た施行細則の中で、小学校については２泊３日以内、それから中学校につきましては４泊５日

以内と定めておりまして、現在実施しております小学校それから中学校の修学旅行は、全て小

学校は２泊３日、中学校は３泊４日で実施をいたしております。

宿泊数でございますけれども、現状の旅行先から申しますと、移動にある一定時間もかかり

ますので、現在の宿泊数で、特に妥当な範囲の宿泊数でないかと考えているところでございま
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す。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■２番（川村真生）

今までのを踏まえて、今後の修学旅行の実施内容について順次ご質問していきたいと思いま

す。

妥当な範囲っていう、決められた範囲で今実際行っておるところでありますので、これから

いたします質問は、現状が悪いとかというのではなくて、今後の修学旅行の行き先等の検討材

料になればと思い、ご質問をしてまいりたいと思います。

まずは、小学校の行き先の今後についてお聞きをしたいと思います。

特に小学校については、運動会の時期の関係もあり、来年以降は９月に集中するというお話

を聞いております。春に実施していた修学旅行を秋、つまり９月頃を軸に実施する方向性にな

るわけですが、そうなると、本市を含めた幡多郡内の小学校が秋に固まって修学旅行を実施す

ることになります。これにつきましては、事実関係が違えば違うと言っていただければと思い

ます。

そういった時勢がありますと、本市のみならず、幡多圏内の学校の修学旅行が秋に集中する

と、添乗員の不足であったりだとか、また小学校ではバスガイドを希望されている学校が多い

ですので、バスガイドの不足、また加えて、日程が集中するあまり、バス会社でのドライバー

の調整が必要となりまして、各小学校が希望する日程では難しくなるという可能性も生じてき

ます。これは、バスガイドの不足だけなら構わないんですけれども、広島市内のホテルの確保

に限界が生じてくる可能性があると考えております。先日、過去お世話になっておりました修

学旅行生を受入れ可能なホテルのフロント営業マンに聞き取りをいたしました。コロナ以降、

またウクライナショックもありましたけれども、彼が知る限り、広島市内で小学校の修学旅行

を受入れ可能とするホテルが、倒産または受入れをやめたホテルが少なくとも３件あり、広島

市内で小学校を対象とした受入れ可能なホテルが減少しているという事実があることでござい

ます。広島市内には、中学校と高校を限定として受入れができるキャパが大きいホテルはござ

います。

しかしながら、小学校の修学旅行団体でも受入れ可能なキャパが大きいホテルにおいては、

本市のような小規模校が多いようなところは受入れができないというホテルもあります。小学

生を対象に受け入れるホテルが減少傾向にあるということは、広島市内のホテルで働く彼いわ

く、今後は特に地方から広島市内の修学旅行を希望している小学校の団体は厳しい状況になっ

ていくかもしれないという見解を示しておりました。実際に広島での平和学習を中心に修学旅

行を行っている市町村は多い。そして、近い自治体では、特に中国地方と四国等からの小学校

の受入れが多く、また都市部からも広島市内で受入れ可能な中高生の修学旅行団体が新幹線で

広島駅に向かって平和学習を行っていることから、特に西日本での小学校の修学旅行の在り方
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が今後変わってくるかもしれないともおっしゃっておりました。

先ほどから平和学習の小学校のお話がございました。平和学習を全く否定するものではあり

ません。実際に被爆された方の生の声を聞くということで、講話の体験を２日目の午前中に

やっておりました。

しかしながら、今は被爆された生の方の声ではなくて、被爆された方からの言い伝え、伝承

者という形で、実際に被爆された方ではない方からの講話を受講することになってきておりま

す。実際に被爆された方の講話は、一部ネットでも公開をされておりますので、オンラインで

も学習可能な環境となっておりますので、修学旅行の在り方も検討すべき段階に入ったのかな

とも考えております。そういった側面から考えますと、小学校の修学旅行の行き先につきまし

て、今後ちょっと再考していく必要もあるのではないかと考えておりますが、小学校の修学旅

行の実施内容を今後どのようにお考えであるのか、本市のご見解をお伺いいたします。

岡本学校教育課長。■副議長（上岡真一）

お答えいたします。■学校教育課長（岡本寿明）

まず、小学校の修学旅行の時期でございますけれども、ほとんどの多くの学校が６月に実施

をしておりますけれども、今年度からは、特に小学校の運動会は５月実施がほとんどになりま

したので、修学旅行についても、昨年６月に実施しておった学校も９月に予定をしている学校

もありますので、また今後実施時期については、変わっていく可能性もあるんじゃないかとは

考えております。

それからあと、全校で平和学習ということで、広島へ旅行をしておるんですけれども、一つ

平和学習の意義と申しますか、修学旅行で平和学習を行う意義は、戦争の記憶を継承する場所

を実際に訪れることによりまして現地を体験する、こういったことで、原爆ドームでございま

すとか、平和記念資料館などを実際に現地で被爆の実相でありますとか、戦争の悲惨さを自分

の目で見て感じることで、平和の大切さをより実感できることと考えております。

また、それから先ほど議員からご質問のありました伝承者の話を今聞くようになっておりま

すけれども、伝承者の話を聞くことによって、ただ単に歴史上の出来事ではなくて、実際に現

実に人間の体験として起こったことということも一つは理解できるんではないかとは思います。

それからあと、ここ数年物価の高騰によりまして、旅行費用も高騰していること、それから

あと、なかなか宿泊場所も確保が大変なことということもございますので、今後は宿泊数であ

りますとか、旅行先それから旅行時期については、また各学校において工夫が必要になってく

るんじゃないかと考えているところでございます。

以上でございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

よく分かりました。ありがとうございました。■２番（川村真生）

そしたら次に、中学校の行き先について、今後の対応についてお聞きをしていきたいと思い
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ます。小学校と似たようになるかもしれませんが、ご了承ください。

実際に関西方面が多いところでございます。防災学習・震災学習を行っていると思います。

これについては、全く問題があるとは考えておりません。団体で予約が取れれば、問題なく実

施できると思いますし、南海トラフの地震もありますので、そういった学習も一つよいのでは

ないかなと考えております。

ただしかしながら、関西は、外国人のインバウンドの増加が本当にすさまじくて、梅田や難

波でもインバウンド専門店といいますか、ラーメン屋でもインバウンド専用のラーメン屋だと

か、そんなのがすごく次々と出店されております。

また、これは関西全体にもなりますけど、特に京都では自主研修をやってると思うんですけ

れども、京都の観光地にインバウンド客がもう大量に押し寄せてきておりまして、特に京都で

自主研修に当たることに関しましては、事前に生徒が計画をしているわけではありますけれど

も、観光地をじっくりと見学して勉強できる状況ではなくなってきているのではないかなと考

えておりますので、生徒の学習の自由度というのも低下しているのではないかと危惧をしてお

ります。

また、３日目には、ユニバーサル・スタジオへ行ってると思いますけれども、以前のように

団体として整列してみんなで一律入場することができなくなりました。引率の先生や生徒も各

自で入場することになりまして、以前にはなかった手荷物検査も行われるようになって、持込

みしてはならないものがバッグの中に入っていたことで係員から止められて、入場できないト

ラブルがあったという話も聞いております。インバウンドだけではなくて、アトラクションの

待ち時間が非常に長くなっておりまして、以前よりも乗り物に乗れなくなったともお聞きをし

ております。生徒が満足してユニバーサル・スタジオ・ジャパンを楽しめているのか心配をし

ております、雰囲気だけでも楽しいかもしれませんけれども。このように現状としまして、観

光公害という言葉もありますが、それが起こっているところに突っ込んでいくような修学旅行

に、関西方面となっているのではないかと考えております。そういった意味でも九州というと

ころでアンケートを取られて、中学校でも今年から行かれるようになったのかもしれませんが、

中学校での修学旅行の実施内容を今後どのようにお考えであるのか、本市のご見解をお伺いい

たします。

岡本学校教育課長。■副議長（上岡真一）

中学校における修学旅行につきましては、先ほど議員が言われ■学校教育課長（岡本寿明）

ましたように、インバウンドによる観光客の増加でありますとか、そういった課題、それから

あと物価高騰によりホテル代とか旅行費用が上がっている、こういった問題も出てきておるの

は現実でございます。中学校におきましては、どうしても宿泊数が小学校よりも多く、費用が

高額になりますので、今後におきましては、旅行先については今もアンケート等で実施をして

おりますけれども、アンケート等を実施することによって保護者の理解でありますとか、保護
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者の意向、そういったことも考えて決定をするなど、柔軟な対応が必要であるというふうに考

えているところでございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■２番（川村真生）

物価高騰等の話、広島の小学校でもありました。中学校でもありました。そういった関連に

なってくるんですけれども、小学校と中学校の宿泊数についての今後の対応についてお聞きを

していきます。

皆様ご承知のとおりなんですけれども、ウクライナショック以降、物価だけがすごく上昇し

ております。コストプッシュ型のインフレが加速しておりまして、様々なものの値段が高騰し

ております。賃上げという言葉をよく聞くようになりまして、大手企業の初任給が大幅に増加

をしており、国家全体で考えたとき、マクロ経済学で考えた場合は、緩やかではありますけれ

ども、景気の上昇局面になってきている状況です。

しかしながら、本市を含む地方自治体では、賃上げできる企業は少なく、手取りが増えない

中で物価だけが高い状況でありまして、いわゆるスタグフレーションのような状況下であると

言えます。そういった中で修学旅行代金、特にバス代の高騰、ホテル代の高騰、人件費の高騰

により、以前より旅行代金が高くなっております。これ聞き取りしましたところ、２、３年前

と比較しまして、３割から４割程度修学旅行代金が上がっておりまして、小学校では４万円前

後であったのが、今では５万円から５万5,000円、中学校では５万円台が現在は７万円台に

なったことに加えまして、物価高の影響もありますので、修学旅行に持っていくお小遣いも増

やしているというお話も聞いておりますので、修学旅行に行くことで家計の負担が増してるの

ではないかなということを懸念しております。そうしたことを考えますと、現在の小学校での

２泊３日、中学校での３泊４日という行程から１日減らすだけで、バス代とホテル代をかなり

大きく減額できます。少しでも家計の負担を削減することもある程度考えなければいけない局

面になっていると思いますけれども、修学旅行の宿泊数について、決められた範囲内で実施し

ているということなんですけれども、今後どのようにお考えであるのか、本市のご見解をお伺

いをします。

岡本学校教育課長。■副議長（上岡真一）

修学旅行の旅行代金につきましては、昨年度と今年度を比べま■学校教育課長（岡本寿明）

したら、大体6,000円程度自己負担が増えている状況でございまして、議員が言われましたよ

うに旅行代金は高くなっている状況でございます。そういったこともございますので、今後は

旅行先の選定におきましてはアンケートを取るなど、しっかりニーズの把握に努めていくよう

にしたいと考えております。

また、それから一つは保護者負担の軽減といたしまして、低所得世帯に対しては就学援助制

度というのがございます。これまでは、修学旅行費用は国の上限に合わせた上限額を設定して
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おりましたけれども、今年度から上限額を撤廃いたしまして、旅行費用の実費分の支給をする

ことにいたしましたので、これにより所得が少ない世帯については、一定の負担軽減、こう

いったものにつながるものと考えております。

以上でございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

就学援助制度が変わったということではありますが、受けてないところ■２番（川村真生）

が一番痛手だと思うんです。そういったことも踏まえて、やっぱり考えていかないといけない

と考えております。

最後に、教育長にお伺いをしたいと思います。

議会開会のときに退任されるというお話を聞いて、大変残念なちょっと気持ちになりました

けれども、これまで本市の教育委員会のトップとしてご尽力されたことに、まず感謝をしたい

と思います。

先ほどまでの修学旅行ということに関しまして、主に行き先や宿泊数をいろいろやり取りさ

せていただきました。特に私のほうで行き先をここにすべきだというのはありません。もちろ

ん保護者や子供の意向というものを踏まえながら、総合的に判断していく必要があると考えて

おります。やはり団体として一体感があって、その中でも子供たちが楽しく学べる、そして思

い出に残る、そのような修学旅行であってほしいと考えておりますし、やはり先ほどもありま

したけれども、このご時世を考えると、修学旅行代金による保護者の家計への負担の軽減も考

えていく必要があると思います。やはりどうしても幡多というところは遠いですので、今の行

程では、バスの移動距離が長くなっている分、バス代が一番のネックになっていると考えます。

できるかできないか分かりませんが、そこに対する補助金の検討ももしかすると必要な時期に

なってきているのかもしれません。保護者の負担軽減も考えつつ、子供たちに楽しんでもらえ

る修学旅行とするために、今後本市での修学旅行はどのようにあるべきか、どうしていきたい

と考えていくのか、最後に久保教育長のご所見をお伺いしたいと思います。

久保教育長。■副議長（上岡真一）

ご答弁いたしたいと思います。■教育長（久保良高）

確かに物価高騰とか旅行代金の高騰っていうこともよく分かっております。

ただ大事なのは、一つは議員も言われましたように、修学旅行っていうのは、小学校時代・

中学校時代の一つの大きな思い出というか、多分人生でも数少ない非常に大事な思い出づくり

の場でもあると思いますので、そこを第一に考えたいと思いますし、課長が申しましたように、

修学旅行というのは、やっぱり目的を持っての旅行ですので、その目的を達成できて、しかも

子供たちにとっての小学校時代・中学校時代のすばらしい思い出になると、そこを第一に考え

ながら、その上で物価高騰の状況とかインバウンドの状況とか、例えばＵＳＪに行っても、な

かなか楽しむことができないとか、そのあたりの現状を踏まえてですけれど、考慮して、宿泊
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数、目的地等は考えていくように。ただ、これもあくまでも経済的な面のことがありますので、

学校だけで決定できる問題じゃないと思いますし、もちろん保護者とも相談しながら、先ほど

言うた目的とか思い出づくりとか、また物価とか、様々な面を考慮して、学校と保護者が納得

できる行き先、宿泊数を決めてもらったらと思っております。

以上です。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

久保教育長、ありがとうございました。学校現場のことをよく知られて■２番（川村真生）

いる久保教育長から重い言葉を受け取ったと思っております。

本当に修学旅行は、様々な複合した問題といいますか、いろんなことが絡んできますので、

やはりまずは保護者等のアンケート調査もそうなんですけれども、やはり子供たちの意向も踏

まえて、今後よりよい修学旅行になっていっていただければと思いますので、どうかよろしく

お願いをいたします。

それでは、最後の質問に移らせていただきます。

若い世代の政治参画に向けて、本市での小学校・中学校での取組についてご質問をしていき

ます。

皆様ご承知のとおり、投票率の低下というところに歯止めがかかっておりません。ですが、

そもそも入院をしていて投票所に行けないとか、高齢になって投票所に行けないということも

一つの要因かなというところはあるかと思います。逆に、約３年前の私の選挙のときに初めて

投票所に行ったという友人もおりましたので、何かきっかけがあれば、政治に興味を持ち、投

票所に向かうということになるのではないかなと考えております。

教育現場においても、子供の頃から政治に対する意識を持たせることが必要であるとは思っ

ておりますので、若い世代の政治参画に向けた本市での小学校・中学校での現時点での取組状

況についてお伺いをいたします。

岡本学校教育課長。■副議長（上岡真一）

お答えいたします。■学校教育課長（岡本寿明）

まず、中学校におきましては、全ての学校におきまして、生徒会役員選挙の際に、実際の投

票箱を使用いたしまして、選挙活動を行っており、実際の選挙に近い形で投票を実施しており

ます。

次に、小学校におきましても、児童会役員選挙を実施している学校は多くございまして、選

挙の公示日にポスターを掲示して、立候補者を周知し、投票日には、立候補者と推薦者による

演説を行い、全児童がその内容を聞いて投票を行っております。

投票に当たりましては、実際の投票箱を活用する学校もございますが、現在はタブレット端

末を利用いたしまして、電子投票を導入している学校もございます。

授業におきましては、小学校６年生の社会科で投票することの意義について学習をしたり、
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中学校の社会科の授業の中では、選挙を題材にした新聞記事を活用するなど、生徒が選挙をよ

り身近に感じられるよう工夫し、将来の投票行動につながるよう指導をしている学校もござい

ます。こういった活動を通しまして、児童生徒一人一人が社会の一員としての自覚を育み、将

来の主権者としての意識が高められるよう取り組んでいるところでございます。

以上でございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■２番（川村真生）

私の友人にも、生徒会とか児童会で立候補した子が両方友達やけんど、どっちに投票しょう

かなんて迷ってる子もいたみたいです。一定そんなことをやられているということは、理解を

させていただきました。

しかしながら、具体的なところまではちょっとイメージがついていないのかなという印象が

あります。私、ちょっと今年２月21日に中村中学校の２年生を対象とした出前授業という形で

参加してきました。３年生になると、職場体験学習を行うということで、事前学習の一環とし

て、地元の企業人等から仕事について講話をしてもらいたいという学校の依頼から、私も友人

を通じてお誘いを受けまして参加をしてきました。そのとき私は一応市議会議員ということで、

仕事の内容をお話を子供たちにさせていただいたところであります。質疑応答の時間を一応設

けていたんですが、ちょっと私のしゃべりが悪かったのか、生徒から全然質問がなかったんで、

逆に議員のイメージってどう思うかという質問を私からしました。そのときに生徒から出てき

たのが、裏金・増税・居眠りということで、やっぱりメディアが報じているようなネガティブ

な印象があったのかなと思いましたが、私からもできるだけ政治に対するイメージアップにつ

ながるように説明とか、選挙に行く大切さをお伝えさせていただいたところであります。

少し話を元に戻しますけれども、児童生徒にとって、政治と一番身近に触れ合う機会が、児

童会や生徒会であると思います。先ほどもありましたけれども、自分たちが選挙で選んだ会

長・副会長等が主に活動して、学校生活の改善を行っていく、自分たちが選んだ代表が学校を

変えてくれる、その実感が得られることで、より政治が身近になってくるのではないかなと考

えておりますが、そのためには、児童会や生徒会を子供たちが主導で活動していくことが必要

で、大切であるかと思いますので、本市の現状についてお伺いをします。

岡本学校教育課長。■副議長（上岡真一）

お答えいたします。■学校教育課長（岡本寿明）

児童会活動でありますとか生徒会活動は、小学生・中学生が政治や社会の仕組みに興味を持

つきっかけになるとともに、児童生徒が、自ら学校生活の充実向上に向けて話し合い、協力し

て実施する活動は、児童生徒の自治的能力でございますとか、主権者としての意識を高める重

要な活動だと考えております。

児童会主導で実施している小学校の取組といたしましては、児童会が中心となって挨拶運動
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でございますとか、プルタブ回収、学校をよりよくするためのアンケートの実施、全校レクリ

エーションを企画し、運営している学校もございます。

また、月に１回程度実施している代表委員会におきまして、児童会が進行を務め、自分たち

の学校をよりよくするための視点で話し合い、決まったことを日々の取組やその後の活動につ

なげている学校もございます。

また、生徒会主導で実施している中学校の取組といたしましては、制服検討委員会への参加

や体育行事の企画・運営のほか、校則を自分たちで考え守っていく形に変更している学校もご

ざいます。いずれも児童生徒主導で行い、話合いや合意形成を通しまして、自分たちの学校や

学級をよりよくするために行動するという点からも、将来の主権者教育の基礎として非常に有

意義な活動だと考えております。

以上でございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

現状について詳しくご説明していただきましてありがとうございます。■２番（川村真生）

思ったより子供たちが主体になってやられているのかなと思います。実は、私も中学校のと

き、書記をやらせていただいたんですけど、何かまともなことはやっていなかったんで、それ

を考えると、今の子たちのほうがしっかりと考えてやっていただけるのかなと思っております。

山下市長も中村西中学校時代に生徒会長になったということで、坊主頭が絶対だった時代に、

坊主頭を廃止にして、校則からなくしたという話もお聞きをしております。その原動力が政治

家を志した、もしかしたら第一歩かもしれません。今でも児童生徒がいろいろ自主的にやられ

ていると思いますけども、また子供たちが、よりよく政治というものに興味を示せるように、

政治参画への意識醸成をするために、今後の小学校と中学校での取組がありましたら、最後に

お伺いをしたいと思います。

岡本学校教育課長。■副議長（上岡真一）

児童会・生徒会の活動につきましては、先ほどご答弁したとお■学校教育課長（岡本寿明）

りでございますけれども、児童会活動や生徒会活動は、児童生徒の自治的能力や主権者として

の意識を高める重要な活動だと考えておりますので、今後も各学校で実施される児童生徒が主

体となって取り組む活動につきましては、支援をしていきたいと考えております。

また、今年度子供たち主体でまちづくり活動を実現させるしまんとこどもプロジェクトの実

施を予定しておるところでございますが、学校での自主的な活動を通して、こういった子供た

ち主導で取り組む企画に積極的に参加する子供たちが増えていくようにしていきたいと考えて

おります。

以上でございます。

川村真生議員。■副議長（上岡真一）

よく分かりました。ありがとうございます。本当に今の子たちは真面目■２番（川村真生）
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で、一生懸命な子が多いという実感をしておりますので、また小学校・中学校でも、学校現場

の教育のほうで政治参画に向けましてご尽力いただけますようよろしくお願いを申し上げまし

て、私の一般質問を終わらせていただきます。執行部の皆様、今議会もご答弁ありがとうござ

いました。

以上で川村真生議員の質問を終わります。■副議長（上岡真一）

11時５分まで休憩いたします。

午前10時55分 休憩

午前11時５分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■副議長（上岡真一）

一般質問を続けます。

西尾祐佐議員。

それでは、始めていきたいと思います。四万十立志の会の西尾祐佐です。■12番（西尾祐佐）

議長のお許しをいただきましたので、早速通告に従いまして質問をしていきます。

初めは、子育て支援事業についてで、中村小学校の放課後児童クラブの施設についてお伺い

していきます。

現在、中村小学校の放課後児童クラブさくら学級は３つの場所、玉姫さくら会館・中村小学

校２階の地域支援室・新町集会所で実施されております。３つそれぞれが離れた場所にあり、

管理や連携が取りにくい等もあるかもしれませんが、やはり３つともに学童施設ではないので、

実施するに当たっては、トイレや静養室などのスペースの確保等、幾つかの課題もあると感じ

ております。まずは、３つの場所で実施していることでの課題等は認識されているのか、お伺

いいたします。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

放課後児童クラブは、保護者が労働等により、昼間家庭にい■子育て支援課長（中脇弘樹）

ない市内の小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に家庭・地域等との連携の下、発

達段階に応じた主体的な学びや生活が可能となるよう、当該児童の自主性・社会性及び創造性

の向上、基本的な生活習慣の確立等を図ることを目的に実施しているところでございまして、

中村小学校の放課後児童クラブさくら学級は、先ほど議員がおっしゃられたとおり、３か所で

実施をしているところでございます。

令和５年度までは、市立玉姫さくら会館・中村小学校内地域交流室の２か所で実施しており

ましたが、令和６年度の入所希望者が多く、増級しなければ、多くの待機児童が発生すること

が見込まれたことから、急遽対応を検討する中で、地域のご厚意により集会所をお借りし、令

和６年度は、放課後児童クラブ２か所と併せ、放課後子ども教室として３教室目を実施、今年

度からは、３か所とも放課後児童クラブとして実施することになりました。というわけで、議

員もおっしゃられたとおり、専用施設ではないという部分が含まれているところではございま
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す。

現在、３つの場所で実施しているところでの課題でございますが、やはり各学級の場所が離

れていることが、学級間での連携の取りにくさ、また兄弟が別々の学級を利用している場合の

保護者のお迎え時の不便さにつながっている部分があろうかというふうには考えているところ

でございます。

市立玉姫さくら会館以外は、専用施設ではないものの、現場の工夫もありまして、それぞれ

の活動場所に運用上の大きな支障や課題等は生じていないと考えているところではございます

が、地区集会所では、住民の方の利用時は使用できないといったような個別理由もありますし、

先ほどの前述理由によりまして、離れた３か所で実施している現在の実施状況については、望

ましい理想的な形とは考えていないところでございます。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

ご答弁ありがとうございます。■12番（西尾祐佐）

おおむね私が、保護者、運営団体等から聞いたこと、感じたことと同じ認識でございます。

そこで、次の質問に移りますが、これらの課題解決に向けてのお考えを聞きたい。その中に

新しい施設を建設することも含まれているのか、どのようにお考えなのか、お伺いいたしたい

と思います。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

専用施設以外が含まれまして、かつ離れた３か所での実施と■子育て支援課長（中脇弘樹）

なっていることから、先ほど申し上げた課題もございます。近隣に適地があれば、専用施設を

整備することが望ましいとも考えるところではございますが、子供の数、これは中村小学校だ

けでなく、市内全体というところもございますが、子供の数が減少している状況もありますの

で、今後さくら学級への入所希望児童の動向など、保護者のニーズを見極めながら、適地に係

る検討も引き続き進めていきたいというふうに考えているところでございます。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

確認ですが、適地があればということなので、子供たちの推移、前年度■12番（西尾祐佐）

は増えることで子ども教室という形を取ったと思うんですが、入所希望者が増えてる現状等々

も踏まえて、新施設を建てる意思というものは、持ち合わせているという認識でいいのか、お

伺いしたいと思います。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

今ある３か所の放課後児童クラブを継続的に運営しないとい■子育て支援課長（中脇弘樹）

けないのであれば、これは一つにまとめたほうがよいのではないかという考えがありますので、

そういう状況が続けば、つくるべきであろうというふうに考えているところでございます。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）



- 122 -

分かりました。■12番（西尾祐佐）

なかなか確かに近隣施設であったり、グラウンドの一角を使うというのは難しい選択かなと

は思っております。一つには、可能であるんであれば、今の新町の集会所、あそこの集会所機

能を持たせた２階建てを造りながら、人が少なくなってもやっぱり集会所の施設としても使え

るという、地域の方が使える施設でもあるみたいな、そういう使い方ができるんであれば、そ

れも選択肢の一つに入るのかなとは思います。今建てる補助メニューの中に、そういったもの

も構わないのかどうか分からないですけど、有利な補助メニューがあるうちにご検討もいただ

けたらなと思っているところでございます。

幾つかのハードル、いろいろ考えるものはあるとは思うんですが、今後の学童入所者の希望

するであろう子供さんの推移等、こういったものも考慮しながら、家庭や子供たち、支援員さ

ん含め関わる皆さんが、より気持ちよく関われるように前進させていただきたいと思います。

ぜひともよろしくお願いいたします。

次に、放課後子ども教室について質問していきます。

まずは、事業を担当している所管について確認をしたいと思います。

本来、文部科学省の事業である放課後子ども教室と厚生労働省の事業である放課後児童クラ

ブでは、内容に違いがあり、子ども教室は、学校が主体的に関わり、地域学校協働本部事業で

実施され、教育委員会が所管するところが多いのではないかと思っております。実際、高知県

内の各市町村での状況を確認しますと、放課後児童クラブや子ども教室を実施している自治体

では、多くは教育委員会が所管し、本市と南国市だけが、子育て支援課が所管していました。

こういった子ども教室と学童の違いや他市町村の状況も認識した上で、本市は子育て支援課が

所管しているものと思いますが、子育て支援課が所管している理由について、ご答弁をよろし

くお願いいたします。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

それでは、理由につきまして、経過等も含めましてご答弁申■子育て支援課長（中脇弘樹）

し上げます。

本市における放課後子ども教室事業は、平成29年度以前は、放課後児童クラブ事業と併せて、

教育委員会事務局生涯学習課で所管していたところでございます。平成30年度の機構改革にお

きまして、子育て支援策を総合的に推進するために子育て支援課が設置されましたが、この際、

これらの両事業は、放課後の子供の居場所を確保し、保護者の社会的・経済的活動を支援する

ものであるとの観点から、一括して子育て支援課に移管され、現在も継続しているものでござ

います。

そもそもは、本市においては、昭和や平成の１桁年代の頃から、中村小学校・東山小学校・

具同小学校など一部学校に、地域の子守さんや保護者組織が運営する学童保育が設置されてお

り、親御さんが共働きされている家庭を中心に利用されていたようでございます。その後、支
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援制度が確立される中で、学童保育が設置されていない周辺部の小規模校においても、放課後

の子供の居場所の確保、保護者の就業支援に取り組む必要が高まってまいりましたが、当時放

課後児童クラブには、補助要件として下限人数の定めがありましたので、小規模校においては、

放課後児童クラブでの設置は、制度上困難でございました。そこで、別制度でありましたが、

これらの制限のない放課後子ども教室制度を活用し、居場所の確保に努めてきたという経過を

経まして、現在では全ての小学校に放課後児童クラブまたは放課後子ども教室のいずれかが設

置されているところでございます。つまり両制度には、多少の差がございますが、本市におい

ては、子育て支援の観点から、両制度に同じ目的であるところの子供の居場所づくりを期待し

ているものでございまして、この機能面からも、現在も当課が所管しているものでございます。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

経緯等、理解いたしました。■12番（西尾祐佐）

始まり、現在もそうですけど、子供の居場所の確保という観点が大きいのかなという答弁で

したが、以前に先ほど言われましたとおり、放課後児童クラブ開設には人数要件、そういった

ものもあったのかなと思うんですが、現状ではそれがなくなっているのかなと思うんですが、

現在小規模校でも開設できるという認識を持っておるんですが、このことについてはどうで

しょうか。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

現在のところ、先ほど議員がおっしゃられましたとおり、児■子育て支援課長（中脇弘樹）

童の下限要件というのはなくなっているところでございます。

一方で、その要件がなくなったのは平成26年度なのですが、平成26年度からは新たに加えら

れた要件として、当時放課後児童クラブですので、放課後児童支援員、こちらのほうを義務的

に、有資格者を配置することが義務づけられております。小規模の学校になりますと、地域の

人材でこの支援員を配置することが難しいことがあることから、実際小規模校のところでは、

人員確保の面で課題が生じているというのが現在のところでございます。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

次の質問でお伺いしようかなと思ってたところでございますが、子ども■12番（西尾祐佐）

教室と児童クラブ、似たような性質というか、似たような預かり、子どもの居場所ということ

に重きを置いてという中で、先ほどご答弁にもありました子ども教室が、学童クラブのほうに

移行していない、下限要件がなくなったにもかかわらずなってないというところに対しまして、

幾つかの課題、さっき言った放課後児童クラブの支援員さんの資格、こういったものの要件と

か、そういったものも課題の一つかと感じております。ほかにも幾つか課題があるようでした

ら教えていただきたいなというように思っておりますが、どうでしょう。
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中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

課題についてでございますが、放課後児童クラブ・放課後子■子育て支援課長（中脇弘樹）

ども教室、両制度を包含する放課後児童対策パッケージ2025、これは、放課後子どもプランや

新放課後子どもプランの流れをくむものでございますが、放課後児童対策パッケージ2025にお

きましても、目的の冒頭に、教室・クラブ両制度を活用した子供の居場所確保や共働き家庭の

支援を掲げています。つまり、両制度ともに放課後の子供の居場所を確保することが大きな目

的というところに差はなく、国のほうも現場の実態に合わせた考え方に寄ってきていることを

感じるところでございます。

ただし、それぞれの制度に経過がありますので、運用面では、様々な差がありまして、ここ

で全ての違いをお答えすることが難しいため、大きく課題につながる３点の差の部分について

答弁を申し上げます。

まず、対象者に大きな違いがございます。放課後児童クラブは、保護者が労働等により、昼

間家庭にいない小学校に就学している児童としている一方で、放課後子ども教室は、全ての子

供を対象としており、制限がないということになっております。この点につきましては、私見

になりますが、子ども教室のほうは、友達集団が利用資格によって分割されることがないとい

う効果が期待されますため、友達集団が小さくなりがちな小規模校においては、子ども教室の

ほうが向いている側面があるもしれないと考えるところがございます。

また、利用料についても違いがあり、放課後児童クラブでは、保護者負担があるのに対し、

放課後子ども教室では、活動内容により実費負担が発生しますが、利用料は無料というふうに

なっております。

３つ目は、スタッフに関する違いでございます。子供の居場所確保という目的は同じでも、

活動内容等が異なるため、これらを支えるスタッフには、求められる内容が異なっておりまし

て、結果として放課後児童クラブでは、有資格者の放課後児童支援員を雇用配置しているのに

対し、放課後子ども教室のスタッフは、雇用ではなく、依頼により活動をいただく形となって

おります。

これらの制度の差や経過を踏まえた課題ということになってまいりますけれども、先ほども

申し上げたとおり、やはり人数制限を撤廃されたとしても、有資格者配置が義務化されたとこ

ろは、大きな課題というふうに考えているところでございます。先ほども申し上げましたとお

り、各クラブ・教室は、主に地域人材で運営していることから、地域の人材で有資格者を確保

することが困難な地域では、放課後児童クラブに移行することが難しいという課題が生じてい

るところでございます。

また、このことが原因で、近年放課後児童クラブから放課後子ども教室に運営体制を変えざ

るを得なかった教室もあるところでございました。

以上でございます。
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西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

よく理解できました。■12番（西尾祐佐）

各種課題、確認させていただきましたが、できる取組、幾つかやっぱりあるんじゃないかな

と思いますので、しっかりと前に進めていっていただきたいということを期待しております。

なかったんですけど、もう一つちょっと課題かなと思う点がありまして、それは、子ども教

室では、学校の空きスペースを活用していることもあり、学校行事や参観日等の変則的な学校

側の学校施設の活用があった場合は、子ども教室もその時々で対応する必要があり、時には、

体育館玄関での教室実施といったこともあると伺っております。ここら辺は、学校側ともう少

し密になり、事前協議ができれば、解決すると思いますので、学校や学校教育課とももっと連

携を密にしながらやっていただきたいと思っております。これは、大きな課題じゃないかもし

れないですけど、現状では、すぐもっと密な協議ができればいいんじゃないかなとは思ってお

りますが、そこら辺はどんな感じでしょうか。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

おっしゃるとおり、子ども教室は学校の空きスペースで行っ■子育て支援課長（中脇弘樹）

ていることから、当該教室、当初から利用許可を取っている教室が使えなくなることはござい

ます。そういった中で、おっしゃられるような体育館玄関で何十分かを過ごすというような事

例が先日発生していたところでございます。ただこの件につきましては、学校のほうとも我々

のほうがお話をさせていただきまして、やむにやまれぬ事情があったというふうにもお伺いを

しておりますが、その上で、以後、こういった場合があったときには、どこか別の場所を構え

るというようなところとかも調整をしておりますので、その件につきましては、長期的な課題

というよりは、ごく一時的な課題であるというふうに考えて現在対応をしているところでござ

います。

解決しなければならない長期的な課題と制度運用上の課題というのは、先ほど申し上げた部

分に尽きるのかなというふうに考えているところでございます。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

ぜひ、学校や学校教育課とも密な連携を取って、解決できるものは早急■12番（西尾祐佐）

に解決いただきたいなと思っております。

次に、協働活動支援員の待遇についてお伺いしていきます。

これは、以前、川渕議員も質問した内容と同じところがあるかもしれませんが、現状という

ところで何か進捗もあるかもしれません。ちょっとお伺いしたいと思います。

放課後子ども教室は、学習やスポーツ・文化活動、地域住民や異年齢の子供との交流活動な

どが本来は主な活動内容であると認識しておりますが、本市は、子供の居場所確保という観点

を重きに置いて、放課後児童クラブのような活動内容となっております。そのため、子ども教

室で支援員をしてくれている皆さんも、放課後児童クラブで働いてくれている支援員と業務内
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容はほぼ一緒であると認識しております。にもかかわらず、子ども教室の支援員は、働き方と

しては雇用ではないので、労災保険や雇用保険にも加入できず、給与ではなく、諸謝金での賃

金の支払いになっております。そのため、昇給や賞与もなく、福利厚生もありません。同じよ

うな仕事内容にもかかわらず、この違いは大変厳しいものと受け止めておりますが、子育て支

援課は、この状況を認識していると思います。この課題というか、問題に対しまして、解決に

向けての検討、現在の状況を教えてください。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

解決に向けての検討というところで言いますと、ちょっとご■子育て支援課長（中脇弘樹）

答弁を申し上げにくい部分がございますが、現在の状況について答弁をさせていただきたいと

思います。

まず、ご質問の協働活動支援員でございますが、令和６年度に名称が協働活動リーダーに変

更になっておりますので、以後答弁では、変更後の呼称、協働活動リーダーを用いさせていた

だきます。

本市の放課後子ども教室と放課後児童クラブでは、国の制度は異なれど、放課後を開始とし

まして、最長18時前後まで子供の居場所を確保するといった部分については、似通っておりま

して、このため、協働活動リーダーと放課後児童支援員の活動への従事時間も似通ったものと

いうふうになっております。

大きく違うのは、放課後子ども教室に配置される協働活動リーダーには、特段の資格は不要

でございまして、謝金により委託配置され、雇用関係がない講師の扱いでございますが、一方

放課後児童クラブの放課後児童支援員は、専門資格を有していることが求められ、雇用関係が

ある被用者であるという点でございます。制度上、求められる取組の内容が異なることから、

待遇に違いがあるのが現状でございまして、ここを待遇をどのように変えていくかということ

については、使っている制度上、極めて困難なところがあるというふうに考えているところで

ございます。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

もっともだと思っております。確かに制度であるということではあるん■12番（西尾祐佐）

ですが、道義的には何か厳しい現実だなというように私も受け止めておるところでございます。

次の質問に移るんですけど、やはりこれを解決していく手だてとしては考えていかないとい

けないと思っております。やっぱり整理して考えていくべきかなというところで、やはり本来

の形であったり、現状の活動内容に合ったものにしていくことが望ましいと思っております。

もし子ども教室を残すようでしたら、子供の居場所確保に重点を置くものではなく、本来の地

域学校協働本部事業の一つとして、学校が主体となり、学校教育課が所管し、行うのがよいと

思います。

また、他方、現状の活動内容に合わせたものにしていくんであれば、放課後子ども教室を放
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課後児童クラブのほうに移行していって、放課後児童クラブ一つにし、運営をしていくことが、

支援員の待遇も解決に向かっていくものと思います。

ただ先ほどもありました長期的な課題等々ありますので、資格のある放課後児童支援員の確

保であったり、保護者負担、子供たちの対象というように３つ上げられておりました。そう

いったものも、やはり今委託先の運営をされているＮＰＯ法人さん、そこら辺ともしっかりと

意見交換すれば、何がしか解決策が見えるんじゃないかなと思っておりますので、しっかりと

解決に向けた道筋を模索していただきたいなと思っております。その件についてお伺いしたい

と思いますが、子ども教室を放課後児童クラブ１本のほうに向けて進めていく、そういった形

へのお考えはあるのかないのか、また検討されているのかしてないのか、そこら辺のお考えを

お伺いしたいと思います。

中脇子育て支援課長。■副議長（上岡真一）

議員もおっしゃられるとおり、また私のほうも繰り返しにな■子育て支援課長（中脇弘樹）

りますが、放課後子ども教室と放課後児童クラブは、今も昔と変わらず、放課後の子供の居場

所としてのニーズは高いと認識しておりまして、居場所確保は、親御さんの社会活動を支える

上で重要な子育て支援策と考えています。

一方、放課後子ども教室においては、その制度において、学校との調整の上、学校の体験活

動を補うというような機能も想定されていますが、本市の学校は、地域住民との助け合い関係

も良好と聞いており、現在学校のほうから、特に放課後子ども教室によって体験活動を補って

ほしいというような要望は寄せられておりません。これらを踏まえますと、子供の居場所確保

という目的を簡略化・焦点化するという観点から、放課後子ども教室を放課後児童クラブに移

行していくということも一つの考え方であろうかと思います。

なお、この際問題となってくるのが、先ほど申し上げました放課後児童支援員の地域別な確

保と保護者の利用料負担額の統一でございます。ここまで答弁してまいりましたように、学童

保育を取り巻く制度は、時代の要請に合わせて変化し続けているのが現状でございます。制度

改正に対応しつつ、今本市の子育てにおいてどのようなことが求められているかを常に考え、

最適な対応が取れるよう、検討を継続していく必要がございます。現在、両事業は、児童館事

業と併せて、民間組織に業務委託しておりますが、その委託期間は、令和８年度までとなって

おります。長期休業中の配食や待機児童対策など、懸案事項も多い中でございますが、令和９

年度以降の委託契約更改を視野に入れながら、制度の在り方について検討を続けてまいりたい

と考えているところでございます。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

ありがとうございます。■12番（西尾祐佐）

本当に整理しながらしっかりと解決に向けた道筋をつけていっていただきたいなと思ってお
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ります。この解決に向かうことに幾つか課題があるにせよ、必ず子供たちのよりよい育ち、そ

してお父さん、お母さん、保護者の皆さんが働きやすい環境、そういったものに返ってきます

ので、引き続き気持ちの籠もった事業発展をお願いしまして、次の質問に移りたいと思います。

次に、市史編さんについての質問に移りたいと思います。

市史の編さんについては、昨年９月議会でも質問し、編集委員の選定についてや市の考え、

市民不在の事業とならないような取組などをお伺いいたしました。質問の中で編集委員会の設

置は、令和７年度本年度予定しているとのことでしたが、現状はどのようになっているので

しょうか、進捗についてご確認をさせてください。

戸田生涯学習課長。■副議長（上岡真一）

お答えいたします。■生涯学習課長（戸田裕介）

市史の編さん事業につきましては、現在編さんに関わる体制の整備を進めつつ、具体の検討

や調査を実施しております。具体的には、既に令和７年６月10日に市史編さん推進委員会の第

１回会議を開催し、本格的に編さん作業を開始したところでございます。

また、専門的見地から検討・執筆に当たる編集委員会については、現在委員の選任に向けて

調整を行っており、予定する９名中７名の方から、既に内諾を得ている状況でございます。９

月には、第１回会議の開催を予定しておりますので、当該会議までに設置をする予定でござい

ます。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

おおむね分かりました。■12番（西尾祐佐）

前回もそうですけど、この中で重要なポイントとなるのは、やはり編集委員・編集委員長の

選定、そして市の考えである基本方針、これだと思っております。ここも確認をしたいと思い

ますが、編集委員や編集委員長の決定、これはどこがするのか。同じく、基本方針の決定、こ

れはどこがするのか、教えてください。

戸田生涯学習課長。■副議長（上岡真一）

お答えいたします。■生涯学習課長（戸田裕介）

まず、編集委員や編集委員長でございますが、こちらにつきましては、教育委員会のほうで

決定をしたいと考えております。

続いて、基本方針の決定でございますが、市史編さん推進委員会におきまして、素案の確認

をしたところでございます。今後、編集委員会で整理をいたしまして、最終的に推進委員会で

承認という形になるように考えております。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

基本方針は、最終的には市史編さん推進委員会、こちらのほうで承認、■12番（西尾祐佐）
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編集委員や編集委員長は、教育委員会ということが確認できました。

ぜひ、本当にこれは重要なポイントであると思っておりますので、偏りがなきようしっかり

協議・確認をしてほしいと願います。

一つ確認ですが、市長が代わったことによる基本方針等の内容や考えに変化はあるものか、

お伺いいたしたいと思いますが、どうでしょうか。

戸田生涯学習課長。■副議長（上岡真一）

お答えいたします。■生涯学習課長（戸田裕介）

基本方針の考え方でございます。

昨年度から大きな変更はなく、先ほど答弁しましたとおり、６月10日開催の市史編さん推進

委員会におきまして、素案を確認したところでございます。今後は１年かけて編集委員会でも

んでいく状況でございまして、本推進委員会において、山下市長が委員長を務めておりまして、

当日の会議でも市の歩みを丁寧に記録をし、次の世代へつないでいくための大変重要な取組で

あるという認識の下、関係者一体となって進めていくことが確認されたところでございます。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。市長が代わったことによる影響は、それほどないという■12番（西尾祐佐）

ようなご答弁だったと思います。

あと、現状ではお知らせする内容が少ないのかなとは思いますが、情報発信がちょっと少な

いのかなと思っております。先ほどの質問でもしましたが、基本方針や編集委員の人選、これ

などは、市民の関心も高いんではないかなと思っておりますが、今後の情報発信はどのように

していくつもりなのか、お伺いいたします。

戸田生涯学習課長。■副議長（上岡真一）

ご答弁いたします。■生涯学習課長（戸田裕介）

市のホームページには、市史編さんのページがございます。先日の推進委員会の開催の件に

つきましても、軽く記事として載せたところでございます。今後は、さらに充実をさせていき

たいというふうに考えております。

また、先日の推進委員会でも山下市長より、ＳＮＳの活用による情報発信等につきましては

意見が出されたところでございまして、そのことにつきましても今後検討をして、編さん状況

につきましては、随時発信をしていきたいというふうに考えております。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■12番（西尾祐佐）

昨年の質問でも申しましたが、ぜひこの機会を通じ、情報発信を上手に使い、市民の郷土へ

の関心・興味を引けるような取組にしていただきたいと期待しているところでございます。
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最後に、細かいことですが、市のホームページの市史編さん室のページ、現状のものに編さ

ん事業の概要や事業の必要性、こういったものなども載せていただけると、より丁寧になると

思いましたので、ご検討をよろしくお願いいたします。

次に、新たな発見による資料等の取扱いと保管についてです。

今回の市史編さん事業により、多くの新たな発見も期待するところではありますが、発見し

たものや大きさや数により、保管の仕方や保管場所が課題になってくると予想されます。保管

についての市の考えをお伺いいたします。

戸田生涯学習課長。■副議長（上岡真一）

ご答弁いたします。■生涯学習課長（戸田裕介）

市史の編さんに当たりまして、専門家による本格的な調査に先立ちまして、現在は事務局に

おいて、市内の各戸や集落を対象とした資料の収集・調査を実施しております。この過程で、

これまで未確認であった多くの歴史資料が見つかり始めておりまして、大変貴重な成果と受け

止めております。

一方で、資料によっては、ご家庭等で保管が難しい事例もあることを認識しております。現

段階では、原則としまして、資料は引き続き所有者の方に保管いただくことを基本としており

ますが、各戸で適切な保存・管理が行えるよう、資料の取扱い方法についての情報提供を行う

準備を進めております。今後、市史編さん作業のための休校中学校など、仮設的な保管スペー

スでの確保も検討しておりまして、四万十市の歴史・文化を語る上で大切な資料の適切な保存

活用について、当該事業を通じて総合的に検討してまいりたいというふうに考えております。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■12番（西尾祐佐）

どれほどの量が出てくるかというのは、分からないところですが、各家庭での保管、そう

いったものには、資料の取扱いについて説明をいただきながらやっていくというようなものも

ありました。総合的な判断もしながらというところですが、しっかりとそこら辺はご検討いた

だいた上じゃないと、大切な資料だと思うんですが、そこら辺もう一度、もう少し具体的なと

ころがありましたら、お答えいただきたいと思いますが。

戸田生涯学習課長。■副議長（上岡真一）

ご答弁いたします。■生涯学習課長（戸田裕介）

資料も大きく言いますと、貴重というか、差をつけるわけじゃないですけれども、きちんと

保管しないかん部分、またご家庭でしっかり保存していく部分等、様々あると思います。資料

の状態や保存環境の緊急性に応じて、ご家庭での保管が困難な資料については、厳選した上で

郷土博物館にて寄託または寄贈という形でお預かりする対応も行っております。ただし、博物

館の収蔵スペースには限りがありますので、全てを受入れするのは、非常に厳しい現状でござ
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います。これにつきましては、博物館が行う資料収集の基準を超えまして、かつ緊急性の高い

ものという限定的な受入れになろうかというふうに考えます。

続いて、調査によって得られた成果について、調査の結果ですけど、調査の現場に入ってで

すが、撮影した画像や資料リストで報告書を作成をしております。そして、その報告書で持ち

主の方にも説明をし、各家庭の資料の価値を知っていただくとともに、身近な歴史資料として

大切に管理していただけるように、継続して保管をしていただけるような取組を進めていくよ

うに考えております。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■12番（西尾祐佐）

いや、非常にいい取組じゃないかなと思っております。各家庭にしっかりとこれの価値をと

か、保管の仕方とかを伝えていきながら、各家庭でしっかりと郷土の文化・歴史、そういった

ものに触れる機会をつくっていくということを通して、本市への愛着の醸成が進んでいくん

じゃないかなと思っております。

その制度、課題等もあると思いますので、しっかりと制度を高めていっていただきたいなと

いうのと、しっかりと今回こういった事業をしてますということで周知することによって、よ

り多くの発見というものにつなげていっていただきたいなと思っております。

次に移るんですが、次の学芸員の増員についての質問を続けます。

このように市史編さん事業を進めていくのにつれ、市史編さん事業にプラスして資料の保

管・管理・整理や活用といった様々に業務量が増えていくのではないかと、先ほどの質疑応答

で感じてもらえたと思いますが、予想できます。

そこで質問ですが、今回市史編さん室をされることに当たり、１名の学芸員の増員がありま

したが、あくまで市史編さんが主な業務であると認識しています。博物館業務を含め、市の歴

史・文化等に携わる人員は、引き続き１名体制のままであると思います。今後の業務量増を考

えると、仕事が回らなくなるのではないかなと懸念しておりますが、以前から学芸員の増員に

ついては質問しておりますが、再度現状についてお考えをお伺いいたしたいと思います。

戸田生涯学習課長。■副議長（上岡真一）

私よりは、学芸員の必要性についてご答弁をさせていただきた■生涯学習課長（戸田裕介）

いと思います。

現在、本市では、郷土博物館の運営、文化財保護行政、そして市史編さんという３つの文化

行政に関わる事業を並行して実施しております。これらはいずれも専門的な知識と技術、そし

て長期的な視点を要する業務でありまして、継続的かつ計画的な人材体制が求められるものだ

というふうに考えております。

しかしながら、学芸員という位置づけで採用されているのは、今年度採用の１名にとどまっ
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ており、現状の人的体制では、各事業に対して、将来的に十分な対応が困難な状況にございま

す。特に市史編さん事業につきまして、これから８年という一過性の事業ではあるものの、本

事業を通じて収集・整理される貴重な資料や知見は、今後の文化行政や地域資料の保存・活用

にとって重要な基盤になるものでございます。これらの成果は、市史完成後も博物館での収

蔵・展示・デジタルアーカイブ化・市民向けの活用など、継続的な取組が求められるため、そ

の受皿となる人材体制の整備が必要とされるところです。学芸員は、単なる資料整理だけでな

く、資料の保管・整理・活用を担う中核的な存在であり、地域の文化・資源を発掘・活用する

ため、調査研究や展示・企画、教育普及活動、専門家や地域団体との連携など、幅広い役割を

担っているというふうに考えております。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

必要性について一定ご理解いただいているものと思っております。限ら■12番（西尾祐佐）

れた予算と職員数の中で、１名増員というのは大変なことであるということも分かっておりま

すが、本市の歴史・文化をしっかりと後世につないでいき、さらにはこれを有効活用という部

分にもスポットを当てながらしっかりと資料を大事にしていく、こういったことが、本市の未

来に有益になると私は思っておりますので、ぜひ増員については検討してほしいと思っており

ますが、総務課長ないし市長さん、増員についてどうでしょうか。

山﨑総務課長。■副議長（上岡真一）

お答えをさせていただきます。■総務課長（山﨑寿幸）

職員採用それから人員配置についての担当といたしまして、総務課のほうからお答えをさせ

ていただきたいと思いますが、毎年度業務実態の把握のため、人員体制等の関する所属長のヒ

アリングというものは実施をさせていただいております。その中で、学芸員を配置する必要性

が出てきた場合につきましては、必要な人員の確保について教育委員会とも十分に協議を行っ

た上で、年齢バランス、世代間のバランス等を考慮した職員構成となるような職員採用及び配

置について検討してまいりたいと思います。

また、学芸員だけではございませんけども、そもそも職員といたしましては、一人一人が幅

広い視野と柔軟な対応力を身につけることが、組織全体の力の底上げにつながり、市民サービ

スの充実・向上をもたらすというふうに認識をしております。よって、学芸員採用の際には、

専門職として特定の部署に長くとどまらせるというものではなくて、適切なタイミングで他の

部署への異動も行いながら、様々な分野の業務を経験させることができる事務職の中で学芸員

の資格を持った者というようなことを採用の条件として考えていきたいというふうに思ってお

ります。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

以前よりも大分前向きなご答弁をいただいたんじゃないかなと思います■12番（西尾祐佐）
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ので了といたしまして、ぜひご検討を続けていただきたいなと思いますので、よろしくお願い

いたします。

ちょっと時間が大分あれなんですけど、次に、元気な地域づくりについて質問いたします。

これは、平成29年２月に市民クラブで、沖縄の八軒通り商店街を視察したときの光景を思い

出し、今回の質問に至りました。

この視察先の商店街は、平和通り商店街に隣接していましたが、視察が終わりちょうど帰る

ところでした。帰ろうと外に出ると、平和通り商店街からラジオ体操が聞こえてきたのです。

時間は夕方前の４時、たまたま遭遇したこの光景は、今でも記憶に残っております。何事かと

思い、平和通り商店街の様子を見ると、商店から人が出てきて、多くの方がラジオ体操をやっ

ていました。

また、物珍しく観光客の方も加わったり、話ししたり、終わるとお店の人同士で世間話をし

たり、観光客の方とラジオ体操の話で盛り上がったり、写真を撮ったりというようなことがさ

れておりました。この取組がなぜ始まったのかなどは知りませんでしたが、ネットで確認する

と、東北の大震災の後に日本全体が自粛ムードになり、寂しい気持ちになっていたときに、悲

しいときこそ、みんなで笑い合い、にぎやかにして活力を見いだそうとした方のことを思い出

し、震災から少し間を明けて、慰霊の日の翌日から始めたというふうに書かれていた記事があ

りました。確かに体操で体を動かし、気持ちも前向きにリフレッシュさせて心身の健康につな

がるようであれば、よりよい取組だと思いました。

また、何より隣近所の方々が、実際に顔を合わせることで、笑いや会話があることはいいこ

とですし、観光地だと話すきっかけにもなり、これは本当によいコミュニケーションツールだ

と感じました。

そこで、まず現状について確認をしたいと思います。

私は、口鴨川で農業をやっておりますが、口鴨川の地区では、以前は朝のラジオ体操を毎日

数人が集まってやっておりました。このように健康福祉委員会や高齢者の会を含め体操を定期

的にやっているところもあるのではないかなと思っております。現状で体操をやっている地区

や団体等はあるのでしょうか。既にというところもありますが、音源を流し体操をしている情

報がありましたら、ご答弁よろしくお願いいたします。

竹本健康推進課長。■副議長（上岡真一）

お答えします。■健康推進課長（竹本美佳）

現在、市内では、地区の健康福祉委員会において、106組織のうち、91か所で自主的にラジ

オ体操やいきいき百歳体操、また四万十市社会福祉協議会と地区の有志で作成した健康長寿の

びのび～るゴム体操・フレッシュリズムダンシングといった体操に取り組んでいる事例があり

ます。

また、天神橋アーケードをはじめ、市内の一部の地域では、地域団体や有志による体操活動
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も行われており、住民が集まって体を動かすことは、健康づくりのみならず、住民同士の交流

の場としてよい効果を生んでいると考えております。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

ありがとうございます。■12番（西尾祐佐）

いや、想像した以上に各地区であったり集まり、サークル等々でやられているんだなという

のが分かりました。

これをそれぞれで小さくやっているんで、ぜひ最終的には市内全域の取組にしてはどうかな

というふうに思っております。いきなり全域で音源をだっと流して取り組みましょうというと

ころではなくて、今現状のものを小さいながらも現状のようになっていただける地区や団体・

任意の集まりなど、そういったところにもう少し時間や曜日などの統一性を持って、連帯感を

持ってできれば、市全体の取組としてできるような気がしております。各地区・各団体それぞ

れの取組ではなく、市の取組としてやっていくこともご検討いただければと思います。こう

いったそれぞれでの取組が、次の四万十体操につながればと思いますので、続けて質問してい

きます。

この質問をしようと思ったきっかけですが、先ほどの記憶とあと２つあります。１つは、友

人との話の中で、ラジオ体操は、体のつくりのこともよく考えられてつくられており、すごく

よくできた体操であるという話を聞いたこと、もう一つは、山下新市長が登庁日の職員への訓

示の挨拶で、皆さんに一つやってほしいことがあります。それは元気な挨拶ですというような

内容が挨拶の中にあったと伺いました。この２つと私の沖縄視察での記憶も重なり、元気な挨

拶と体づくり、そしてコミュニケーションも取れるということで、体操が元気な地域づくりに

大変有効ではないだろうかと想像したからです。

また、山下市長は、以前より情報発信の強化にも取り組むことを発言されておりました。こ

れらを併せ考えると、体のことも考えた、さらには愛着と親しみがあればなおよしですが、特

徴や話題性のある四万十体操、これをつくってはどうでしょう。理想としては、年数をかけて

市民の親しみと愛着のある体操に育っていき、心身ともに健康につながり、隣近所・来訪者の

方までもがコミュニケーションが図られるものに育っていけばすばらしいとイメージしており

ます。現実問題としては、幾つか確かに課題や検討すべきこともあるとは思います。音源は何

で流すのか、様々な家庭があり、事情も異なることでしょう。音量や時間帯の問題、雨天のと

き、また暑いときや寒いときの体操場所、いろんなことがそれぞれの生活スタイルや場所等で

課題があると思います。

しかしながら、行き着く理想、こういったもののイメージをしっかりと皆さんで共有・確認

し、小さい取組でも、また緩やかにでもそこに向かって進んでいく取組を始めることができる

のではないかと考えます。このような取組を始めることはできないでしょうか、四万十体操を

ぜひご検討いただきたいと思いますが、どうでしょうか。
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竹本健康推進課長。■副議長（上岡真一）

お答えします。■健康推進課長（竹本美佳）

地域に親しみやすく、また愛着を持って取り組めるような四万十市独自の体操を制作すると

いうご提案につきまして、市民の皆様が一体となって健康づくりに取り組む機運を高める上で

も大変意義のあるものと受け止めております。

一方で、議員もおっしゃられたとおり、市独自の体操を制作し普及していくためには、地域

の実情や住民のニーズ、実施主体となる団体・施設の確保、さらには、継続的な活用、指導体

制の整備など、事前に整理すべき課題も多くございます。そのため、現段階では、まず既存の

体操、例えばラジオ体操やいきいき百歳体操や社協と住民がつくったゴム体操など、引き続き

地域に広めながら、体を動かすことの大切さや楽しさについての啓発を強化することが重要で

あると考えております。各地域や団体・事業所での取組が広がり、市民の皆様の中で自分たち

の体操を持ちたいという機運が高まった際には、そうした声を丁寧に受け止め、市独自の体操

の制作についても検討してまいりたいと考えております。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

分かりました。■12番（西尾祐佐）

そうですね、上からこれをやるんだというよりは、下のほうからしっかりと持ち上がってき

て機運が高まるというのは、確かにすごくいい理想の進み方だと思います。

始めるに当たり、理由や根拠、有効性なども一定必要かもしれませんが、事業を進めるに当

たり、やはり楽しさやわくわく感、こういったものがより進みやすく、スピードも速くなると

思います。体によく面白い四万十体操ができ、体を動かしてリフレッシュでき、そこで居合わ

せた方々と挨拶を交わしたり会話があったり、理想とするところには、すぐには行かないかも

しれませんが、こういった関わる多くの人が心身ともに健康になり、元気な地域に近づけると

いいなと願っております。

また、四万十のロゴに合わせて、毎日４時10分にやると話題性も増すのではないでしょうか。

この話題性はさておきましても、楽しさも併せ持ちながら、真面目に元気な地域づくりを目指

して四万十体操作成をご検討いただければと思いますので、再度ご答弁ありましたらお願いし

たいですが、なければいいですけど、どうでしょうか。

竹本健康推進課長。■副議長（上岡真一）

楽しく真面目に健康づくりに取り組めたらということで、それ■健康推進課長（竹本美佳）

は本当にそうだと思います。体操を集まってすることでの楽しさということも併せ、地域の実

情に応じて活動に取り組んでいる地区の紹介であったりを広めながら、体を動かすことの楽し

さを啓発し、地域に広がりをつくっていきたいと考えております。

以上です。
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西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

何か真面目な事業とか、そういう感じではなくて、みんなで何か楽しい■12番（西尾祐佐）

体操をつくろうよみたいな、それが心身の健康につながり、元気な地域づくりにつながるって

いうんであればすごくいいなというように感じておりますので、ぜひ皆さんと一緒になりなが

ら考えていければと思いますので、よろしくお願いいたします。

次に、最後の質問に移ります。

教育行政について質問いたします。

私、近年は、教職員の働き方改革であったり、標準授業時数を超える時数や勤務中の休憩時

間の確保、持ち帰り残業やスクールバス、部活動の地域移行に就学援助の修学旅行費、先ほど

ありましたけど、そういったほぼほぼ毎議会教育長とは質問をやり合ってきたところでござい

ます。開会日にありましたとおり、今回久保教育長が退任されるというようなことが分かりま

した。久保教育長とのやり取りも今議会が最後になります。教育長になられてからの４年間、

思いを持って進めてこられたことと思っております。その中で様々な思いを持って分かったこ

とや課題だと感じたことなどいろいろあると思います。しっかりと考えてこられて行動してき

たこともこのやり取りの中で私はしっかりと感じております。

そこで質問なんですが、本市の教育全般で、長い間その時々の立場で関わってこられた教育

長が感じている現状と課題についてお伺いしたいと思います。

久保教育長。■副議長（上岡真一）

ご答弁いたします。■教育長（久保良高）

ただ明確な議員へのお答えになるかどうか分かりませんけど、ご了承ください。

私は、教育長を拝命したのは令和３年７月ですが、その頃はコロナウイルスの影響が非常に

残っている時期でした。ただ令和５年５月にコロナが５類に移行した後は、生涯スポーツの面

では、ウルトラマラソンの実施、またテニス場が拡張された安並の運動公園等で、たくさんの

若者から高齢者の方がスポーツをして楽しんでいる姿を見ることができましたし、またソフト

ボール大会等、プロのスポーツ選手の試合ぶりなんかをじかに拝見することができて、随分と

コロナが明けて生涯スポーツのほうは充実してきたなって、そういうふうに感じておりました。

また、生涯学習の文化面では、もう皆さんご存じのとおり、令和６年４月に総合文化セン

ターしまんとぴあが開館しましたので、新しい文化・芸術、生涯学習の拠点として機能し、市

民が芸術に取り組むことにも楽しんでおりますし、またこれも先ほど言いましたけれど、プロ

の芸術をじかに鑑賞する機会が増えたことは、本市の文化的な面の充実には大きく貢献してい

るんじゃないかと考えております。

また、市史の編さんですけれど、昭和44年の中村市史の編さん以降、50年以上の空白期間が

あることから、次の市史を編さんするための取組を開始しました。市に関する貴重な歴史資料

を網羅的に収集・整理・保存し、効果的に伝えることで、市民の郷土に対する理解の醸成につ
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ながればと考えております。

続きまして、学校教育ながですけれど、子供たちには、知・徳・体の調和の取れた豊かな人

間性と確かな学力を備えた大人になってもらいたいとの思いで、各学校において、何よりも子

供たちが安心・安全に生活できる学校づくりということをお願いしました。

また同時に、子供たちが学校に来て、ほかの友達と一緒に生活・学習することが楽しい、そ

う思ってもらえるような学校にしてもらいたいということを教職員にもずっと伝えてまいりま

した。子供たちが学校で生活・学習することが楽しいって感じるためには、子供たち一人一人

が学校に来れば、友達や先生から大切にされているということを感じることができるように、

子供たちへの関わりを大切にしてほしいことを先生方にはお願いしてきました。

各学校が行事の見直しを図り、行事の精選や時間を短縮しての実施など、働き方改革にも取

り組んでくれました。校時表を見直し、子供の下校時刻を早め、放課後教員が教材研究ができ

る時間を生み出した学校もどんどん増えてきております。

学校教育においての課題としては、不登校児童生徒が依然多いこと、また学力も正直言って

少し伸び悩みであると感じております。まだまだ改善に向けて継続した取組が必要だと思いま

すので、新しく教育長になられた方へは、今後さらなる対策をお願いしなければならないと考

えております。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

ありがとうございます。■12番（西尾祐佐）

本当にお時間があれば、もっといろんなお話、議論を交わせたいなと思うところでございま

すが、時間が余れば、ちょっと学校教育についてやりたいと思いますが、次の質問もしっかり

と用意してくれてるんじゃないかなと思いますので、お伺いしたいと思います。

教育長として先頭に立って教育行政・教育振興・生涯学習、そういったものを進めていくこ

とにやりがいもあったと思いますが、やはり重責でもあり、大変なことも多かったと思います。

いたわりと感謝の気持ちを込めつつ、最後の質問をしたいと思います。

久保教育長が期待する本市の教育像、これの所感をお伺いしたいと思います。

久保教育長。■副議長（上岡真一）

ご答弁したいと思います。■教育長（久保良高）

今後の本市の教育については、私の在籍中に第３期となる教育振興基本計画を策定すること

になり、私の思いも一定この計画に反映させていただきました。

この計画には、教育理念として、自分のよさや可能性を信じ、未来に向けて学び続ける人材

の創造、２つ目として、多様性を認め合い、他者と協働し、互いを高め合える人材の創造、最

後に、故郷を愛し、広い視野を持って地域社会に貢献できる人材の創造とあります。

四万十川のほとりの豊かな自然・文化に恵まれたこの地域で、ここに住む全ての人々が、自
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分をまた周りの人々を、そして地域を大切にしつつ、文化や芸術・スポーツにより一層親しめ

る生涯学習の充実した魅力的なまちになればいいなと考えております。

子供たちの教育については、今年やっと子育て支援課と協力して、子供が誕生してからの

15年間を見通した四万十市の子供の育成目標を定め、それぞれの段階での子供たちに身につけ

てほしい力を示すことができました。早速この育成目標を基に、保・幼・小・中が連携しての

取組をスタートしました。この機会を生かし、学校・保育所・幼稚園だけじゃなしに、保護

者・地域も巻き込み、本市の将来を担う子供たちの健全育成が図られることを願っております。

学校教育っていうのは、人の人生の中における大変重要な義務教育の９年間です。子供と関

わるわけですので、先生方は大変だと思いますけれど、やりがいのある仕事だと感じておりま

すので、先生方には、自信と誇りを持って子供たちの指導に当たっていただきたいと考えてお

ります。

そして、ここで育った子供たちが大人になったときに、本市で活躍していることを信じてい

ます。

また、教育行政については、そういう学校教職員を支えていただきたいと考えております。

私は、十分な成果も残せず退任しますが、令和10年度までこの振興基本計画はありますので、

新たな教育長さんの下、教育委員さん、事務局職員一丸となって、引き続き学校教育・社会教

育のさらなる振興を図り、先ほどの教育理念にうたう人材の育成に努めていただけるようにお

願いしたいと思います。これからも四万十市において、ますます子供たちや市民にとってすば

らしい教育が営まれることを願っております。

以上です。

西尾祐佐議員。■副議長（上岡真一）

大変ありがたい、関係される皆さんに対しましてエールを送っていただ■12番（西尾祐佐）

いたような気持ちでございます。退任されましても、高所大所よりアドバイスやご協力もいた

だきながら、また時には一緒になりながら、本市教育がよりよいものになっていくよう関わっ

ていっていただきたいなと思っております。

本当に、先ほど言いました振興基本計画の中に盛り込まれた内容、ちょっと前にあった確か

な学力というものも一定は必要かなと思いますけど、やはり人である、人の気持ちが分かると

いうか思いやる、そういったものとか感謝の気持ち、人の在り方というものを、大きな自然、

豊かな自然がある中で育っていく子供たち、そういったものに対しての久保教育長のお気持ち

がすごく表れた最後の所感、教育長としての所感をいただけたんじゃないかなと思います。本

当にお疲れさまでした。ありがとうございました。

これで私の一般質問を終わりたいと思います。

以上で西尾祐佐議員の質問を終わります。■副議長（上岡真一）

この際、昼食のため１時５分まで休憩いたします。
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午後０時４分 休憩

午後１時５分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

早退の届けが参っております。川村一朗議員、病気療養のため早退、以上のとおり報告いた

します。

それでは、一般質問を続けます。

大西友亮議員。

それでは、質問通告に従いまして質問に入っていきたいと思います。■11番（大西友亮）

まず１点目、私が聞くのは、ふるさと応援寄附金についてでございます。

ふるさと応援寄附金の種類について、最初に聞きたいと思います。

ふるさと応援寄附金は、一般財源と特定財源、両方の側面があろうかと思います。それこそ

寄附だったり納税という考えであれば一般財源になるのかなと。しかし、この後にも述べます

が、寄附条例のほうでくくってるという部分では特定財源だと思っております。

そこで、ふるさと応援寄附金は、全国の個人や法人、そのほかの団体が、四万十市を応援し

たいという思いで寄附するお金です。これは基金の財源となり、四万十市はこの寄附金を四万

十ふるさと応援基金に積み立て、寄附者の思いに応える事業に活用していくようになっている

と思いますが、ふるさと応援寄附金の種類は、特定財源なのか一般財源なのか、お伺いをいた

します。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

ふるさと応援寄附金につきましては、特定財源として取り扱っ■企画広報課長（武田安仁）

ております。

以上でございます。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■11番（大西友亮）

今、先ほど課長のほうから、特定財源として本市は扱っているというふうにお伺いをいたし

ました。特定財源とは、その使い道が法律や条例などによって、特定の事業や目的に限定をさ

れている財源です。原則として、指定された目的以外には使用できないものとなっています。

そこで、四万十市でもふるさと応援寄附金に対して、四万十市ふるさと応援寄附条例をつ

くっていますが、その１条について教えてください。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

１条についてということですけれども、１条を読み上げさせて■企画広報課長（武田安仁）

いただきます。

この条例は、四万十市を応援しようとする個人、法人その他団体から広く寄附金を募り、そ

の寄附金を活用して寄附者の意向を反映した施策を展開することで、個性豊かで魅力あるふる
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さとづくりに資することを目的とするとされております。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

今課長のほうが読み上げていただきましたふるさと応援寄附条例、これ■11番（大西友亮）

が平成20年９月26日に策定をされておりまして、先ほど課長が言いましたとおりの第１条でご

ざいます。この中で寄附者の意向を反映した施策を展開するというふうにあります。

そこで、寄附者の意向の反映は、誰が決めているのか、お伺いできますか。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

誰が決めているのか、事務手続上の過程でご説明させていただ■企画広報課長（武田安仁）

きます。

寄附者のご意向につきましては、先ほども言いましたように、寄附金の使い道として、寄附

をしていただく際に、６つの使途目的から選択していただいております。そのご厚意を活用さ

せていただく上におきましては、財政課のほうで、まず当該年度の事業の中から充当候補を使

途目的も示した上で作成しております。その上で、その内容が寄附者の意向に、使途目的でご

ざいますけれども、そういったものに沿ったものか等を踏まえまして、企画広報課のほうで選

定するというようなところで決定しております。

以上でございます。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。その件については、ちょっと後々触れていきたいと思い■11番（大西友亮）

ます。

では、今回ふるさと応援寄附に関する住民請求が、議長と市長宛てに監査のほうから事務連

絡として返っているようです。２月７日付に受理をされ、３月25日付に四万十市監査委員より

事務連絡があったようです。私、住民の方からいただいて、中身のほうを初めて拝見をさせて

いただきました。

そこで、ふるさと応援寄附金がホームページ上での情報の誤りがあったというふうな形で監

査のほうから意見が述べられております。監査のほうは大変遺憾というふうに意見としてつけ

られているんですが、住民監査請求が出されたことや監査委員からの意見等に対して、市とし

てはどのように捉えているのか、お伺いをいたします。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

監査委員の方の意見に対しましてどのように感じているか、ま■企画広報課長（武田安仁）

たどういった取組をしていくかでございますけれども、市のホームページに記載した金額のう

ち、令和５年度の寄附金活用実績等に誤りがございました。このことにつきましては、数値の

ダブルチェック等を怠ったことなどが主な原因でございまして、事務を行うに当たっての指揮

監督職員、特に課長である私による適切な指導と監督という職責が果たせていなかったものと

考えておりまして、深く反省しております。今後につきましては、ダブルチェックを徹底し、
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再発防止に努めていくこととしております。

以上でございます。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■11番（大西友亮）

ただホームページの記載情報として、監査の中身を見ますと、２種類の帳簿といいますか、

概要版と詳細版があって、今回は前担当が管理していた詳細版データファイルを使用して、本

来だったら公表するべきものだったと。しかしながら、前担当との引継ぎができておらず、現

担当は寄附金の残額等を誤った情報の概要版を出したということなんですけど、これは、要は

二重帳簿というような形になるのでしょうか。なおかつ、これは市として、ふるさと応援寄附

金以外もそうですが、これが業務として２つで管理をするような形が通常なのかどうか、お伺

いをしたいと思いますが。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

そのことにつきましては、詳細まで過去の経過まで把握できて■企画広報課長（武田安仁）

おりませんので、私が今お答えできる範囲でお答えいたしますけれども、二重帳簿ということ

になりますと、その定義がどういったものが二重帳簿になるのかというような整理からまず必

要かと思いますけれども、市のほうで管理していた２つの帳簿ということでお答えいたします

と、１つは、残高とか概要で管理したものと、それにその内容を、詳しい事業まで記載したも

のと２つの種類のエクセルファイルですけども、がございました。その２つのファイルのうち、

前担当者は、詳細版のほうで管理をしておりまして、毎年公表する寄附の活用実績であります

とか残高でありますとかは、そちらのほうのファイルを用いてずっと公表しておりました。そ

ういう中で担当者が代わりまして、新しい担当者は、今まで前任者が行っていた詳細版でなく

て、簡易版のほうの数値を用いて公表してしまったということで、その簡易版のほうが、正し

くこれまでの寄附実績等が反映されていなかった、そういうようなことが原因で今回の記載誤

りというふうなことになったという経過でございます。

二重帳簿ということではなくて、２種類のエクセルファイルで管理されておったということ

でございます。詳細版と簡易版というふうに考えていただいて結構だと思います。

以上でございます。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

では、市の見解としては、概要版と詳細版で管理をしていくということ■11番（大西友亮）

に関しては、別に普通のことやと、今までも同じような形で管理をしていたということで受け

取っていいですか。ふるさと応援寄附金以外も、これが普通の業務内容として、これが適切な

んだということなんでしょうか。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

ほかの事業まで把握できておりませんけれども、例えば各それ■企画広報課長（武田安仁）
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ぞれいろんな事業におきまして、そういった過去の実績等を管理する上で、通常公表するため

に必要な数字のみで管理するものと、当然そういったものを詳しく説明するときのために詳細

版というものは、いろんなほかの課でもあろうかと思います。ただそれを公表するに当たって

は、どちらを使うかということについてはしっかり引継ぎも必要ですし、そういったものに活

用するものは、毎年度更新等が必要ですので、両方が。それが両方更新されているかどうかの

チェックも必要ですし、ただそれが簡易版・詳細版というふうにあることについては、ほかの

業務は確認できておりませんですけれども、そういったことが問題であるとは考えておりませ

ん。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■11番（大西友亮）

では、市としては、特にそこに問題点があったよというふうには考えていないということで

す。そこは市の考えとしては、理解をいたしました。

ただ住民監査請求で明らかになったこのことを監査のほうも遺憾に思うというふうにおっ

しゃってますので、今後このようなミスは起こらないとは思いますけれども、しっかりと管理

のほうをよろしくお願いをいたします。

では、続いて、四万十市でのふるさと応援寄附金の管理は、どこの課がやっているのか、お

伺いをいたします。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

先ほどの第１条のところでも触れましたけれども、ちょっと重■企画広報課長（武田安仁）

複するお答えになってしまいますけれども、まずは、財政課のほうで当該年度の事業の中から

充当候補を作成していただきまして、その後企画広報課において、充当案の事業内容が使途目

的に合っているものかどうかを確認しまして、最終的に選定しているということになってまい

ります。したがいまして、財政課と企画広報課のほうで連携して充当事業を選定しているとい

うことでご理解いただければと思います。

以上です。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■11番（大西友亮）

ごめんなさい、資料１を映し出していただいてよろしいですか。

これは、財政課のほうから企画広報課のほうにメールで届いた内容でございます。内容を読

みます。お疲れさまです。令和５年度のふるさと納税充当可能事業一覧を作成をしました。ご

確認の上、基金充当額へ金額を記載の上、ご回答をお願いをいたしますと。来年度は財政的に

厳しいため、例年以上の４億円程度の取崩しを希望しますとあります。先ほど課長も言ってま

した企画と財政で一緒に考えてというふうな形で言ってましたけど、この文章を見る限り、僕

は財政課のほうから企画のほうに対して、一般財源、これだけ足らんから、ふるさと応援基金
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を取り崩してここへ充ててくれよって。それに理由づけとして、充当の一覧を見せて、これに

は充てれるから、こっちのほうに入れてくれっていうふうに捉えれるんです。僕は、もしもこ

れ財政の立場で、先ほど課長が言ってたように、一緒に考えているんであれば、ふるさと応援

基金でこれだけのお金を使いますと。企画が提案をした施策に対してこれだけのお金を使いま

すという形のメールだと思うんです。これを見る限りでは、財政がただ単に、財政が一般財源

が足らないからお金を入れてくれっていうふうに捉えれるんですが、そこら辺はいかがでしょ

うか。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

ふるさと応援寄附金につきましては、ご承知のとおり、当該年■企画広報課長（武田安仁）

度にいただいたご寄附を一旦基金に積み立てまして、翌年度以降にそういった目的に沿った事

業に使っていくと。使っていくということは、そういった事業の財源に充てるということには

当然なる、そのことはもう議員もご承知、ご理解いただいていることと思います。いろいろそ

の事業を選定する中で、事業費これによりまして充当する、活用させていただく寄附金は変

わってまいります、一つ一つの事業費によって。例えば、ハード事業でしたら、保育所整備そ

れから学校施設、いろいろあろうかと思いますけれども、そういったことに子供のために育む

事業でありますとか寄附金を使わせていただくその事業費がハード事業で大きい場合は、当然

何億円というふうに年によっては増える場合もございますので、そういう意味でのこういった

子供のための施設整備が必要ですと、そういうところにふるさと応援寄附金を使うことに対す

る財政との情報共有のメールであるというふうにご理解いただければと思います。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

今課長が言ったこと、ちょっとあまりぴんとこないんですが、恐らく課■11番（大西友亮）

長のおっしゃりたいことも一定分かりました。

ただふるさと応援寄附金を一般財源に充てるということは、非常に危険もはらんでいるんで

す。市の財政課によって、寄附者の意図との乖離、信用性の低下、財源管理の透明性の欠如、

部署間の責任の権限の曖昧化、これ非常に伴っていると思います。ここをちょっと市長にお伺

いをいたしたいと思います。

市長は、普通に民間でお仕事をされていた経験があると思います。ただふるさと応援寄附金

に関して、後でも述べますが、今の四万十市執行部は、中平市政のとき、後にもちょっと市長

にも質問するようになると思うんですが、事務監査請求１回、住民監査請求３回と、これは僕

は異常だと思うんです。普通に住民の方に透明性、説明責任をしっかりと果たせていたら、こ

んなことにはならないと思うんです。それが事務監査請求、例えば１人の方が何回も出してる

とかというたら分かるんですけど、何人もの方がやってて、事務監査請求については、何千人

という方が署名をされて監査のほうに出すと、これは僕は普通の市政ではあり得ないのかなと、

前中平市政では。事務に関して市長はどのようにお考えか、お伺いをいたしたいと思います。
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山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■市長（山下元一郎）

ちょっとその数が、自治体の中で四万十市が突出して多いのかどうかというところに関して

は、私も情報を持っていないので分からないというところでありまして、実際それが多いのか

多くないのかは分からないんですけども、手続につきまして住民の方々が一定監査請求を出す

ということがないように運営をすることは大事だと思います。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます、聞き取りのときに市長に質問するような形に■11番（大西友亮）

なってませんでしたので。

ただ、先ほども言いました透明性という部分で、非常にふるさと応援寄附金、僕は応援して

るんですよ。僕は市が力を入れる前から、ふるさと応援寄附金には力を入れてくれというふう

にお願いもしていた立場ですので、非常に有利になりますし、ただ一般財源に入れるとなると、

今国のほうで交付税のあれを減らすみたいな動きもあるようですけれども、基本的には企画課

長が言ったように、特定財源になるんだと思います。なら、やっぱりそれに対して説明責任は

伴うと。その説明責任が十分ではないから、今回このような事態になったんだと思います。な

ので、そこら辺しっかりとしていただいて、今後管理をしていただきたいと思います。

以上です。

では続いて、市長の政治姿勢についてお伺いをいたします。

前市長にもお伺いをいたしました。ごめんなさい、資料２を出してもらえますか。

これは、前市長にもお示しをいたしました資料でございます。これは、住民の方が市のホー

ムページから取ってきてまとめていただいた資料でございます。ただ、先ほどのホームページ

の監査のほうで言われたところはちょっと直ってませんので、そこはご了承をいただきたいと

思います。

そこで、学校給食の無償化については、私３月議会でも質問をしていましたが、そのときは、

前市長の中平市長でしたので、再度市長に質問したいと思います。

３月議会では、市長選前とのことで、中平市長は任期中には無償化するつもりはないと答弁

をされました。そこで新市長に言ってくださいというふうに答弁をいただきました。山下市長

のお考えをお伺いしたいと思います。

国でも政府内では、小学校については2026年度以降、可能な限り早期に制度化をする方向性

が示されるなど、給食費無償化に向けた検討が進められています。

また、前回の私の議会質問の中で、食育やふるさと応援寄附金の活用など、質問させていた

だき、その中で久保教育長から、食べ残し等の問題はないと。食育に対しての問題はないと。

そもそも食育自体が学校の責務であるというふうな形の答弁をいただきました。

また、企画広報課長からは、ふるさと応援寄附金の活用も問題ないと答弁をいただいており
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ます。国が始めるより前に、四万十市として学校給食の無償化にかじを切られる気はないか、

お伺いをいたします。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

少子化が進んでおりまして、人口も減っていく中で、子育て支援策というのに対しては、私

も非常に重要だと思って下りますし、その中で学校給食の無償化というのも子育て世帯の負担

軽減になるという部分におきましては、確かに一定効果があろうかと思っておりますが、本市

の取組としましては、食材価格の高騰分につきましては、令和６年２月に給食費の単価を50円

値上げしておりますが、その分につきまして国の物価高騰対策の交付金を活用して、その分の

減額をしている、そういった取組をしているということになっております。

しかしながら、給食費の無償化ということ全体になりますと、１億円を超える金額の予算が

必要となってくるということを聞いておりまして、現在の状況ですぐにそれを実施するという

ことは、なかなか難しいなというふうに考えておるのが正直なところでございます。ただ先月

６月に全国市長会のほうにも参加してきたんですけども、市長会といたしましても、国のほう

にしっかりと令和８年度からの小学生の給食費の無償化につきましてはやっていくということ

の要望を出しておりますので、そういった部分で四万十市としましても、できる限りそういっ

たものもしっかりと注視しながら、進めていきたいというふうには考えております。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

ただちょっと市長の答弁、一定国のほうにも働きかけていくということ■11番（大西友亮）

ですけれども、市として単独で、国がやるより前に、僕はやっぱりかじを切るべきだと思いま

す。そこでふるさと応援寄附金、これ表で示してますけれども、ただ10何億円は、何か令和６

年度に使われているのかなというふうな形で伺ってますが、まだまだ寄附金あるんだと思いま

す。その部分でやっぱり一番効果を示すんじゃないかなと、学校給食の無償化。永続的にずっ

とやるっていうことは、なかなか難しいと思います。難しいと思いますが、国がやるまでに市

がきっちりとそこに無償化をしていくと。黒潮町はそうなってるというところで、やっぱりこ

こは僕、市長のリーダーシップの発揮のしどころかなと思うんですが、そこら辺はいかがで

しょうか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

国としては、令和８年度を見込みで今動いているというところの中で、■市長（山下元一郎）

おっしゃるとおり、永続的になるかどうか、まだここも決定してない状態の中で、では国がい

つからやるかっていうところもまだはっきりしないという中で、現状もしこれがないとなった

ときには、そしたらこれを四万十市でずっと永続的にやっていかないといけないとなる、そう

いったところに関しては、やはりまだそこに対してしっかりとした財源の確保っていうものが

現状できていないというふうに考えますので、一定国の方向性も見えて、いつからというとこ
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ろが分かった中で、四万十市が少しでも前倒しでできるようなところがしっかりと確認ができ

る、そういったところまでいけば、四万十市がもしかしたら前倒しでやっていくということも

検討できるかと考えます。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

すごくいい答弁で、分かりました。■11番（大西友亮）

まだ現状は、国の動向が見えない中で、期限というのはなかなか切れないということですけ

れども、国のほうがしっかりと期限を切るんであれば、そこに向けて四万十市としても国より

もちょっと早めに無償化について動いていくと、非常にありがとうございました。それについ

てはオーケーです。分かりました。

では、次の質問に移りたいと思います。

市長になって、前市長から変えていきたいところは何か、お伺いをいたします。

市長の今後の４年間について質問していきたいと思います。

まず初めに、前市長がもう引退をしてからかじ取りを託されたわけですが、お話に聞くと、

前市長が市長を続けていた頃から市長選に出馬を考えていたというふうな形で僕は聞き及んで

おります。では、前市政から変えていきたい、またやりたい施策等があったんだろうと思いま

す。もちろん中平市政のここを変えていきたいから僕は出るんだというふうな形で思ったんだ

と思います。もちろん市長説明の中でも、またさきに質問された議員さんへの答弁でも、ある

程度理解をいたしました。前市政から四万十市をどのように変えていくのか、どこを強化して

いきたいのか、お伺いをいたします。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

市政というものは、ずっと続いているものでありまして、先人たちが築いてきた基盤の上に

成り立っております。それらを大切に引継ぎながら、今度新しい時代を築いていく、そういう

ふうに考えておるところでございます。

中平前市長におかれましても、市政運営の中では、南海トラフ地震対策であったり、生活イ

ンフラの整備促進、国道の441の事業化であったりとか、四国の西南地域の高速道路の事業化

であるとか、そういったところで、もうはっきりとしっかりと進められてきた、そういった事

例、また総合文化センターしまんとぴあの整備、そういった部分の功績に対して評価をすると

ころでございます。こういったものがあるということの上に立って、私として今後四万十市を

どのようにしていきたいかということに関しましては、所信表明でも申しましたけれども、こ

の四万十市の中で一定ＤＸ、デジタルトランスフォーメーション、新しい技術等々を四万十市

に取り入れることで、今後足りなくなってくることが予想されている労働力、そういった部分

に対してもきっちりと手当てをしてく、また観光事業等を軸としまして、交流人口を増やすこ

とで、少子高齢化で人口減少をしていく四万十市の人口減少の角度っていうのを少しでも緩や
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かにしながらも、しっかりと経済を回復することで、今あるインフラ、生活基盤に関しても、

しっかりと維持をしていかないといけない、そういった部分をやっていきたいと、そのように

考えております。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■11番（大西友亮）

市長もデジタル化を進めていきたいということで、市長も民間に勤めていらっしゃったとき、

ＩＴ企業の監査役も務められていたようで、私も今回この質問とかをＡＩを活用しながらつく

りました。まず、最初に思ったのは、本当にすごいなと、これ議員要るんかなと思うぐらい、

住民の方からＡＩのことを教えてもらってそれを使ってみたら、本当にすごいんです。ちょっ

と驚きました。そこに載ってる情報を選定をして質問するのが議員ですので、そこは一定人の

あれが必要なのかなと思いますけれども、本当に今テクノロジーというんですか、非常に進ん

でいるなというふうに思っております。

それで、次の質問に移りたいと思いますが、前市政について市長はどのように評価をしてい

るのか、お伺いをいたしたいと思います。

先ほどの質問ともちょっと重複するかもしれませんが、私は、前市政では２つの大きな問題

があったと思っています。まず１つ目が、ワサビの実証栽培、これは当時の市長の思いで八束

地区の間崎で行われているが、栽培技術の確立や一般農家への普及また収益性の確保と事業化

等、多くの課題があり、四万十市議会でも栽培当時から議員の中でもいろいろな意見がありま

した。

２つ目は、これはいろんな議員さんも今も質問してますが、大学誘致の問題です。この件に

関しては、昨日の上岡議員の質問の中でもありましたが、この件も議会でも、また住民の中で

も様々な意見が出され、住民の中では溝ができるなど、大きな問題を多く含んでいると思いま

す。

そこで市長に伺います。

山下市長は、前市政の市政運営についてどのように評価をしているのか、お伺いをいたしま

す。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■市長（山下元一郎）

ちょっと先ほどの回答にも関わる部分にはなりますけども、平成25年から３期12年っていう

長い期間にわたりまして、四万十市の発展に一生懸命取り組まれたということに関しては評価

しております。その実績については、先ほど幾つか述べましたけども、一定目に見える形での

お仕事というのもされたと思います。そういった中で、ワサビの問題、それから大学誘致の問

題ということに関しましては、私としましては細かい経緯、なぜそれをやったのかっていうと

ころまでは承知しておりませんので、それをやったということの評価というのはできないんで
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すけれども、一定四万十市のための経済の活性化であるとか、そういったことの視点から取り

組まれたんじゃないかなと推測をするところではございます。大学誘致等にいたしましては、

もししっかりとうまいこと進めば、四万十市にとって、今流出していく世代の人間が、みんな

こっちに一定入ってきてくれる、もしくは残るというような選択肢の一つにもなり得たので、

一定下田地区の活性化等に寄与する部分も十分にあったんじゃないかなと考えておりますので、

結果としましてそこに至らなかったその手続というか、住民が先ほど分断されているというよ

うなお話もありましたけれども、そういった形で地元の同意をしっかり理解を得ることができ

ず、こういった形になったということは残念に思ってはおります。

以上です。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■11番（大西友亮）

ただ僕、この問題に関して、非常に重要なことだと思うんです。恐らく市長の思い込みでや

られた事業なんです。思い込みで、それこそワサビですけれども、じゃあ結果、どうだったん

だというふうに聞くと、四万十市でワサビができることが判明したと。そのために税金を入れ

ると、そういうことを普通民間じゃあり得ませんよね、市長。それこそしっかりと税金を入れ

る前に、じゃあこれが四万十市としてしっかりと事業化できるのか、普及できるのか、いろん

なところに問合せをして、じゃあ四万十市でワサビができたら買いますかと、どういう品質

だったらどうですかと。四万十市でワサビができたことっていうその結果っていうのがどうな

のかなと。あくまでも実証実験だったというふうな捉え方ですけれども、私はそれを四万十市

で、なおかつ市長が行うと、これが一般人だったら分かるんです。一般の方がワサビ作りたい

からワサビを作る。行政のトップがその思い込みだけでワサビの実証実験をするというのは、

僕はいかがなものかなと思います。ただこれに関して、僕は非常に、山下市長に対しても

ちょっと思うことがあります。そこを質問していきたいと思います。

私は、この問題の根底にあるのは市長独断の思いだというのがあったんだと思います。新市

長の山下市長には、ぜひ柔軟にみんなの意見を聞いて市政運営をしていただきたいと思います。

山下市長の掲げるＡＩやロボット、デジタル化など、確かに先ほど僕も利用してすごいなとい

う印象がありますけれども、これを利用できない方もいると思うんです。そういう方にもぜひ

目を向けていただきたい、そういう弱者の方にも。それこそ私の知り合いでお年を召した方な

んて、もうスマートフォンを使うことすらできない。もう電話しかできないというような方も

おられます。こういう方を見捨てるんじゃなくて、しっかりとそういう人たちに対しても思い

やりを持ってやっていただきたいと、市政運営を今後。

また、自分の思い込みじゃなく、いろんな人の意見を聞いて、議員さんもそうでしょうけど、

住民の方々も、それこそ下田に行かれましたんで、そういうところは柔軟に考えられる市長な

んだろうなというふうには思っておりますが、ぜひ今後４年間の市政運営、皆さんの意見、い
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ろんな意見を聞いて、四万十市としていい方向に導いていただきたいと思いますが、そこら辺

の決意を述べていただいてよろしいですか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■市長（山下元一郎）

さきにちょっと恐らく思い込みでっていう部分に関しては、僕としてはちょっと分からない

ところがあるので、そこの部分はのけさせていただきますけども、私としましては、市民の皆

様の声を聞きながら市政を進めていくことに関しましては、所信表明のほうでも発表させてい

ただきまして、市政懇談会というような形で各地域地域にしっかりと入っていく、そういった

ことで進めていきたいと思っておりますので、皆様の声を聞きながらしっかりと市政を運営し

てまいりたいと思っております。ありがとうございます。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

ぜひそういう形で市政運営のほうをお願いをいたします。■11番（大西友亮）

次の質問に移りたいと思います。

選挙公営についてお伺いをいたします。

令和２年６月に公職選挙法が改正をされたことによって、町村議選挙に供託金が導入された

ことに併せて、町村長選挙、町村議会選挙の選挙用自動車、選挙用運動ポスター、選挙用運動

ビラの公費負担が実施されることになりました。ごめんなさい、資料３をお願いします。

このようになっております。この法改正により、総務省の認識の確認をすると、もう市長選

挙と市議会議員選挙では、既に公費負担をされているとの認識です。これ見ていただいたら分

かります。市長選挙の欄と市議会議員選挙の欄です。全部丸がついてます。これは総務省の見

解です。また、選挙公営については、地方交付税の選定基準にもなっていると。

お伺いをいたします。

そこで、本市の選挙公営についてはどのようになっているのか、お伺いをいたします。

亀谷選挙管理委員会委員長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■選挙管理委員会委員長（亀谷暢子）

市町村が任意で実施することができる選挙公営については、選挙運動用自動車の使用、選挙

運動用ビラの作成、選挙運動用ポスターの作成、選挙運動用ポスター掲示場の設置、選挙公報

の発行がございます。この中で現在本市が実施しておりますは、選挙運動用ポスターの作成と

選挙運動用ポスター掲示場の設置となっております。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■11番（大西友亮）

では、ごめんなさい、資料４をお願いできますか。

これどういう図かといいますと、ちょっと亀谷さんに答えてもらう範囲になるんですけど、

県下のそれぞれ選管に電話をして、現状今どうなっているのかということを高知県県下を調べ
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て丸をつけました。高知市に至っては全部丸と、南国市は候補者ビラ作成公営だけができてい

ないという状態です。ただほかの多くの市町村は、ほとんどバツがついているという状態にな

ります。

そこで、亀谷選管委員長にお伺いをいたしますが、県下の状況はどのようになっているのか、

お伺いをいたします。

亀谷選挙管理委員会委員長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■選挙管理委員会委員長（亀谷暢子）

高知県内の実施団体の状況でございますが、まず自動車の使用につきましては、市のほうで

は３の市、高知市・南国市・土佐市がやっております。それから、ビラの作成につきましては

２の市、高知市と土佐市です。ポスターの作成につきましては、香美市以外の10市が実施して

おります。ポスター掲示場の設置につきましては11市全て、選挙公報の発行につきましては、

市では高知市・南国市・香南市・香美市の４市でございます。

また、町村につきましては、自動車の使用は23町村のうち、大月・三原を除く21の町村が実

施しております。ビラの作成につきましても、大月・三原以外の21町村が実施しております。

ポスターの作成は、全ての23町村が実施しております。ポスター掲示場の設置につきましては、

北川村・大川村以外の21の町村が実施しております。選挙公報の発行につきましては、町村で

は、四万十町のみの１町でございます。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■11番（大西友亮）

ちょっと僕が作ったやつとずれているのかなと思いますが、一定そこはオーケーにします。

分かりました。

これを見ると、確かに県下の状況からしても、本市は別に遅れは取ってないんじゃないかな

というふうに思います。

ただ、５番目の資料、お願いします。

非常に細かなデータになってますが、総務省の選挙公営に関するところで拾って数字にまと

めたものです。これ数字があるやつは、実施されてない市です。白紙のところは、全部実施さ

れてるんです。これを見ると、高知県はいかにほかの道府県から遅れているか、よく分かると

思います。私は、全国レベルで選挙公営を引き上げるべきではないかというふうに思います。

18道府県で未実施の自治体があります。90％以上の市では、選挙公営を実施しています、既に。

全国的に見ると、高知県また四万十市のほうが少数であり、実施していない道府県は遅れてい

る順から高知県、沖縄、熊本県、徳島県、香川県と、九州と四国が選挙公営については非常に

遅れてます。

また、選挙公報についても、高知県は全国比で著しく遅れており、和歌山県次いでワースト

２位となっており、選挙情報も有権者に提供できていません。これは非常に大きな問題だと思
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います。誰でも選挙に立候補しやすい環境をつくることは非常に大切なことだと思います。そ

もそも選挙というのは、誰でも立候補は可能ですので、本来であれば、誰でも立候補ができ、

それをしっかりと公営が支えていくと、これが普通の考えだと思います。選挙公営を全国レベ

ルに引き上げていく気はないか、お伺いをいたします。

亀谷選挙管理委員会委員長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■選挙管理委員会委員長（亀谷暢子）

選挙公営につきましては、お金のかからない選挙を実施するとともに、候補者間の選挙運動

の機会均等を図る目的で行われているのでございますので、選挙管理委員会としましては、こ

の制度を充実させていきたいと考えております。

しかしながら、制度の実施には、多額の経費を必要とすることも事実でありますので、その

実施につきましては、慎重に検討してまいりたいと考えております。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

ただ私の聞く限りでは、市の持ち出しという形じゃなく、地方交付税の■11番（大西友亮）

選定基準にもう既になっているというふうに聞いてるんですが、そこについてはいかがでしょ

うか。

小休にします。■議長（宮﨑 努）

午後１時49分 小休

午後１時50分 正会

正会にいたします。■議長（宮﨑 努）

竹田財政課長。

交付税のことですので、私のほうから答弁させていただきたいと思■財政課長（竹田哲也）

います。

結論からいいますと、どのような経費でどれぐらい入っているかというのは、ちょっと私も

分かりかねるんですが、市町村の選挙があるたびに幾らという形で入っているんではなくて、

一般的な経費として入っているんではないかと思います。その辺私も後で確認させていただき

たいと思います。

ただ、普通交付税もご承知のとおり、一般財源ですので、その使い方を限定されているもの

ではないですので、その辺はご理解いただきたいと思います。

以上です。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

もちろんそこは理解はするんですが、ただ選定基準になっている以上、■11番（大西友亮）

なおかつ全国的にも、課長見てもろうたら分かるとおり、どう考えても遅れてるんです。これ

四万十市、おかしいんです。それを選定基準にもなっているわけで、そこに選挙公営として

しっかりお金を入れていくっていうのは、当たり前のことだと思うんですよ、僕は。そこを



- 152 -

しっかりやっていただきたいと思います。なおかつ公報の部分です。寺尾議員が市長選挙の際、

やられました。そこに対してもしっかりと補助できるんじゃないかなというふうに感じます。

公報というのは、有権者に対して候補者の氏名や年齢、政策だったりというところをしっかり

と選挙管理委員会がやっていくと。それができるかどうか分かんないですけど、しっかり有権

者に、どういう方が立候補されていて、どういう政策をされているのか、しっかりとそれを全

面に公報としてアピールをして、じゃないと、それこそ投票率の低下、これはもう当たり前だ

と思うんですけど、しっかりとそこら辺をやっていくっていうことは、選挙管理委員会として

の責任だと思いますが、亀谷委員長どうでしょうか。

亀谷選挙管理委員会委員長。■議長（宮﨑 努）

選挙公報につきましては、編集と印刷それから発送、■選挙管理委員会委員長（亀谷暢子）

配達に５日程度を見込む必要がございます。市の選挙につきましては、告示から選挙期日まで

１週間と短期間であり、さらに４月の市長選におきましても、期日前の投票者が全体の42％を

占めることからも、多くの選挙人に投票前に選挙公報を届けることが困難な状況になっており

ます。このような状況もございますので、実施につきましては、慎重に検討させていただきた

いと考えております。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■11番（大西友亮）

今のは僕の思いつきで言ったことなんで、あれですけれども、選挙公報は、やっぱりしっか

りと選挙管理委員会がやっていくべきことだと僕は思っています。市議選にしろ、すみません、

市長選挙の後にこんな質問をして申し訳ないです、市長。ただ選挙公営と選挙公報は、しっか

りと選管として全国基準に合わせてやっていかないと、どんどんどんどん遅れていきます。県

下でも高知市と南国市は、しっかりとそれなりの予算をつけています。それぞれが、高知市で

言うと平成６年から、候補者ビラの作成は平成30年から、南国市は平成26年が選挙公報で、そ

れ以外は平成７年というふうな形で、しっかりとやっているんだと思います。四万十市として

も、やっていくべきなんじゃないかなと思うんですが、それでも今の意見は変わらないんで

しょうか、今後考えていくような形で。全国では当たり前のレベルなんです。90％以上の市は

実施してるんです。総務省の見解としても、市はもう全部やってるという認識なんです。なお

かつ町村も今度の令和２年の改正でしっかりやっていくと。これやってないのがおかしいんで

すけど、それでも今のご意見なんでしょうか。

亀谷選挙管理委員会委員長。■議長（宮﨑 努）

四万十市としましては、11市の中の動向といいますか、■選挙管理委員会委員長（亀谷暢子）

まだ今すぐにということは、今のところは検討の段階です。今即答するというレベルは、検討

の段階としか答えられません。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）
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委員長の中では、そこが多分答えれる限界なんだろうと思います。ただ■11番（大西友亮）

高知県の中では、確かに当たり前なんですけど、高知県がそもそもおかしいんです。高知県の

中では、11市は実施してないのかもしれないですけど、全国を見たときに、明らかにこれは

やってないんです。なので、本来であれば、これにしっかりと入れていただきたいと私は思っ

ております。ただ亀谷委員長としては、これ以上ちょっと答えれんというのは理解しました。

だから、前向きに検討していただきたいと思います。これ、市長だったら答えれるんでしょう

か。市長だったら答えれるのかどうか、ちょっと。

小休にします。■議長（宮﨑 努）

午後１時57分 小休

午後１時58分 正会

正会にいたします。■議長（宮﨑 努）

亀谷選挙管理委員会委員長。

ただ、全くしないというわけじゃなくて、今から検討■選挙管理委員会委員長（亀谷暢子）

はしていきたいとお答えしたと思います。ですから、私どもとしてもすぐするじゃなくて、ま

ず11市の動向を見てみたいです。

それと、私たちもご存じのように、期日前投票所もあちこち広げた人数、２人ですよ、定員

が。これで果たして正確にできるかどうか、その辺も吟味させていただきたいですし、それな

りの人数の配置、そういうのが可能であれば、まだまだ検討の余地は十分あって、即次の来年

の市議にということは、即答は今できませんけれども、できるいっぱいのことは、やってるつ

もりではおります。

大西友亮議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■11番（大西友亮）

今後検討していっていただくということで、ただ県下の11市じゃなくて、ぜひ全国を見てい

ただいて、全国ではこれが常識ですので、そこをお願いをいたしまして、私の６月議会の一般

質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。

以上で大西友亮議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

14時10分まで休憩いたします。

午後２時０分 休憩

午後２時10分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

一般質問を続けます。

続いて、前田和哉議員。

市民クラブ、前田和哉です。議長のお許しをいただき、一般質問をさせ■４番（前田和哉）

ていただきます。
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まず、この４月の選挙で市長になられました山下市長、誠におめでとうございます。と同時

に、大変な責任が市長の肩にかかってきます。市長は若く45歳ということでございますので、

２期・３期と言わず、４期・５期と続けられることも考えられます。今後ともよろしくお願い

をいたします。

それではまず、新市長にこれからの四万十市をどうしていくのか、市長の政治姿勢について

聞いてみたいと思います。

所信表明でもございましたけれども、重ねるような質問となるかもしれませんが、その辺も

踏まえましてよろしくお願いします。

まずは、豊かな自然に囲まれた最先端のまち・四万十市をつくると公約に掲げられておりま

す。市長は、イギリス留学後、故郷四万十市に帰り、家業を継承するとともに、東京でもＡＩ

の会社を立ち上げています。選挙中にも強く訴えておりましたが、ＡＩ・ＤＸとおっしゃって

おりました。

しかしながら、高齢化の進む本市の中には、その中でもそのことがよく分からないという声

も多くありました。開会日の施政方針の中で大まかなことは述べられたと思いますけれども、

もう少し分かりやすく具体なことがありましたら、教えてください。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

選挙期間中、また所信表明でも述べさせていただきましたけれども、四万十市には、山川海

の豊かな自然とさらにそれを生かした食文化、特に食については、本当に日本の中でもトップ

クラスのそういったものがある。また、四万十市は、歴史も非常に豊かでして、土佐の小京都

と呼ばれておりますけれども、そういった部分、また幡多の中心として栄えてきた商都として

の機能、そういった部分で、非常に歴史・文化そういったものに対しても日本にも誇れるすば

らしいそういったまちだと思っておりまして、そういったものをしっかりと承継しつつ、また

積極的に情報発信を行っていくことで、これからのまちづくりに生かしていきたいと、そのよ

うに考えているところでございます。

一方で、今前田議員のほうから、ＡＩ・ＤＸ、分かりづらいというお言葉もいただきました

けれども、これは市民サービスや今ある行政のサービス、そして各種産業の分野において、今

日本の中でたくさんの新しい技術が出てきております。先ほど大西議員の中でも答弁の内容を

ＡＩを使ってやってみたというようなことを言われておりましたけれども、そういった新しい

技術というものを取り入れることによって、四万十市の、例えば職員さんの働き方に対しても

改革していくことによって、これから限られた人数の中で四万十市を運営していくことに対し

まして、一定それを軽減するような新しい技術の使い方をしていく、また住民の皆さんにおい

ても、これまでは四万十市役所に開いてる時間に来ないといけなかったのを、例えば使える人

は、一定自分の手元のスマートフォン等で様々なサービスを、相談から実際にやるというとこ
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ろまでやっていける行かない窓口というようなところもできてきます。そうすることによって、

今使えない人たちという方もいらっしゃると思うんですけども、そういった方々に対して、引

き続き仕事をしていくような時間をしっかりと確保していく、そういったことにもつながって

くると思いますので、新しい技術を使えない人を見捨てるのではなく、新しい技術を使える人

にはどんどん使ってもらうことによって、必要なサービスをしっかりと維持をしていく、そう

いった使い方をしていきたいと、そのように考えております。

以上です。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

細かくかみ砕いてご説明いただきました。小京都の中村、その辺を生か■４番（前田和哉）

すことと、ＡＩ・ＤＸというところは、デジタルデバイドをなくすと、そういうような意味で

あったと思います。詳しくご説明をいただきました。ありがとうございます。

次の質問は、ちょっと先ほどのお答えとダブったりするところがあるかも分かりませんけれ

ども、市長は、ここ10年、東京と四万十市を行き来する生活を送ってきたということを聞いて

おります。そういう中、私は特に四万十市から出たことがないので、その辺本市のよい部分、

それから今後市政に対して生かせるような特別な部分があるとしたら、少しお話しいただきた

いと思います。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

前田議員のおっしゃったとおり、私は2011年のときに東京のほうでＡ■市長（山下元一郎）

Ｉのベンチャーを友人と立ち上げて２拠点、いわゆる今最近で言うと、二地域居住という言い

方になるんですけれども、約10年間東京と四万十市を月半分ずつぐらいで行ったり来たりしな

がら仕事をしていました。そういった中で、四万十市には改めて３つの強みがあるというふう

に感じております。それは、先ほど一つかぶりますけれども、四万十川を中心とした豊かな自

然とその恵み、食とかにもなるんですけども、そういった部分、それから幡多の中心として栄

えてきた歴史と文化、何よりも地域に暮らす人々というのが、圧倒的に都会にはない四万十市

のよさだというふうに感じております。こういったものを強みに、先ほど言いました強い情報

発信と新しい技術というのを掛け合わせることによって、四万十のよさをしっかりと未来に残

していって、強い元気な四万十市をつくり上げていきたいと、そのように考えます。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。四万十市についての思いを十分述べていただいたと思い■４番（前田和哉）

ます。

３番目ですけれども、やはり今の答えの中にも入っておったと思いますけれども、あえて質

問いたしますが、国や県・近隣市町村・民間と連携して本市を強く元気にしていくと言ってお

られます。こちらについても、例えば市長は、尾﨑正直代議士の秘書を５年ほど務め、勉強を

し、人脈を培ってきたということを申されておりましたし、感じておりました。その意味でど
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のような効果があったのか、それをどう生かしていくのか、意気込みでありますか、そういう

ようなところがありましたら、追加でお願いします。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■市長（山下元一郎）

今四万十市に関しましては、いろんな政策を進めるに当たりまして、国や県、民間もそうで

すけれども、それから近隣の自治体というところの連携というが非常に重要になってくると

思っておりまして、それにつきましては、私が今まで培ってきた、先ほど言いました代議士の

秘書という経験だけではなく、先ほど言いました２拠点生活の中で様々な方に出会ったりとか、

そういった民間の力、それからもちろん国・県の各種例えば交付金であるとか、そういった情

報に関しましても、一定取っていくということに関しましても、私が今まで培ってきたキャリ

アというのを最大限生かして取り組んでいきたいと。そうすることが、また四万十市にとって

プラスになっていくというふうに思っております。

また、近隣市町村というのは、今から考えたときに、幡多地域全体でも人口減少が進んでお

りまして、今幡多全体でももう７万人台というような状況になってきております。そういった

中で、四万十市単独で頑張っていくということができれば、それはそれの方法なんでしょうけ

ども、私としましては、やはり幡多の中心の四万十市として、幡多地域全体として盛り上がっ

ていくことが、四万十市にとっても非常にプラスになる部分が大きいというふうに考えており

ますので、そういった意味でも、先ほど言いました今までの私のつながりの中で、今の幡多の

近隣の市町村長さんであるとか議員の皆様であるとか、また各地域に商売されている方ですと

か、そういった仲間もたくさんおりますので、官民がしっかりと連携することで、また四万十

市を活性化していきたいと、そのように考えるところでございます。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■４番（前田和哉）

しっかりと幡多地域全体で、官民両方で強く元気にしていく、そういうようなまちをつくっ

ていただきたいと思います。よろしくお願いをいたします。

では、次に行きます。

次は、防災・減災対策についてでございますが、これも市長の公約の中に少しございますの

で、最初は防災・減災について市長の考えをお聞きしたいと思います。

ハードとソフト両面での防災・減災をそれぞれの地域で災害リスクを把握し、インフラ整備

や避難所の整備などを進めるとございます。どのように強化していくのか、教えてください。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■市長（山下元一郎）

自然災害の備えに関しましては、ハードとソフト両方での防災・減災対策が重要と考えてい

るというとこでございますけれども、特に、まずはその中でもハードの部分に関しましては、
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道路・橋梁・それから通信・水道・電気などのいわゆる基幹のインフラ、こういったものに関

して、災害発生時また災害後の復興時においても、その機能を維持することが大変重要になっ

てくると思っております。近年、老朽化で下水道管が落ちたりとか、そういったこともある中

で、災害が起これば、老朽化している部分に関しては、さらに壊れやすい、そういうことも考

えられますので、そういった意味で、維持をするためのインフラ整備っていうのをしっかりと

やらないといけないと思います。

また、道路につきましても、この地域の人命救助やまた物資の輸送、避難活動を支える、そ

ういった重要な役割を持ってまいりますので、四国横断自動車道の早期延伸、また国道441を

はじめとする基幹道路という部分に関しましては、しっかりと早期完成を目指して活動を行っ

ていきたいと、そのように考えております。

また、水災害というのも、四万十市では四万十川を中心に、一級河川が３つ流れております

ので、そういった部分に関しても、これまでもやってきておりますけれども、今年先日３月に

完成した初崎堤防、６月に竣工式も行われましたけれども、また昨年は、入田地区の樋門、そ

の前は相ノ沢地区というところで、一定進んできているとは思いますけれども、こういった部

分に関しても、引き続き国・県にしっかりと働きかけることによって、四万十市に必要な防災

のほうを進めていきたいと思っております。

また、ソフト対策のほうになりますけれども、こちらにつきましては、本年度着手する事前

復興まちづくり計画というものがありますので、そういった部分であるとか、住宅の耐震化ま

た家具等の転倒防止の補助制度等も使っていただきまして、しっかりと防災に対する予算を使

うというよりも、そういったことをすることによって、住民の皆様に防災への意識をしっかり

と高めていっていただく、そういったことにもつながっていくと思いますので、そういった部

分、それから事前の体制づくりとしては、やはりふだんから近所のお付き合いであるとか、住

民のコミュニティーであるとか、そういった部分をしっかりと強化していくということも重要

になってまいりますので、午前中ありましたけれども、健康福祉委員会であるとか、そういっ

た自主防災の組織、そういった地元のコミュニティーというのをしっかりと活性化することが、

またソフト面での防災対策につながっていくと、そのように考えますので、そういった部分の

ところに対しての取組に力を入れていきたいと、そのように考えます。

以上です。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■４番（前田和哉）

ハード・ソフト両面に対してご説明をいただきました。特にハードの面は、道路や老朽化の

基幹インフラ整備、その辺を強めていただけるような力強い言葉をいただきましたし、８の字

の高速道路、441号線を進めていく、そのように捉えました。

ソフト面は、私この後少し質問しますけれども、事前復興まちづくり計画その辺、それから
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自主防災等のコミュニティーの強化、その辺を承ったと、お話をいただいたと思います。

では、具体のところに行きます。

防災のほうで２としまして、能登半島地震のあたりから質問をします。

能登半島地震では、発災直後の避難所の寒さや衛生環境が悪く、低体温症・感染症、持病悪

化による死亡が相次ぎ、多くの災害関連死を発生させたことを重く受け止め、避難所の環境改

善や関連死の防止対策を今後最重点課題として、安全な避難生活を確保するため、エアコン・

断熱・寝具・パーティション・食事・トイレ等を計画的に整備するように求める施策を支援す

る財政制度として、新しい地方経済・生活環境創生交付金の地域防災緊急整備型を用意し、こ

れにより本市は、令和６年度３月補正で、避難ルーム、折り畳みベッド、多目的トイレカーな

どを整備をいたしました。

しかしながら、本市の想定避難数は、5,600人余りと想定されておりまして、避難所外避難

者も3,300人が見込まれております。今回の整備により十分なのか、それがスフィア基準や県

の第６次地震行動計画を踏まえた体制となっているのか、足りない部分がまだまだあるのであ

ればそれは何か、今後どうしていくのか、具体のところをお聞きいたします。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■地震防災課長（安岡栄治）

スフィア基準につきましては、国のガイドラインの改定によりまして、従来は参考にすべき

ものという位置づけであったものが、新しく満たすべきものという位置づけに見直しをされま

した。この見直しも含めまして、高知県の第６期南海トラフ地震対策行動計画でも、スフィア

基準に基づいた居住スペース１人当たり3.5㎡の確保であったり、トイレの備蓄であったり、

目標値が設定をされているところでございます。

本市としましても、能登半島地震等を教訓に、災害関連死を生まないよう、県の行動計画に

基づいた避難所環境を整えていく考えを持っております。

今ほど議員よりご質問のありました交付金によります３月補正によりまして、購入する備蓄

品でございますけれども、折り畳みベッドは1,222台購入いたしまして、合計1,660台、避難

ルームは120セット購入するようにしておりまして、合計830セットの備蓄というものに至って

おります。ですが、想定避難者数がご案内にありました5,600人に比べますと、十分な状況で

はありませんので、今後も有利な財源の活用をしながら、積極的な備蓄のほうに取り組んでい

きたいというふうに考えております。

以上でございます。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。３月補正のみでは、まだまだ基準を満たしてはいないと■４番（前田和哉）

いうようなお答えだったと思います。今後も交付金等も続いていくと思いますので、その辺で

整備して、避難所の充実というか、その辺をやってもらいたいと思いますが、今現在、水害で
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もそうですが、避難所へ避難した場合、大変暑い状況が続いております。そういう中、エアコ

ンの設置、空調の整備、この辺もやはり必要だと思いますし、冬場にもし地震が起きた場合も、

かなり寒さによって関連死が増える、そういうような意味で空調を整備する、そういうような

ことが国のほうでもかなり言われております。交付金や有利な起債も昨年度末少し充実したよ

うなところも聞いておりますが、その辺の進捗状況が分かりましたら、教えてください。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■地震防災課長（安岡栄治）

議員おっしゃられましたとおり、避難所におきまして全て空調設備が整備されているわけで

はございません。昨年８月の臨時情報が発表されたときも、各地域に避難所を指定するに当た

りまして、空調の整備されたところを選定するのにちょっと苦慮したところがございました。

避難所のメインとなります小中学校の体育館の空調につきましては、管理者となります教育

委員会と調整・協議の上で、日常における児童生徒の熱中症対策として管理者が整備に取り組

む方針としております。ただ、事業費が多額となることから、有利な財源を最大限活用するこ

とを念頭に、少しでも早く実現できるように関係課と調整をしていきたいと考えております。

以上でございます。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

大きな意味でお答えをいただきました。■４番（前田和哉）

先ほど少し交付金のあたりで、私ちょっと交付金の要綱が変わったというところを申しまし

たけれども、空調設備整備臨時特例交付金、こういうようなものもできておりますし、避難所

となる体育館の断熱効果を高めることで、それの２分の１の交付金が出ると。さらに残った分

に対して緊急防災・減災事業債とか打てると、その２分の１に対して、後の残りに対しても打

てると、そういうような法になっておりますし、さらに体育館に関しての光熱費なんかに対し

ても補助も出るようなことも少しホームページ上で見ましたので、その辺も踏まえて、今後ご

検討いただきたいと思います。よろしくお願いをいたします。

次に行きます。

次は、事前復興まちづくり計画の取組でございます。

この事業は、昨年度は見込んでいた国の予算が遅くて、年度末になったため、本年度に繰り

越され、いよいよ本市も令和７年度になって本格的に取り組むようなことになったと認識をし

ております。やはり令和６年度の能登半島地震では、津波の影響に加え、軟弱地盤の液状化、

家屋の倒壊、集落の孤立などが起こり、それに加え豪雨災害など、高齢化が進む地域での避難

や支援の困難さが浮き彫りとなり、平時からの備えの重要性が再認識をされております。

こうした中、県は、事前復興まちづくり計画を沿岸地域の17の市町村に対して計画をするよ

うにというようなことが、３、４年前からいわれておりますけれども、今年度は土砂災害特別

区域の広がる中山間地域の市町村にも拡大するようにというような形で、県下全部34の市町村
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に取り組めというような形になってきたと思います。四万十市は、やはり津波に関してもそう

ですけれども、中山間の孤立化や市街地の液状化、そういうものもございます。その辺を踏ま

えて、中山間地域等も含めてこの計画を実施していくか、今年度の進め方はどういうふうに

なっていくのか、教えてください。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■地震防災課長（安岡栄治）

本年度から着手いたします事前復興まちづくり計画は、被災後の復興を少しでも短縮するた

めに、また住民が被災後に市内に住み続けるという意思を持てるように、被災後の地域の姿を

あらかじめ共有するものでございます。

なお、この計画は、令和４年９月に策定されました高知県事前復興まちづくり計画策定指針

に基づいて作成するものでございますけれども、本指針は、あくまで津波想定区域の考え方で

ありまして、現在県が先ほど議員おっしゃられましたように、能登半島地震の教訓を踏まえ、

中山間地域まで拡大した指針の改定作業を行っているところでございます。

こうした中で、議員ご指摘のとおり、本市は津波をはじめ液状化や土砂災害による孤立など、

地震時には多様なリスクを有しておりますので、今回策定する計画におきましては、上位関連

計画との整合性を踏まえまして、市独自の取組として、市全域の災害リスクに対する課題分析

と復興方針案について作成をしていきます。

しかしながら、具体的な復興パターンや復興イメージにつきましては、県の指針の考え方を

反映する必要がありますので、今回は既に指針としてある津波被害が想定される地域に絞った

ものとなります。

なお、その他の地域につきましては、改定される県の指針を精査した上で、検討する内容や

時期を含め、総合的に判断していきたいと考えております。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。津波避難に関しての計画と。これまでの計画の中の津波■４番（前田和哉）

部分で、中山間までは広げない、まだその時期ではないというか、そこまで及んでないという

ような返事だったと思います。分かりました。そういう中、時期を見て進めていただくことを

強く望みます。やはり四万十市は、いろんな地震災害が想定されておりますので、そこだけで

は駄目だなと思っておりますので、今後ともお願いをいたします。

次に、事前復興まちづくり計画策定委員会を設置し、それによって計画を進めていく、そう

いうふうにお聞きをしております。本議会にも設置条例が議案の上がっておりますが、委員の

人数とかその内訳、見識者の招聘などもあると聞いておりますが、どのような方に入っていた

だいて進めていくのか、大まかに教えてください。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■地震防災課長（安岡栄治）
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計画策定の体制といたしましては、今ほどありましたトップに事前復興まちづくり計画策定

委員会を設置をいたしまして、計画内容の審議をお願いすることとしておりまして、設置条例

案を今議会に提出をしております。

当計画の性質としまして、関係者が多岐にわたりますので、委員は20名以内で組織すること

としておりまして、学識経験者をはじめ、区長会や自主防災組織、福祉や学校関係、建設・建

築・農業・水産業に関わる関係団体に加え、国・県の関係行政機関で構成することとしており

まして、これから各団体に対し、委嘱等を含め説明をしていく予定としております。

なお、１回目となる策定委員会は、８月から９月を予定しておりまして、年間２回から３回

の頻度で必要に応じて開催することとしております。

また、この策定委員会と併せて関係所属長から成る庁内検討委員会を設置し、計画策定に関

する調査及び研究などを行ってまいります。

住民意見の聴取につきましては、ワークショップやパブリックコメントを通じ、得られた意

見をできる限り反映することで、実効性のある計画にしたいというふうに考えております。

以上でございます。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

次の質問の答えというか、そういうところも今答えていただいた部分も■４番（前田和哉）

あります。分かりました。20名程度で委員を決めて進めていくというようなことでございまし

た。

やはり区長にも入ってもらうということですけれども、その場所というか、区長はどちらの

区長を示しておるのでしょうか。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

現時点での案でございますけれども、津波浸水が想定される下■地震防災課長（安岡栄治）

田・八束地区を考えております。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■４番（前田和哉）

ぜひ早急な進めをお願いしたいところでございますけれども、今後の予定でございますが、

現在これを進めるに当たって、コンサル等に委託すると思っております。業者等は決定したの

か。コンサル等はプロポーザル等で決まると言っておりますが、その辺をまず聞きます。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■地震防災課長（安岡栄治）

議員おっしゃるとおり、本事業につきましては、業者への委託で計画策定をすることとして

おりまして、本年度から令和９年度までの３か年を予定をしております。

なお、業務委託としましては、公募型プロポーザルを経まして、つい先日、委託先でありま

す株式会社エイト日本技術開発さんとの契約を締結したところでございます。
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以上でございます。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

少し聞き取れなかったんですけど、コンサルの具体なお名前まではいい■４番（前田和哉）

です。分かりました。そういうところでコンサルのほうで進めていただきながら、３年間、令

和９年度末までということでございますけれども、なかなか進みにくいなと思っております。

隣の宿毛市さんなんかは、もう令和５年６月には、コンサル会社の業者が決定して、５年度内

で様々なことを調査して、令和６年・７年と２年をかけて委員の皆さん、それから地元等とも

話をしながら、今年度末令和８年３月までに完成させるというような計画だそうです。黒潮町

のほうに至りましては、佐賀地域は令和４年度から取りかかって、本年３月20日にこの計画の

概要案が示されております。それによって承認を得て、計画がまとまったと、そういうところ

でございます。それからいいますと、本市は宿毛市よりも２年遅れておるというところでござ

いましてと、黒潮町からはさらにもっと遅れておりますし、土佐清水のほうも進んでおります。

幡多地区のほうでは、一番最後となってきたと思いますけれども、その辺スケジュールどおり

進んでいくと見込んでおりますでしょうか、加えて質問いたします。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

スケジュールどおり進めるように事業を進めてまいります。■地震防災課長（安岡栄治）

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■４番（前田和哉）

期間としてはあると思いますけれども、ちょっと遅れておるというか、取りかかりが遅い部

分がありましたので、その辺を早急に進めていただきたいと、そういうふうに思います。よろ

しくお願いをいたします。

これで、防災・減災対策に対しての質問を終わります。

次に、未来を担う子供たちのため、安心して子育てのできる環境というところでお伺いをし

たいと思います。

安心して子育てのできる環境で、通学交通機関の整備についてお伺いをいたします。

また、市長の公約になるんですが、市長はスクールバスと路線バスの最適化を図るとしてお

ります。バスネットワークの構築は、一朝一夕にはできないと思われますが、どのような方法

で整備していくのか、お考えをお願いをいたします。

岡本学校教育課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■学校教育課長（岡本寿明）

通学距離が長い児童や交通手段が限られている生徒など、全ての子供たちが安心して通学が

できる環境を整備することは、極めて重要であると認識しております。

路線バス等とスクールバスを効果的に活用し、地域の実情に合わせたバスネットワークを再

構築することは、運行事業者の抱える運転手不足の解消に効果的な施策であるとともに、現状
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の地域公共交通の維持につながる取組であると考えております。

今後取組を進めていくには、現在の両路線の運行状況と地域のニーズを正確に把握すること

はもちろんのこと、子供の安全確保への配慮や公共交通機関との緊密な連携など、解決すべき

課題は多々あると考えております。

本市といたしましても、持続可能な地域公共交通の再構築に向け、一つ一つ着実に課題解決

に取り組んでまいりたいと考えております。

以上でございます。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

市長のほうからお答えをいただけるかなと思ってましたけれども、なか■４番（前田和哉）

なかスクールバスと路線バスの最適化というところで難しいところがあると思います。かなり

時間も要するところ、それから県のほうでもちょっとそういうふうなお話も進みかけておるよ

うでございますが、その辺で整備して効率化を図っていただきたいと、このように思います。

ちなみに黒潮町では、スクールバスとの一体化ではないですけれども、モビリティくじらん

というような形で、路線バスとタクシーというか、おうちの前まで迎えに来てくれるような箱

バンのような形の車と一体化するような事業も始まっておりますし、その辺も参考にしていた

だいて進めていただきたいと思います。

次に行きますが、これが私ちょっといろいろとこれまでもお願いをしておった件でございま

すが、先ほどの質問に絡みますけれども、現在、建て替えのため安並スポーツセンターの仮校

舎で授業を行っている東山小学校でございますけれども、昨年９月に一般質問でもしておりま

すが、佐岡の元場所に戻った時点で、古津賀地区の１・２年生60人が利用しているものは廃止

という方向となっておるという返事は聞きました。理由は、通学距離が４㎞を超える者に対し

ての今までの適用が、元の場所に戻るということでございました。

しかしながら、東山の場合は、ほかの学校とはちょっと違いまして、通学路の問題でござい

ます。佐岡橋から東の幡多公設市場付近の歩道は、交通量や付近に出入りする車が大変多くて、

危険でございます。度々事故も起こっております。以前は山裾の道、市道であると思いますけ

れども、途中市道もなくなって、市道ではないようなところで、途中から私道になるようなと

ころを利用して、自転車と徒歩による下級生の通学があったんですが、その場所は、車も通行

する量が少なくて安全と判断しておりましたけれども、現在今の社会情勢では、そこに関しま

しても不審者などの心配もありますし、大変その一本道は危険ということで、現在の県道沿い

の歩道ということになっております。他の学校では、いろんな小学校に向かう、例えば中村小

学校にしましても具同小学校にしましても、ほかに道があると思いますけれども、東山小学校

に歩いて通学する道は、まさにこの道一本でございます。行き来が激しくて大変過密になって

おります。その辺大変危険だというところがございますので、新市長の公約、長い距離の通学

や交通事情により危険な通学路の場合、必要な通学方法や手段を提供するに当たると思います
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が、この社会情勢、人口減少による子育て政策を手厚くする流れの中で、このまま廃止すると

いうのは、私にはとてもどうしても納得ができません。理解ができません。１・２年生の保護

者の中には、スクールバスが廃止になったとしても、子供を徒歩で通学させることはできない

と言われる方もかなりおります。やはり現在の佐岡の場所になっても４㎞を超える子供たちも

少数ではおりますし、それから３㎞ぐらいでも、低学年の１・２年だけを徒歩で通わすという

ことはできないと聞いております。そういう中、秋には、東山小学校は完成します。11月４日

までに引っ越しして、新校舎で授業が開始されると思いますが、新市長に改めて聞きます。

現在の１・２年生のスクールバス継続はできませんでしょうか。

岡本学校教育課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■学校教育課長（岡本寿明）

東山小学校の１・２年生が乗車するスクールバスにつきましては、令和５年11月から仮設校

舎への一時移転に伴い、通学距離がおおむね４㎞以上となる小学生１・２年生の児童を対象と

して実施をしているものでございます。このスクールバスの運行は、昨年の議会でも答弁いた

しましたように、あくまで仮設校舎への一時移転に伴う一時的な措置であるということを対象

児童の保護者の皆様に対しても今まで周知を行ってきたところでございます。

新校舎完成後は、スクールバスで通学している児童の通学距離は、おおむね２㎞から4.5㎞

程度になる見込みでございますけれども、東山以外の小学校におきましても、こういった距離

を通学する児童が一定数はおられます。東山小学校のスクールバスを継続して運行する予定は

ございませんけれども、通学距離が長い児童の通学手段については、先ほどもご答弁いたしま

したように、スクールバスだけでなく、路線バス等の地域公共交通を含めたバスネットワーク

の再構築に向け、今後関係課とも協議をしながら取組を進めてまいりたいと考えております。

また、議員からご指摘のあった通学路の問題につきましては、通学路交通安全プログラムで

ございますとか、学校教育を通じまして課題解決に向け取り組んでいきたいと考えております

ので、ご理解いただきますようお願いをいたします。

以上でございます。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

きっかけは継続、仮校舎に向けての継続でございましたので、継続と申■４番（前田和哉）

したんですけど、やはり危険度が高いというところが、私一番のこれに関してのお願いでござ

います。その辺を踏まえて、やはり市長が言われる公約に合致してるんじゃないかと私は思っ

てるんです。そういう面、市長一言何かありませんか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■市長（山下元一郎）

子育て支援という側面、また子供の安全・安心な通学という部分ももちろんでございますし、

私としましては、これは子供だけではなく、バスネットワークに関しましては、高齢者も増え



- 165 -

ている中で、四万十市全体としてしっかりとやっていかないといけないということをずっと申

し上げてきたところでございます。その中で、一定子供さんの中で長距離であるとか、児童生

徒さん、そういった部分に関して、やはり安心・安全に通学できるようにしていくということ

は、非常に重要なことと考えておりますので、そういった部分に関しまして、東山小学校の今

のスクールバスの形をそのまま継続していくというのは、現状難しいというふうになっており

ますけれども、引き続き子供たちの安全・安心の通学の確保に向けては、しっかりと考えてい

きたいと思っております。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

通学に関しては、安全を保つというところの市長の思いを聞きましたの■４番（前田和哉）

で、その辺を今後もお願いしたいというところでございます。分かりました。

次に行きます。

最後に、今年度の小学校でのプール授業について聞きます。

５月30日に行われた教育民生常任委員会の報告では、本年４月に県教育委員会の策定した小

学校の水泳指導における安全管理指針を受け、本市では、特に留意するべき点を定めた水泳授

業における留意事項についてを作成し、各校に周知したとのことでございました。その中身は、

プールの水位設定、水質管理、緊急時の対応への備え、授業者と監視者の配置、人数確認など

でございました。県の安全管理指針は、ご存じのとおり、令和６年７月高知市の小学校での水

泳授業中に発生した４年生男子の死亡事故の重大性を踏まえ、今後同じ事故を二度と起こさな

いために水泳授業におけるさらなる安全管理を徹底することを目的として策定したもので、各

学校にて水泳授業が開始するまでに、水泳指導の安全管理に関する研修を実施するとしており

ます。当面は、県教育委員会が開催する研修内容を各学校の体育主任が受講し、受講した内容

を校内研修にて周知徹底を図るとあります。

本市では、６月に入り、既に小学校の水泳授業は始まっておると思います。県教育委員会が

実施した研修を本市の全ての小学校の体育主任等が受講をしたのか、まず聞きたいと思います。

それを持ち帰りまして、各学校での研修・監視業務を行う全ての教員に徹底されたのか、ま

たそれをもって今期の水泳授業が実施されておるのか、併せてお伺いをいたします。

岡本学校教育課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■学校教育課長（岡本寿明）

水泳授業における安全管理研修会につきましては、県内小学校の教員を対象として、高知県

教育委員会が主体となり、今年５月に開催されております。

本市からは、全ての小学校から１名または２名の教員が本研修に参加をしております。この

うち１名は、体育主任または管理職ということでございます。

また、研修を受講していない教職員に対しましても、各校で研修受講者による校内伝達研修

を実施し、水泳授業前に事故防止安全管理の徹底を図っております。
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以上でございます。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

後ほどまた追加で質問をしますけれども、私、その研修が全ての監視体■４番（前田和哉）

制に徹底されたかというところを聞きたいわけでございまして、後ほどお聞きしますが、県が

５月12日・19日に行いました研修でございますけれども、研修内容はどういうものであったか、

まずお聞きをいたします。

岡本学校教育課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■学校教育課長（岡本寿明）

安全管理研修につきましては、日本赤十字社高知県支部が講師となりまして、高知県立県民

体育館のアリーナ、それから室内プールで行われたところでございます。

体育館のアリーナでは、児童が溺れた場合の保温方法や毛布を使用した児童の運搬のほか、

心肺蘇生やＡＥＤといった一時救命措置についての実技講習があり、室内プールでは、プール

フロア上での監視の際の注意点や児童同士での人数管理や健康観察を行うバディシステムの導

入方法に加え、溺れた児童の発見から救助・手当てについて、指導員によるデモンストレー

ション及び受講者によるシミュレーション講習が行われております。

内容は、以上でございます。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■４番（前田和哉）

やはり座学とプールの付近での実地の研修がされたと私は認識しておりますが、それを各学

校の体育主任それから管理職等が受けたと先ほどご答弁がありましたけれども、それを持ち

帰って同じ内容が伝えられておるのか、座学ももちろんですけれども、プールの近くで実地の

研修等がされておるのか、そこを聞きたいと思います。

岡本学校教育課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■学校教育課長（岡本寿明）

この研修につきましては、研修を受講していない教職員に対しましても、研修の様子を撮影

した動画の活用等により、校内での伝達研修が必須になっておりましたので、各学校において

この研修の内容は、周知徹底を図っているところでございます。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

そこがちょっと私納得というか、危険な部分やと思ってるんです。やは■４番（前田和哉）

り動画で見ただけでは駄目だと思います。県が行った研修でございますけれども、やった内容

は、全て同じような形で学校に持ち帰ってそれを伝えてくださいというような向こうの指導で

あったと私は聞いておりますし、その点少し動画で見るだけでは駄目なのかなと。やはりそう

いうような実地をやるべきだと思っております。実地でシミュレーションのような形で研修を

行うべきと思っております。プールで日赤がやった内容は、プールで実際３名の監視体制から
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溺者を想定した人形のようなものを沈めて、発見からプールサイドに引き上げて、観察から心

肺蘇生、ＡＥＤの装着、通報など、一連の流れをやったと。これを皆さんに徹底していただき

たいというふうに聞いております。いろんな先生がおりまして、そこまでできないというよう

なところもあるかと思います。６月８日の高知新聞の記事では、監視体制を民間委託してくだ

さいと、そういうような意見もあるというようなことも承知しておりますけれども、私は、本

市で３名の監視体制で水泳授業を実施するということでございましたら、大丈夫だと思います。

全員が心肺蘇生の講習を受講することはもちろんでございますけれども、やはり１名が軸とな

る水泳指導の先生、それからほかの２名の方は監視に回る。泳ぎに自信のない先生でもそちら

へ回って、児童の見逃しというか、そういうところをなくす、そういうような体制をシミュ

レーション訓練なりでやっていただきたい、そのように思います。１名はさっきのシミュレー

ションでございますけれども、２名でプールから人形を引き上げて、１名は救命措置、そのほ

かＡＥＤの準備や119番の手配、そういうことが３名のチームでできるように、そういうよう

な準備ができておれば、十分に安全が確保できると思っております。それほど重荷にしなくて

も、ちゃんとした研修を行えれば大丈夫じゃないかなと思っております。私ごとではございま

すけれども、私元救急救命士でございまして、救急車で皆さんを搬送するようなことを以前し

ておりましたけれども、けが人や急病人などを想定して、ふだんは隊員３名で動くシミュレー

ション訓練を常時やっておりました。そういうことをしていないと、やはり組織立った活動が

行えません。これも同じだと思っております。そのため、ぜひプールでの実地の研修をお願い

したい、このように思いますが、その辺ご答弁をお願いします。

岡本学校教育課長。■議長（宮﨑 努）

実地の研修ということでございますけど、先ほどご答弁しまし■学校教育課長（岡本寿明）

たのは、県の研修を受けての各校の取組でございまして、そのほかにも様々な取組を行ってお

りますので、ご説明をさせていただきたいと思います。

まず、小学校の水泳授業につきましては、県が４月に安全管理指針というものを策定をいた

しまして、それを市のほうでも特に留意事項を定めた点、これをつくりまして、それは先ほど

議員から説明があったわけでございますけれども、そういったことを通しまして、各学校には、

臨時の校長会を開いたり、それから文書周知をしたりしておったところでございまして、こう

いったことを受けまして、各校では、消防職員による救命救急法の実技講習の受講でございま

すとか、先ほど説明いたしました県の安全管理研修を活用した伝達講習の実施のほか、プール

においても、授業時における監視方法や緊急時の対応方法についての確認など、こういったこ

とは、全ての小学校で実地を含めて様々な対応を行ってきたところでございます。

内容については、以上でございます。

前田和哉議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。今、実地も含めてやっているという、そういうお答えで■４番（前田和哉）
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したね。それでしたら、私納得をしました。大丈夫だと思いますけれども、やはり動画だけを

見る、そんな監視では、ちょっと事故が起きたとき、後でなぜだったとか、そういうようなこ

とにもなるかもわかりませんので、その辺をやはり徹底をお願いしたいと思います。

そもそも心肺蘇生、もちろんやらないかんです。ＡＥＤも大切です。ですけれども、本来は

ＡＥＤを使うとか心肺蘇生をせないかん、そんなようなとこまで持っていったらいかんがです。

その前の安全確認、監視体制、これをかなり重点的にやってもらいたいと、そういうふうに

思っております。その辺皆さんで徹底して、今シーズンの授業を進めていただきたい、このよ

う思います。

学校の水泳授業は、子供たちの将来のために絶対必要だと思います。人生の中で泳ぐことを

知らなかったら、これから大人になっても様々な危険な目に遭う可能性がありますので、その

ための学校での授業でございます。それで泳ぎを覚えて卒業するというか、大人になっていく

ような、そういうようなイメージでございますので、ぜひ実地の研修もお願いをいたします。

いろいろとお聞きをしましたけれども、あと一分ほどなので、私の質問を終わります。よろ

しくお願いします。

以上で前田和哉議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

この際、15時25分まで休憩いたします。

午後３時９分 休憩

午後３時25分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

一般質問を続けます。

続いて、松浦 伸議員。

議員番号10番、四万十立志の会の松浦でございます。議長からお許しを■10番（松浦 伸）

いただきましたので、通告に従いまして一般質問を始めます。

まず、市長の政治姿勢についてお伺いをいたします。

今議会でも数人の議員さんが、市長の政治姿勢、所信表明についてお伺いをいたしておりま

すが、再度確認の意味も込めましてお伺いをいたしたいと思います。

まず、１期４年間の取組として、５つの柱を上げておられます。４年間の間に成し遂げたい

取組について伺いたいと思います。

内容を読んでみますと、短期的に解決できるもの、また人口減少対策等中・長期的な目線で

取り組んでいかなければいけない様々な課題があるというふうに読ませていただきました。ぜ

ひこの１期４年間の間に成し遂げたい取組について、これだけというものがあればご答弁いた

だきたいと思います。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）
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昨日からですけども、様々な議員の方からもご質問をいただいておりますが、私としまして

は、まずは経済の活性化をしっかりと図っていきたい、そのように考えてます。その方法の詳

細につきましては、昨日から言っておりますけれども、流動人口を関係人口・定住人口につな

げていくための施策としまして、新しい働き方であるとか、新しい技術であるとか、そういっ

たものをこの地域にしっかりと取り入れていく。また、子育て支援そういったものに関しても、

これも人口減少対策にもなってまいりますので、そういった部分をしっかりとやっていく。ま

た、高齢者福祉に関しましても、病院・医療・介護様々問題ありますけれども、それも一つ一

つ丁寧にやっていきたい。また、防災・減災対策、それもしっかりとやっていく。そして、労

働力が減っていく中で、今の住民の皆様の行政サービスを維持していくためにも、この行政の

機構のプロセスの改革、また市民の皆様の声がしっかりと聞けるための施策というものに関し

ましてもしっかりと取り組んでいきたいと、そのように考えております。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■10番（松浦 伸）

これまで答弁いただいた内容だというふうに認識をいたしましたが、市長は、５つの柱とい

うことで上げられております。

一番最初に、産業の活性化的なことを持ってこられております。前中平市長のときには、１

期目はちょっと調べてないんですけど、２期目・３期目につきましては、市の総合計画に基づ

いた７つ項目がありまして、その順番に道路網の整備ですとか、コロナがはやっているときに

はコロナの対策といったことを一番最初に上げておられました。私は、山下新市長が一番最初

に産業振興を持ってきたというのに非常に期待しているんです。ここに何か意図するものって

いうのはあるんでしょうか、お聞かせください。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■市長（山下元一郎）

５つの政策につきましては、全て絡み合っておりますので、どれが優先順位があるとか、そ

ういうことではないんですけれども、私の思いといたしまして、様々な問題に取り組むに当た

りまして、やはり一定経済の活性化という部分が、私が得意とすると言うたら、ちょっと大げ

さかもしれないですけれども、今までやってきた知見やキャリア、そういったものを生かすに

当たってできるということで、一番最初に書いたというところではありますけれども、選挙戦

のリーフレット等を見ていただいてのことだとは思います。所信表明もその順番で入っている

んですけれども、本来であれば、５つ形の五角形でそれぞれが構成しているというような描き

方というのも考えたんですけれども、ページの構成上、読みやすさとか、そういった中で

ちょっと順番がそういうふうになっとるんですけども、特段優先順位をつけてはないですけど

も、僕としての思いは確かに入っているかもしれません。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）
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ありがとうございます。■10番（松浦 伸）

確かに様々な課題がある中で、総合的に取り組んでいかなければならないですし、優先順位

というのは、なかなかつけにくいというふうに感じております。ただ、市長おっしゃりました

ように、得意分野ということで、非常に市内の経済の活性化、産業の振興というところには、

期待するところでございますので、どうか４年間頑張っていただきたいと思います。

それでは、同じく所信表明の中でありましたが、読ませていただきますと、幅広く市民の皆

様からの情報提供を募り、市政に反映させるために市政懇談会を開催するとともに、ＳＮＳを

行政からの情報発信だけではなく、デジタル目安箱の機能として活用することも検討しており

ますということで、大西議員の先ほどの質問にも少しありましたが、今回の市長選挙を通じて

様々な地域・市民・住民の方のお声を聞く機会があったことと思われます。現職になると、な

かなかこういう活動というのはできないんだと思います。そういった中で市政懇談会を開催す

るということは、多くの市民の皆様の声を聞くということですので、非常に期待しているとこ

ろでございます。現在の構想的なものはあるのか、各地区に入られるということはおっしゃっ

ておられましたが、現在構想があれば、お聞かせ願いたいと思います。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■市長（山下元一郎）

１つは、やはり直接会って直接お話を聞くというのが、非常に一番いいと思っておりまして、

そういった意味で、先日下田地区のほうに一度入らさせていただいております。四万十市の場

合、いろんなエリアがありまして、それぞれの地区で持っている課題であるとか、そういった

ものも違います。そういった中で、各地域地域にそれぞれ入っていくということが非常に重要

になってまいりますので、今回議会が終わって、空いているところからもうすぐにでも入って

いくと。特に課題があるであろうとか、そういったことがあれば、優先的に入っていこうかな

とは思っておるんですけれども、そこは調整しながら、相手もあることでございますので、

こっちの都合だけというわけにはいきませんので、調整がつくところから順繰り入っていきた

いと。

ＳＮＳに関しましては、やはりとはいえ、なかなか全員の方と会うというようなことには至

らないという中で、一定の方向性としてそういった形が取れれば、幅広くご意見をいただける、

またこれは僕の所感なんであれですけども、なかなか若い人たちが、そういう集まりの中に出

てきてくれない、これはこちらの段取りの問題もあるかとは思うんですけれども、時間が合わ

なかったりとか、そういったこともあって、そういった部分に関しては、私としましてはＤＸ

ということも推進していきますので、そういった部分で、もしそういった若い子たちであれば、

そういったところから意見を取るというようなことも可能になってくるかと思っておりますの

で、そういった方法もしっかりと検討して、できれば早めにやりたいと思っております。

以上です。
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松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■10番（松浦 伸）

市長も公務で大変お忙しいと思います。ぜひ地域に入っていただいて、また若い方たちとの

ＳＮＳでの交流等も深めて、しっかりと市民の声というのを聞き届けていって、政策判断とい

うことをしていただきたいと思います。それについては、了といたします。

続いて、農業施策についてに移らせていただきます。

私も農業系議員ですので、幾度となく農業の問題について質問をさせていただいております。

吉田課長には、いつもご答弁をいただいておりますが、またかと思われるかもしれませんが、

どうか前向きなご答弁をよろしくお願い申し上げます。

ちょっと通告の順番と変えたいんですが、まず産業振興計画についてお伺いをいたします。

本市の四万十市産業振興計画は、現在バージョン２ということで、本年３月までの計画でご

ざいました。その後、バージョン３となるものが出るのかなというふうに考えたんですが、見

当たらなく、よく探せなかったんですが、これについてどうなっているのか、お聞かせ願いた

いと思います。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■企画広報課長（武田安仁）

現在、バージョン２については、当初令和６年度末までの計画でありましたけれども、総合

計画とまち・ひと・しごと総合戦略に併せて、令和７年度今年度末までの計画ということで、

期間を１年延長しているところでございます。

以上でございます。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■10番（松浦 伸）

ホームページで見ると、本年３月までということでございました。報告を受けたのも、多分

総合計画等は１年先延ばしということだったと思っておりました。ちょっと私の記憶違いだっ

たのかもしれませんが、１年先延ばしということで、その点については、理解をいたしました。

その計画の中身についてお伺いいたしたいと思います。

まず、産業振興計画バージョン２の目標値に対して大きく下回ったものについてお伺いをい

たします。どのような項目があるのか、またその要因、また考えておられる対策があれば、教

えていただきたいと思います。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

お答えをいたします。■農林水産課長（吉田貴浩）

産業振興計画におきましては、農業分野におきましても多様な観点から、数多くの目標を設

定しております都合上、この中で大きく下回った主なものにつきましてお答えをしたいと思い

ます。
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まず、１つ目が、しまんと農法米の生産量といったものでございます。

ＫＰＩ、需要業績評価指標で、単年度生産量を80ｔに設定をしていたところ、令和６年度の

実績は42ｔということで、達成率は52.5％にとどまっております。

下回った主な要因といたしましては、しまんと農法米の販路のほうが、確立できていない状

況を受けまして、生産量をＪＡのほうが抑制せざるを得なかったところが大きなところだと考

えております。

なお、令和５年度からは、販路拡大に向けました取組といたしまして、県アンテナショップ

等での外商活動を推進をしているところでございます。

２つ目が、しまんと栗の生産量でございます。ＫＰＩで単年度生産量を60ｔに設定していた

ところ、令和６年度の実績は18ｔで、達成率は30％というふうになっております。

達成率が大幅に下回った原因としましては、生産者の高齢化により、管理できなくなってき

たといったことや鳥獣被害による収穫量の減少、こういったものが上げられると考えられます。

なお、今後の対策といたしましては、目標値自体の見直しも含めまして、先ほど申し上げた

要因の解消に努めていきたいというふうに考えております。

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。一定理解はいたしました。■10番（松浦 伸）

それでは、ちょっと細かいところまで聞いていきたいんですが、この計画の中に戦略の柱と

して４項目上げられております。そして、施策とアクションプランということで、さらに詳細

な目標、アクションプランが掲げられているんですが、まずは新規就農者の確保・育成という

ことについてお伺いしたいと思います。

新規就農者の目標数、また実績についてお伺いしてもよろしいですか。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、お答えいたします。■農林水産課長（吉田貴浩）

まず、新規就農者のほうにつきましては、平成27年度から平成30年度の年平均が2.8人と

いったことであったことから、昨日からのいろんな質問でもありましたとおり、担い手不足、

こういった厳しい現状を踏まえまして、この数値のほうは維持していきたいというふうな考え

から、目標を１年当たり３名というふうに設定しているものでございます。

直近の実績といたしましては、令和５年度は１名、令和６年度は４名となっておりまして、

増減により目標値を下回る年度もございますが、おおむね目標を達成できている状況でござい

ます。

新規就農者については、以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

過去の実績からの目標値ということで、新規就農者の目標値は３人とい■10番（松浦 伸）
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うことで、実績としては、年数は別々で、１人、４人で、おおむね達成できているということ

でございました。

本市として、幡多地域の近隣市町村と比べて農業に対する施策というのは負けずにできてい

る、課長としてそう思われてますか。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

周りの他市町村、そこまで詳しく状況を把握しているわけでは■農林水産課長（吉田貴浩）

ありませんが、特に負けているというような、そういった認識はないというふうに考えており

ます。

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。負けてないという自負があるようでございます。■10番（松浦 伸）

では、ちょっと宿毛市さんを調べてたんですけど、１次産業の人数しか出てこなかったもの

で、黒潮町さんの例を挙げさせていただきたいと思います。

これは、新規就農者ではなくて、新規の農業従事者の数なんですけど、黒潮町さんは、目標

として令和５年が６名でございます。令和９年には７名という目標の計画を立てられて取組を

しておられます。やはり四万十市としましても、人口規模も違いますし、課長、先ほど負けて

ないというご答弁がございましたが、これはもっと高い目標を持ってしっかり取り組むべき

じゃないのかなというふうに私は考えておりますが、それについてのご所見をお願いいたしま

す。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

お答えをさせていただきます。■農林水産課長（吉田貴浩）

黒潮町の人数の集計の仕方とうちの人数の集計の仕方、先ほどもありましたが、若干違って

いるというところで、こちらのほうでも黒潮町のほうに確認をさせていただいたところでござ

います。黒潮町では、雇用就農等も含めて新規就農というふうにして集計しているというふう

にお伺いをしているところで、本市の目標や実績と単純比較することは難しいというふうに考

えております。

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

その点については、私も理解をいたしております。■10番（松浦 伸）

農業もやはりいきなり営農するよりは、従業員としてというか雇用として農業の会社に入っ

て経験を積んだ後に自立したい、そういう方も増えてきておりますので、その点については理

解をいたしております。

ただやはり３人というのは、少な過ぎるんではないかという認識を持っておりますので、ま

た計画はもとより、その実績に対しても今後新規就農者、農業従事者の方が増えるようなご尽
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力をいただきたいと思います。

続いて、認定農業者の育成というアクションプランもございまして、認定農業者についての

目標、また実績についてお伺いをいたします。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

認定農業者についてでございます。■農林水産課長（吉田貴浩）

認定農業者につきましても、平成30年度に139名といったことを踏まえまして、現段階での

目標値については150名という形に設定をしております。ちなみに直近の実績といたしまして

は、令和６年度は120名というふうになっております。

それでまた、新たな認定農業者というものは、毎年数名程度確保はできているんですが、高

齢化や健康上の理由から離農するといった方やまた認定農業者自体の更新を辞退する方もい

らっしゃるということで、トータルでは、近年では横ばいか若干減少の方向で推移していると

いうような状況になっております。

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

目標については150名で、実数は120名ということでございました。■10番（松浦 伸）

更新をされない方がいるということがございましたが、その理由については把握されておら

れますか。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

理由については、先ほどの高齢化とかそういったこともありま■農林水産課長（吉田貴浩）

すが、そういったことも含めまして担い手不足という、次にやってくれる人がいないだとか、

あとは経営的に、近年の物価高騰のあおりを受けてこれ以上やっていけないとか、そういうよ

うな要因もありまして、そういうような方もいらっしゃるということでございます。

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■10番（松浦 伸）

人それぞれだと思いますが、私のほうには、認定農業者になることによるメリットが感じら

れないというようなお声も聞いております。私も農業機械の更新等で、例えばお金を借りるよ

うなこともあるんですけど、なかなか農業系のＪＡさんはじめ、農業系の資金って非常に複雑

で、農業をしているのに農業のお金が借りにくいというような状況もあります。認定農業者で

あれば優遇されるとこもあるんですけど、やはりどうもそこら辺のメリットを感じてないなと

いう、私自身の実感もありますので、このことについては言うつもりはございませんが、そう

いった声もあるということをぜひ認識していただきたいというふうに考えます。

では、次の質問に移ります。

次に、４つの柱の中の最後の柱なんですが、農地の利用促進という項目がございます。これ
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についてお聞きしたいと思います。

まず、農地利用の円滑化という項目がありまして、その中に農地中間管理機構の活用という

ところが出てまいります。昨日の山下議員や鳥谷議員の質問にもありましたように、本当に耕

作放棄地っていうのが増えてきているなというふうに実感をいたしております。その中で農地

中間管理機構の役割というのは、非常に期待するところでもございますが、農地管理機構の活

用について、目標となる面積だったりとか、数値というのがあるのか、またその実績等が分か

れば、ちょっと自分で調べたんですけど、どこにあるか分からなくてよう調べられなかったの

で、それについてお聞かせください。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

お答えをさせていただきたいと思いますが、すみません、■農林水産課長（吉田貴浩）

ちょっと先ほどの答弁の中で訂正させていただきたいところがありますので、訂正をお願いし

ます。

栗の６年度の生産量の実績というところで、「18ｔ」と申し上げましたけど、正しくは

「15.5ｔ」で、達成率は25.8％ということでありますので、そこは訂正させていただきます。

それで、農地中間管理機構の活用についてお答えをさせていただきたいと思います。

これは、産振計画上の農地利用調整の施策のほうになると思います。

ただ、産振計画の中では、具体的な数値目標は設定されておりません。そのため農業委員会

のほうのちょっとデータのほうを確認させていただきまして、参考までにそのデータからお答

えをしたいと思います。

農地中間管理機構、そういったところを通じて、これまでに利用権の設定、農地を出して借

りて、そこをあっせんするといったことになると思いますが、そういった利用権の設定がされ

た農地は、平成27年度から令和６年度この10年間にかけて約80haが利用権設定がされている、

農地の調整がされているといった実績のほうがございます。

以上でございます。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■10番（松浦 伸）

実績についてなんですけど、目標とする数値っていうのは、ないんですか。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

目標数値については、ありません。■農林水産課長（吉田貴浩）

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。■10番（松浦 伸）

では次に、先ほど少し触れましたが、耕作放棄地の現状についてということでお伺いしたい

と思います。
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山下議員・鳥谷議員からもありましたように、私も非常に危惧するところでございます。例

えば、防災の観点からいわせていただくと、田んぼを作っていることによって、最近の線状降

水帯とか急な大雨による自然ダムの役割も、一定の排水口をつけなくても、効果があるという

ふうに考えておりまして、これが遊休農地、耕作放棄地になると、モグラの穴がいっぱい空い

て、もう水をストックすることができないような状況になっておりまして、本当に田んぼ一つ

一つの貯水量というのは知れたものかもしれませんが、それが流域の上から下まで重なってく

ると、非常に大きな自然ダムとしての効果も発揮できるんじゃないかというふうに感じており

まして、ぜひそういった意味からも耕作放棄地の解消には取り組んでいただきたいというふう

に考えますが、耕作放棄地の面積というのは、現状把握されているんですか、それについてお

聞かせください。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

お答えのほうをさせていただきます。■農林水産課長（吉田貴浩）

耕作放棄地については、農林業センサスのほうで確認はされておりまして、平成27年度につ

いては、たしか440ha程度が耕作放棄地として上げられております。ただ、耕作放棄地の数値

につきましては、2020年の農林業センサスから調査はされなくなっておりまして、統計データ

は平成27年が最後になっております。そういった意味で、本市のほうでは、正確な耕作放棄地

というものの把握はできておりません。耕作放棄地といった定義が、やっぱり農家のほうが今

まで耕作していた農地を、一定１年以上耕作放棄をして、その後数年間は耕作をしないといっ

た農家の意思といったところがありますので、実際は農家の申出によって耕作放棄地というも

のは今まで計上されていったようですので、実際、客観的に見て耕作放棄地なのか、農家が言

う耕作放棄地なのかというところで、ずれがあるというようなところがありますので、こう

いった統計数値は使われなくなったのかなというところはありますが、そういった意味で、本

市のほうでも耕作放棄地のほうの正確な面積というものは、つかんでおりません。

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

正確な面積はつかんでおられないということでした。ただ方法としては、■10番（松浦 伸）

あるんじゃないかなと思います。山下議員の質問だったと思いますが、今各地区で16地区に分

けて地域計画というのを策定しておられると思います。そういった中で筆ごとに確認している

と思うんですが、ここはどうだ、ここはどうだっていうことの明確なはっきりした情報が分か

るじゃないかなと考えております。

また、各地区には集落営農組織というのはないですが、そこの中でも営農組合の中で確認す

ること、お願いすることはできるんじゃないかなと思います。ぜひそういったところも活用し

て、把握していただきたいと思いますし、解消に向けての動きもしていただきたいなというふ

うに思います。
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耕作放棄地の解消という項目も出てくるんですが、これに対しての目標であったり実績とい

うのはあるんでしょうか。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

耕作放棄地対策ということで、産振計画のほうには明記のほう■農林水産課長（吉田貴浩）

はされております。先ほど申し上げましたとおり、数値的に、例えば何ha解消するだとか、何

ha再生するといった目標数値はございません。ただ、耕作放棄地の発生防止という観点から、

中山間直払いの制度だとか、あと多面的機能支払交付金のそういった制度を活用する面積を産

振計画で目標設定したときから維持していくという形のものは、数値的に出ております。それ

を直近の令和６年度の数値を確認させてもらいましたが、中山間直払い、多面的機能それぞれ

で、増減は若干あるんですけど、大体はおおむね維持できているというような、ひどくはなっ

ていないというような、直払いの中と多面的機能の制度の中では、数値的にはそれほどひどく

はなっていないというふうになっております。ただ、全国的に見ましても、先ほど言いました

農家の意思とも言いましたが、耕作放棄をする方は、かなりいらっしゃいまして、全国的にも

増加傾向ということになっておりますので、うちのほうでも把握はできてない、そういったと

ころは多分にあるというふうに考えております。

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

了解です。課長のおっしゃることは、理解をしました。了といたします。■10番（松浦 伸）

耕作放棄地が増えていくのは、やはりこれまでの米価の極端な低下、安値安定というところ

があったんだと思います。

また、昨年からの令和の米騒動と言われております現象の中で、私の住んでいる藪ヶ市でも

何件か耕作放棄地を作付しようという動きもあったようでございます。

また、西土佐地域では、栗の再生ということで、荒廃した農地に、元田んぼのところに栗等

を植えて再生を図っている状況でもあります。その点については分かりました。了といたしま

す。

では、先ほど課長からもありましたように、中山間地域等直接支払制度や多面的機能支払制

度の活用という項目もこのアクションプランには出てくるんですが、１期５年間の５期対策が

昨年度でいっぱいで、本年から６期対策ということで始まってくるんですが、これは国の政策

かなと思うんですが、何かこれまでと違った点というのを把握しているようであれば、教えて

いただきたいと思います。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

お答えをさせていただきます。■農林水産課長（吉田貴浩）

まず、中山間地域等直接支払制度というものは、農業の生産条件が不利な地域における農業

生産活動を継続するために、平成12年度から実施されているものでございます。令和７年度今
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年度につきましては、第６期対策ということで、１年目に当たっておりまして、先ほど議員の

ほうからもありましたが、変更点も幾つかありますので、そういったことも踏まえまして、各

集落協定等に向けた説明会を現在準備しているというふうなところでございます。

なお、昨年度までの５期対策の最終評価で、高齢化による協定参加者の減少、担い手やリー

ダー不足等により、活動の継続が困難な協定の増加や協定の廃止、こういったものが課題とし

て上げられておりますが、そういったことを受けまして、第６期対策では、ネットワーク化活

動計画の作成、こういったものが、体制整備単価の要件に組み込まれておりまして、その他ま

たネットワーク加算やまたスマート農業を活用すると加算が受けられる、こういったような項

目が新たに創設されているというふうなところでございます。

なお、ネットワーク化活動計画というものでございますが、集落協定が協働取組活動を継続

するため、複数の集落協定で連携した活動の実施や集落協定の統合、多様な組織等の参画と

いった方法を取り入れて作成するものでございます。

連携する取組や方法は、地域の実情に応じたものであって、効果的なものを選択していただ

くこととなります。

なお、これが今まで各集落協定それぞれ10割単価とか８割単価とかあったと思いますが、

10割をもらうための必須条件という形になっておりますので、こういったことを集落協定と話

しながら、何とか活動計画を作成して、引き続き多くの集落協定で10割単価を取れるような指

導というか、そういうことを市としてはやっていきたいなというふうに考えております。

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。ちょっと話が難しかったですけど、理解はしております。■10番（松浦 伸）

以前までの米価の安値安定の中で、この制度があることによって、これまで米の栽培を続け

てこられたという農家さんは、非常に多いことだというふうに思います。

また、先ほど申しました耕作放棄地の解消にも一役買っているからこそ、現状維持という数

値が出ているんだというふうに思います。

また、引き続き取り組みますように、申請等の手続のお手伝いをよろしくお願いいたします。

それでは、本市への米粉工場の建設についてということで質問をさせていただきます。

まず、市長にお伺いしたいんですが、本市への米粉工場の建設という動き、活動があるとい

うことについてはご存じですか、はいかいいえかで構いませんので。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

はい、米粉工場、具同地区のほうに建設を予定しているというお話に■市長（山下元一郎）

関しましては、承知しているところでございます。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。ご理解いただいているということでございました。■10番（松浦 伸）
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私も栽培というとこから言わせていただきますが、匿名希望のＴ君という方の熱意に感化さ

れまして、３年ほど前から米粉栽培を、今年で３作目なんですけど、米粉栽培を始めておりま

す。面積的には、昨年からちょっと増やして30ａ程度なんですが、西土佐地域でも昨年まで

50ａだったものが、本年の作付面積につきましては220ａというふうに伸びております。米粉

の需要というのもどんどんどんどん高まってきているというふうにお聞きをいたしております。

また、幡多地域でも作付等が広がっておりまして、やはり高知県西部の米粉の製造箇所とし

て本市に米粉工場の建設というのは、私たち生産者としても待ち望んでいるところでございま

すが、市長はこのことについてどうお考えなのか、まずはお聞かせください。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

これまでの経過も踏まえまして、また個人的ですが、自分も在■農林水産課長（吉田貴浩）

籍が長くなっておりますので、いろいろ経過を知ってますので、私のほうからお答えをさせて

いただきたいと思います。

当該計画につきましては、議員のほうからもありましたが、数年前から本市も関わりを持っ

ておりますが、当該計画は、実施主体の変更とか整備箇所の変更、様々な紆余曲折を経まして、

そういった経過を経まして、現在に至っているというところが現状でございます。参考までに、

進捗状況につきましては、昨年度から事業計画の内容や整備工場、米粉工場の仕様等について

情報共有を行っているところでございます。

本市といたしましても、当該事業の推進に当たりましては、国補助金、こういったものの活

用が不可欠でありますので、実施主体のほうから情報を聞き取りまして、その内容等を国の担

当者から、当該補助金の要件等について情報収集をしているといったようなところが現状でご

ざいます。進捗状況については、以上でございます。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

進捗状況についてということでご答弁がございましたが、それでは、市■10番（松浦 伸）

の関わりというところで、財政的負担というのは、本市として考えておられますか。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

現時点では、国の補助金を取っていくというような形で、国の■農林水産課長（吉田貴浩）

補助金だけということになれば、市の負担ということは、現時点では考えておりませんが、補

助金にもいろんなメニューがありまして、そういったような別の事業を活用するとか、あるい

は県の産振計画、市の産振計画、そういったものを活用した補助金というのも使えるというよ

うなことになってくれば、そういったところもある一定負担のほうを検討していかなければな

らないというふうに考えております。

ただ、事業自体が具体にこの事業を取るよというような、こういう具体性が出てこないとな

かなかそこら辺の検討はできてこないかなというふうに考えております。

以上です。
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松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

了解をいたしました。■10番（松浦 伸）

ちょっと思っていた答弁と違ったので、理解をいたしましたが、市長、お伺いしてもよろし

いでしょうか。米粉工場の建設によって、本市に与える経済効果というのも当然あることと思

います。雇用もある程度発生するでしょうし、先ほど幡多の中心のリーダーとして頑張ってい

くというようなこともあったと思いますが、高知県西部の活性化のためにも米粉の栽培、米粉

工場の建設というのは、非常に重要なことだと考えております。

また、米粉の栽培というのは、昨日もありましたが、みどりの食料システム戦略ですか、の

戦略にのっとった内容で、かなりの減農薬栽培ということで環境にもいい、持続可能な農業の

一つだというふうに認識しております。そういうことを踏まえた上で、もっと市として積極的

に関わってほしいなと思います。前中平市長も３月議会の退任のときにも、米粉工場ができな

くて残念だというようなこともあったと思いますが、ぜひ山下市長については、積極的に工場

建設について関わっていっていただき、幡多地域の活性化にお力添えをいただきたいというふ

うに思いますが、そういう意見を踏まえてご所見をお聞かせください。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

米粉工場が建設されるに当たって、また米の販路、またそういった部■市長（山下元一郎）

分も大きく増えてくると思いますし、そこから派生する米粉を使った新しい産品であるとか、

そういったものにも大変有意義な仕事になると思いますので、ぜひ民間の方々としっかりと協

力をして前に進めていきたいと思います。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。力強いお言葉をいただいたと認識いたしました。■10番（松浦 伸）

しっかりとした事業計画を多分持ってくると思いますので、ぜひこれまで以上にスピー

ディーに事が進むと思いますので、またご尽力のほどよろしくお願い申し上げて、この質問に

つきましては、了といたします。

次に、本市の米販売価格、農業振興についてということで、昨日も川村一朗議員が質問をし

ておりまして、その答弁の中で一定理解をいたしましたので、米販売価格の認識ということに

ついては、一定理解をいたしました。

ＪＡの買取り価格が、令和５年度は5,863円で、昨年については１万249円とかなりの値上が

りをしております。本日もお昼のニュースでやっておりましたが、やはり米の価格っていうの

は、２倍を超えているような状況だと、全国平均でもそのような状況だということでございま

す。ただ、生産者の私からいわせていただきますと、ちょっと今の米の単価、値段というのは、

異常だというふうに思います。確かに消費者の買い控えとか、そういうことが起きてもおかし

くないなというところでございます。その中には、様々な理由もあるんですが、これだけ米が

上がっている理由について、市はどのような認識を持っているのか、お聞かせください。
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吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

米の販売価格が上がっているということで、昨日の川村一朗議■農林水産課長（吉田貴浩）

員の質問の中でもお答えをしてまして、また今ニュース等でさんざん報道もされてますので、

自分から申し上げるまでもないんですが、ちょっと流通の関係でどうしてもどうかなというと

ころがありまして、流通がうまくいってないのかなといったところと、あとは昨年度、その前

とかにもなるかもしれませんけど、猛暑の影響だとか、そういったところで米の生産量等にも

影響が出ているのかなというふうに考えております。そういったところを踏まえまして、あと

昨日から言っているように、物価高騰、そういったとこの影響も受けまして、お米の単価、販

売価格は上がっているというふうに考えております。

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。確かに課長おっしゃるように、毎日のようにテレビ報道■10番（松浦 伸）

がされておりまして、どうして高くなるのかということもいろいろニュース等報道もされてい

るようでございます。ちなみに実例を言いますと、私は、令和６年産米が最高値で8,800円で

した。ちょっと安過ぎました。ＪＡに出荷してなくて、親戚の米屋さんであったり個人との取

引であったりということで、そういった価格でちょっと安く売り過ぎたなという感じがしてお

ります。

続いて、物価高騰対策についてお伺いをいたします。

今議会でも物価高騰対策ということで、事業名は農業経営費高騰対策支援ということで、財

源が物価高騰対応地方創生臨時交付金ということで、予算額1,140万円ということで予算書に

上がっておりますが、これは今国会で一種のばらまきではないとそういうふうに認識してもよ

ろしいですか。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）

お答えをいたします。■農林水産課長（吉田貴浩）

ばらまきということですが、最近そういったニュースが出ておりますが、この支援策につき

ましては、当初予算のときから検討をしているところですので、決してばらまきではないとい

うふうに考えております。

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

当初予算から考えているということなんですが、私は国の補正があって■10番（松浦 伸）

こういうお金ができたので、急遽給付というか、支援としてやるのかなというふうに考えてお

りましたが、どういう対策に使っていくのかという考える時間がかなりあったということでよ

ろしいですか、当初ということであれば。

吉田農林水産課長。■議長（宮﨑 努）
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臨時交付金のお話につきましては、昨年度中に国のほうから各■農林水産課長（吉田貴浩）

市町村のほうに通達というか、下りてきておりまして、その中で当初予算で計上するのか、６

月補正で計上するのかといったようなところで、予算査定の中で検討した上で、緊急性が必要

な場合は当初予算で、それ以外のものというか、市長改選期というところもありましたので、

そういったところも踏まえまして、そういったような区分けをしているような状況でございま

す。

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

理解をいたしました。■10番（松浦 伸）

確かに物価高騰支援ということでこれを見ますと、１事業経営体１者につき３万円、認定農

業者であればプラス２万円の加算ということで５万円ということなんですが、確かにいただけ

るとありがたい、うれしい思いはありますが、物価高騰によっては、農家さんだけではなくて、

商売されている方もそうでしょうけど、いろんな経営努力をしているわけです。例えばさらに

安い資材を買ったりとか、資材を削って、さらに何か代わりになることをやったりとかという

ことをしております。確かに昨今の物価高騰というのは、異常なんですけど、それに対応して

経営努力している私たちからすると、何かもうちょっと考えてほしいなという思いがありまし

て、あえて苦言を言わさせていただきたいんですが、我が家で申しますと、昨年京都卸売市場

と大阪卸売市場、２か所農家として行ってきたんですが、市場さんの言うことによると、価格

転嫁は徐々にできてきておりますということでございました。確かに昨年、私作っております

米ナスでいいますと、例年の単価の1.6倍から1.7倍、これは需要と供給のバランスもあって、

非常に高値安定で物がよく売れました。私も今年の税金は、大変なことになっております。そ

ういう経営努力をしていった中で利益を上げれた、単価がよかったというのもあるんですが、

やはりもうちょっと要因を、あっほならすぐ給付金というか支援金というのじゃなくて、ある

一定もっとひねった構想等をもともと持っていた中で、こういうお金があるのなら、そういう

ところの制度をつくるとかっていうところにもしていっていただきたいなというふうに思いま

す。これについての答弁は、ちょっと求めません。

続いて、時間もありませんので、観光施策についてお伺いをいたします。

本市バーベキューの推進についてお伺いをいたします。

本市のバーベキューのＰＲ推進について、現状と今後の推進方法があれば教えていただきた

いと思います。

遠近観光商工課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、議員から質問のありました本市バーベキューの現状■観光商工課長（遠近由幸）

と推進についてお答えをいたします。

本市では、令和２年度からしまんとリバーベキュープロジェクトという団体を立ち上げまし
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て、バーベキューを切り口に、農林水産業・商工業の振興、さらには地域振興を図り、生産者

である農家等の所得向上、地域での雇用確保、交流関係人口の増加、観光閑散期対策等、活力

ある地域を目指して官民一体で取り組んでいるところでございます。

事業推進に当たりましては、まず西土佐地域でノウハウの習得を行うために、令和３年度に

道の駅「よって西土佐」及び星羅四万十にバーベキュー施設を整備しておりまして、その利用

者は、令和４年度が62人、令和５年度が234人、令和６年度が392人と増加傾向にあります。

さらに、バーベキューに関する新商品をこれまでに14商品開発しておりまして、地域内の事

業者が製造・販売を行っておりますけれども、商品販売額は、令和５年度が約97万円、令和６

年度は約134万円とこちらも増加傾向にございます。このほか、小学生を対象としましたバー

ベキューの講演会やバーベキューコンテストの誘致、それからチラシやポスター、ホームペー

ジでのＰＲ、バーベキュー推進に向けた様々な活動を行っておりまして、取組の成果が着実に

現れてきているのではないかと感じているところでございます。

また、今年３月には、アメリカで行われました世界大会におきまして、道の駅「よって西土

佐」の担当者が世界２位に、皆さんもご存じだと思いますが、輝いております。これを弾みに

四万十市のバーベキューを盛り上げてくれるのではないかと期待をしているところでございま

す。

一方で、バーベキューを提供する際には、専門的な知識・技術を要するため、推進拠点であ

ります道の駅「よって西土佐」のリバーサイドバーベキューは、通常業務もある中で、職員１

名が対応しているという状態にありまして、現状で対応できる人材の確保が、喫緊の課題と

なっているところでございます。

今年度は、道の駅「よって西土佐」の従業員も新規に１名雇用しているほか、市としまして

も、バーベキュー推進をミッションとした地域おこし協力隊を募集しているところでございま

して、人材不足の解消を図りながら、バーベキューのさらなる推進に向けた支援を行っていき

たいと考えているところでございます。

以上でございます。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

様々な取組を行っていただいているということで理解をいたしました。■10番（松浦 伸）

その中で１点あったんですけど、毎年冬ですか、行われてますバーベキューのコンテスト、

これについて少しお伺いをいたしたいんですが、これまで産業振興関係のお金があって、様々

な四万十牛とか高級な素材等が買えていたんですが、それがなくなるというようなお話を少し

耳にしたんですが、これについてはご存じですか。

遠近観光商工課長。■議長（宮﨑 努）

すみません、ちょっと詳細につきましては、理解はしてないと■観光商工課長（遠近由幸）

こなんですけども、今年から「よって西土佐」のほうが事務局になっておりますので、あとコ
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ンテストを誘致するということであれば、相談しながら実施に向けての協議をしたいと思って

いるところでございます。

以上です。

松浦 伸議員。■議長（宮﨑 努）

通告になかったので申し訳ございません。私も急遽ちらっと耳にしたも■10番（松浦 伸）

のでお伺いいたしました。

課長からご紹介もありましたように、昨年アメリカで行われましたバーベキューの世界大会

で世界第２位という、本当にこれは欧米の方にすると快挙らしいです。アメリカで大谷翔平選

手もメジャーリーグで活躍しておりますが、もしかすると、それに次ぐ欧米の方のびっくり度

だったのかもしれません。まさか日本人がという声が会場内でよく聞かれたというふうに考え

ております。あちらの土俵で、欧米人向けの味つけに仕上げた、焼き方等で勝負して、世界第

２位という立派な成績を収められたことでございます。また、その方の技術とかも生かしなが

ら、バーベキューの推進に今後も取り組んでいただきたいと思います。

また、私と瀨議員は、中級インストラクターの資格を持っております。また、執行部の皆

さんも取っていない方はぜひ取っていただいて、バーベキューの推進等にご活躍いただければ

と思います。

以上で私の一般質問を終わります。

以上で松浦 伸議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

お諮りいたします。

本日の会議はこの程度にとどめ、延会いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、本日はこれにて延会することに決しま■議長（宮﨑 努）

した。

ご苦労さまでございました。

午後４時24分 延会
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午前10時０分 開議

おはようございます。これより本日の会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

～～～～～～～～～～～～～～～

日程に従い、一般質問を行います。■議長（宮﨑 努）

川渕誠司議員。

おはようございます。■９番（川渕誠司）

日本共産党の川渕誠司です。一般質問を行います。

まず、市長の政治姿勢について質問をいたします。

初めに、南海トラフ地震対策についてです。

今年に入り、これまで30年以内に70から80％と言われていた南海トラフ地震が起こる確率、

80％に引き上げられました。また、10年ぶりに被害想定の見直しもありました。県は、来年３

月に独自の想定を発表するとしていますけれども、国の想定では、高知県の死者数は、前回よ

り3,000人減ったものの４万6,000人です。負傷者は何と９万9,000人、前回の２倍となってい

ます。南海トラフ地震への対策は、まさに待ったなしであって、市政において最優先課題であ

ろうと考えます。

市長は施政方針の中で、南海トラフ地震対策を主要課題として取り上げて、その柱に事前復

興まちづくり計画を掲げておられます。私もこれを非常に重要なものと考えておりまして、早

く着手するようにとこれまでも何度も質問してまいりました。市長が、事前復興まちづくり計

画を柱として掲げた思い、その重要性をどのように認識されているのか、お答えください。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

おはようございます。■市長（山下元一郎）

お答えさせていただきます。

今回の施政方針でもありますけれども、この事前復興まちづくり計画の策定というのは、私

としましても非常に重要なことだと考えております。私の公約の中でも掲げておりましたけれ

ども、この防災・減災対策、その中のソフトの事業という部分においても非常に重要な備えと

なりますので、こちらしっかりと進めていきたいと思います。

過去の災害を見ましても、多くの職員さんが被災する中で、復興計画の策定と住民の合意形

成、そういった部分に関してそれらの調整に多大な時間を要したことで、それに対して復興が

遅れてしまったと、そういうようなことも聞いておりますので、この町の再建につきまして、

事前に準備をしっかりとしておく、そういったことをすることが重要になってくる、こういっ

た課題も浮き彫りになっていると、そういうふうに考えておるところでございます。

本市でも、南海トラフ地震が発生した際には、津波被害という部分におきましてもあります

けれども、それ以外でも土砂災害によって山間地が多く孤立したりとか、そういった部分で、

高知県の中央のほうから距離がありますので、立地条件からいたしましても、国等からの十分
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な支援というのに時間がかかる、そういったような復興への道のりが険しくなるということも

ありますので、いろんな多彩な災害リスクというのを考慮した上で、被災後の復興のまちづく

りに向けて事前の準備を進めていきたい、そのように考えております。

このことから、被災地の復興まちづくりについての事前準備として策定する復興まちづくり

計画につきましては、本市の重要な計画の一つと位置づけておりまして、国や県の方針に基づ

きまして、市民の皆様の命、なりわいをつないでいく、そして新しい町の姿を描くグランドデ

ザインの柱として、住民一人一人が希望を持って住み続けることができる持続可能な四万十市

とするため、重要な施策として位置づけてやっていきたいと思っております。

以上でございます。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

私も全く市長が言われたとおりだと思います。ぜひそういう方向で、こ■９番（川渕誠司）

れしっかりつくり上げていってほしいなと思います。県や国ともということがありましたけれ

ども、県は南海トラフ地震対策行動計画の第６期を発表しています。そこで、事前復興まちづ

くり計画策定を通じて、被災地域の再建後の姿をあらかじめ共有しておくことの必要性を強調

しています。市長が言われたとおりなんですね。そこの後に、私非常に重要なことがあると思

うんですが、実施可能な事業については、究極の事前防災として着手することも必要だと書か

れております。その一つが、要配慮施設の高台移転だと思うんですけれども、県の行動計画を

見ますと、社会福祉施設等の高台移転については、これまで４施設のみで、達成率僅か３％し

かないんですけれども、保育所・幼稚園等の高台移転では、32の施設が実現をしております。

86.5％の達成率となっています。

それに比べますと、本市においては、非常にこれは後れていると。今現在、津波浸水区域に

ある保育所がまだ３園残されていると。やはり、究極の事前防災として、今県下が進めている

この保育所の高台移転というものを本市でも今すぐに実現すべきではないかと思いますが、市

長のお答えをお願いいたします。

中脇子育て支援課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、保育所・幼稚園部分につきまして私のほうから高■子育て支援課長（中脇弘樹）

台移転の必要性について答弁をさせていただきます。

地域防災計画における要配慮者施設という用語に関しましては、医療・介護施設のように、

寝ている入所者をベッドのまま避難させる必要性のある場合から、保育所のように、保育所の

指示あるいは事前の訓練により、児童が自己判断で避難できる場合まで、対応状況に大きな幅

がございます。したがいまして、要配慮者施設の高台移転の必要性は、施設の管理者が判断す

べきものであり、施設の種別だけではなく、当該施設の利用者の能力や立地条件など、当該施

設の避難の難易度によっても判断が施設ごとに様々異なってまいると考えております。

そこで、ご質問の保育所につきましてでございますが、耐用年数や老朽度等を踏まえて、随
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時建て替え等の対応を現在行っているところでございますが、現在の被災想定やハザードマッ

プに基づく各園の避難対応等から総合的に判断いたしますと、建て替え時等に高台移転を検討

しなければならない保育所は、今のところないと考えているところでございます。

なお、県の取組として、保育施設等の高台移転に関する補助があり、通常の建て替え時にお

いては、より安全な適地等の検討を行い、移転が望ましいと判断されれば、同補助を活用でき

るということは聞いているところでございます。

また、民間保育所等が建て替え等を検討する場合にも、県補助の活用を含め、市として必要

な相談支援を行うこととしているところでございます。

以上です。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

今、課長は、今上げる必要性を感じてないと、上げないということに■９番（川渕誠司）

なっていますけれども、市長も同じ考えでよろしいですか。市長、ぜひ考え聞かせてください。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

現在、四万十市の中でハザードマップを作っている中で、津波だけではないですけども、一

つ今多分津波というところになったんですけども、そういったことに関しては、現状、想定す

る時間等々で避難ができるということがあれば、そういった部分ところも加味してやっていか

ないといけない。それは、準備していく中で、命でありますから、それを絶対守っていかない

といけない、それはそのとおりなんですけれども、全てが全てお金もかかることでございます

し、順番にということにはなっていくのが現状であろうかと思います。そういった中で、かと

いってあした来るかもしれないこういった状況の中で、命を守るためには、やはりそういった

複合的に建物の移転だけではなく、どうやって命を守るかということも含めてやっていくとい

うことが重要になってくると私は考えております。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

県が９割近く進めてきた事業ですよ。四万十市だけこういう状態では、■９番（川渕誠司）

市民も納得しないと思うんですね。先日６月８日でしたか、市長と下田地区の住民懇談会があ

りました。私も参加をさせていただきました。下田小学校の高台移転の件で住民の思いを聞く

という会だったと思いますけれども、住民からは、ぜひ保育所も存続して高台に上げてほしい

という意見がたくさん出されました。市長はそのことに対して、保護者だけの意見で決めてし

まわないで、地域にも意見を聞くべきだということについてはそのとおりだと思うと。市役所

もこの点については反省しなければならないと述べられました。また、下田の中で、住民が

しっかりコミュニケーションを取って、こうしたらこんなことができるんじゃないかというの

を下田でつくってほしいと、意見を上げてほしいと、そこまで言われましたよね。ぜひそうい

う住民の方に市長が寄り添う姿というのは、住民は大変喜んでおられました。そういった点で、
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ぜひ下田保育所の高台移転、実現してほしいと思います。保護者の皆さんは、現時点では竹島

保育所へみんなで移るという考えも持っておられたようですけれども、竹島保育所も実は津波

浸水区域なんですね。今、この周辺地域、幡多地域見ましても、ほとんどそういうところは一

緒にして高台へ上げていってます。宿毛も大月も清水も黒潮町もそうですよね。そういった点

で、これはもう当然、下田や竹島、両方の保護者や地域住民の納得と理解が必要ですけれども、

もしそういうことがやられるのであれば、下田と竹島が一緒になって高台移転をするというこ

とも一つの方法としてあるんではないかなと思います。ぜひそんなことも考えてほしいと思い

ますが、その点、どうですか。市長、お考えありますか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。下田地区に関しましては、先日入らせていた■市長（山下元一郎）

だいて、様々なご意見をいただいて、その上で私として意思決定を今後進めていくという今段

階でございます。そういった中で、保育所につきましても、確かにそういったご意見いただき

ました。保育所に関しましては、おっしゃるとおり、今後合併といいますか、一緒になってい

くというようなことも当然あり得ることだと思います。そういった中で、必要なことがあれば、

そういったことで進めていくというのは、先ほども言ったとおりでございます。しかしながら、

今竹島小学校に関しましては、津波想定の中で30分という予定になっておりますので、もちろ

んこれが絶対かどうかというところに関しては分からないところではあるんですけれども、し

かしながらそういった中でそういった想定も含めて、完全に命をどうやって守っていくか、も

ちろん完璧ということを目指しつつやっていくのは重要なことでありますけれども、そういっ

た中で、今できる限り、範囲内でしっかりと進めていくことが重要になってくると思います。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

県の計画の評価及び今後の方向性というところで、要配慮施設の高台移■９番（川渕誠司）

転の欄ですね、保育所・幼稚園等の高台移転は、おおむね計画どおりに進捗をしてきたが、適

地の確保や財政負担が過大となり、移転時期が未定の施設がありますと。けど、引き続き高台

移転に向けた支援を行い、子供たちの命の安全確保を図りますと書かれているんですね。県は

そういう方針ですよ。ぜひ県の方針、しっかり県ともコミュニケーションを取りながら、これ

は進めていってもらいたい、そのように思いますので、どうかよろしくお願いをいたします。

続いて、中山間地域の振興について質問をします。

中山間地域は、平野の外縁部から山間地にかけての地域を指します。ただ、四万十市全体を

中山間地域とする考え方、捉え方もあるようですが、ここではいわゆる都市部、中村の町、東

山・具同を除いた地域を中山間地域として質問をしていきたいと思いますので、よろしくお願

いします。

中山間地域、四万十市の地域で、どこも重要な役割を担っていると思うんです。この都市部

を除いた中山間地域の役割というのは、市長はどのようにお考えですか。
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山下市長。■議長（宮﨑 努）

中山間地域の役割ですけれども、国土の保全、また水源涵養、洪水土■市長（山下元一郎）

砂災害の防止、景観、生態系の保全など、多面的・公益的機能の重要な役割を担っているもの

と考えております。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

私もそのように考えておりますし、県もこのことについては相当大きな■９番（川渕誠司）

力を入れようとしています。ここに県の中山間地域再興ビジョンを持ってきているんですけど

も、そこにどう書いてあるかということなんですが、これ昨年策定されたんですけども、早く

も今年の３月には、バージョン２を出しているんですね。それだけでも県の力の入れようが分

かります。その基本的な考え方として、県土の９割を占め、県民の４割が暮らす中山間地域の

再興なくして県勢浮揚はなし得ないと書いてます。そのためには、県と市町村が連携をして、

中山間地域の若者と子供の人口のこれ以上の減少を食い止め、増加に転じさせることで、人口

の若返りを図り、持続可能な人口構造へと転換することが何よりも重要であることから、ビ

ジョンの目指す姿の中心に、若者の人口増加を掲げ、少子化対策と一体となった新たな中山間

対策を推進しますというふうにありました。これ中山間地域に若者が定着して新しい生命が生

まれてくる、そういう環境をつくるということですよ。そうすると、どう考えたって、そこに

は小学校、学校とか保育所が必要だと思いますが、市長はこの点どう思われますか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

県の中山間地域の定義におきましては、多分先ほどの川渕議員が言われたことではなく、四

万十市全体も中山間地域という位置づけの中で多分策定されているものだというふうに私は理

解をしておりますが、保育所や小中学校の中山間地域の振興における必要性については、私と

しては、まず第一に子供、また保護者にとって望ましい保育・教育環境というのを整えていく、

そういった部分が絶対に必要な視点であるかというふうに考えております。保育所というもの

に関しましては、お子様を安心・安全な環境で預かることができれば、保護者の社会的な経済

活動を支援する、またはお預かりした子供たちの保護者に代わって育成をする、特に生きる力、

そういったものの基礎を教えることを目的としている。そして、小中学校につきましては、知

識だけでなく、社会性等の教養を育みまして、自立して生きていける力を養う、そういったも

のが本来の目的であるというふうに理解をしております。

そういった中で、時代の変化とともに、学校と地域の在り方というのも変わってきていると

いうのは感じておりまして、現在の動向としては、持続的な地域社会をつくるため、学校と地

域がパートナーとして共に子供を育てる、共に地域をつくる、そういった理念の下、両者が連

携・協働して取組を進めている、そのように思っております。

今申し上げた目的を達成する取組の中で、地域に様々な影響や効果というものをもたらすと
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いうことは、私も十分に理解をしておりますけれども、やはり学校や保育所の本来の目的の達

成というものも非常に重要と考えております。そういった中で、人口減少が進む地域に子供た

ち、集う施設があり、これらの施設が地域に開かれた行事を行うことで、地域に住まう人々の

にぎわいや癒やしといった効果があるということを否定するものではないんですけれども、こ

れらの効果と引換えに、ご家庭が望む環境で、子供が育成がもしなかなかできないというよう

なことが起こらないように、特に小規模校につきましては、中山間振興という視点だけではな

く、やはり子供たちの教育施設としての本来の目的をきちっと確保していく、そういった視点

が非常に重要になってくると考えております。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

今、中山間地域見てみますと、中学校が残っているのは西土佐地域だけ■９番（川渕誠司）

ですね。あとの地域は姿を消しました。小学校は、ないところもありますけれども、辛うじて

今残っている状態が多いと思います。今問題なのは保育所なんですね。保育所については、今

現在まだ残っている部分がありますが、まさに今、統廃合というか、存続を話し合われている

園が幾つもあります。これどっかで止めないと、このままずっと行きますと、中山間地域から

一切そういうものはなくなってしまう。それが、中山間地域の振興にとってどうなのかと、子

供たちいなくなっていいのかということですよね。ぜひその点を考えて、今までと違う流れも

つくっていただきたい。保護者にとっていい条件だということをお話しされましたけども、実

は中央、都市部はいい条件のところが多いんです、圧倒的に。しかし、中山間地域と言われる

周辺部は、これまでは充実したものが中心部に比べればやっぱり足りないんですよ。延長保育

のことについても、土曜の保育についてもそうです。そういったものがもっと充実していれば、

これまでも残ったかもしれないなと思うことがあるんです。ただ、そういう流れにざっとなっ

てしまっているので、保護者は先回り、先回りして、子供たちが寂しい思いをしないようにっ

て先に先に行動してしまっている部分があるんです。この流れを市長が変えていただいたら、

逆に町から周辺部へ子供を送るぐらいの勢いでやってもらったら、これ流れ変わってくると思

うんですよ。中山間地域もこれからどんどん振興していく、すばらしいさっき役割をおっしゃ

られました。そういう役割を持った地域なんです。そこには、人がいないとそれができないん

ですよ。このままでは人がいなくなりますから、ぜひ市長、四万十市の得手というか得意な部

分３つあるということを言われました。その３番目に人を上げられましたよ。人は大事です。

人を中山間地域から町へ移動させるような流れはぜひつくらないでいただきたい。

そういった点で、再度お尋ねしますけれども、中山間地域の振興にとっての学校・保育所、

もう一度お考え聞かせていただいて構いませんか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

先ほどもお答えさせていただきましたけれども、地域に保育所・学校■市長（山下元一郎）

があるということが、その地域のにぎわいや癒やしという部分に一定の効果があるということ
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は理解をしておりますけれども、私としましては、子供、そして保護者の方々の教育環境とい

う部分の視点も併せてやっていくということを進めていきたいと、そのように考えます。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

今までは、そういう教育環境の部分が、比較的周辺部のほうがおろそか■９番（川渕誠司）

になっていたということがありますので、そこをぜひ改めていただきたいというのが私の意見

です。その点もよろしくお願いいたします。

続きまして、大学誘致事業の検証に話を進めていきたいと思います。

市長は、市長を目指されたわけですし、四万十市の市政については大変関心を持たれておっ

たと思いますので、この大学誘致の動きに対しても、恐らく関心を持って見ておられたんでは

ないかと私は推察いたします。また、前市長とも引継ぎがしっかりされていて、内容は一定程

度お分かりになっているというふうに私は判断をいたします。

そういう中で、これ最終的に大学誘致は頓挫をしてしまったわけですけども、この事業につ

いて、何が問題だったとお考えでしょうか、あるいは特段の問題はなかったというふうにお考

えになるのか、市長の所見をお伺いします。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

大学誘致に関しましては、私としましては、下田地区に今四万十市から流出している世代が

また入ってくるということで、大変期待をしておったというところが私のところでございます。

そういった中で、こういった形になったことにつきましては、引継ぎとして様々な資料等も読

ませていただいたところではございますけれども、はっきりとしたことに関しましては、先日、

裁判のほうをやるということで訴状を提出したというふうに聞いておりますので、そういった

中で、本来あるであった、どうしてこうなったかということに関する問題につきましては、

はっきりしていくんではないかというふうに思っております。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

裁判の中ではっきりしていくんではないかということで、裁判について■９番（川渕誠司）

は後で触れますけれど。私は、この事業で一番の問題点は、二律背反する課題を、保護者や地

域住民に押しつけてしまったことだと思っています。中学校存続か、大学誘致か、保護者や住

民はその選択を迫られたんですよ。これは、分断を生むので、行政としてはやってはならない

ことではないですかとこの場で訴えました。市長も、確かにそのことが一緒になって進んでい

ることについては、申し訳なく思っているというふうに前市長も言われましたけれども、結局

はそういう形で進んでいって、今現在に至っているわけです。私は、この事業から酌み取るべ

き教訓の一つとして、地域住民を本当に大事にして、保護者も大事にして、しっかりコミュニ

ケーションを取って進めることだというふうに考えますけれども、それがやっぱり決定的に足

りなかったと私は思っていますが、市長、どうですか。
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山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

中学校の統合と大学誘致のことに関しましては、私がいただいている情報の中では、中学校

の統合と大学誘致というのは、時期がちょっと重なった部分がありますので、一定住民の方で

うまく伝わってなかった。別というふうに私のほうは聞いております。中学校は統合するとい

う話と、大学を誘致するという話に関しましては、別の話だというふうにまず聞いております。

その上で、しかし今そういったようなお声が上がるということは、川渕議員がおっしゃるとお

りに、コミュニケーションの不足があったと、十分なコミュニケーションができていなかった、

そういうふうなところはあると思いますので、今後はそういったことのないように、しっかり

と地元とコミュニケーションを取りながら物事を進めていく、そういった姿勢でやっていきた

いと思います。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

別のことだと言われますけど、確かに別々に進んでいたと思うんですよ。■９番（川渕誠司）

だけど、あるときそれを一緒になってしまったんじゃないですか。だって、下田中学校を残し

たいということで進んだら、大学誘致は実現しない、大学誘致を通ったら、下田中学校は存続

できない、そういう関係性をつくってしまったわけですよ。最初は、もともとあそこに造ると

いう話じゃなかったんですから。最初は、有岡の建物を拡張して、そこへ造るということでし

た。そのときは全然反対してなかったんです、私たちも。けれども、いつの間にか下田の中学

校を使って大学を造るってなっちゃったもんですから、地域はびっくりですよ。どうするんだ

ということで、本当にこれ分断起きたんですよ。泣きながら私のところに来る人、いっぱいお

りました。もう本当に大変でした。ぜひ最後のところは非常によかったと思います。住民と保

護者としっかりコミュニケーション取ってやっていくんだと。だから、今後はそういう方針で

いくということで、それを本当に徹底してやってください。同じ過ちを二度と繰り返さないよ

うにぜひお願いしたい、そのことを申し上げておきます。

続いて、５月13日に市はこれまで共に大学誘致を進めてきた学校法人に対して、補助金の返

還と損害賠償を求めて提訴をしましたね。市が高知地裁に提出した訴状の内容というのは、今

年５月２日に第１回の臨時議会がありまして、そこで出された「第４号議案」の訴えの提起に

書かれている１から４と全く同じ内容と考えてよろしいですか、確認です。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

その提訴に提出した訴状においては、大学誘致の経過、学校法人等の■市長（山下元一郎）

責任の根拠について詳細を記載しております。その内容については、５月２日の臨時議会で議

決いただいた補助金返還、損害賠償請求に当たっての請求の趣旨、請求の原因の内容とは変

わっておりません。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）
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分かりました。これと内容が一緒だということで確認をいたしました。■９番（川渕誠司）

そこで、訴えの相手方、いわゆる被告については、学校法人京都育英館理事長の松尾さんと

いうことになってますけれど、これ原告というのは、どういうふうな形で出ているんですかね。

四万十市が原告ですか、四万十市長、当時の中平市長が原告なんですか、どういうふうになっ

ていますか。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

原告側としましては、四万十市長中平正宏ということで訴状を■企画広報課長（武田安仁）

提出しておりますので、それを現山下市長に変える手続を現在行っているところでございます。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

よく分かりました。■９番（川渕誠司）

そうしましたら、市長は、今後市のトップとして、この裁判に対応しなければならないと思

います。裁判にどういう態度で臨まれるのか、その基本姿勢と市長なりの裁判の展望について、

現時点でどのように考えておられるのか、お答えください。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

裁判に挑む基本姿勢につきましては、私も引継ぎで文書等はいただいておりますけれども、

やはり顧問弁護士の方と詳細に打合せをしながら、市として法人を不法行為に、過失があった

という認識の下、補助金返還と損害賠償請求の提訴をしているというふうに理解をしておりま

すので、今後裁判の中で、市の主張が認められるように最善を尽くしていくというふうに今の

ところ考えております。

今後の裁判の展望についてですけれども、法人側の不法行為と市の損害賠償の因果関係を立

証するということが必要になってくるとは思いますので、裁判が長期化することを今懸念して

いるところでございます。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

これは、裁判になったら、当然市長も法廷に立たれて発言をされる、こ■９番（川渕誠司）

れまでの経過を述べられるということはあるんですかね。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

そこに当たりましては、今の段階ではお答えできません、分かりませ■市長（山下元一郎）

ん。すみません。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

この裁判の責任者として、これまでこの間質問された方がありまして、■９番（川渕誠司）

検証はどうするんだと、第三機関をつくってしてはどうかという意見もありましたけど、市長

はそのつもりは今ないということなんですが、裁判に当たるということも含めまして、市長自

らがこれまでの内容をしっかり精査をして、裁判に臨んでいただきたい、そのように思います
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が、それでよろしいですか。

うなずいていただきましたので、次へ進めていきたいと思います。

本当に大事な裁判です。ただ、非常に難しい裁判にはなろうと思っております。きちんとし

た対応で、市のトップとして市長には臨んでいただきたいと思います。

続いて、第３期の四万十市教育振興基本計画について質問をします。

この３期の基本計画には、昨年行われたこどもサミットの声明が反映されたり、新しく働き

方改革の推進や読書活動の推進という項目が加わったり、既存の項目であっても、新しい視点

が加えられて、大変内容が充実していると思います。改善点が幾つも見られまして、教育長を

はじめ、関係職員の皆さんのご努力には敬意を表したいと思います。

ただ、これからお尋ねをします２つの点については、私が得心のいかないところでありまし

て、ぜひ説明をいただきたいというふうに思っています。

すみません、順番を入れ替えて、教育を支える環境整備のほうから質問させていただきたい

と思いますので、対応よろしくお願いいたします。

基本計画の第５章には、施策の展開が書かれています。その施策４として、教育を支える環

境整備という項目があります。この項目自体は、大変重要な施策で、これが入ったことは、私

は評価をしたいと思っています。ただ、その中身に疑問点があります。教員の働き方改革の到

達目標が、これあまりに低いのではないか、そのように感じるんですね。どういう中身かと言

いますと、一月当たりの時間外在校時間、教員のですよ、が45時間未満の教職員の割合、45時

間未満というのは、文科省の指針であります。ただ、これ今30時間にしようかという見直しの

あれもありますので、動向は見守っていきたいんですけれども、今のところは月45時間を超え

ないようにしましょうということなんです。ただ、45時間でも、計算すれば１日２時間ほどの

残業をしていることになります。この計画の表を見ますと、現状53％が45時間未満を達成して

いる。100人いれば53人は45時間未満なんですと、残業がですね。目標値は、これを４年かけ

て60％にする。60％以上にすると言うんですね。４年ですよ。60％ということは、まだ40％は

これが達成できない状態でもよしとするということですから、どうしてこういう数値目標に

なったのか、私はその根拠を説明していただきたいと思います。いかがでしょうか。

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁いたしたいと思います。■教育長（久保良高）

教員の長時間勤務は、本市でも大きな課題となっており、教員の健康面への影響はもちろん

のこと、よりよい職場環境・教育環境につなげるためにも、長時間勤務は解消すべき課題であ

ると認識しております。

そのことを踏まえて、今年２月に策定しました第３期四万十市教育振興基本計画において、

新たに働き方改革の推進の施策を設け、計画期間である令和７年度から４年間のうちにこの教

員の長時間勤務の課題を解消していきたいと考えております。
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議員からご指摘いただいたように、この計画の目標、60％というのが少し低いのではないか

ということですけれど、これ４年後はまだ新しい学習指導要領には改訂されていないというこ

とですので、現行の教育課程と同じということを考慮に入れたところです。議員もご存じだと

思いますけれど、教員の仕事の主なものは、充実した授業や学級経営するための準備です。月

曜日から金曜日まで、毎日子供を前にしての授業がありますので、どうしても教材研究や学級

経営の工夫に要する時間が必要となってきます。そういう時間などがどうしても超過勤務の時

間となってきますので、現行53％を60％するというのが、たとえ校時表を改定してみたりとか、

行事の精選とか、また行事を今までやってきたことをなくしても、やはり少し限界があるかな

と。それで、60％という数字を目標といたしました。

以上です。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

私も実はそう思うんですね。恐らく精いっぱいやられてこういう数字が■９番（川渕誠司）

出てきたんだと思うんです。要するに、学校現場の努力は限界に来ているということだろうと

私は思います。これについて後でもう一回触れますけれど、指標の中で、到達目標とあります

けれども、私はこれじゃあちょっと不十分じゃないかなと思うんです。数字じゃなくて、もう

一つ指標を増やすべきではないか。それは、80時間以上の時間外在校時間の教職員の割合も到

達目標をしっかり設定してほしいなと、そのように思っています。80時間というのは、ご存じ

のとおり、過労死ラインと言われる、そういう時間ですよ。今年の１月20日に、日本教育新聞

に、副校長・教頭の５割過労死ライン超えというのが出ておりました。今年ですよ、全国の公

立学校教頭会の調査です。恐らく市内の小中学校も同じような状況があるんではないかと思い

ます。半分が過労死ライン、80時間を超えているんですよ。これは、維持したら駄目ですよ。

これなくさないといけないでしょう。そういう意味で、これもやはり指標に入れていただいて、

到達目標を新しく付け加えていただきたいなというふうに思うんですが、この点いかがでしょ

うか。

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁したいと思います。■教育長（久保良高）

この新しい教育振興基本計画というのはできたばかりで、今年度からこれに基づいて推進し

ているわけですけれど、今すぐ改定ということになるかどうかは今から検討していかないけま

せんけれど、でも自分たちとしても、先ほど言いましたように、教員の労働環境を是正すると

いうことは、自分たちの大きな仕事だと思いますので、今議員が言われたように、80時間を超

えないというか、できればもっと少ない時間の超過勤務にするように、学校とも連携しながら

努力はしていきたいと思います。ただ、この数値目標をこの中にすぐ入れるかどうかは、

ちょっと検討させていただきたいと思います。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）
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教育長、今月でご退任されるということですので、ぜひ新しい教育長に■９番（川渕誠司）

も引継ぎをお願いしたいと思うんですが、このことは検討課題の一つには入れていただきたい、

そのように思います。

先ほど言いました学校現場での努力は、限界に来ているんではないかということなんですね。

これもう国の制度そのものに踏み込まないと、これはもう解決できないんではないかと。教員

を増やして、教員１人当たりの授業の持ちこま数の削減、これは絶対必要だと思います。教育

長言われたとおり、授業準備一生懸命されているんですよ、教員は。本当に真面目ですから。

ところが、時間がないんですね。勤務時間内に授業準備ができて、教材研究の時間が確保でき

るようにする、それだけで日本の教育はばっと変わると思いますよ。それをちっともしないん

です、国が。やっぱり各市町村、自治体が、教育長が、国に対して声を上げていただきたい、

私は本当にそのように思うんです。そのことなしには、教員の長時間労働は解消できないと思

います。今、小学校なんかは休み時間、昼休みも取れない、そういう声があります。教職員は、

労働基準法に定められた休憩時間も取れない。時間外労働ばっかりだ。こういうことをしなく

てもいいようにするにはどうしたらよいのか、教育長、心からの思いを発していただけません

か。

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁いたしたいと思います。■教育長（久保良高）

確かに議員が言われるとおり、なかなか今の現状では学校の努力だけでは限界があるという

ことも分かっておりますし、自分たち、教育長の県の地教連という会もありますので、そうい

う会の中でも、今議員が言われたようなことは出てきておりますので、地教連の要望事項とし

て、国のほうにも教育課程の変更だけじゃなしに、教員をもう少し定数を変えて、もう少し多

くの教員を各学校に配置するとか、そのように少しでも教員の労働環境がよくなるような手だ

てを講じてほしいということは、常にそういう教育長会等でも要望は出しております。

以上です。

それと、昼休憩時間ですよね、それについても、自分も何とかならないかなという考えも

持っておりました。例えばですけれど、給食の時間は保護者に来ていただいて、教員は職員室

で昼食を取って、保護者が子供たちを給食時間見守るとか、そんなことができないかなってい

うことも考えておりましたけれど、給食の事前の準備の段階から、食べるとき、また給食後の

後始末については、これは給食指導として教員がやらなければならないという言葉があります

ので、なかなか現実問題として、例えば自分たち、市の職員として12時から１時まで休んでま

すけれど、そういう時間の確保はちょっと厳しいかなと。現状は、例えば午前中に15分の休憩

時間、残り30分を昼に取る、それで合計45時間の休憩時間を取ると、そういう取組をしている

のが現状で、これはもう今の法規というか、中では限界かなと、そういうふうに考えておりま

す。
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以上です。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

この点については、教育長、一番ご苦労されてきたんだろうと思います。■９番（川渕誠司）

もう最後ですので、何か機会がありましたら、ぜひいろんな場所で訴えていただきたいな、そ

んなふうに思います。どうかよろしくお願いをいたします。

これドイツの例を言ってもしょうがないかもしれませんが、ドイツの小学校は、基本的に午

前中ですね。高学年になったら週に１回、２回は午後の時間もあるようですけど、午前中に授

業があって、午後そしたら教員は幾らでも準備ができるわけですよ。本当に丁寧に一人一人に

合った教材を組み立てる、いろんなことができる、そういう教育環境ができたら、日本変わる

と思いますよ。そのことを言っておきたいと思います。

そして、次の問題に移ります。

今の現状に拍車をかけている部分もあるのではないかと私は思っています、学力テストの件

について触れていきたいと思います。

第３章の教育の今日的課題の中の四万十市における学校教育の現状と課題というところの１

として、確かな学力を育むという項目があります。そこには、こう書かれています。四万十市

教育委員会では、児童生徒の学力定着状況を把握するために、文部科学省が実施する全国学

力・学習状況調査、高知県教育委員会が実施する高知県学力定着状況調査及び四万十市教育委

員会で実施する標準学力調査を活用しています。３つもやられているんですね。果たしてこれ

だけやる必要があるのかどうなのか、順々に伺っていきたいと思っているんですけども、私は

こうしたことが非常に子供たちや教職員の負担になっているのではないか、そのように考えて

おります。一つ一つお聞かせいただきたい、このように思います。これは以前私一番最初の質

問、議員になって同じようなこともしているんですけども、あれから随分たっていますので、

また繰り返し質問させていただきます。

この３つの調査、それぞれ対象学年、実施時期、目的についてまずはお答えください。

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁する前に、大変申し訳ありません。自分、教員の休憩時間を■教育長（久保良高）

「45時間」と言ったかもしれませんけれど、申し訳ないです、「45分間」ですので、先に訂正

させていただこうと思います。

それでは、今の質問にご答弁したいと思いますけれど、まず全国学力調査ですけれど、対象

学年は小学校６年生と中学校３年生で、実施時期は４月です。目的としては、小学校５年間及

び中学校２年間で学習した内容の定着状況を把握することを目的としています。そして、調査

結果を授業改善に生かすことで、最終学年における学力の定着を図り、中学校や高校での学習

へつなげることも狙いとしています。

以上でよろしいですか。
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小休にします。■議長（宮﨑 努）

午前10時45分 小休

午前10時45分 正会

正会にいたします。■議長（宮﨑 努）

久保教育長。

申し訳ありません。■教育長（久保良高）

そしたら、続いて、高知県学力定着状況調査についてですけれど、実施時期は12月上旬です。

対象学年は小学校４年生と５年生、教科については、国語・算数で、５年生については理科が

加わります。そして、中学生ですけれど、１年生と２年生で、５教科を実施しております。目

的としては、４月に実施した学力調査結果から明らかになった課題への改善状況や調査をする

学年ごとの学習内容の定着状況を把握し、次年度の学習につなげることを目的としています。

続いて、標準学力調査ですけれど、対象は小学校３年生から５年生及び中学校１年生・２年

生で、実施時期は４月です。それで、これは前年度の学習内容の定着状況を把握・分析するこ

とで、課題の克服や現学年への円滑な学習につなげることを目的としております。

以上です。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。これどうも見ますと、ちょっと全国からずれた形で、小■９番（川渕誠司）

学校６年生に対しては、県版で小学校４年・５年と。さらに、市のほうで３年から５年という

ふうに全国学力テストがうまく進むように、そのための準備として何か県版や市版が作られて

いるように思えてならないんですよね。それは見解違うかもしれませんが、いずれもこれ業者

テストだというふうに聞いておりますけど、この業者から結果が送られてくるのは、全国・県

版・市版、それぞれいつですか。

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁いたします。■教育長（久保良高）

まず、全国学力調査が、業者テストですので、採点等戻ってくるのは７月です。

（「７月」と呼ぶ者あり）

４月に実施して、７月に戻ってまいります。

その次、県版学力調査については、戻ってくるのは２月の中旬です。

その次、標準学力調査については、４月に実施して、戻ってくるのは６月の上旬です。

ただ、学校としては、業者から戻ってくるまでに、実施したらすぐに自校で採点をして、課

題を明確にして、授業改善に生かすという取組を行っております。これは県版も全国も同じで

す。もちろん標準学力調査も同様です。

以上です。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）
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教育長言われたように、７月だとか２月中旬とか６月ということであっ■９番（川渕誠司）

たら、とても時間かかり過ぎていて、やはりその前に自校での採点というのが必要なんだろう

と思います。これ本当に生かそうと思えば、３か月もたってから結果が来ても、次の授業に生

かせないわけですよ。子供たちも３か月も先の子供たちっていうのは、全然様相も変わってい

るはずなんですよね、学力も変わっているはずなんです。そういう点で、すぐに学校で採点し

なければならないと思うんですけど、これ採点は誰がするんですか。

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

小学校においては、もちろん学級担任が行っております。採点ですよ■教育長（久保良高）

ね。

（「はい」と呼ぶ者あり）

中学校については、各教科担任です。ですから、数学については数学の専門の教員が基本的

にはやっております。

以上です。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

そしたら、全国学力・学習調査に絞って話を進めていきたいんですけれ■９番（川渕誠司）

ども、今言われましたように、結構教員やらなきゃいけない仕事はありそうですね。その今言

われた採点のほかに、全国学力・学習状況調査を実施する場合、教員にはどんな準備や業務が

課されていますか。

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁いたします。■教育長（久保良高）

全国学力・学習状況調査をするに当たっては、もちろん配布されてきたテストの数とか事前

に学級別に仕分をしたりとか、終了すればもちろん梱包して業者のほうに送るっていう手続と

か、そういう事務的な手続になります。主な事務的な手続は以上のようなものです。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

それから、採点というのはどれぐらい時間かかるんですかね。■９番（川渕誠司）

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

具体的に申し訳ないです、お答えしたいと思います。■教育長（久保良高）

具体的に教員のほうに直接聞いたわけではないがですけれど、１教科、もちろん受検した生

徒数とか児童数によっても違いますけれど、１時間程度あれば採点は済むがじゃないろうかと

思いますけれど。

以上です。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

教員側の準備は分かりました。■９番（川渕誠司）

それでは、子供、児童生徒についてはどんな準備をして、この学力テストには臨んでいるん
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ですか。

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

児童生徒については、準備をするということは一切ありません。■教育長（久保良高）

以上です。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

もうぶっつけ本番でやっているということで間違いないでしょうか。実■９番（川渕誠司）

は、私一番最初、先ほども言いましたけど、７年前の一番最初の質問でそのことを聞きました。

その当時の徳弘教育長のほうから、実は事前に過去問を解いていたり、あるいは長期休業中に

宿題を課したりしていますということをはっきり言われました、議事録にも残っています。今

はもうそれはなくなったというふうに考えてよろしいですか。

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁したいと思います。■教育長（久保良高）

大変申し訳ないです。自分がその児童の準備ということをちょっと捉え方を間違ってたみた

いですけれど、今学校によっては、例えば全国学力調査が、例えば４月の中旬に行われるとす

れば、家庭学習でその前年度の復習のプリントをやったりとか、その学力調査に向けてオビタ

イムとかという時間がありますので、そういうときに基本的な問題をやったりとか、そういう

ことはやっている学校もあるようです。ただ、現実問題として、以前のように学力調査対策と

して、全校が過去の問題をやったりとか、また授業中にそういう問題をやったりということも

以前はありましたけれど、現在はそういうことはありませんし、これはもう学校のほうに任さ

れております。自分としても、少しでも自分たちが指導している子供が、高い点数というか、

学力が十分定着しているというのは、学校にとっては一つのプライドというか、それは感じた

いというのも人間だったらあるかなと思いますので、そういう放課後の学習なんかでプリント

で基本的な学力を事前に身につけるとか、そういうことをすることを止めるということは一切

やっておりません。ただ、こちらからそういう取組をやってくださいということも言ったこと

はありません。

以上です。

川渕誠司議員。■議長（宮﨑 努）

何年か前に、文科省のほうから通知も来ているはずです。それやめてく■９番（川渕誠司）

ださいということもありますので、それは止めないといけないと思うんですよ。やってくださ

いとは言わないのは分かりますけど、やってはいけないというのは、通知が来てますから、そ

の通知に従って、そのときには出されたかもしれませんが、やはりそのことはしっかり守って

もらいたいなと、そんなふうに思います。

それで、そこまでして調べている学力なんですけども、今年度の全国学力テストの要綱を見

ました。そうすると、そこにどう書かれているかというと、学力って何かということなんです
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が、文科省の見解です。これ調査により測定できるのは、学力の特定の一部分ですと。特定の

一部分なんですよ。その特定の一部分を調査するために、物すごい労力を使ってこの調査をし

ている。文科省はこれ50億円毎年予算組んでいますから、そのうち40億円が業者に支払われる

というふうに聞いておりますけども、膨大なお金、すごいお金を使ってこの学力テストやって

いるわけですよ。これ全員がやる必要がありますか。抽出で十分だと思いますよ。そうすれば、

そんなに負担かからないし、学校間で競争とかということがなくて、ぶっつけ本番で、そのま

ま自分が今どれぐらいのことが分かっているのか、分かれば一番いいじゃないですか。ぜひ私

はもうこれをやめましょうと、抽出にしましょうという意見を国に届けていただきたいな、そ

のように思っています。高知県で公立学校は全部やっていると思うんですけども、私立の中学

校に私電話でお聞きしました。そうすると、６校のうち、これに参加をしているのは１校だけ

です。５校は参加をしておりません。その学力状況調査の必要を感じてないんだろうと思いま

す。中身はそこまで聞いておりませんので、やっているか、やってないかだけしか聞いており

ませんが、そういう状態です。全国平均も私立の小中学校の参加率は37.8％ですかね、38％を

切ったような状況です。６割以上はやってないんですよ。本当にこれが大事なもんで必要なも

んだったら、私立の学校もやっているはずなんですね。そのようなこともあります。これは、

かつて愛知県の犬山市が、2008年と2009年ですかね、競争原理の導入は、犬山の教育理念にそ

ぐわないと言って２年連続この学力テストに不参加がありました。その後、また始めたようで

すけれど。これをやるかやらないかは、各自治体の教育委員会の権限だろうと思います。それ

から、私立の学校については、その学校の判断だろうと思いますので、もう本当に学力テスト

をどうするかというのは、検討の時期に来ていると思います。なかなか四万十市だけで解決で

きない部分があるかもしれませんが、学力テストを見直し、この３つもやるのかということに

ついてぜひ再検討をお願いしたいなと思っております。日本は、国連・子どもの権利委員会か

ら、再三いろんな勧告を受けています。子供の権利のために、適切な措置を取るように勧告を

受けているんですね。1998年には、極度に競争的な教育制度によるストレス、余暇、身体活動、

休息の欠如のため、子供が発達上のゆがみにさらされている。過度なストレス及び不登校、登

校拒否を防止し、かつそれと戦うための適切な措置を取るべきだ、勧告を受けてます。それか

らしばらくたってまた勧告がありました。2019年です。過度に競争的なシステムを含むストレ

スの多い学校環境から子供を解放するための措置の強化を求めますということで、ここも勧告

を受けているんですよ。私は、学力テストもそういうことの一つを構成していると思うんです

ね。これがなくなるだけでも、本当に教員の負担軽くなるし、子供たちも伸び伸びできるんで

はないかと思うんです。今年は多分４月17日にあったんじゃないかと思いますが、４月って

いったら、６年生、中３にとって最終学年のスタートで、学級づくりを教員とすれば、担任と

すれば、丁寧に進めていきたい時期なんです。児童生徒と一人一人しっかりつながって、また

保護者ともつながって、よりよい授業をしたい、そう思っている時期なんですね。その時期に、
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この学力テストがばんと入ってくる。それに相当時間を実は費やさなきゃいけないんです。分

かります、教育長言われたとおりですよ。例えば、自分が教育長のときに、学力テストが随分

下がったねと言われるの嫌ですよね。誰でも上げたいと思いますよ、あったら。こういうこと

も起きているんです。東京のある区で、採点というか、見回りをしている教員が、間違ってい

る生徒をチェックして、新聞に出ておりました、何年か前にね。そうしたくなるぐらいの競争

環境に置かれているんじゃないかなと思うんです。これは、ぜひ解消してもらいたいと思って

います。今不登校の小中学生、全国で34万6,000人です。精神疾患により３か月以上病気休職

している教職員、何と7,119人です。そういったことが、ストレスの多い学校環境じゃないか

なと思うんですが、これ改善すべきじゃないでしょうか、いかがでしょう、最後質問です。

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁したいと思います。■教育長（久保良高）

各種学力調査というのは、現行の学習指導要領で求められている学力、言い換えたら、これ

から社会で活躍しようとする子供たちが、本当に必要とされている学力が、確実に子供たちに

身についているかどうかを調べることを学校として、自分たちとしてはそういうふうに学力調

査を捉えています。自分としては、子供たちが社会に出たときに、基本的な学力がついていな

いと、正確な判断というか正しい判断ができないと思っているんですよね。やっぱり学力とい

うのは大事だと思いますし、また将来子供たちが勉強をもう一回始めようとしたときに、やっ

ぱり基本的な学力というのはついていないと、なかなか再度勉強しようと思ってもできないと

いう面があると思います。

もう一つ、自分たちが子供たちに身につけてほしいのは、将来どのように勉強したら学力っ

て力がつくかということ、その勉強の仕方ですよね、この３つ、正しい判断ができるための基

礎学力、学び直しをしようと思ったときに必要な基礎学力と、それともう一つ、どういうふう

に勉強というのはすればいいのかという、この３つの力は、確実に小学校・中学校の子供時代

につけておきたい。それをはかるのが学力調査だと捉えておりますので、決して自分たちは、

先生たちの労働環境をよくするためにこの学力調査をやめよう、それよりは、どれだけの基礎

学力が子供たちに定着しているかをはかる学力調査は必要やと、そういう面では、四万十市の

教育委員会としては、継続してこれからも学力調査は実施するという方向で考えております。

以上です。

以上で川渕誠司議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

この際、11時10分まで休憩いたします。

午前11時２分 休憩

午前11時10分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

一般質問を続けます。
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続いて、谷田道子議員。

日本共産党の谷田道子です。■13番（谷田道子）

通告に従い、順次質問をさせていただきます。

まず、山下市長が四万十市の新たなリーダーとして市政を担われることになり、多くの市民

の皆さんが、市長に希望と期待を寄せられています。私たちもまた四万十市の豊かな地域資源

を生かした持続可能なまちづくり、そして誰もが安心して暮らせる社会の実現に向けて取り組

んでいきたいと考えています。私は、目指すべきは、これまでの行政手続の枠にとどまらない

市民一人一人の声がしっかりと市政に反映される開かれた市政の実現だと思います。形式的な

説明や一方通行の情報発信ではなく、市民との対話を重視する行政運営が、今求められている

のではないでしょうか。

市長の基本的な姿勢については、これまでの議員の皆さんの質問と答弁を通じて理解をいた

しましたので、私は市政運営に関わる以下２点についてお尋ねをいたします。

まず、１点目の質問です。

四万十市においても、市政懇談会や各種審議会など、市民の声を聞く場はこれまでも設けら

れてきました。しかし、意見は出たけれど、その後どうなったのか分からないといったような

声もあり、そうした場が形式的なものにとどまり、政策形成には十分に生かされていないので

はないかという声もあります。まちづくりにおいて、市民が主役となり、単に意見を述べるだ

けでなく、課題の発見や政策の立案の段階から関わる、言わば協働のプロセスが重要だと考え

ます。

そこで、住民自治、民主的な合意形成の重要性が改めて問われている今、政策の立案から実

施、そして評価に至るまで、市民の声をどのように生かしていくのか、非常に大切です。特に、

財源や人材に限りがある地方では、市民の意見と主体的な協力なしにまちづくりは進みません。

行政による一方的な決定ではなく、市民が参加できる政策の形成の仕組みについて市長のお考

えをお聞かせください。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

市政運営に当たりましては、市の最上位計画であります総合計画、また総合戦略、産業振興

計画、各種個別の計画等に位置づけた政策・施策などの重要政策を推進しております。この政

策・施策については、担当課において課題の整理をした上で企画立案を行う場合や市政の運営

のトップとして市長が決定する場合、また必要に応じて政策会議を行ったり、そういった幾つ

かのパターンが考えられる、今の四万十市の状況はそういう状況でございます。

そういった中で、市民の声を市政の運営に反映していくということは、非常に重要なことだ

と私も考えておりますので、政策決定の過程におきましては、審議会の会議の委員として市民、

または住民代表として区長会等の団体において参画していただいたり、内容においてはパブ
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リックコメント等を実施することで、市民の市政の参画を促進し、市政における公平性・透明

性の確保に取り組んでいるところでございます。

令和５年から令和７年の期間で、審議会等における公募委員候補者名簿登録制度を試行的に

今取り組んでおりまして、本年度においては、９つの審議会において公募委員を選任するとい

う形を取ろうということで、市民の声を反映させていく仕組みづくりを進めているということ

でございます。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。市民の思いや知恵を政策形成の現場でしっか■13番（谷田道子）

りと生かしていく、そのためには、やはりこれまでの慣例や枠組みにとらわれずに、参加の質

を高める取組が必要だというふうに思います。市民と行政が、対等な立場で語り合って、共に

政策を育てていく、そういうところを目指していただきたいと思います。

次に、行政運営における情報公開と透明性の確保についてお尋ねをいたします。

行政への信頼を築いていくためには、政策決定や予算執行のプロセスが、市民にとって見え

る化され、理解できるものであることが何よりも大切です。情報公開というのは、単に資料を

並べるだけでなく、市民一人一人が自分の意思で市政に参加し、判断できる環境を整えていく

ことではないでしょうか。今行政の透明性と情報公開のあるべき姿について、市長の見解をお

聞きします。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

この行政の透明性ということは、市民の皆様の信頼を得るということでありますので、市政

運営の根幹であるというふうに私も認識をしております。取組としましても、市のホームペー

ジや広報紙等で情報発信を行っているというところでございます。

そういった中、本年度３月に自治体においては、全国初となる四万十市のＥＳＧ推進都市宣

言を行いました。この中のＥＳＧのＧ、ガバメントになるんですけれども、ここに関しまして

は、事業の透明性というものを確保するということがしっかりと書かれておりますので、四万

十市といたしましても、そういった部分において今後もモデルとして市が率先して取り組んで

いきたいと、そのように考えております。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。透明性を確保することと併せて、市民一人一■13番（谷田道子）

人が当事者として政策に関わることができるように、双方向の情報公開をぜひ推進していただ

きたいと思います。

それで、市民が参加する政策決定の先進的な取組として、埼玉県和光市では、市民参加条例

というのを作成しています。市民が参加するのを条例で縛るというのはちょっとどうかなとい

うふうに私も思ったんですけど、内容を見てみましたら、今ちょっと読み上げさせていただき
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ますが、前文の中に、私たち市民は、和光市がより住みやすい町になることを望んでいます。

市民生活をより豊かで快適なものにしていくためには、より多くの市民が市政に関わり、市政

をさらに発展させていくことが必要です。市民は、地方自治の主役であり、市政に参加する権

利があります。市民も責任と自覚を持って積極的に市政に参加して、市民の持つ知識・経験・

創造性を反映させていくことが大切です。そのためには、市政について情報や活動内容を市民

がいつでも簡単に知ることができ、市民がどのように市政に参加できるかを決めておくことが

必要です。また、市民と市の機関と市の議会が互いの立場を理解し、尊重し、協力することも

欠かせませんということでこの前文には書かれています。私たち四万十市にとっても、学ぶべ

き点が多くあるのではないかと思って紹介をさせていただきました。市民を単なる意見の提供

者としてだけではなくて、政策を共につくる対等なパートナーとして位置づけて、市政運営、

第一歩を山下市長のリーダーシップの下でぜひ生み出していただきたいと思っております。

以上で次の質問に移らせていただきます。

発達に課題のある子供たちへの支援の拡充についてです。

私は、最近、発達に課題のあるお子さんを育てている保護者の方、支援に関わっている方か

ら日常的に安心して過ごせる居場所についての相談を受けました。お話を伺う中で、このよう

なお子さんたちには、例えばコミュニケーションがうまく取れない、集中力が続かない、読み

書きや計算に強い苦手があるといった特性が見られます。知的障害を伴わない場合も多く、周

囲から見えにくい障害として理解されづらい現状があるということも改めて感じました。

こうした子供たちに対して、適切な支援につながるまでに時間がかかってしまう。不登校や

ひきこもりといった２次的な困難につながることもあります。ですから、できるだけ早い段階

で、子供の特性に気づき、必要な支援につなげていく体制が本当に重要だと思いました。

現在、１歳半や３歳健診は法律で定められていますが、実際には３歳児までの時点で発達障

害を見極めるというのは難しいと言われています。ですから、５歳という年齢での健診の必要

性が全国的にも注目を集めています。

そこで、本市として、５歳児健診、必要性についてどのように認識をされているのか、お伺

いをいたします。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■健康推進課長（竹本美佳）

５歳前後の時期は、言語理解能力や社会性が高まり、発達障害の傾向が明らかになりやすい

重要な時期であると考えております。この時期に健診を行うことで、保健・医療・福祉の視点

から子供の特性を早期に発見し、特性に応じた適切な支援につなげることが可能となります。

また、基本的な生活習慣を身につけるための保健指導や保護者の育児に関する不安や悩みへの

支援も行えるため、就学前の切れ目のない支援を提供する上で、５歳児健診は重要な機会であ

ると認識しております。
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議員が言われましたように、本市では、生後３か月・７か月・10か月・１歳９か月・３歳７

か月の節目に集団健診を実施し、子供の発育・発達の確認や保健指導を行っております。その

後は、就学前健診を経て、小学校へ進学する流れとなっております。３歳児健診以降にも、発

達や子育てに不安を抱える家庭もあり、就学の１年以上前に健診を実施することにより、より

早期に必要なフォローアップにつなげることができると考えております。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。そういう大事な時期での健診ですので、５歳■13番（谷田道子）

児健診、高知県下で取り組んでいる市町村があればお伺いをいたします。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

高知県子育て支援課に確認したところ、現在、県内では５歳児■健康推進課長（竹本美佳）

健診を実施しているのは、安芸市・東洋町・大月町・三原村の４市町村であります。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

今、四万十市が、５歳児健診を取り組むとすれば、どういう課題が考え■13番（谷田道子）

られるんでしょうか、教えてください。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

５歳児健診においては、個人の成長・発達の診察だけでなく、■健康推進課長（竹本美佳）

集団における立ち振る舞いなどを評価し、社会的な発達の状況を把握することが重要となりま

す。その中で、精神発達・言語発達・社会性の発達の見極めとそれに基づく支援へのつなぎが

特に重要なポイントとなります。現在、実施に当たって課題となっているのは、健診実施にお

ける小児科医師の協力の確保、健診で課題が見つかったお子さんに対するフォローアップの仕

組みや療育の受皿の確保といった課題があります。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。特に、ドクターの問題、健診で見つかった後のフォロー■13番（谷田道子）

の問題というのは課題だというふうに思います。幡多地域のように、中山間地域が多い場所で

は、自治体同士の連携でそれが解決できないかというふうに思います。国も進めていますので、

本市においても、県と連携しながら、幡多広域で５歳児健診の早期実現を目指せないのか、そ

の検討はできないかということでお聞きをいたします。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

小児科医や療育関係機関は、本市だけでなく、幡多地域全体の■健康推進課長（竹本美佳）

医療や療育を担っており、ほかにも市町村の実施する乳幼児健診などにも協力をいただいてお

ります。この限られた人材と資源の中で、５歳児健診やその後のフォローアップを適切に行う
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には、議員ご指摘のとおり、幡多福祉保健所や管内市町村との連携が不可欠であると認識して

おります。

高知県子育て支援課によりますと、県では今年度県内の乳幼児健診の実施状況や発達障害児

の支援体制、支援状況の整備を進め、市町村や専門家と共に課題とその対策について検討を行

う予定というふうに確認しております。

本市としましても、今後、市内の保育所など保育施設、療育関係機関などと連携し、健診実

施体制及び健診後のフォロー体制の整備を進めるとともに、県とも連携を図りながら、５歳児

健診の実施に向けた準備を進めていきたいと考えております。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。今課長が言われたように、他の市町村との連■13番（谷田道子）

携、そういった連携をしながら、知恵や人材を分け合わせながら、ぜひ５歳児健診の導入に向

けて、今進んでいますので、さらに進めていけれるように要望して、次の質問に移りたいと思

います。

次は、生活保護制度について移ります。

生活保護制度というのは、日本国憲法の第25条と生活保護法に基づいて、全ての国民に保障

された権利です。誰でも病気や失業あるいは家庭の事情など思いがけない困難に直面すること

があります。そういったときに、生活を立て直すための大切な社会的セーフティーネットとし

て、本来しっかり機能すべき制度です。けれども、実際には、恥ずかしいとか特別な人のため

の制度といった偏見や誤解がいまだに根強く、制度を使うのをためらう傾向もあります。

こうした中で、昨年12月25日に、厚生労働省から出されました事務連絡により、生活保護問

答集の一部が改正をされました。制度のより柔軟な運用につながる重要な見直しが行われたの

ではないかと思います。この生活保護問答集、一部改正された主な変更点をお聞かせください。

渡辺福祉事務所長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁させていただきます。■福祉事務所長（渡辺和博）

生活保護の自動車は、最低限度の生活の維持のためには、売却により活用すべき資産である

こと、また維持費等を継続的に必要とすることから、原則として保有を認めていませんが、障

害者や公共交通機関の利用が著しく困難な地域に居住している者が、通勤・通院等のために利

用する場合で、さらに一定の要件を満たす場合に限って、例外的に認めているというのはこれ

までどおりでございますが、今回保有が認められた目的以外の用途への自動車の利用として、

日常生活に不可欠な買物についても、世帯の状況等を勘案した上で、実施機関が認める場合に

は、自動車の利用を認めても差し支えがないとされたものでございます。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

生活保護申請をして、車の保有を認められた人たちが、これまでは通院■13番（谷田道子）
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とか認められたことにしか利用はできなかったけど、買物なども新たに加わったということの

理解でいいんですかね。

渡辺福祉事務所長。■議長（宮﨑 努）

これが、保有・使用が認められた方が、そのまま買物が認めら■福祉事務所長（渡辺和博）

れたということではなくて、これについても一定の要件を下に、福祉事務所が判断をして認め

た場合ということになろうかと思います。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

次に、この改正を受けて、事務連絡以降、申請への対応についてお聞き■13番（谷田道子）

をします。

窓口とか申請時の対応について、何か変化が出てきたのかということです、申請時。

渡辺福祉事務所長。■議長（宮﨑 努）

生活保護の申請時点で、自動車の保有・使用が確実に認められ■福祉事務所長（渡辺和博）

るというケースはございませんので、申請時点では、通常のこれまでどおりの保有についての

制度のご案内というものはしておりますが、従来どおりの扱いとなりますので、申請時点での

12月の事務連絡のことについては触れることはないというのが現状です。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

車の保有が認められた人に対して、買物も認められるようになったとい■13番（谷田道子）

う、そういう周知については、どこの時点でされるようになるんでしょうか。

渡辺福祉事務所長。■議長（宮﨑 努）

生活保護の申請をして、決定をして、自動車の保有・使用が認■福祉事務所長（渡辺和博）

めた場合、その際にさらにこのケースについて、買物に使用することについても妥当な背景が

というか、要件があると認められた場合については、追ってその保有・使用にさらに追加して、

買物も構いませんということになろうかと思います。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

この新たに事務問答集の一部改正について、生活保護世帯の中で自動車■13番（谷田道子）

を保有している人について、こういう点が変わったというふうに知らせていく、周知をしてい

くという必要があるのではないかと思うんですが、その点についてはどのようにお考えでしょ

うか。

渡辺福祉事務所長。■議長（宮﨑 努）

それについては、買物の使用ということも保有されている方に■福祉事務所長（渡辺和博）

ついて大丈夫ですというところは、谷田議員おっしゃるとおり、それは福祉事務所のほうでそ

の方に説明することは必要かと思います。
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以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

説明することは必要だと思いますので、今まではそれが認められてな■13番（谷田道子）

かったので、新たにそこの認められたというところで、やはり車の保有を認められた生活保護

者の人に、十分に周知をしていっていただきたいというふうに思います。これまでは、その使

用は認められていなかったわけですよね。買物にも認めるように柔軟な対応を問答集の中で改

正がされたというふうに思いますので、分かりやすくて丁寧な説明の周知をお願いして、次の

質問に移ります。

介護保険制度に移ります。

介護保険制度が始まって、今年で25年になります。この間、介護事業は、高齢者の皆さんが、

住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためになくてはならない社会インフラとして役割を果

たしてきました。ただ、制度の改正による報酬の引下げや深刻な人材不足の影響で、地域の介

護基盤が揺らいでいます。特に、訪問介護の現場は、在宅で暮らしを支える大切なサービスで

ありながら、経営的にも最も厳しい立場に置かれているのが現状です。

こうした現状を踏まえて、本市の場合も介護人材の確保が難しくなっているのではないかと

いうふうに思います。制度の改正による影響、介護事業所への休所や廃止がこの令和４年から

６年の３年間について、全体どのように推移をしているか、お聞きをいたします。

武内高齢者支援課長。■議長（宮﨑 努）

市内の介護事業所における令和４年度から６年度の間の開■高齢者支援課長（武内俊治）

始・休止・廃止の状況についてお答えします。

開始が４件、休止が３件、廃止が９件となっております。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

廃止の主な理由を教えてください。■13番（谷田道子）

武内高齢者支援課長。■議長（宮﨑 努）

１つは、介護人材不足が主な理由と聞いております。また、■高齢者支援課長（武内俊治）

経営が困難ということで、法人内で一つの事業所を閉鎖し、廃止し、ほかの事業所の職員を充

実させるといったようなこともあります。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

介護報酬の引下げによる事業所の収入減については、それぞれの事業所■13番（谷田道子）

の形態によって随分違ってくると思いますので、この点については、全体的な引下げによって、

事業所の影響を担当課としてはどういうふうに認識をしているかということでお聞きをしたい

と思います。
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武内高齢者支援課長。■議長（宮﨑 努）

介護報酬の引下げによるとのご質問でしたが、令和６年度の■高齢者支援課長（武内俊治）

介護報酬の改定におきましては、介護サービス全体では1.59％のプラス改定になっております

ことをまず申し上げさせていただいた上で、基本報酬が減額となりました訪問介護についてご

答弁させていただきます。

介護報酬の引下げによる事業所の収入減はどのくらいになるのかということでしたけれども、

訪問介護につきましては、基本報酬がおおむね２％強の減額となりましたが、同時に改正され

た加算も複数あり、その加算の取得の有無等により、収入は大きく異なることから、決算状況

等により単純な比較をすることはできないものと考えております。

なお、厚生労働省が令和６年度介護報酬改定の効果検証及び研究調査に係る調査結果を公表

しておりますので、その結果からご答弁させていただきます。

詳細な説明は行いませんが、四万十市のような中山間の訪問介護事業所における前年同月比

の収入につきましては、58.7％の事業所が減収になったとの調査結果が出ております。この結

果から見ましても、多くの訪問介護事業所が、今回の基本報酬の減額の影響などにより減収と

なり、また人件費の増加、ガソリン代など物価の高騰、さらに人材不足と様々な要因によりそ

の経営は大変厳しい状況になっているものと考えております。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。もともとヘルパーの処遇改善とか人材確保が困■13番（谷田道子）

難な事業所で、報酬の引下げというのは、経営に対する打撃になると思います。現場でサービ

スを提供していくのに困難な影響を与えています。

本市でも、訪問介護は高齢者の尊厳ある生活を支える重要なサービスであり、地域の包括ケ

アを進めていく上でも不可欠です。

こうした中で、今回の報酬引下げが影響はあったというふうに思います。そういう中で、介

護の給付準備金についてお伺いをいたします。

今現在、介護保険で積み立てられた介護給付準備金の基金の残高についてお聞きをします。

武内高齢者支援課長。■議長（宮﨑 努）

介護保険介護給付費準備基金残高につきまして、令和７年５■高齢者支援課長（武内俊治）

月31日現在でご答弁させていただきます。

残高が６億5,048万9,123円となっております。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

この介護給付準備基金というのは、どういう活用ができるのでしょうか。■13番（谷田道子）

武内高齢者支援課長。■議長（宮﨑 努）

この準備基金につきましては、何にでも使えるというもので■高齢者支援課長（武内俊治）
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はございませんで、介護保険料につきましては、３年に１度改定をしております。その改定に

よって、今後３年間の見込みで介護保険料を決定していくわけですけれども、その介護保険料

の急な上昇を抑制するためなどに活用をするものでございます。それだけに使途が限られたも

のではございませんけれども、今回の第９期介護保険事業計画におきましても、この基金を活

用するということで、月額400円ぐらいの介護保険料の減額をさせていただいております。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

この基金というのは、制度を安定的に運営していくために、また介護保■13番（谷田道子）

険の保険料として積み立てられたものですので、やはり介護保険の受給者に返していくという

ふうにするべきものだというふうには私も思うんですけど、この６億円強の積立金がある中で、

訪問介護が一番今厳しい状況になってきています。減収の分やそれから支援が必要な事業所に、

この介護給付準備金、集められた準備金を運用できないかと。一時的な運用であれ、やはり

困っている事業所に運用して、当座乗り切ってもらうというところの原資だけでも運用できな

いかということについて見解をお聞きします。市長の見解をお聞きしますというふうにしてた

と思いますので。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

介護保険介護給付費準備基金を活用しての訪問介護事業者への支援ということですけれども、

市といたしましても、議員と同様に、基本報酬の減額や人材不足で訪問介護事業者の方が大変

厳しい状況にある。これに対して支援も行っていきたいということを考えております。

そういった中、しかしながら、やはりこれ恒久的な財源が必要になってくるという中で、な

かなか単純に取り崩して、一時的にということだけでやっていくというのは非常に難しいと考

えておりまして、市の基本的な考えとしましては、訪問介護事業に係る基本報酬の減額決定が、

地方、また中山間地域の実情を反映していないということで国・県に対して地方の声をしっか

りと届けていく、訪問介護事業については、事業所自体が広域的、幡多地域、四万十市だけ

じゃなくてほかの地域にも入ってやっているというこの現状もありますので、基本的には市町

村単独で補助をするというのではなくて、県単位での支援をしていただきたいと、そういった

ことを要望しています。

この考えに基づきまして、昨年の10月に本市で開催されました第146回高知県市長会議にお

いて、本市から次の２点を議案を提出しております。１つ目が、訪問介護における基本報酬減

額の早急な見直しを国に対し強く働きかけること。２つ目として、国による見直しがなされる

までは、県独自により訪問介護事業に対する新たな補助制度を創設するということを県に対し

て要望いたしました。

その後、県において、令和７年度高知県中山間地域介護サービス確保対策事業費補助金にお
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ける補助要件の拡大、それから２つ目として、令和６年度の高知県訪問介護事業所緊急支援給

付金の支給、一定の支援を拡大をしていただいております。

本市としましては、先ほど少し申しましたけども、広域的、四万十市だけではなく、幡多地

域全体で事業運営をしている訪問介護者もたくさんおりますので、市単独の支援ではなく、引

き続き県と足並みをそろえて支援してまいりたいと、そのように考えております。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。やはり、介護事業所というのは、高齢者や障■13番（谷田道子）

害者の暮らしを支えているという社会的な役割と、それからそこで働く人たちは、地域の雇用

も生み出していますので、その事業所が。やはり、そういう社会的な役割や地域経済への貢

献っていうふうなところも踏まえて、やはり基金は使わないためにあるのではなくて、必要な

ときに取り崩していくと。６億円というのがどれだけ介護準備金として必要なのかということ

は分かりませんけど、それを活用しながら、市民の暮らしを守っていく行政でやっていくこと

が役割ではないかというふうに思います。

次に、最後の項目になります。

安心して医療を受けるための国保の制度についてお伺いをいたします。

国保は、憲法25条で保障された健康で文化的な最低限度の生活を医療の面から支える制度で

す。全ての人が何らかの保険に加入しているという日本の国民皆保険の土台でもあります。た

だ、この国保には、年金生活の方や非正規雇用、フリーランスの人など、収入が不安定で、し

かも医療のニーズの高い方々が多く加入しています。そのため、保険料の負担が重くなりがち

です。制度そのものに構造的な課題があるのが現状です。

高知県の運営方針でも、こうした構造的な課題を国に対して解決していく必要があると明記

されていました。コロナ禍の影響や物価の高騰が続く中で、市民生活に重くのしかかっている

この国保料です。制度を運用して暮らしを支えることが必要ではないかというふうに思います。

保険料の納付が困難になった場合に、申請すれば保険料の減免が受けられる仕組みがあります。

この77条の減免制度について、まず内容についてお聞きをします。

山﨑税務課長。■議長（宮﨑 努）

お答えをいたします。■税務課長（山﨑行伸）

77条、つまり市でいいますと、国民健康保険税の減免ということになってまいります。市で

は、四万十市国民健康保険税条例21条に規定をしておりますけれども、対象としましては、貧

困により生活のため公私の扶助を受ける者、当該年度において所得が皆無となったため、生活

が著しく困難となった者、またはこれに準ずると認められる者、さらには災害または天候の不

順により損害を受けた者、国民健康保険法第59条に該当する者といったことが対象となってお

ります。
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以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

直近３年間で、この減免を受けた実績についてお聞きをします。■13番（谷田道子）

山﨑税務課長。■議長（宮﨑 努）

直近３年ということで、まず令和４年度が、申請４件に対しまして■税務課長（山﨑行伸）

災害１件、国民健康保険法第59条１件の合計２件を減免決定しております。また、令和５年度

は、申請４件に対しまして、生活保護１件、生活困窮１件、国民健康保険法第59条の１件、合

計３件を、令和６年度は、申請３件に対しまして、生活保護３件を減免決定している状況にご

ざいます。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

なかなかこの実績で見ると、使われている状況ではないと思っています。■13番（谷田道子）

それで、主に減免するよりも生活保護のほうに移行したとかということになっていると思いま

す。この制度についてですけど、減免はできるということは知っているけど、申請は難しいと

か、要件が厳し過ぎる、本当に困っている人に届けられないのではないかということをこの件

数から感じます。

それで、もう一点、国保の77条とそれから医療費の自己負担に関する44条に申請ができます

が、この44条に基づく一部負担金の減免制度、その制度の内容を教えてください。

武田市民・人権課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市民・人権課長（武田千尋）

国民健康保険法第44条に基づく窓口で払う一部負担金の減免の対象者につきまして、本市で

は、一部負担金の支払い事務を負う世帯主、または世帯員の方が、震災・風水害・火災などに

より資産に重大な損害を受けたとき、災害などによる農作物の不作・不良などにより収入が著

しく減少したとき、事業、または業務の休廃止、失業などにより収入が著しく減少したときな

どに該当した場合と規定しております。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

直近３年間での申請件数についてもお願いします。■13番（谷田道子）

武田市民・人権課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■市民・人権課長（武田千尋）

国民健康保険法第44条に基づき、窓口での一部負担金の減免を行った人数につきましては、

令和４年度から令和６年度の３年間を通じて１名でございます。

減免の内容としましては、入院、外来受診時の一部負担金の免除になります。

以上です。
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谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございました。この制度、１名の利用なんですけど、ほとん■13番（谷田道子）

ど知らされてない現状があるのではないかというふうに思います。制度の存在を知らなかった

り、申請が分かりづらかったり、そういったことでせっかくある制度が利用されていない、

もったいない感じをします。ただ、この制度の内容についても、そこに当てはまるかどうかと

いうのは、なかなか厳しいことになっていますが、制度自体、困って窓口で一時金、例えば入

院したりした場合に払えないというところで、どういう方法があるのか、減免制度についてや

はり周知を徹底していくということが大事なことではないかというふうに思います。この減免

制度についての周知の徹底についてどのように考えているのか、お聞かせください。

武田市民・人権課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市民・人権課長（武田千尋）

国民健康保険の被保険者の皆様には、転入などにより新たに国民健康保険の資格を取得した

際や８月１日から有効の資格確認書などを被保険者に一斉に送付する際に、国保のしおりとい

う国民健康保険制度について記載された小冊子を配布しております。国保のしおりには、医療

費の一部負担金の減免制度に関しても記載がされておりますので、減免制度について知ってい

ただくきっかけの一つになっていると考えております。

また、今後は、市公式ホームページの医療費の払戻しなどに関するページに減免制度に関し

て掲載を行うなど、周知の方法について検討し、被保険者の皆様に制度について知っていただ

けるよう、努めていきたいと考えております。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

行政側のそういう働きかけも大事だと思うんですが、医療の窓口での声■13番（谷田道子）

かけっていうのも大切ではないかというふうに思います。医療機関への周知については、どの

ような考えがあるのか、お聞かせください。

武田市民・人権課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■市民・人権課長（武田千尋）

入院時は、医療相談員さんなどから減免について説明していただける場合も考えられますが、

外来受診では、様々な健康保険に加入している患者に対応する中で、国保加入者のみに対して

減免制度について案内していただくという対応は、現実的には難しいのではないかと考えてお

ります。そのためにも、先ほど申しました、重複にはなりますが、基本的に国保加入世帯に１

部ずつ配布される小冊子の国保のしおりによりまして、最も有効な周知方法として制度を知ら

せていきたいと考えております。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）
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分かりました。医療機関の場合が結構大事だと思うんですね、私は。国■13番（谷田道子）

保っていうのは、窓口でこの人は社会保険なのか国保なのかというのは分かりますので、困っ

た場合はこういうことにっていう声かけはぜひしていただきたいなというふうに思っています。

次に、最後になります。均等割についてお聞きをします。

国保には、均等割という世帯に属する一人一人に係る保険料の仕組みがあります。特に、子

供にも大人と同じように均等割がかかってきています。子育て世代には大きな負担となってい

ます。この子供の均等割を軽減する動きが全国的にも広がってきています。四万十市では、ぜ

ひこの均等割について介護と同じように国保の準備金を活用できないかということの質問です。

その点について、子供の均等割の軽減について、国保準備基金の活用はできないのか、お尋ね

をいたします。

武田市民・人権課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■市民・人権課長（武田千尋）

国民健康保険税における子供の均等割額の軽減措置としましては、令和４年４月１日から、

未就学児の均等割額が５割減額されております。この減額措置に係る財源につきましては、

国・県・市による公費により負担しております。

一方で、小学生から高校卒業までの子供に対する均等割額の軽減につきましては、現状財政

支援がないため、軽減を行うためには、国民健康保険税による収入を充てることになります。

また、未就学児の均等割額を５割以上軽減する場合も同様に、国民健康保険税による収入を

充てる必要があり、赤字決算となれば、国民健康保険事業財政調整基金を処分する必要がござ

います。

国民健康保険会計の運営においては、交付金などの公費による歳入と被保険者の皆様に納め

ていただく国民健康保険税を主な財源としておりますが、国民健康保険税による収入は、被保

険者数や被保険者の所得状況、そして国民健康保険税の収納状況により変動する可能性が見込

まれるものでございます。

また、歳出においては、県内被保険者の医療給付費に充てられる事業費納付金を高知県に支

払う必要がありますが、この事業費納付金は、過去数年の県内被保険者の医療費水準等に応じ

て算出されるものとなっております。１人当たりの医療費は、年々増加傾向にあるため、医療

給付費に充てられる事業費納付金につきましても、年々増額することが見込まれております。

本市の国民健康保険会計におきまして、令和５年度の税率改定後は、令和５年度・令和６年

度と黒字決算が続いており、剰余金を国民健康保険事業財政調整基金に積み立て、安定した運

営が行われておりますが、先ほど申し上げたとおり、財源の確保に不安定な面があることや支

出の増額が見込まれていること、災害発生時などの不測の事態に備えて財政調整基金は一定の

金額を積み立てておく必要があることなどから、国などの財政支援がない状況での子供に対す

る均等割額の軽減措置の拡充につきましては、慎重に検討する必要があると考えております。
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また、現在、県内市町村の保険料水準の統一に向けた議論が進められておりますので、国民

健康保険税に係る軽減措置につきましては、県内市町村とも情報交換を行いながら検討してい

きたいと考えております。

減免の統一化についても議論を進めており、令和12年度からは、国保税の減免の取扱いも県

内で統一される可能性がありますので、市独自で減免を実施しても、令和12年度までの一時的

なものになる可能性があります。また、四万十市は、令和12年度から、加入者の負担額の大幅

増が見込まれているため、この減免を一時的に実施することは、子育て世代にとっては令和

12年度の国保税の増額がより多くなるおそれがあります。

以上のことから、現状で財政基金を使っての支援は難しいのではないかと考えております。

以上です。

谷田道子議員。■議長（宮﨑 努）

難しいのではないかという答弁でした。県内で統一っていうところで、■13番（谷田道子）

減免も統一していくということのようですが、子育て支援ということで、一律ゼロということ

にはならないと思いますが、ぜひ段階的にそういう方向で検討していっていただきたいという

ことを述べて、全部の私の質問を終わります。

以上で谷田道子議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

この際、昼食のため、１時５分まで休憩といたします。

午後０時１分 休憩

午後１時５分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

一般質問を続けます。

続いて、寺尾真吾議員。

それでは、市民クラブ寺尾真吾でございます。■５番（寺尾真吾）

議長の許しを得ましたので、早速四万十市の発展のために質問させていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

まず初めに、西土佐分校についてお聞きをしていきます。

西土佐分校の学生用住居の確保というものは、喫緊の課題だというふうに認識をしておりま

す。入学目標人数に対して、現在西土佐では住居が足らないという状況だということです。県

教委は、県立高等学校振興計画によって、中山間地域の高等学校に毎年目標入学数と３年後の

学生数の目標を課しました。目標達成できなければ、再編の俎上に上がると県の確認を取って

おります。来年度に向けた入学目標数、人数ですが、３月議会では答弁にあったとおり20名で

変わりはありませんでしょうか、まず確認をさせてください。

佐川総合支所長兼地域企画課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■総合支所長兼地域企画課長（佐川徳和）
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まず、県立中村高校西土佐分校における来年度の入学者の基本人数です。これは、高知県教

育委員会が策定しました県立高等学校振興再編計画による数値目標ですが、これは中山間地域

等にある小規模校の場合、分校の場合は１学年１学級10人以上、そして努力目標は11人以上と

なっております。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。私は、20人以上だというふうな認識をしていま■５番（寺尾真吾）

す。なぜなら、この20年間、毎年毎年西土佐分校にだけ130万円もの補助金を出しています。

そして、今年に関しては、地域みらい留学に対するバージョンアップも兼ねて185％アップの

240万8,000円を計上しているところです。そのように、今回も地域みらい留学に対して大きな

お金を市としても出すということであれば、先ほど県が出したものだけではなく、しっかりと

その11名以上、目標としては前回の３月答弁で20人を目標とするという朝比奈元支所長のご答

弁もあったかと思います。そこを目標にしなくては、最低限ならないというふうに私は認識を

しておりますが、もう一度ご確認をさせてください。

佐川総合支所長兼地域企画課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■総合支所長兼地域企画課長（佐川徳和）

学校と地元の市町村、この場合四万十市ですけど、それが連携・協働して定めたアクション

プランというのを本年４月から運用をしておりますけど、そこでの目標が、入学生徒数を毎年

11人以上を目指すとしております。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。人数にそごがありますけれども、これはもう流■５番（寺尾真吾）

させていただきます、多分話が合わないので。

では続いて、それでは住居の確保についてお聞きをさせていただきます。

住居の確保というのはどうなりますでしょうか。先に、今現在寮はいっぱいです。県が造っ

てくださった寮は、10名の定員数の中でもういっぱいになっているというふうにも聞きます。

そして、今、西土佐の若者住宅、来年度の利用可能人数は、最大で６名と聞いております。先

ほどのお話でも、最低５名の住宅確保が必要と考えています。現状どのようになっているのか、

お聞かせください。

佐川総合支所長兼地域企画課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■総合支所長兼地域企画課長（佐川徳和）

まず、西土佐分校の生徒数についてご説明しますが、西土佐分校には１年生が15名、それか

ら２年生が４名、３年生が７名の26名が在籍しており、先ほど議員からもご説明がありました

が、西土佐分校の寮である青葉寮には、１年生が10名、それから２年生が１名、３年生が１名
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の計12名が生活しております。

なお、定員は10名なんですけれど、ちょうどきょうだいの生徒がおるということで、談話室

に２名入居している状態です。

それから、津野川の若者住宅、これは市が管理しておりますけど、こちらには１年生が２名、

２年生が１名、３年生が２名の計５名が生活しております。

来年３月に３年生７名、このうちの寮の入居者３名が全員卒業し、仮に10名が西土佐地域か

ら入学した場合には、寮と住宅の定員を超える可能性があります。対策としましては、分校に

隣接している津野川小学校を寮として改修するという方法もあるんですけれど、耐震補強等が

必要ですし、大規模な改修も必要になりますので、活用するためには相応の時間と費用も必要

になってきます。当面の対策としましては、まずは公営住宅の利活用、それから空き家の活用、

また近隣の家庭への下宿など様々な方法を検討していく必要があろうかと思います。これは生

徒の希望ですとか、それから生徒の実態を把握している分校をはじめ、高知県教育委員会、そ

れから西土佐分校存続推進協議会の部会、地域の方々と協議を重ねて検討していきたいと考え

ております。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。もう既にオンラインでの学校説明会というのは■５番（寺尾真吾）

始まっています。７月になれば、こうち留学フェアなど東京などの現地にて学校の説明を行わ

れる状況で、今の話を聞きますと、まだ住居の確実な確保というのはできていないのではない

かなというふうに思っています。これは、万が一、昨年度同様、15名以上学生が来て、今年は

そのうち、15名のうち２人が地元の子供ということで、13名が市外の遠くから来てくださって

いると。そんな状況になった場合、お断りをしなくてはならないということは、本市の西土佐

分校を守っていくというその存続に対して、きちんとした措置ができていないというふうに認

識しています。そのためにも、やはり今まさにすぐにでも空き家の確保であり、先ほど公営住

宅の利活用のこともありましたけども、しっかりと確保というものを早々とやらなくてはなら

ないというふうに思っておりますが、その点、今後スケジュール感というところで言えば、い

つまでに幾つを確保しようというようなお気持ちはあるんでしょうか。これは、再編計画にお

いても、先ほど支所長も言いましたけども、県と市、また住民と連携し合ってやっていくとい

うことでこの分校を守っていくことですので、その中で市としてしっかりできることはやって

いただきたいということで質問させていただきたいと思います。いつまでにできますでしょう

か、お聞かせください。

佐川総合支所長兼地域企画課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■総合支所長兼地域企画課長（佐川徳和）

先ほども申し上げましたように、住宅、例えば学校の改修ですとか、あるいは空き家の活用
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においても、改修というものが必要になってきますので、当面、取り急ぎ確保できるのは、ま

ず公営住宅の利活用じゃないかと思うんですけれど、そちらにつきましても、一定の手を入れ

る必要がありますし、例えば県営住宅、近くに教員住宅があるんですけど、そういったものを

使う場合には、目的用途以外の利用となりますので、そういったあたりの協議も必要にはなっ

てまいります。これは、西土佐分校との協議も必要なんですけれど、２学期にはどういった方

法が取れるか、方法を決めていく必要があるんではないかと思います。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ぜひ、方向性を定めていただきたいと思います。■５番（寺尾真吾）

改修についてなんですけども、財源等というのは考えて既にいらっしゃるんでしょうか。私、

今回、石破内閣がつくりましたデジタル田園都市推進交付金でしたかね、あれのバージョン

アップされた第２世代交付金のほうの採択内容見ましたら、例えば北海道等では、移住体験用

住宅改修工事事業をやったり、高等学校生徒用下宿施設整備事業であったり、これ土佐清水で

すけど、土佐清水市教育振興交流施設整備事業など、この第２世代交付金を活用しながら、学

生の居場所づくりというものをやっています。財源についての今こういうものもある中で、

しっかりと前向きこういうのを活用していっていただきたいと思っておりますが、そういう意

味で西土佐においては今財源というもの、この改修ですね、どのようなものを考えてらっしゃ

いますか。

佐川総合支所長兼地域企画課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■総合支所長兼地域企画課長（佐川徳和）

一部まだあくまで所管課案の部分がありまして、全庁的な合意等が取れていない部分もあり

ますけど、例えば高知県の人口減少対策総合交付金のモデル施設整備事業というのがございま

して、これは対象として高校の振興再編計画で、中山間地域等の小規模校が交付要件になって

おりますので、そういったものも可能性としては一つあると。

空き家の活用につきましては、これは例えば中間管理住宅として借家を整備した場合に、空

き家対策総合支援事業、これは国の補助ですけど、そういったものも使えるのではないか、あ

るいは、ちょっと確認が必要なんですけれど、高知県の住宅耐震化促進事業、そういったもの

も使えるのではないかと考えてはおります。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。ぜひ市の一般財源だけでなく、県・国の交付金■５番（寺尾真吾）

等、補助金等を活用しながら、前向きにできるだけ早く分校の学生たちのためになるよう、住

居の確保というのを詰めていただきたいと思います。

続いて、住居確保に伴いまして、学生を支える支援というものが必要になってくると考えま

す。今調理師の不足もあるとお聞きをしておりますが、他地域では学習支援、ハウスマスター
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など雇い入れています。学校の存続には、学校の魅力化やその魅力発信、そして寮などに住ま

う学生たちのサポート体制が重要と考えています。私は、国の制度などを利用して、市外から

の支援人材の確保を市が行う必要があると考えておりますが、いかがでしょうか、お聞かせく

ださい。

佐川総合支所長兼地域企画課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■総合支所長兼地域企画課長（佐川徳和）

西土佐地域は、人口減少が著しいために、働き手の確保というのは非常に課題となっており

ます。今ご質問にありましたように、青葉寮におきましては、生徒の食事作りを担う調理員の

確保が非常に課題となっておりましたけど、今年４月に１名を任用することができ、今のとこ

ろ滞りなく運営されているというふうに伺っております。

例えば、今議員からのお話がありましたように、高知県なんかで地域おこし協力隊というの

を募集して、そういった方が寮の管理運営に携わってくださっているような学校もありますの

で、それも一つの手ではないかと思います。

また、別の事業になりますけれど、ちょうど先日、特定地域づくりの事業、組合が設立され

ましたので、これは組合員になっていただく必要があると思うんですけど、そういったものも

利用するのが一つの手ではないかと考えます。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。県も魅力化コーディネーターというものを各分■５番（寺尾真吾）

校等小規模な学校に派遣して、魅力向上に努めるということを考えてはいます。また、分校に

ついてもおっしゃるとおり今検討してくださっていますが、なかなかいい人が見つからないと

いうことで手をあぐねているということです。ぜひ、例えば黒潮町は、寮のほうを町営で建て

てまして、地域おこし協力隊を町でお雇いしました。土佐清水も、今市として寮のようなもの

を建てて何とかしようとしています。本市もやはり西土佐分校を存続させていきたいというの

であれば、やはりその魅力を向上させるために、人材をしっかりと確保していっていただきた

いと思いますので、よろしくお願いいたします。

また、高等学校の話なので少しそれますけども、幡多農業高等学校のアグリサイエンスやグ

リーン環境科ともこの３年間、３分の１の入学数になって大変厳しい状況です。県のほうは、

1,200名もの学生を高知県全体で減らすということを３年後に計画をしている中で、今後西土

佐分校だけでなく、もしかしたら市として市内の高等学校の支援も必要になってくるかもしれ

ません。そこのほうもぜひご検討していただければというふうに思います。

それでは続いて、空き家の部分に移ります。

今回、移住者用の住居として活用する空き家に絞って質問をさせていただきます。

所有者が、空き家を移住者用として検討する際に、課題の一つとなるのが残置物、残ってい
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る荷物があります。この残置物の分別等処分が進めば、移住者受入れが可能となる地域、お家

があるというふうに考えています。現在、この点に関する市としての取組状況をお伺いをしま

す。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、お答えさせていただきます。■企画広報課長（武田安仁）

移住者用の空き家に係る残置物の処分、これにつきましては、現在移住・定住支援業務の委

託先でございますＮＰＯ法人四万十市への移住を支援する会の管理する空き家バンクというも

のがございますけれども、それに登録された移住者向け住宅に限りまして、２ｔトラック１台

分の残置物撤去費用を市が負担させていただいているところでございます。

以上でございます。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。２ｔの撤去を１台分ということなんですけど、■５番（寺尾真吾）

実はこの残置物というのは、１台では足らないよねというのが大きな問題になっているのかな

というふうに思っておりまして、そこで私は、一つ提案させていただきたいと思います。ふる

さと暮らし支援事業補助金の活用を提案させていただきたいと。先週に澤良宜議員もこれ触れ

ましたが、本補助金の目的は、自ら考え、行動を起こす効果的な事業に対して補助を出し、地

域の活性化と住みよい環境整備を図るということです。そして、この補助金と残置物の関係で

すが、ある地区では、地域おこし協力隊と区長が一軒一軒回り、約28世帯分の移住者に貸し出

すことが可能と考えられる空き家を見つけたということです。しかし、問題は、この残置物で

す。多くの空き家には、トラック４、５台分の残置物がありそうだということで、その処分費

用の捻出は、所有者から厳しいという声が上がっております。

そんな中、区長より、地域の地区の力で残置物を処理して、移住者が少しでも多く移住でき

るように努力したいという意見を受け取っています。私は、この課題解決を考える中で、ふる

さと暮らし支援事業補助金の目標に合致していると判断しました。そのため、本要綱に項目の

追加を行い、地区の力により移住者が移住できる空き家の掘り起こしをできるように、市には

協力をお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。

横山環境生活課長。■議長（宮﨑 努）

議員ご提案の本事業の追加につきましてお答えいたします。■環境生活課長（横山昌之）

今回、ご提案いただきましたのは、議員おっしゃるとおり、地域の住民の方々が発案の下、

移住者を受け入れると。受入れに当たって、空き家の確保に当たって、残置物がネックになっ

ていると。ネックになっている残置物を処分することによって、移住者の受入れが進み、地域

が活性化すると。そういった面では、本事業の目的にあります住民自らが考え、行動を起こす

ことで効果的な事業である。また、地域の活性化につながるという点につきましては合致する

部分があろうかと考えております。ただ、今回ご提案いただきました内容の出発点といいます
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か入り口が、移住者向けの住宅の確保となっております。こちらは、移住支援の観点から考え

ますと、既に既存の制度がありますので、当制度の運用に照らして考えますと、新たな追加と

いうのは困難といいますか、適正でないかと考えているところでございます。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。そこは意見の相違でしょうかね。既存がありま■５番（寺尾真吾）

すけど、地域の人たちが、自ら処分することによって地域をよくしたいということに対しては、

市としては応えるべきだなというふうに私思っておりますよ。

ふるさと暮らし支援事業補助金の活用の今現状ですけども、状況として165地区ある中で、

令和５年・令和６年は37地区が活用しているというところで、３分の１も満たない状況なんで

すよね。こういうものをつくることによって、よりふるさと暮らし支援補助金の魅力が上がっ

てくるとも思いますし、その点、やはり今後検討していっていただきたいというふうには思っ

ています。

これ市長にお伺いしたいと思いますけども、この補助金の中には特認整備というのがありま

して、ソフト事業で50万円の４分の４ですけども、市長が定住人口への意欲があるというふう

に考えています。先週の答弁でこういうふうに理解をしています。どの程度の金額で、地区の

方々が処分を自らできるのかということに対して、ぜひこの特認整備というところを使って

やっていっていただきたいというふうに思っています。特認整備は、市長の意見によって、市

の政策に合えば使うことが可能だということですので、一度その特認整備というのを使って、

地域コミュニティー、また地域自治の強化につながるということでやらせていただきたいと思

いますが、その点、いかがでしょうか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

すみません、その特認整備というものに関しまして、今私勉強不足で今ここではっきりとで

きる、できないのお答えができないんですけれども、そういった制度の中で、四万十市としま

してできることがあるんであれば、できる方法を考えていく、そういったことになろうかと思

います。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。特認整備に関して、前向きなご発言をありがと■５番（寺尾真吾）

うございました。担当課もぜひ今既存があるからではなく、地域コミュニティーをどうしたら

よくなるかという視点で、この案件について再度考えていただければというふうに思っており

ます。

また、分別に課題もあるというふうに、この処分だけじゃなく、分別もしたいよという所有

者の方もいらっしゃいます。現在、県は、片づけに関する講師派遣を検討しているようです。
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市から積極的に県にアプローチもして、県・市でこの処分等が前に進み、移住者受入れができ

るような空き家が一つでも増えるようにしていっていただければというふうに思いますので、

よろしくお願いします。

続いて、移住者についてお聞きをします。

私は、そろそろ移住者に対して、本市が望む方向性を一定持たせてもいいかと考えています。

本市には、どのような移住者が来たらよいのか、移住者が四万十市への移住により、自身の望

みをかなえ、生活に希望を抱くと同時に、四万十市の文化などを受け入れ、仲間になれるよう

な人たちを望むものです。正直、この質問は、私一番漠然としているものなんですけども、移

住を担当するＮＰＯ団体などとも協議して、ぜひ移住者に関する方向性というものを一定考え

てみてはいかがでしょうかというところなんですけども、いかがでしょうか。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

移住者に向けての方向性ということでございましたけれども、■企画広報課長（武田安仁）

どういった移住者の方を望むかというような観点であろうかと思いますけれども、移住者への

期待としましては、地域の活性化でありますとか人口減少への対策として、できるだけ多くの

方に移住をしていただきまして、地域に根差した生活を営んでいただく、そういうようなこと

を基本として考えております。

そういう中で、本市におきましては、移住者の受入れに際しまして、年齢や職業、家族構成

等の個別の要件を一律に定めているものは現在ございません。ただ、先ほど言いました理想と

いいますか期待、そういったものを実現するために、ＮＰＯ法人を通じまして、移住される方

には、地域コミュニティーへの参加についてのお願いもしておりますし、そういう形で移住者

の方にお願いする一方、逆に移住者の定住、今後の地域の担い手確保、そういった役割を発揮

していただくためにも、移住者を受け入れる側の地域、そういったところへの理解や協力につ

いても求めているというような現状でございます。

以上でございます。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。この件は了としたいと思います。■５番（寺尾真吾）

続いて、３番目、地域活力の増進と経済活性化についていきます。

こちらは、観光振興についてです。

市長は、裾野の広い観光振興を軸に、経済活性化を考えていると認識をしています。ですの

で、観光振興に対して、市長が具体的にどのような目標を持ち、またその目標を達成するため

にどのような数的目標を持ちたいのか、議会が観光振興を量的に評価できるよう、市長が考え

る目標数値などをお聞かせください。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）



- 225 -

寺尾議員おっしゃるとおり、私の中で観光業というのは１次産業・２次産業に含めて非常に

裾野の広い産業と思っておりますので、地域経済の活性化を行うに当たって、本当に重要な役

割を果たすものの一つだというふうに考えております。

そういった中で、まず数値目標というところに関しましては、先に言いますけども、まだ設

定ができておりません。今後それは設定していくようになるんですけれども、そういったこと

をするに当たって、まず一番重要になってくるのが、情報の発信、そういったものをしっかり

とやっていくということが多分重要になってまいります。そういった中で、現在はＳＮＳ、そ

ういったものを使ったりとか、そういったことを考えておりますけれども、そういった部分に

関しましても、一定市役所の職員さんだけではなかなかそういった知見が少ない部分もありま

すので、外部の協力を得る、そういったことも考えておりまして、その中で一定はっきりとし

た数値目標を持って取り組んでいくことになろうかと思います。

また、本市に関しましては、今後総合計画であるとか、そういったものを今年策定していき

ますので、そういった中で、観光部会といいますか、観光業の方にも参加していただいてます

ので、今後観光をやるに当たっては、四万十市単独でやるというものではなく、ＤＭＯ組織で

ある幡多広域観光協議会、また四万十市の観光協会、そういったところともしっかりと連携を

していくということが重要になってこようかと思いますので、そういった意味で、効果的に事

業ができるように取り組んでいきたいと、そのように考えております。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。先月、市長になられてから、ちょっと私も急ぎ■５番（寺尾真吾）

過ぎたような目標については思いますけども、例えば私思うのが、来年度の７款商工総務費、

そして観光費に対しては、せめて増額に対してコミットしていただきたいと思います。今年も

う一年が過ぎることになります。来年度に対するしっかりと観光業に対して一定の観光費を上

げることによって、コミットしていくことで、観光に対する裾野を広げようとしているんだな

ということを私たち自身も理解できるところであります。今現状、例えば商工総務費ですと、

令和５年度が７名分の人件費も含めておおよそ5,600万円、そこから８人になりまして、令和

６年、6,600万円、今年度7,000万円と少しアップしているところです。観光費は、令和５年が

１億5,700万円、端数ちょっと切っていきます。令和６年度は１億9,800万円、令和７年度は１

億7,100万円として、７年度は減額されているところです。これを考えると、やはり方向を考

えるだけじゃないんですけど、観光費のしっかりとした確保というもので、市長が本当に観光

に対して力を入れているんだなというところを私たち見せていただきたいというふうに思いま

すが、いかがでしょうか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。観光費にしても、商工費も一緒ですけど、ほ■市長（山下元一郎）
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かはもう全て一緒ですけども、予算を確保するというところは非常に重要になってまいります

ので、国・県としっかりと連携をして、できるものはしっかりと取ってくる、そのように動い

ていくつもりでございます。ただ、一定、予算が先に走りますと、事業の内容というものも重

要になってまいりますので、やはりそこは両輪で積み立てていって、こういった事業をするか

らこの予算が必要であるというような積み上げの部分もどうしても必要になってくると思いま

すので、予算ありきでやるというふうには考えておりませんで、ただ一定僕としては、観光に

対して先ほども言いましたように、非常に四万十市の経済活性化に重要だと思っておりますの

で、そういった部分で、事業と併せてしっかりと考えていきたいと思っております。ありがと

うございます。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。もうおっしゃるとおりだと思います。そのため、■５番（寺尾真吾）

先週のお話でも交付金の確保というところは、自分の得意とする分野だというふうなお話もあ

りましたし、先ほど国・県のきちんと補助金も取りながらやろうということはご答弁にあった

かと思います。数字を伸ばすためにも、国の事業、補助金の獲得もしっかり検討してもらうた

めには、そのために私は人材育成や組織の改善に関することが大切だなというふうなことを思

いまして、その質問をします。

例えば、本年の補助金、観光庁の地域観光魅力向上事業補助金というものがあります。この

補助金は、持続的に地方誘客が促進されるよう、中・長期にわたって販売可能なビジネスモデ

ルづくりの支援をする補助金ということです。この補助金の最低事業費は600万円で、600万円

でしたら、補助率83％の500万円が補助される高い補助率です。１次採択では、全国272事業が

採択をされております。ですが、本市からこの地域観光魅力向上事業補助金の活用を検討され

たことはないとお聞きしています。また、西土佐地域に至っては、観光関連団体に対して、こ

の補助金情報の提供すらしていないと伺っております。西土佐にとって、観光業は大切な産業

です。しっかりと情報提供をしていただきたい。先ほど市長も情報の発信というものも大切だ

というふうにおっしゃっていました。内部に対する、またその関連する補助に対する情報の発

信もきちんと行っていくということが大切だと私は考えています。

しかし、こういう状況を聞いたときに、担当課はうまく回っていないのかなと考えますが、

観光業が伸びていくには、担当職員の専門知識を養う環境や働きやすい環境、また新しい補助

金が出たときにすぐに対応できる体制づくりなど、そのような体制ができてないことが問題で

はないかなと考えています。市長においては、今後の数値目標を考えてもらうことに併せ、そ

の目標に向け、また交付金の獲得など、しっかりと実行できる体制のためにも、職員の人材育

成、組織改善に力を入れていってほしいと考えます。この点、ご所見ありましたらお聞かせく

ださい。

山下市長。■議長（宮﨑 努）
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お答えいたします。■市長（山下元一郎）

議員のおっしゃるように、しっかりとやっていくということなんですけども、議員もご存じ

のとおり、限られた資源の中で、様々なことがありますので、そういった中で、適材適所、適

正な人数というのは考慮して、もちろんできればもっとたくさんのリソースを自分のところに

全て投入してというようなこともやりたいという思いはございますが、そういうわけにもいき

ませんので、やはりできる範囲の中でしっかりと準備をしていく、また情報発信等につきまし

てはしっかりとやっていく、またそういった補助金で、幡多広域のほうでは取っているという

ようなお話も聞きましたので、そういったところのしっかりとした情報共有もこの四万十市と

してもやっていきまして、お金ありきにはならないと思いますので、あくまでもしっかりとど

ういった事業をやっていくかという部分をしっかりと詰めて、それに必要な予算を取ってくる

というような働き方をしていくことが重要かと思いますので、この補助金があるから、その補

助金を取りにいくということでなく、自分たちは四万十市にとってこの事業をやりたいと。そ

れに適合した補助金を取りにいくというような考えでやっていきたいと思っております。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。言うとおりだと思います。ちなみに、幡多広域■５番（寺尾真吾）

は、第２次募集してますので、まだ獲得は多分されてはないんですけども、県のほうはどっぷ

り高知で既に取ってはいます。

補助金を取る、取らんも観光協会、関連団体と話合いながら取るか取らないかというときに、

先ほど中段で話しました情報が行き渡ってないということはやはり問題だと思うんですね。そ

の点については、やはりしっかりと指示していっていただければというふうに思います。

もう一つ、お聞きしたいと思います。

資源がある中で、限りある中でやっていかなくてはならないと。おっしゃるとおりです。私

たしか３月かその前の議会、前市長に対しても今後の課題というところで事業が多過ぎるので

はないかというふうな話もしました。今後、山下市長が観光に限らずかもしれませんけど、や

はり見直しをして、しっかりと財源確保をするために、人材確保するためにも、見直しをする

ことも必要だなというふうに思います。このスクラップ・アンド・ビルドという観点ですね、

市長、どのようにお考えでしょうか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

おっしゃるとおりだと思います。全てのことをやっていくと、拡大していくばっかりになっ

ていく中で、やはり時代とそれからタイミングというのもありますので、そういった中で、新

しいことに挑戦すると同時に、今やっている事業の見直しというのは、随時行っていくことが

必要になってくると私も思っております。
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寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。ぜひ見直しも一つの事業として考えていただけ■５番（寺尾真吾）

ればというふうに思います。

それでは、４つ目です。

活気あふれ持続可能なまちづくりに移ります。

中心市街地の公共施設並び公共事業からのまちづくりというものは、都市機能の維持やそれ

による市民生活と福祉サービスの維持・発展だけではなく、まちなかで商売をされる商店街や

飲食店などの利益ともなり、本市を活気にあふれさせることができます。そのためにも、中心

市街地の公共施設並びに市有地の有効な活用は、大切だと考えています。今、中心市街地には、

老朽化により建て直し、または解体後に土地の利活用を検討される公共施設や市有地が複数あ

ります。私が考えているのは、旧文化センター、文化センター第２駐車場、愛育園、児童館、

地域子育て支援センターなかむらぽっぽ、旧もみじ保育所、各公園を含め、いろいろとあると

考えています。総合的な視点と有効活用をスピード感を持って進めてほしいと考えていますが、

まず私、市長にお伺いしたいのが、中心市街地のまちづくりとその重要性をどのように考えて

くださっているのかの所見を伺います。

津野まちづくり課長。■議長（宮﨑 努）

お答えします。■まちづくり課長（津野智宏）

本市の中心市街地におけます公共施設や市有地の活用につきましては、町のにぎわいや利便

性の向上、さらには持続可能な都市構造の実現に向けて、非常に重要なテーマであると認識し

ているところでございます。

現在、本市の都市計画マスタープランや立地適正化計画では、公共施設の再配置や集約化、

跡地の利活用などを通じて、中心市街地への都市機能の集約と住環境の充実を図ることとして

おります。

これらの計画に基づきまして、先ほど議員が申されました施設などを含めまして、中心市街

地の公共施設と市有地を戦略的に活用することで、持続可能な都市機能へ転換され、中心市街

地のにぎわい、加えて行政コストの最適化を同時に実現できるものと考えているところでござ

います。引き続き、中心市街地のポテンシャルを最大限に引き出す土地・施設の活用を進め、

コンパクトで住みやすいまちづくりへ転換を図り、活気にあふれた持続可能なまちづくりを推

進していくことが重要であると認識しているところでございます。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。そしたら、重要性というのは認識をしました。■５番（寺尾真吾）

ただ、ごめんなさい、今の、私は市長にお伺いしたくて、市長のまちなかに対する政治姿勢と

いうものをお聞きをしたいというふうなことでご質問させていただいたというふうな認識なん
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ですけども、市長としてはいかがでしょうか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

中心市街地も含めまして、四万十市の活性化という部分に関しては、非常に重要に考えてお

ります。そういった中で、歴史と文化がありますこの四万十市の中心市街地というものに関し

ましても、しっかりとその機能というのを四万十市の歴史と文化、また顔になる部分の一つで

ございますので、そういったことはやっていかないといけないというふうに思います。今まで

様々な課題がありまして、昨日から出てます旧文化センターのお話とかもありますけれども、

まちづくり課長が言うように、立地適正化計画ということについては、議論を深めながらやっ

てはいくというのが現実にはなろうかと思いますけれども、それに当たりまして、地元のご意

見であるとか、またほかの様々な商工業者さんとか、そういったところからのたくさんのお話

をいただいておりますので、しっかりと地元の方々も含めて、四万十市がこれからよくなって

いくための施設となるように取り組んでいく、それは文化センターに限らず、先ほどありまし

た空き家もそうですし、それが壊された後、今は四万十市の中心市街地、駐車場といいますか、

そういったものもすごい増えているというようなことも感じておりますので、そういったこと

も一体としてこの地域、どうやって活性化していくか、地元の方々、またその近くでお商売さ

れている方々、そういった方々としっかりと意見を構えながら、市としての支援はもちろんで

すけれども、しっかりと方向性を見極めていきたいというふうに思っております。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。市長のまちなかに対する思い、考えというのは■５番（寺尾真吾）

お聞きをしました。ありがとうございます。

では、具体的に、この中心市街地の公共施設及び市有地個々について３つ確認をさせていた

だきたいと思います。

まず、１つ目、愛育園についてです。

前中平市長の答弁を見るに、近年の児童数の充足率から、愛育園の存続は難しいことも含め

て、判断をしていかなくてはならないというふうな答弁をしていると私は理解をしております。

市長は、新しく市長になって、この愛育園の今後についてというのは、どのようにお考えで

しょうか。

中脇子育て支援課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、愛育園の部分についてお答えをさせていただきた■子育て支援課長（中脇弘樹）

いと思います。

まず、愛育園ですが、今ほど寺尾議員がおっしゃられたとおり、令和７年３月議会におきま

して、川渕議員の一般質問に対し、前中平市長が、愛育園ともみじ保育所は統合されず、結果

的に愛育園は現在も公立保育所として運営していることをご答弁申し上げたところでございま
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す。その際、残すという表現を使われたことについて説明をされておりましたが、令和元年

12月当時は、統合せず、単独で運営を継続することを残すと表現したものでございまして、将

来にわたり永続的に愛育園を存続させるという趣旨の表現ではないものであることをご理解願

いたいと思います。

なお、その答弁の際、愛育園利用者数についてもお答えをしており、令和２年度に72人いた

児童が、今年度は25人と大きく減少をしております。愛育園の耐用年数は令和９年までとなっ

ており、耐用年数が過ぎれば、直ちに使用できなくなるというものではございませんが、住民

の利用動向によっては、愛育園個別に今後の在り方についての検討が必要であるというふうに

考えているところでございます。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。この耐用年数ってよく話になりますけど、令和■５番（寺尾真吾）

９年までだけど、状況によっては使えるという判断を今ご答弁されるのは、今まで議会の中で

耐用年数というものをしっかり見極めてスクラップ・アンド・ビルドしなくてはならないとい

うことをずっとおっしゃってきたと私思っているんですよ。そういう中では、今の発言という

のは、今後のこの公共施設の在り方、本市にとって確かに全てスクラップ・アンド・ビルドで

きるわけではないですので、どう使っていくかということの指針となったなというふうに思い

ますけど、そういうふうなことも含めて、今の答弁として受け取って構いませんか。

中脇子育て支援課長。■議長（宮﨑 努）

一律に耐用年数という言葉を使うと、耐久度とかそういうも■子育て支援課長（中脇弘樹）

のによった考え方というふうに考えられるかもしれませんが、我々としては、耐用年数を目安

として、そこから必要な修繕、それらを通じてどれだけ使えるかということは用途とか目的に

応じて常に考えていかないといけないとは考えておりまして、その意味で、耐用年数をもって

すぐに廃所にするものではないということをお答えさせていただいたものでございます。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。これ子育て支援課の回答ではちょっと足りない■５番（寺尾真吾）

ですね。市長としてどう考えるかというのをお聞きさせてください。

小休にします。■議長（宮﨑 努）

午後１時47分 小休

午後１時48分 正会

正会にいたします。■議長（宮﨑 努）

寺尾真吾議員。

ありがとうございます。ちょっとそれているような話になりますけども、■５番（寺尾真吾）



- 231 -

この公共施設の耐用年数というものは、子育て支援課だけじゃなく、様々な施設を扱うところ

に関係してくるようなことです。そのため、誰がこの全体的なところに対してご答弁していた

だけるか分かりませんけども、全体論として、この公共施設の耐用年数の在り方に対してご答

弁をいただきたいと考えております。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

耐用年数というものの数字にどうしてもこだわるということではなく、やはりその施設の状

況、実際それぞれ違うと思いますので、そういった中で、一定の目安としてそういったものを

使っていくというのはあるとは思うんですけれども、決してその数字というものにこだわって

物事を進めるということはございません。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

納得しました。ありがとうございます。■５番（寺尾真吾）

ただ、愛育園の考え方についてもう少し掘り下げたいと思います。今日川渕議員が午前中中

山間地域の小学校・保育園の在り方という話をしてました。この中心市街地、私大切にしてい

るんですが、ただ民間の保育所、公立の保育所が、直線距離にして約200ｍ以内に対して保育

所が２つあるというのは、今少子化によって保育所が休園になっていく複数のところがある中、

ちょっとこれは過剰ではないかと、公平性に欠けるのではないかなというふうに考えています。

保育所というものは、四万十市全域のそれを必要とされる保護者に対して、きちんと仕事に

しっかりと行けるように、保育を任されるような場所です。そのため、休園するようなところ

もある中で、この町の中の保育所が２つ近くにあるということは、この点、公平性に欠けると

ころで言えば、この充足率をもってして、しっかりと今後の方向性というものを考えなくては

ならないというふうに私は思っていますが、その点、いかがでしょうか。

中脇子育て支援課長。■議長（宮﨑 努）

ご答弁申し上げます。■子育て支援課長（中脇弘樹）

確かに愛育園、近隣に民間の認定こども園があるところでございます。

一方で、愛育園は、これまでの経過の中で、市内の中心部にある保育所として、公保育をそ

の施設で担ってまいりました。これまでの経過、それと施設の若干の取組の差、認定こども園、

０歳から年長までの認定こども園と公保育で行っている愛育園、こちらのほうにそれぞれの

ニーズがありまして、現在は市民の方がいずれかを選ばれて、いずれかというか、ほかの保育

所も含めて、いろいろ選ばれている状況でございます。

そういった状況の中で、一定小規模化が進んでまいれば、これは我々が望ましい保育が提供

できるのか、また親御さんたちがそれで納得できるのかというようなところも含めて、在り方

を探っていかなければならないというふうには考えているところでございます。決して地域に
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至近距離にほかの施設があるからということで考えるのではなく、同種の施設ではありますけ

れども、取組の違いがありますことから、近隣にあるからということではなくて、愛育園自体

がどういったサービスを提供できるかということについて在り方について検討を進めなければ

ならないというふうに考えております。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。私、答弁の中で、いずれかを選べるというのは、■５番（寺尾真吾）

このまちなかだからこそだというふうに受け取るんですよ。いずれも選べない地域も出てきて

いるので、そこも含めて、保育行政、どういうふうにすべきなのかというのをしっかりと考え

ていただきたいと思いますし、愛育園については、たしか駐車場、70万円分年間費用負担して

いるんですよね。ほかのところだったらそういう費用負担はないわけです。維持管理に関して

も、大きなお金を使っているということの認識も持っておいてほしいというふうに思います。

それでは続いて、旧文化センターについてお聞きしたいと思います。

これ、先週川村議員が質問をされてまして、現状は大体把握をしました。市民からの様々な

要望があり、まだこれからという感じで受け取っていますが、またスピード感を持ってやると

いうことです。ただ、区長会からも、やはり大変に気になっているこの文化センター跡地利用

です。昔は、女学校ということもあったりして、市民の学びやとして大変重要な土地であった

というふうなこともあります。私としては、例えば児童館など子育て世代の誘致施設ともなる

複合性を持った施設も視野に入れてほしいと考えていますが、様々なご意見があるということ

ですので、要望に止めさせていただいて、いずれにせよ、市民の福祉サービスと旧中心市街地

への誘致施設となってほしいと考えています。

質問としては、早めの解体も検討されるということですので、併設しています消防屯所が気

になっています。旧文化センターの解体に併せて、消防屯所というのは建て直しをされるのか、

この点はどのように考えているのかをお聞かせください。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■地震防災課長（安岡栄治）

現在の旧文化センターの敷地内にある屯所につきましては、解体を仮にしたという場合でも、

そのまま活用していくということを現時点では考えております。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。理解しました。■５番（寺尾真吾）

文化センターについては、先ほど言ったとおり、皆さん方は本当に関心を持っている土地で

すし、町の中の重要な土地として、またこの町の商店街や飲食店の方々が、これから造られる

施設があってよかったなと、そういうふうに思っていただけて、かつ地域住民の方の福祉に

とっても、利活用のしやすい場所になったなって、難しいことを言っているのは分かっていま
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すが、ぜひ様々な点からしっかりと市の発展になるように考えていただければというふうに思

います。

続いて、旧もみじ保育所についてお聞きをします。

旧もみじ保育所の市有地については、何か利活用の検討をされているのでしょうか。今まで

事業者さんからこの土地を活用させてほしいという打診もあったかと思いますが、なかなかこ

の旧もみじ保育所の跡地利用について、担当課のほうもまだ考えているということもあって、

事業者さんも待たせていたという経緯もあったかなというふうな認識をしてます。地域にとっ

てもこの旧もみじ保育所の跡地利用というのは、大変関心が高いものです。ぜひ今現状、どの

ような考えを持っているのか、また利用を今検討されてないのであれば、要望を聞き入れる余

地があるのか、その点お聞かせください。

中脇子育て支援課長。■議長（宮﨑 努）

旧もみじ保育所でございますが、既に廃所となっているため、■子育て支援課長（中脇弘樹）

他の市内の休閉所をしている保育施設と同様に、庁内における未利用保育施設利活用プロジェ

クトチームにおいて、検討対象施設としているところでございます。しかしながら、今のとこ

ろ、具体的な結論にまでは至っていない部分でございます。先ほどもおっしゃられたとおり、

民間の事業所、特に福祉系の事業所等からお声がけいただいておりますけれども、具体的な利

用の調整にまではいずれも至っておらず、今のところは声をかけていただいた幾つかの事業所

も、それぞれの別の方向で適地を探しているのが現状でございます。

ご質問のありました何か要望があれば聞き入れることができるのかというところでございま

すが、検討中でございますので、要望があれば、それは子育て支援課のほうに寄せていただけ

れば、我々のほうで検討をしていきたいと、我々というか、プロジェクトチームも含めて、妥

当性については検討していきたいというふうに考えているところでございます。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。■５番（寺尾真吾）

それでは続きまして、下田小学校の高台移転について伺います。

まずは、プール整備についてです。

３月答弁では、プールを高台移転に併せて整備をするとなっています。市長が替わって現在

の考えをお聞かせください。

武田企画広報課長。■議長（宮﨑 努）

ただいま議員がおっしゃいましたように、これまで小学校の高■企画広報課長（武田安仁）

台移転に併せまして、プールも整備する方針としておったところでございますけれども、直近

の児童数の推計値、これを見てみますと、令和13年度に下田小学校の児童数が13名程度になる

ことが想定されるなど、今後児童数が著しく減少することが見込まれております。

そういう中、プール整備には、約２億円以上の費用が見込まれておりまして、プールの整備



- 234 -

については、改めて検討が必要ではないかと考えているところでございます。

今後、教育委員や地元の皆様とも意見を交わす中で、その必要性については慎重に検討して

まいりたいと考えているところでございます。

以上でございます。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。３月からご答弁変わったなというふうな印象を■５番（寺尾真吾）

受けました。私としても、このプール整備については反対の考えを持っております。先日、子

育てをしている下田の保護者からこのようなことを言われました。私たちにとっては、子供た

ちの命を守るため、生活のほうが大事なんですと。私はこの言葉に強い共感を覚えています。

生活が安定するからこそ、子供たちの命が守られる。ゆえにこの高台移転に反対をしています。

やってほしいことは、下田で雇用を生み出すことの施設を造ることというふうに私はお伺いを

しました。

山下市長は、このような意見も聞いているのではないでしょうか。先日の松浦議員の市政懇

談会に対する答弁にて、所感と前置きをし、若い人たちが市政懇談会のような集まりの中に来

てくれないと言っておりました。そして、対応策として、ＤＸを活用して意見を取ることを検

討するとも言っております。先日の下田での懇談会、子育て世代が少なかったというふうに私

は考えております。そのため、ぜひこのプール整備、今著しく減少する、そして２億円以上か

かるということに再検討が必要だという中でもありますけれども、ぜひ下田小学校区内の保護

者に対して、ＤＸでご意見を伺ってはいかがかなというふうにも思っていますが、この点、い

かがでしょうか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

意見を聞いてやっていくということには、それは私、常々何度も今回も言わせていただきま

したけども、しっかりとコミュニケーションを取りながら進めていくというのは、そのとおり

でやっていきたいというふうに思っております。そういった中で、いろんな方々の意見を取る

方法というのも検討していくというのもそういうふうにやっていきたいというふうに思ってお

ります。

以上です。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

分かりました。ありがとうございます。■５番（寺尾真吾）

それでは、次の目的と将来性というところで、まず将来性をお聞きをしたいと思います。

今、企画広報課の課長から、人数が著しく減少するというふうなお話を聞きました。下田保

育所がまた休園となる話も市政懇談会で聞き及んでいるところです。こうなると、小学校の入

学数のさらなる減少は避けられないと考えております。前回、懇談会で配られた資料の中に、
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令和13年、計13名となるというふうに書かれております。この高台移転が完成するのは、恐ら

く令和９年末頃になるかなと。そうなったら、令和10年から使い出すことが可能になってきま

す。そのときには既に20名、そして令和11年、19名、令和12年、17名、そして令和13年度は

13名というのはこれは推移なんですけれども、先ほど言ったように、保育所の休園ということ

も含めると、さらに減る可能性があることを認識をしておりますが、この認識は市長も私たち

も同じような考え方でよろしかったでしょうか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。推計という意味で言えば、資料として提出さ■市長（山下元一郎）

せていただいたものになりますが、そのようにならないことも一定考えられますので、提出し

た資料に関しましては、今下田地区にいる方々が、そのまんま行く場合とそこから現状、市内

に、校区外に行かれる方から推計するとそういう数字が出るということは一定その検討に関し

ては理解をしておりますが、そのようになるかどうかというのは、まだ決まったものであると

は思っておりません。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。このいただいている推計なんですけども、まず■５番（寺尾真吾）

もって保育所の休園というものが含まれてないときの数字として理解してよろしかったでしょ

うか。

岡本学校教育課長。■議長（宮﨑 努）

この推計資料については、下田保育所の休園、こういったこと■学校教育課長（岡本寿明）

は反映はしておりません。

以上でございます。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

反映をしないということですので、今後、希望的観測で物を見ることは■５番（寺尾真吾）

なかなかできないのかなというふうに考えております。

この学校の高台移転について、議員によって考え方が違うと思います。２、３名でも高台移

転をしなくちゃいけないというふうなお声もあると思いますけども、正直私たちの世代として

は、次の世代にしっかりと四万十市を残していくということに関して、今回のやることに関し

て、かなり抵抗があります。それは、今子供たちが少なくなっていく中で、これの著しく入学

者数も減少するっていうふうに分かっている中、整備費がプールを除いたとしたら約５億

5,000万円、一般財源にして１億5,000万円以上の使用になってくるものです。ほかの前回また

公平の話もあったと思います。八束の保育所との公平性の話もありましたけど、では竹島小学

校、ここ浸水深２から３ｍ、八束小学校、浸水深３から４ｍ、３から４ｍというのは下田小学

校と同じなんです。ここは高台に上がることは、今できないというふうに判断しているんです

けども、市長としては、ほかのこういう学校、今高台に上げるということができるとお考えな
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んでしょうか。それも踏まえて、今回の目的と将来性というのを改めて聞かせてもらえません

でしょうか。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

ありがとうございます。時間的、またそれから資金的なところで、ほ■市長（山下元一郎）

かも全部、小学校に限らずですけども、全部高台移転して津波対応ができれば理想なんですけ

れども、なかなか一気に全部同時にやるということも無理ですので、順番にできることから

やっているという認識でございます。そういった中で、下田地区というところで今やっており

ますけども、これにつきましては、先日も答弁させていただきました。様々なご意見がござい

ます。中学校の移転の中で、防災機能の面であるとか、様々なご意見がある中でどういうふう

にするかという判断を今後下すという状況にありますので、そのつもりでございます。

以上でございます。

寺尾真吾議員。■議長（宮﨑 努）

時間ないですけど、順番にやるということは、ほかの２校もやるんです■５番（寺尾真吾）

か。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

検討するということでございます。■市長（山下元一郎）

以上で寺尾真吾議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

14時15分まで休憩します。

午後２時６分 休憩

午後２時15分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

一般質問を続けます。

続いて、上岡真一議員。

市民クラブ上岡真一でございます。■８番（上岡真一）

議長の許可をいただきましたので、通告に従いまして一括で質問をしたいと思います。

最初に、前中平正宏市長は、３期12年の市政運営を行いました。１つ、生活インフラの整備

促進として、四国横断自動車道の早期延伸、佐賀から四万十高規格道路の早期完成、大方から

四万十間の早期着手、宿毛和田から宿毛新港の早期事業化、国道441号・439号の早期完成、国

道441号線口屋内バイパスの早期完成、中半バイパスの早期着手、県道・市道・林道等の整備

促進、内水対策の促進、相ノ沢川総合内水対策など、下田・八束無堤地区の解消と整備促進、

津波避難路・避難誘導灯などの整備・点検、住宅耐震化の促進。２つ、教育の充実、少子化対

策と子育て支援として、学力・運動能力のさらなる向上、道徳教育の推進、中村西中学校の大

規模改修、体育館改築、保育の充実、土曜・日曜保育の拡充など、川﨑保育所・具同保育所の

新築、奨学金制度の拡充、大学誘致は頓挫しましたが。３つ、健康づくり推進として、幡多け
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んみん病院、高知大学と四万十市民病院の連携強化、幡多地域医療連携推進法人（仮称）はた

まるパートナー設立の取組、医療体制の充実と特定健診の向上、高齢者の生活利便性対策、自

動運転の研究、健康寿命を延ばす取組強化。４つ、産業振興計画の推進として、地産地消の確

実な取組、農業・林業・水産業と６次産業化の支援、地場産品のブランド化、幡多地域の海・

山・川を生かした観光振興、市食肉センターの新築、検討、今準備していますが。５つ、拠点

都市の機能の充実として、総合文化センターしまんとぴあを核とした文化芸術の推進、中心市

街地の再生、コンパクトシティーの取組、無電柱化の推進。６つ、令和時代を担う人材の育成

として、デジタル化対応の人材育成、産業振興の核となる人材育成、外国人と共生し、人材不

足に対応する取組、女性の力、若者パワーの活躍など、数多くの政策を掲げ、実行し、実現さ

せてきたことに対して、前市長の市政運営をどのように評価しているのか、市長にお聞きした

いと思います。

次に、市長は、６月定例会で５つの重点施策を掲げました。

１つ目は、豊かな自然を生かした観光・移住・企業誘致等による産業の活性化、２つ目は、

四万十市の未来を担う子供たちのために安心して子育てできる環境と教育、３つ目は、人生

100年時代、医療・介護・子育て・地域包括ケアシステムの強化、４つ目は、ハードとソフト

両面の防災・減災対策、５つ目は、市役所機構プロセス改革、市民の声が届く市民のための政

策を柱に掲げました。５つ全ての答弁は求めませんが、５つ目の市役所機構プロセス改革、市

民の声が届く市民のための政策ですが、市長の描く市役所機構プロセス改革とは何かをお聞か

せください。

３、次に、市長公舎についてお聞きします。

四万十市市長公舎管理規則の第２条に、市長公舎とは、市長の職務上、必要と認められる場

合の市長及びその家族の住居の用に供するものと決定した建物、附属施設を含むをいうとあり、

第２条の２に入居希望者とは、現に市長の職務を負うものであって、市長公舎に入居を希望し

た者をいうとありますが、山下市長は、市長公舎に入居を希望するのか、お聞きします。

次に、森林火災について質問したいと思います。

森林火災とは、森林や山林、原野で発生する火災のことで、林野火災、山林火災、山火事と

呼ばれることもあります。市街地での火災と異なり、消防水利の不足や道路状況などの地理

的・地形的な条件から消火活動が困難です。そのため、一度燃え広がれば、人力では消火し切

ることが難しく、焼損面積が広域になります。最近、日本では、各地で森林火災が発生してい

ます。２月には岩手県大船渡市で大規模な火災が発生し、約2,900haが焼ける被害が発生して

います。１名が死亡し、約2,100棟が全焼等の被害が発生しました。さらに、３月には、岡山

市と玉野市にまたがる金甲山で火災が発生し、約559haの山林が焼けました。また、愛媛県今

治市の長沢でも森林火災が発生し、約442haの山林が焼失しました。この愛媛県今治では、住

宅５棟、空き家６棟、倉庫10棟の合計21棟が全焼等の被害が発生しました。
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これらの森林火災は、乾燥した天候や強風が影響していると見られています。日本だけでな

く、世界中でも森林火災の被害は広がっています。森林火災は、今やどこか遠くの国だけの出

来事ではなく、日本を含め、世界中で深刻な問題となっています。地球温暖化が森林火災のリ

スクを高め、さらに森林火災が温暖化を加速させるというこの悪循環を止めるには、一人一人

が気候変動や森林火災リスクへの意識を高め、日常からできる行動を取ることが大切です。

自然発火による森林火災の主な原因は、落雷や枯れ葉・枯れ枝の摩擦熱、火山の噴火などで

す。自然発火リスクは、地域条件に存在しており、高温で乾燥が極端に進んでいる国や地域で

は、落雷による自然発火が珍しくありません。

一方、日本では、自然発火による森林火災はまれです。気温が高くなる夏場は、湿度も高い

こと、落雷は大雨のときに多いことなどが理由として上げられます。また、地球温暖化の進行

が、森林火災のリスクを増加させているという環境省の報告もあります。高温化すると、自然

鎮火しづらくなるためです。このまま地球温暖化が進めば、各地で森林火災の発生が増えるか

もしれません。日本の森林火災の多くは、人の不注意、危険行為に起因するものであります。

原因が明らかなものについては、枯れ草や枯れ葉を集めて焼くなどのたき火が最も多く、次い

で野焼きのように下草やごみを燃やすなどの火入れとなり、全体の約半数を含みます。そのほ

か、放火、たばこも原因となっています。近年は、アウトドアブームの影響で、バーベキュー

で使った炭の不始末やたき火の消え残り、登山者のガスバーナーが原因となっている事例もあ

ります。日本で発生する森林火災の多くは、たき火やたばこの不始末のような人為的な要因に

よるものが多くあり、つまり防げる火災が多く、一人一人が対策を取ることが重要です。

森林火災の原因を理解して、火災を未然に防ぐことが大切ですが、本市において森林火災が

起きた場合の活動計画について教えてください。

ちなみに、愛媛県今治市の長沢の森林火災で、愛媛県は、総務省消防庁に緊急消防援助隊の

出動を要請し、広島県・香川県・徳島県・滋賀県・長野県・山口県・大分県・大阪市の８つの

自治体から合わせて300人余りの隊員が現場に派遣され、消火活動に当たっています。

また、本市において、森林火災が起きた場合を想定した消火訓練についても教えてください。

次に、自然災害について質問したいと思います。

四国では、今後30年以内に70％から80％程度の確率で南海トラフを震源とするマグニチュー

ド８から９クラスの地震が発生するとされており、四国全域で震度６弱から震度７の強い揺れ

と津波による甚大な被害が危惧されています。震度７にも及ぶ地震動に加えて、巨大な津波が

発生し、甚大な被害をもたらした東日本震災では、くしの歯作戦による迅速な道路啓開が、人

命救助や緊急物資の輸送、さらには復旧・復興に大きく寄与しました。今、映してもらってい

ますが、四国においても、四国内の道路管理者・自衛隊・警察・消防・建設業協会・インフラ

事業者等の関係機関で構成する四国道路啓開等協力会議、会長は四国地方整備局道路部長にお

いて、平成28年３月24日に四国広域道路啓開計画を制定しました。本計画では、南海トラフ地
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震発生時に、迅速な道路啓開が可能となるよう、四国における道路啓開の考え方や手順、事前

に備えるべき事項を定めました。南海トラフ地震発生時には、一刻も早く道を切り開き、人命

救助や救援物資の輸送ルートを確保する必要があります。

そこで、瀬戸内側から被害の甚大な太平洋側へアクセス可能となるよう、優先的に啓開ルー

ト、進出ルートを設定し、扇状に道路啓開を進行する作戦を四国おうぎ（扇）作戦としました。

高知県は、島根県から支援を受けます。四国おうぎ（扇）作戦は、各道路管理者・道路啓開担

当業者・警察・消防・自衛隊・支援部隊等の各関係機関が一体となり、相互連絡、協力の下、

実施します。発生後は、24時間をめどに、広域移動ルートのおおむねの啓開、72時間をめどに、

被害が甚大な被災地内ルートのおおむねの啓開を目標としています。この図で見ると、四万十

市には、ルート２の高松から高知市に入り、ルート７の高知市から須崎から四万十町に入り、

四万十市に入ってきますが、黒潮町の被害状況を想定すると、難しいと思います。また、ルー

ト４の松山から宇和島市に入り、ルート８の宇和島市から宿毛に入って、それから四万十市に

入ってきます。これが進出ルートですが、この８の四万十市まで、72時間をめどに、被害が甚

大な四万十市等に被災地にないルートのおおむねの啓開目標を立てていますが、このルートの

計画を成功させるためには、本市独自の道路啓開計画を作成し、事前復興まちづくり計画の中

に入れるべきだと思いますが、答弁を求めます。

そのために、四万十市の建設協会との連携が必要になってきますので、このことについても

お聞きします。

中村地区建設協同組合のホームページには、９地区に分かれていて、中村地区に７事業者、

東山地区に４事業者、下田地区に４事業者、具同・八束地区に４事業者、中筋・東中筋地区に

１事業者、後川地区に３事業者、富山・蕨岡地区に４事業者、大川筋地区に２事業者、西土佐

地区に７事業者の合計33の建設会社が加盟していますが、甚大な被害が起こったとき、この建

設協会とどのような連携を図っていくのか、お聞きしたいと思います。

最後に、指導死について質問したいと思います。

小中学校の教員に対し、管理職は、学校教育課はあれかもしれませんが、管理職等はどう指

導・助言しているのか、お聞きしたいと思います。

教員の行き過ぎた指導を苦に児童生徒が自殺する指導死を防ごうと、2012年に長男を亡くし

た広島県の両親が、このほど高知市内で講演したという記事がありました。また、2012年に自

殺した広島県東広島市立中２の男性生徒、当時14歳ですが、両親が自殺は教員の不適切な指導

が原因として、市などに損害賠償を求めた訴訟は、暴力的指導があったことを市が認め、広島

地裁で和解が成立しています。

教員の言動で、子供が死に追い込まれる指導死は、全国で後を絶ちません。先生方は、今も

息子のために一生懸命やったと思っているのかもしれない。でも、結果的に息子は亡くなった

と男子生徒の父親53歳は和解後の記者会見で胸に残る思いを語っています。自分の指導が、本
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当にその子のためになっているのか考えてほしい。教師の指導の後に起こる自殺は、どれほど

起きているのか。

遺族などの声を受け、文部科学省は、毎年行っている自殺に関する調査の選択肢の中に、教

職員による体罰、不適切な指導を新たに設け、初めて実態の把握に乗り出すことになりました。

遺族と研究者でつくる団体では、こうした自殺を指導死と呼んで、独自に調べてきました。ま

だ公的な統計がない中、裁判記録や調査報告書を集め調べたところ、平成元年以降に指導死と

見られる自殺が93件、未遂と見られるケースを含めると、少なくとも108件、日本で起きてい

たことが分かりました。その一件一件を分析すると、Ａさんのように、指導の直後、指導の当

日や翌日に自殺したケースは57％に上がっていました。ある学校では、生徒指導における聞き

取り方法についてのルールを明文化した規定を作成、外部講師を招いての校内研修を実施、生

徒指導についての教員研修を定期的に実施、子供の自殺や予防についての教員研修を定期的に

実施、生徒のストレスチェック制度の導入、カウンセラーによる命の大切さを考える授業の継

続など、６点を今後も継続していくという学校もあります。

文部科学省は、有識者会議の議論を経て、昨年12年ぶりに生徒指導提要を改正し、初めて不

適切な指導に言及しました。この記事を読んだときに、即生徒指導提要というこの本を買い読

みましたが、不適切な指導と考えられる具体例として、大声でどなる、物をたたく、物を投げ

る等の威圧的・感情的な言動で指導をする。児童生徒の言い分を聞かず、事実確認が不十分な

まま、思い込みで指導をする。組織的な対応を全く考慮せず、独断で指導する。児童生徒の面

前で叱責するなど、児童生徒の尊厳やプライバシーを損なうような指導を行う。児童生徒が著

しく不安感や圧迫感を感じる場所で指導する。他の児童生徒に連帯責任を負わせることで、本

人に必要以上の負担感や嫌悪感を与える指導を行う。指導後に教室に一人にする、一人で帰ら

せる、保護者に連絡しないなど、適切なフォローを行わないといった項目を上げています。

令和７年６月時点で、本市においてやり過ぎた指導の下で亡くなった児童生徒はいませんが、

指導死を引き起こさないために、小中学校の教職員に対して、学校側、管理職はどのように指

導・助言をしているのか、お聞きしたいと思います。

また、児童生徒の指導について、現場で日々児童生徒と向き合う教員の声から、よりよい指

導の在り方を模索することを目的に、生徒指導に関するアンケートを行うべきだと思うが、答

弁を求めまして、１回目の質問を終わりたいと思います。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

まず、前市長の３期12年の市政運営についての評価につきましてですけれども、先週、大西

議員のほうからも同じ質問されましたが、先ほど中平市長が行ってこられた様々な政策・施策

につきましては、上岡議員からも細かくご紹介がございました。そういった部分につきまして、

本当に私としましても心から敬意を表したいと、そのように思っております。同時に、まだ四
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万十市として今からやらないといけないことというのもたくさんありますので、今まで前市長

がやってこられたそういったものの上に立って、今度は私としてまたこの四万十市のために一

生懸命頑張っていきたいと、そのように考えるところでございます。

それから続きまして、私の市役所機構プロセスという部分につきましてですけれども、何度

かお話しさせていただいてますけれども、私一つ人口の減少という中の労働力の不足という部

分を非常に課題と考えておりまして、これは民間事業者のみならず、この市役所も同じだと考

えております。住民からの様々なご意見・ご要望というのもある中で、それをしっかりと解決

していく中で、限られたリソースをどのように有効に活用していくかという部分におきまして、

先ほどのデジタル化であるとか、よく最近ではＤＸという言葉を使いますけれども、そういっ

た新しい技術を取り入れることで、ふだんやっている業務というのの効率化を図ることによっ

て、その一人一人の職員の生産性をしっかりと上げていく、また人間じゃないとできない部分

というところをしっかりとその仕事をできるような時間を確保していく、そういったことが重

要になってくると思いますので、また同時に、例えば手続上でオンラインの申請であるとか、

そういったことが可能になれば、また住民の皆様の利便性にも資するようになってくるという

ふうに考えておりますので、そういったもので新しい技術を積極的に取り入れていくことが、

この市役所のプロセスの改革ということにつながっていくと、そのように考えております。

それから、３つ目、最後市長公舎につきましてですけれども、私は今のところ入る予定には

しておりません。

以上でございます。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

私のほうからは、２番、森林火災について、それから次の自然■地震防災課長（安岡栄治）

災害についての事前復興まちづくり計画についてお答えさせていただきます。

まず、森林火災についてです。

大規模林野火災に対する本市の対応や活動計画についてですが、四万十市地域防災計画にお

いて、大規模火災や林野火災の対策計画が定められております。計画では、消防組合や関係機

関との連携の下、平時における防火思想の普及啓発や火災予防の指導、消防設備の整備などの

予防対策を定めているほか、火災が発生した際の応急対策として、消防組織による消火活動は

もちろんのこと、市の災害対策本部を設置し、火災の発生状況や被災状況の情報収集を行うと

ともに、県や総務省消防庁へ報告すること、また現地指揮本部の設置や県警と連携した火災防

除活動を行うこととしております。

また、火災が拡大し得る状況におきましては、消防本部より県消防防災ヘリコプターによる

空中消火の要請や高知県内広域消防相互応援協定に基づく他市町村への応援要請、さらには消

防庁長官への緊急消防援助隊や自衛隊への派遣要請を県に求めていくこととなっております。

次に、消火訓練についてでございます。
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幡多中央消防組合にお聞きしましたところ、常備消防である消防署では、日々の訓練の中で

林野火災を想定した長距離放水などの訓練、また非常備消防である消防団においても、年間計

画の中で、水利から離れた火災現場への長距離送水訓練などを行っているということでござい

ます。

また、大規模火災への対応訓練といたしまして、昨年12月には、高知県防災ヘリとのバス

ケット放水合同訓練を行っておりまして、消防署員が地上支援として放水バスケットへの水の

補給を行うなど、実地訓練を行ったほか、今年度は高知県15消防本部によります緊急消防援助

隊の強化訓練を行い、受援や応援の態勢などを再確認し、有事の際、迅速な行動に移せるよう

に、図上訓練を行うなど、大規模災害に備えた対応訓練を行っているとのことでございました。

次に、事前復興まちづくり計画に道路啓開計画をのところでございます。

本年度から着手いたします事前復興まちづくり計画につきましては、金曜日の前田議員の質

問にもご答弁いたしましたように、被災後の復興を少しでも短縮する、また住民が被災後に市

内に住み続けるという意思を持てるように、被災後の地域の姿をあらかじめ共有するといった

目的で策定をするものでございます。

発災後の段階は、大きく応急期・復旧期・復興期と分類されまして、この事前復興まちづく

り計画につきましては、復興期の計画が主な内容となります。

一方、議員ご質問の道路啓開計画につきましては、初期の応急期の計画でありまして、ご指

摘のとおり、復興期を迎えるためには、応急期の計画との整合は大事になってきますので、今

後の事前復興まちづくり計画では、メインとはなりませんけれども、現行の道路啓開計画との

整合を図ってまいりたいというふうに考えております。

以上でございます。

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

私のほうから、学校で不適切な指導が起こらないように、管理職がど■教育長（久保良高）

のように指導しているかということについてとそれと教職員に対するアンケート調査のことに

ついて、２点についてご答弁したいと思います。

まず、教職員による不適切な指導が、不登校や自殺のきっかけとなるケースもあることから、

体罰や不適切な言動は、部活動を含めた学校生活のあらゆる場面において、いかなる児童生徒

に対しても決して許されるものではないとは私たちも考えております。各学校で実際管理職を

中心に、不適切な指導を未然に防ぐため、生徒指導提要に記載された不適切な指導と考えられ

得る例や平成30年にスポーツ庁が示した運動部活動の在り方に関する総合的なガイドラインで

の部活動における肉体的・精神的な負荷や厳しい指導と体罰等の不適切な指導と明確に区別す

ることの重要性についてなど、具体的な事例を基に校内研修や職員会等で教職員への周知・指

導を確実に行っております。

また、教育委員会としましても、生徒指導の４つの視点である共感的人間関係の形成や自己
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決定の場の提供、自己存在感を甘受できる配慮、安全・安心な風土の情勢を大切にし、誰もが

安心して通える学校づくりを目指すよう、校長会等の場を通じて、継続的に働きかけておりま

す。

続いて、教職員に生徒指導に関するアンケートを行っているかということですけれど、現時

点では、教職員に対して、生徒指導に関するアンケートを取る予定はありませんが、教職員が

生徒指導をしたくない等と思わないように、生徒指導を教職員一人が抱え込まず、組織で取り

組むチーム学校の体制づくりが重要と考えております。教職員が、気軽に相談でき、互いに支

え合える関係性、いわゆる同僚性を高めることが、生徒指導の質の向上や教職員のメンタルヘ

ルスの維持にもつながると考えております。

今後も生徒指導提要の内容や発達段階に応じた実践例を共有しながら、良好な学校風土づく

りを進めてまいりたいと考えております。

ただ、生徒児童に対しては、人権のアンケートの中で、学校の中で嫌なことがあったり、嫌

なことをされたりすることはありませんかと、その誰にされたかという項目の中に教職員も入

れておりますので、教職員からもしも不適切な指導があったら、すぐに学校のほうに分かるよ

うにはしております。

以上です。

津野まちづくり課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、私のほうから３、自然災害についての建設協会と■まちづくり課長（津野智宏）

の連携についてお答えさせていただきます。

先ほど地震防災課長からの回答に続くもののご回答とさせていただきます。

さて、本市では、南海トラフ地震をはじめとする各種災害時における応急対策を迅速に行う

ため、高知県建設協会並びに四万十市建設協会と災害協定を締結しております。この協定に基

づきまして、道路啓開をはじめとする倒木や土砂の撤去、道路の仮復旧などの初動対応を地域

の建設業者の皆様と連携し、迅速に実施できる体制を整えております。

以上です。

上岡真一議員。■議長（宮﨑 努）

２回目の質問を行いたいと思います。■８番（上岡真一）

市長の政治姿勢の前市長の市政運営の評価等については、どうもありがとうございました。

了といたします。

次の市長の描く市役所機構プロセス改革も了としますが、やはり……。

（「議事進行」と呼ぶ者あり）

小休にします。■議長（宮﨑 努）

午後２時49分 小休

午後２時51分 正会
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正会にします。■議長（宮﨑 努）

機械不具合のため、14時55分まで休憩にいたします。

午後２時51分 休憩

午後２時55分 再開

休憩前に引き続き会議を再開いたします。■議長（宮﨑 努）

上岡真一議員の２回目の質問からもう一度お願いしたいと思います。

上岡真一議員。

自分の質問途中で申し訳ありませんでした。時間のほう取りまして、こ■８番（上岡真一）

のようなざっとした質問の中で、このように大切な時間を割いていただきまして、どうもあり

がとうございます。

２回目の質問を行いたいと思います。

市長の政治姿勢の前市長への市政運営の評価については、どうもありがとうございました。

了としたいと思います。

そして、市長の描く市役所機構プロセス改革も了としますが、やはり新しい技術を使えない

職員、アナログの職員等もいますので、やはりそのような足が向かない職員に対しても、無理

やり云々ということではなくて、市全体で包括的な指導をお願いしたいと思いまして、これは

質問ではありませんので、お願いですので、お願いしたいと思います。よろしくお願いします。

３の市長公舎についてですが、市長は結婚してもあそこに移住する予定等が全くなければ、

築何年かは調べていません。四万十市のホームページにあるＡＩに質問しました。市長公舎築

何年ですかと問いましたが、答えてくれませんでしたので分かりませんが、多分古いと思いま

すが、それでも売るべきではないかというのが自分の考えです。もう古いので、売るのは今で

しょうというふうに思います。競争入札すべきと思います。売れるか売れないかは分かりませ

んが、やはり市長公舎というそのブランドもありますし、丸の内という静寂な区域は、購入希

望者がいるかもしれませんので、売却できればその売却費用を一般会計に歳入すべきと思いま

すので、この点について答弁をお願いします。

森林火災については、若干もやもや感はありますが、了とさせていただきます。

次は、自然災害ですが、南海トラフ地震発生時に、一刻も早く道を切り開き、人命救助や支

援物資の輸送ルートを確保しなければならないので、事前復興まちづくり計画の中に入れるの

はお願いしましたけれども、地震防災課からは、ちょっと違うということで、答弁のほうは

ノーというふうに私は感じましたので、ちょっと事前復興まちづくり計画とは別に、四万十市

独自の道路啓開計画を作成すべきではないかと思っています。道路啓開とは、巨大地震や豪雨

災害が発生した直後から、陸路での円滑な救援部隊、自衛隊・消防・警察・ＤＭＡＴ・災害派

遣医療チームなどの被災地への移動や支援物資・水・食料・医療品などの輸送を確保するため、

まずもって障害物を取り除き、緊急車両が通行できる状態にすることが道路啓開です。2011年
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３月11日の東日本震災における道路啓開を経験して、現場の助言、宮城県仙台建設協会会長か

らの助言が掲載されていました。瓦礫の移動・撤去・分類の際には、つかむアタッチメントが

大変有効。道路啓開できるのは、建設業者だけ。建設業は、ふだんは町医者、災害時は救命救

急医として活動。行政機関と災害協定を締結していたことが大きな力とありました。四万十市

も締結しているということで、ほっとはしているんですけれど、やはりその中村の建設協会と

連携強化を進めながら、やはりどういうふうな四万十市独自の道路の啓開計画を作成すべきだ

と思っていますので、ここで２回目の答弁をお願いしたいと思います。

教育長から答弁いただきましたが、指導死について２回目の質問をしたいと思います。

私には、６人の孫がいます。３人は千葉県で、あとの３人は四万十市にいます。その孫は、

私に似て、内気で内股のデリケートな性格なので、傷つきやすい孫たちや孫の友達や小中学生

が自死するようなことが起きたら大変なことになるので、生徒指導上の面接や言ってはいけな

いことやしてはいけない行動など、具体例として作成し、教職員で共有していただきたい。高

校入試においては、面接官が絶対に聞いてはいけない職業差別につながる14項目があり、質問

には13項目があります。１つでも触れれば、人権侵害に匹敵する禁句です。１回目の質問で、

文部科学省の生徒指導提要の105ページに、不適切な指導と考えられる例として具体例７項目

上げました。もう一度説明します。１つ、大声でどなる、物をたたく、物を投げる等の威圧

的・感情的な言動で指導する。２つ、児童生徒の言い分を聞かず、事実確認が不十分なまま思

い込みで指導をする。３つ、組織的な対応を全く考慮せず、独断で指導する。ここではチーム

学校で指導しているということなので、全く問題はないと思いますけれども。４つ、児童生徒

の面前で叱責するなど、児童生徒の尊厳やプライバシーを損なうような指導を行う。５つ、児

童生徒は、著しく不安感や圧迫感を感じる場所で指導する。６つ、他の児童生徒に連帯責任を

負わせることで、本人に必要以上の負担感や嫌悪感を与える指導を行う。７つ、指導後に教室

に一人にする、一人で帰らせる、保護者に連絡しないなど、適切なフォローを行わないといっ

た項目を上げました。この具体例７項目をたたき台として、本市においても、授業中や休み時

間等、学校内外で起きた問題行動等に対して、生徒指導上の不適切な指導と考えられる具体例

を作成し、教職員で共有してほしいというのが２回目の質問です。

アンケートについては了にしたいと思います。

以上で２回目の質問を終わりたいと思います。

山﨑総務課長。■議長（宮﨑 努）

私のほうからは、市長公舎に関しまして、市長の入居の意向がなけ■総務課長（山﨑寿幸）

れば、市長公舎を売却し一般会計に歳入してはどうかということにつきましてご答弁をさせて

いただきたいと思います。

山下市長就任後、市長のほうともお話をさせていただきまして、市長からは当面は市長公舎

には入居しないこと、それからまたいずれ市長公舎の必要性の検討につきましては、検討する
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時期が来るというふうに考えますが、現在の任期中は、市長公舎は廃止しないこと、このこと

につきましてご判断をいただきましたので、先月から庁内におきまして公舎の利活用の検討を

進めているところでございます。既に庁内各課からは、利活用を希望する事業等の提案をいた

だいておりまして、現在関係課と協議・調整を進めているところでございます。

市の中心部に所在する貴重な施設でございますので、市の施策推進において、より効率的・

効果的な活用となるよう、検討を進めてまいりたいというふうに考えております。よって、現

時点におきましては、売却予定はないということでご理解いただきたいと思います。

以上でございます。

津野まちづくり課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、私からは、自然災害についての独自の道路啓開計■まちづくり課長（津野智宏）

画の策定ができないかといったところについてご答弁させていただきます。

この道路啓開は、南海トラフ地震のような大規模災害発生時に、道路の早期啓開が人命の救

助や避難、さらには物資輸送や復旧・復興の第一歩として極めて重要であり、四国各県におけ

る道路啓開計画と併せ、県境をまたぐ広域的な道路啓開計画に基づく迅速な道路啓開の実施が

鍵となってまいると考えております。

先ほど議員からもご指摘がありましたが、県境をまたぐ広域計画の四国広域道路啓開計画で

は、瀬戸内側から太平洋沿岸部に向けて実施する四国おうぎ（扇）作戦、これによりまして、

各進出ルートが位置づけられているところでございます。

本市は、地理的にも北からの啓開になることや先ほど議員からも言われました、宇和島市や

四万十町の集約拠点が優先されることからも、本市までたどり着くまでには一定の期間を要す

ると考えられております。

一方、県が策定しております高知県道路啓開計画では、先ほどの広域計画の進出ルートに基

づいた応援を待つことなく、緊急輸送や避難に資する国道56号をはじめ、主要な県道、一部の

市道の道路啓開を進めることとしておりまして、協力を依頼する建設業者や啓開に要する日数

など、具体的に示されているところでございます。

有事の際、本市は、この高知県道路啓開計画に基づき対応することとなりますが、その他の

県道並びに細部にわたる市道につきましては、先ほど申し上げました主要な幹線道路の啓開完

了後に、被災状況を踏まえながら、順次対応する方針としているところでございます。

以上のことから、議員がご提案いただきました本市独自計画は、現行の高知県道路啓開計画

がそのものであるというふうに考えておりますので、今後も各道路管理者との連携を図り、柔

軟かつ迅速な対応が取れるよう、体制を構築していきたいと考えているところです。

以上です。

久保教育長。■議長（宮﨑 努）

２回目の質問にお答えしたいと思います。■教育長（久保良高）
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金曜日でしたか、自分各学校長のほうにどういう学校をつくってほしいかというところで、

全ての子供が学校に来てよかった、学校の中では本当に一人一人の子供を大切にする学校をつ

くってほしいということをずっと訴えてきましたので、今ここに議員が紹介してくださった不

適切な指導と考えられる例ですよね、これは本当自分の目指す学校と相反するというか、全く

正反対の位置にあるものですので、議員が先ほど紹介してくださった７つの不適切な指導と考

えられ得る例、これを列挙して、一つの例として、きちんと書類にして、今度残念ですけれど、

自分今度の校長会には自分おりませんので、必ず新しい教育長に引き継いで、この不適切な指

導が行われないように、きちんと学校長、またほかの教職員に伝わるようにしておきたいと思

います。

以上です。

上岡真一議員。■議長（宮﨑 努）

まちづくり課の課長から、高知県道路啓開計画、これはパンフレットで■８番（上岡真一）

すけど、この中にも若干出てましたが、再度失礼ですが、もう一度質問をしたいと思いますの

で、答弁をお願いしたいと思います。

高知県の道路啓開計画を見ると、やはり南海トラフ地震発生直後から必要となる道路啓開が

あり、南海トラフ地震が発生すると、激しい揺れや津波により、県内各地で甚大な被害が想定

され、道路では土砂崩れや落橋、瓦礫の堆積などにより多くの箇所で通行ができなくなると想

定されておると。

このような中においても、病院に負傷者を搬送し、避難所に支援物資を届け、助かった命を

つないでいくためには、緊急車両が通行できるルートを早期に確保することが何より重要であ

ると。ここの２ページにもあるように、高知県道路啓開計画策定をして、次に訓練、その後に

南海トラフ地震が発生、その後にすぐ道路啓開、その後に応急復旧、本復旧、次が復興の計画

ながですよね。この復興が、さっき言った四万十市の事前災害まちづくり計画がこの復興計画

になるがですけれど、やはり四万十市の道路啓開計画を策定をして、それなりの建設業者と訓

練をして、ショベルカーでいろんなところで町の中をごぞごぞごぞごぞすることはできません

けれども、やはり前に四万十の河川敷で建設省の方々がいろんな機具を持ってやったような、

ああいう形でも取れるんじゃないかと思うんですよ。四万十市独自の道路啓開計画を策定して

から、建設業者とやはりそれなりの訓練を行って、それから地震が発生後に、その策定した、

訓練したことが、じかに生かせるように、道路啓開を即行われるような形の流れが取れれば一

番いいと私は思っていますので、即答できないかもしれませんが、最後の答弁として、四万十

市独自の四万十市道路啓開計画の策定を早期に取り組んでいただきたいというのが最後の質問

でお願いしたいと思います。

津野まちづくり課長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■まちづくり課長（津野智宏）
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先ほどの独自の道路啓開計画が策定できないかということでの２回目の答弁になりますが、

先ほど私の回答の後半のほうで、まずは主要な幹線道路の啓開完了後に、被災状況を踏まえな

がら、順次対応するという県道並びに細部にわたる市道といったところでご答弁させていただ

きましたが、もし計画を策定するとなると、ここの部分になるのではないかというふうに考え

ているところでございます。その中の本市では、山間部や中山間部が多く占めております。も

し大災害が起きたときに、その場所であったり、被災の状況は、大変予測困難で、あらかじめ

計画を策定したとしましても、先行する広域の啓開を含めましても、その実効性の観点からも

困難であるというふうに考えておりまして、先ほども申し上げましたとおり、状況を踏まえな

がら順次対応する方針にて対応していきたいというふうに考えているところでございます。

以上でございます。

以上で上岡真一議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

15時30分まで休憩といたします。

午後３時14分 休憩

午後３時30分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

一般質問を続けます。

続いて、瀨正明議員。

お許しをいただきましたので、一般質問をさせていただきます。社民党■６番（瀨正明）

の瀨正明です。よろしくお願いをいたします。

最初の質問は、市民の要望に対する市の取組に係る市としての考え方。

多くの市民から要望のある旧文化センター跡地の利活用と、同じく多くの要望のある旧下田

中学校校舎の利活用について市の考えを聞かせていただき、今後の取組についても質問をいた

します。

市民から四万十市へ多くの要望が寄せられています。実現可能と思われるもの、非常に困難

と思われるもの、緊急性の高いもの、これら数多くの要望に対して、その要望実現に向け真摯

な検討を行い、実現可能と判断されるものについては、実現に向けて早急な取組を行うべきと

考えています。

そこで、質問です。

市民の要望に対する市の姿勢・考え方・取組についてのお考えを、まずお答えください。

続いて、旧文化センター跡地の利活用について質問をいたします。

長い間、文化センターは、集会所を持たない近隣自治区に集会所として利用され、災害時に

は避難所としても利用されてきました。中村北部地区は、高齢者が増加して、自力で遠くまで

行くことが困難な方が増えています。旧文化センター跡地に、集会所として利用できる施設を

建設し、避難所としても利用できる施設が必要と考えています。
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数年前、文化センターが閉館されるとの情報を受けて、中村北部地区では、区長を中心とし

て対応が話し合われ、昨年８月８日、中村北部地区５区区長会より市に対して四万十市立文化

センター跡地についての要望書が出されました。同年11月25日に、市から要望に関する回答が

出されましたが、具体的な取組としては弱く、区長・住民からは、取組が遅いのではないか、

早急に取り組むべきではないかとの不満と要望をいただいております。

山下市長にとっては、就任１か月余り、これから状況を確認し、検討を行い、それから方向

性を決める、そういう段階であろうと考えておりますが、地区の住民にとっては、数年来の課

題が全く進展がないといういら立ちさえ感じさせる状況になっております。市長と住民の間で、

意思疎通を十分に行う必要があると考えています。

最初の質問は、中村北部地区との懇談会についてお考えをお聞かせください。

次に、旧文化センターの建物について、現在、外壁が剥がれて落下し始めています。鉄筋コ

ンクリート造りの建物の外壁が剥がれ落ちる状況は、内部の鉄筋が腐食し、膨張して外壁を押

し破っている可能性があると考えています。早期の取壊しを検討すべきと考えていますが、で

きれば新たな使い道を決めてからの取壊しが望ましいと考えています。

そこで、新たな使い道ですが、集会所だけを建設するのであれば、木造平家建てでよいと考

えますが、災害時の避難場所であれば、近隣自治区303世帯の利用だけを考えても、鉄筋コン

クリート造りで３階以上の物が望ましいと考えています。木造平家建てであれば、市の予算で

も何とか建設も検討できますが、鉄筋コンクリート造りで３階以上の建物を市の予算で建設す

ることは困難と考えています。また、将来にわたり必要となる維持費等の負担が、市の財政を

圧迫するのではないかと考えています。

そこで、現在、全国的に取り組まれている官民連携の取組、姉妹都市である枚方市でも取り

組まれ、成功例として紹介されています。官民連携は、成功すれば大きなメリットがある取組

と考えていますが、準備に多くの時間が必要と考えています。スピード感を持った取組を行え

ば、旧文化センターが危険建物になる前に、新たな使い道が決まり、有利な財源での取壊しが

できる可能性が出てくると考えています。このことについてお考えをお聞かせください。

加えて、先月行った分野別意見交換会の中で、中村北部地区の住民は、買物難民化している

とのお話がありました。かつては、中村地域で一番便利であった中村北部地区では、商店の閉

店が続き、現在は日用品等を扱う商店がなくなってしまった。文化センター跡地に日用品等を

扱う商店を誘致することはできないだろうかとの要望がございました。大変難しい要望である

と考えていますが、地域住民の利用に加えて、近隣事業所で働く方たちの利用、近くの学校の

中学生や高校生・教職員の皆さんに利用していただくことができれば、実現の可能性があると

考えています。このことについてもお考えをお聞かせください。

続いて、旧下田中学校校舎の利活用について、今日は避難所機能の整備についてのみ質問を

したいと考えております。
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旧下田中学校校舎は、以前避難所としても利用可能な建物でしたが、大学誘致を行うため改

修が始まり、耐震補強工事や外装の工事はできていますが、内装工事はできておらず、電気・

水道・トイレなどが使えない、避難所として利用するには、整備不良の状態で誠に残念な建物

になっています。旧下田中学校校舎は、下田小学校移転のための整備を行い、避難所としても

利用できるようにするという考えであろうと思っていますが、下田地区の方から、災害はいつ

来るか分からない。最低３日分の食料の備蓄やいつでも避難できるように日頃から準備をして

おくようにと市から言われているが、市の取組は遅い。早く避難所として利用できるようにす

べきではないかとのお話がありました。災害時の避難に係る住民への話と、市の取組とに矛盾

があると考えています。主な使用目的が決まる前に、完全な整備ということはできない、その

ことは理解しておりますけれども、応急的に避難スペースの確保、水道・電気は発電機、そし

て仮設トイレ等の準備をして避難者の受入れができるような取組ができないか、お考えをお聞

かせ願います。

また、下田地区には文化財があると聞いています。確認したところ、神社にあるそうで、地

区の皆さんにとって宝物であると聞いております。津波が迫る中で、文化財を持ち出そうして

逃げ遅れることのないよう、避難所整備に先立って、文化財保管場所の提供を検討すべきと考

えています。これについてもお考えをお聞かせください。

次に、熱中症対策について質問をいたします。

今月から事業所の熱中症対策が義務化されました。夏の気温上昇が、国民の生命・健康に多

大な影響を及ぼす状況になっているとの国の判断の現れだと考えています。四万十市も同様の

認識であろうと考えて質問をいたします。

毎年、命の危険を感じるような暑い夏が訪れ、昨年は全国で９万件を超える救急搬送が行わ

れたと聞いています。熱中症対策の義務化は、事業所で働く人にとって大きな労働条件の向上

につながるものと考えています。

四万十市では、以前から熱中症対策に熱心に取り組まれた結果、過去数年間、職員の熱中症

による救急搬送等の事例はないと聞いています。しかし、年々厳しくなる暑さ、今後さらに厳

しさが増すと予想される夏の暑さに対して、職員の熱中症対策、また関係する職場、食肉セン

ターや公園管理公社を含め、これまで以上の取組が必要ではないかと考えています。このこと

についてお考えをお聞かせください。

次に、市民に対する啓発活動について質問をいたします。

毎年５月頃、地域の健康福祉委員会に保健師の派遣が行われ、熱中症対策に対する高齢者の

意識向上に努めていただいております。全体的な意識は向上していると考えていますが、昨年

も何例か熱中症になられた方の話が私の耳にも入っております。私の自宅近くでも、畑で動け

なくなった方がおいで、通りがかった人に助けられたという話がありました。幸い私が聞いた

部分だけでは、重大な事例は聞いておりませんが、短い時間なら、このくらいの暑さなら大丈
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夫との油断が危険な状態を生むと考えています。市民一人一人の熱中症対策への意識向上が、

一番大切であると考えていますが、併せて熱中症の初期症状、軽い目まい、だるさが起こった

ときの対処についての啓発も繰り返し行うべきと考えています。あわせて、過去数年間の熱中

症による四万十市内の救急搬送件数や月ごとの救急搬送件数を市民に知らせていくことも、注

意喚起につながるのではないかと考えています。

市民に対する今後の注意喚起、啓発活動についてお考えをお聞かせいただきたいと思います。

以上で１回目の質問にいたします。

山下市長。■議長（宮﨑 努）

私のほうから、市としての考え、また方向性についてのご質問につい■市長（山下元一郎）

てお答えをいたします。

今議会の一般質問におきましても、何度もお話をいただいておりまして、答弁につきまして

はさせていただいているところではございますけれども、私としましては、地域、様々な声が

あるということにつきましては、私もご承知をしておりますし、先日下田にも入らせていただ

いたところでございます。

そういった中で、全ての意見が一つの方向ではないという現実もあります。そういった中で、

様々な課題を解決する中で、私としましても、皆様とのコミュニケーションを大切にするとい

うことにしておりますので、各地域地域、中村の北地区だけではなく、そういったほかにも

入っていくんですけれども、そういった中で、地域に入ってしっかりと声を聞かせていただい

た上で判断をしていくということになります。先週の答弁でもありましたけども、文化セン

ターにおきましても、一定外壁の問題、先ほどもありましたけれども、そういったことも起

こってますので、結論のかかるようなことであれば、一定先に壊すというような方向性も当然

検討の中には入れておりますけれども、どちらにしましても、地域とのコミュニケーションを

しっかりと図った上で、できるだけ速やかに方向性を打ち出していきたいと、そのように考え

ております。

以上でございます。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

私のほうからは、旧文化センター跡地の利活用についてと旧下■地震防災課長（安岡栄治）

田中学校の避難所機能の復旧というところでご答弁させていただきます。

まず、旧文化センターの利活用につきましては、金曜日の川村真生議員のご答弁、それから

市長の先ほどの答弁からも申しましたように、現時点のところで利活用の案のほうについては

決まっておりません。ただ、地域のほうの要望といたしまして、防災利用に使ってほしいとい

うところは承知しているところでございますし、それを踏まえて、現在関係課と調整・協議を

しているところでございます。

旧文化センターにつきましては、有事の際、中村小学校や中学校などの指定避難所に避難す
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る前の１次避難所として従前位置づけておりました。周辺住民の皆様にとりましては、当施設

があることで、一時的でも避難ができる安心感はあったというふうに思われます。今後の跡地

利用によりまして、将来施設が１次避難場所として機能が果たせる環境であれば、市のほうで

も調整を図っていきたいというふうに考えております。

また、議員からお話もありました高齢化によって距離のある指定避難所への避難が難しいと

いうことがありましたけれども、こちらにつきましても、自主防災組織の避難訓練等を通じて、

安全に避難ができるような体制をつくるなど、共助の強化にも注力してまいりたいというふう

に考えております。

続きまして、旧下田中学校の避難所についてでございますけれども、避難所機能の考え方と

しましては、平時に使用している施設を有事に避難所として使用させていただくということを

基本に考えております。議員のおっしゃられましたように、校舎には電気・水道も通っており

ませんけれども、電気につきましては、体育館や中医学研究所に発電機も整備しておりますし、

また水道につきましては、耐震性貯水槽のほうも整備をしております。こういった整備をして

おりまして、平時に使用する常備施設としての現在の復旧というのは難しいというふうに考え

ております。

旧下田中学校の避難所利用につきましては、昨年の９月議会でも寺尾真吾議員の質問に対し

てご答弁をしておりますけれども、中医学研究所を指定避難所に加えたことで、従前よりは収

容可能人数が若干増えることとなりましたし、防災力の強化といたしまして、テントや寝袋・

マットなどを購入するなどの機能の確保に努めているところでございます。現在、旧下田中学

校利活用方針に基づいて、市として取組を進めておりますので、施設整備のほうが完了しまし

たら、本来の指定避難所機能も継続されるものと考えております。

以上でございます。

遠近観光商工課長。■議長（宮﨑 努）

私のほうからは、議員から質問のございました旧文化センター■観光商工課長（遠近由幸）

跡地への日用品等を販売する商店の誘致についてお答えいたします。

近年の地方における小売業を取り巻く環境ですが、人口減少による地域購買力の低下や大規

模小売店舗の進出、さらにはネット販売の普及などによりまして、社会情勢の変化に伴う複合

的な要因がありまして、経営を維持することが非常に厳しいものとなっております。

そのような中、商店やスーパー等の小売業が新たに創業するということは、非常にハードル

が高いことから、旧文化センター跡地に限らず、市としまして小売業を積極的に誘致すること

は大変難しいと考えているところでございます。

一方で、議員がおっしゃられるように、中心市街地におきまして商店等が減少しておりまし

て、高齢者の方を中心に、買物に困っているという声があることも承知しているところでござ

います。商店等の維持・存続が大変難しい状況である中、市としましては、中村まちバス等の
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公共交通の運行による移動手段の確保、また四万十市高齢者在宅生活ガイドブックのほうで民

間事業者が行う移動サービスの周知などを行っておりまして、今後におきましても、住民の皆

さんの利便性を確保するための取組に努めていきたいと考えているところでございます。

以上でございます。

戸田生涯学習課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、私からは旧下田中学校校舎の利活用の中で質問のご■生涯学習課長（戸田裕介）

ざいました神社の文化財の保管について回答させていただきたいと思います。

下田地区のみならず、市内に現存する文化財の適正な保存については、重要な課題と捉えて

おりまして、寄贈の申出があった場合は、郷土博物館など市の施設で適切に保管をしておりま

すが、全ての文化財をお預かりすることはできておりません。津波のみならず、土砂崩れや洪

水などで貴重な文化財が流出や破損することは、市にとっても大きな損失ですので、文化財の

安全な保管の必要性は認識をしているところでございます。しかし、保管施設の収容可能量に

も限度がございます。保存環境の緊急性に応じて、優先して取り組まざるを得ないという状況

にございます。

以上です。

山﨑総務課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、私のほうから、熱中症対策の義務化について、先に市職■総務課長（山﨑寿幸）

員に対する取組のほう、ご答弁させていただきます。

市の職員に対します熱中症対策についてでございますが、近年の気候変動の影響により、夏

期においては高温傾向が顕著となっており、熱中症のリスクが高まっていることから、職場に

おける熱中症対策の強化は、喫緊の課題であるというふうに認識をしております。

また、令和７年６月１日には、改正労働安全衛生規則が施行され、熱中症対策による死亡災

害の多発を踏まえた対策の強化が求められているところでございます。

そのような中、市の業務におきましては、屋内の暑い環境で作業に従事します食肉センター

では、これまでも熱中症対策を実施してきましたが、さらに熱中症リスクを把握し、効果的な

予防対策を講じるため、作業場にＷＢＧＴ値、いわゆる暑さ指数を計測する機器を設置するこ

とといたしております。

また、緊急時におけます組織内での連絡体制のさらなる整備のため、同様に施設内で作業を

行う関係事業者など組織外との連携を再構築するなど、今般の労働安全衛生規則の改正をこれ

までの対応を見直す機会として取組を強化したところでございます。

一方、屋外で一時的・臨時的に作業を行うそのほかの市の職員につきましては、食肉セン

ターにおいて作業をする職員とは違い、常に作業をしているわけではございませんので、同レ

ベルの取組をする対象とはならないというふうに考えております。

また、公園管理公社等とのお話もございました。関係団体への周知ということでございます
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が、出資法人におきましても、一法人であるというふうに考えておりますので、市と同じよう

に、職場における熱中症対策の強化については義務化はされているものというふうに考えてお

ります。ただ、関係する所管課もございますので、そこはコミュニケーションを取った上で、

熱中症のほうが起こらないような形での対応はさせていただきたいというふうに思います。

以上でございます。

竹本健康推進課長。■議長（宮﨑 努）

私のほうからは、市民への啓発についてご答弁させていただき■健康推進課長（竹本美佳）

ます。

本市の熱中症対策は、予防・対処・早期発見・連携の４つの柱を基本に、行政だけでなく、

地域や関係機関・教育現場とも協力しながら進めております。特に、情報発信の強化やクーリ

ングシェルターの整備、高齢者への見守り、そして子供たちへの教育など多面的なアプローチ

で取り組んでおります。

こうした継続的な取組により、本市では熱中症による救急搬送者数が全国的には増加傾向に

ある中で、一定の抑制ができている実績もあります。

今後も命を守る行動が地域全体に根づくよう、議員から提案のありました熱中症の初期症状

とその対応や市内の救急搬送件数など、引き続き対策の強化と工夫に努めてまいりたいと思い

ます。

瀨正明議員。■議長（宮﨑 努）

いろいろと難しい質問をしたようでございます。聞き漏らしたかもしれ■６番（瀨正明）

ません。文化センターは、集会所として地域で利用されてきたという面があります。近くに集

会所として利用できるものがなくなったということ、これについてはもう一度市のお考えをお

聞かせいただきたいと思います。

それから、文化センターの建物、やはり傷んでいることは間違いないです。いつ危険になる

か、それはまだ分かりませんけれども、やはり外壁が壊れ始めた、次は鉄筋が見えてくる、次

はもう危険だから壊してくれ、これが１年後なのか２年後なのか、それはまだ分かりませんけ

れども、危険になってから対応するよりも、早めの対応は考えなければならないと思います。

それから、新たな建物を建てるとするならば、市の予算で実際に建てることは可能なのか、

不可能なのか、ではどうやって建てるのか、建てたとして、これから50年に及ぶ維持費を市の

予算で負担できるのか、そういうことを考えたとき、官民連携ということも考えていかなけれ

ばならないのではないかという質問をしたつもりでございます。これについてもお答えをお願

いをいたします。

それから、商店誘致、これはもう始まったのは50年前から遡って話をせざるを得んと思うが

ですが、50年ほど前、まちなかに大規模小売店舗が出始めた。一時的というか、当時は商店街

にとって大打撃だからという反対の動きもありながら、やはり市民にとってはいいものではな
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いかということで、大規模小売店舗がまちなかにできた。そして、周辺の商店が少しずつ減っ

ていき、大規模店舗があるからまあいいじゃないかと言ってたその後、今度は郊外にさらに大

きな大規模小売店舗ができ、そちらを利用する人が増え、そしてまちなかの大規模小売店舗が

なくなっていく。これは、四万十市だけではなくて、日本全国、幡多郡でもそういう傾向は市

町村にあると考えています。

ここで、考えなければならないのは、もう利用が減ったから、商店の誘致は無理なんだよ、

多くの方がそう考えていることは事実です。ただ、例えば国道56号線、少し離れたところです

が、１軒の商店がありました。収入が少なくなったので閉店するという話が起こり、その地域

の人たちと一緒に話して、地域の人たちが地域の商店として大切にする、積極的に利用する、

だから存続してくれ、そういう話合いがあり、今もその商店が存続している、そういうところ

もあるわけです。だから、商店をもう過疎地なんだとか、人口が減っているんだとか、商店の

誘致は無理なんだで四万十市の中心市街地を考えていいのか、それともやはりもう一回、商店

誘致の可能性を探る、簡単なことでないことは私は承知しておりますけれども、やはりそうい

う中心市街地を大事にしようという市の姿勢、そして取組、ニーズ調査、そういうものは、こ

れからも必要で、文化センター跡地、中村北部地区については、今そのことをする必要がある

のではないかと考えておりますので、その点についてお答えをお願いをいたします。

下田中学校の避難所機能、やはり主の使用目的がない段階では、なかなか難しいと考えては

おりますけれども、いざとなったときに体育館はいっぱいだから向こうに行ってくれとか、こ

こはもう入り切れないから別のところを探してくれとか、そういうことがないように、ただ災

害が起こったとき、市の職員が行って、こちらにあと何人、そういうことは災害が起こったと

きにはなかなか難しいのではないか。つまり、災害が起こった当日というのは、まずは雨露を

しのげる場所に入れるかどうか、食事や電気のことはその後に考えなければいけない、そんな

ふうにも考えます。最悪の場合を想定して、そのときには市としてこんな対応をしよう、やは

りそれは考えておいていただかなければならないと思いますので、この件についてもお答えを

お願いをいたします。

もう一つは、文化財の保管場所、これ津波浸水地域にある神社の物です。神社の大切な物で

すから、どこでも構わないというわけにはいかんがですけれども、ここなら安全じゃないかと

いうところは、例えば小学校の３階、もしくは旧下田中学校校舎のここなら置けるんじゃない

か、やはりそういうふうなことも併せて検討していただき、またこれも地区の方と話合いをし

ていただきたいと考えております。この件についてもお答えをお願いをいたします。

熱中症対策については、やはり今回、事業所の義務化ということで、これを機会に四万十市

はさらに取組を強化すべきではないか、そういう質問でございました。取組、十分にしていた

だいておりますので、了といたしたいと思います。

以上で２回目の質問にしたいと思います。
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山下市長。■議長（宮﨑 努）

お答えいたします。■市長（山下元一郎）

旧文化センターの跡地の利活用のところですけども、先ほどの話ありました。集会所の話に

つきましても要望書のほうが上がってきているということにつきましては私も承知しておりま

す。その中で、様々な今お話をいただいておりますので、先ほどの答弁と重なる部分あります

けれども、そういった中でどうやっていくかということを集約した上で、その方向性について

はできるだけ早く、速やかに方向性を出していきたいというふうに思っております。その中で、

官民連携であるとか民、またそれと四万十市のみがやっていく、そういった部分がまだ決定し

ていない中で、どうやって維持していくか、そういった部分に関しましては、そういった今後、

そこでどうするかっていうことによりまして大きく変わってきますので、そういった中では先

ほどもありましたけども、国や県とも連携をしながら、必要な資金については手当てをできる

ものはしていきたいと思いますし、どちらにいたしましても、地域の声を聞いて、しっかりと

答えを出していくっていう部分をまずやる。また、同時に、今後それに対して必要な資金の手

当てというものも、その内容によって併せて考えていきたいと、そのように考えております。

以上でございます。

遠近観光商工課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、私のほうから商店の誘致についての２回目の質問に■観光商工課長（遠近由幸）

お答えしたいと思います。

議員がおっしゃられましたことも含めまして共通して言えるのは、なかなか現状では商店の

誘致は難しいということは共通しているのではないかと思っているところです。北部地域も議

員のお話にあったように、以前は利便性のいいところであったということを言われておりまし

た。その頃は商店やスーパーなんかもあったと思います。その原因が、全て大規模店舗なのか

ということもございますけども、やはり域内の方もそちらが便利がいいということでそちらに

行ってしまったということも一つの原因ではないかと考えるところでもございます。その頃よ

りは人口は減っておりますので、状況はまだ悪化しているということになってくるのではない

かと思います。それで、どんな方法が取れるかということでもございますけども、先ほどお話

ししたとおり、この問題は複合的に捉える必要があると思っているところでございます。どこ

に商店を置くかということもありますけども、そういったところ、商店を置いたところにどう

やって買物に行くかということも重要なことになってくると思います。寺尾議員の質問にもあ

りましたように、中心市街地をどうしていくかということは、全体的なデザインを考えていく

必要があるとも思いますので、これから考えていく総合計画や地方版総合戦略、それから都市

計画マスタープラン、それから立地適正化計画など、関係団体と協議することもございますの

で、そういったところから引き続き住民の方の利便性はどうしたら向上していくのかというこ

とを継続的に話していきたいと思っております。その中で議員がおっしゃいましたように、民
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間の方が地域の方々と協力しながら出店してみようかというときに関しましては、観光商工課

としても、どういう支援ができるかということは相談に乗っていきたいと考えてるところでご

ざいます。

以上でございます。

安岡地震防災課長。■議長（宮﨑 努）

私のほうからは、旧下田中学校の避難所利用についてお答えさ■地震防災課長（安岡栄治）

せていただきます。

跡地利用の利活用の計画が進んでいる中で、先行して避難所の機能の整備をするというのは

難しいというふうに考えております。現時点では、下田の避難所につきましては、旧中学校の

体育館、それからいやしの里、旧中医学研究所、平野の集会所、とまろっと等を指定避難所と

して指定させていただいておりまして、それらの施設を活用して、避難所開設ということにな

ります。加えて、現公舎につきましても、当然被災の状況を見ながら、活用できる場合は活用

するということで考えております。

今後また下田地区との避難訓練を行う中で、地域の皆さんともそういう情報を共有しながら

やっていきたいというふうに考えております。

以上でございます。

戸田生涯学習課長。■議長（宮﨑 努）

それでは、私からは旧文化センターの解体の件についてご答弁■生涯学習課長（戸田裕介）

をさせていただきたいと思います。

先ほど議員のほうから質問のありました文化センターの現在の状況であること、それと解体

に関することについて答弁をさせていただきたいと思います。

まず、文化センターでございますが、非常に老朽化が進んでおりまして、議員がおっしゃら

れるとおり、一部崩落した状況がございました。この内容でございますが、東西の壁、２階部

分から上がタイル張りになっておりまして、そのタイルが落ちている状況にございましたので、

現在はそこの下の部分について立入禁止という状況にしている状況でございます。

それと、解体の件につきましては、川村真生議員が先日質問がありまして、そこで市長答弁

させていただいたところですけれども、老朽化が進んでいる状態ですので、安全な状態での維

持管理が難しくなっていることから、利活用方針の決定を待たずに、解体工事を行うことも検

討しているという状況でございます。

以上です。

小休にします。■議長（宮﨑 努）

午後４時12分 小休

午後４時12分 正会

正会にいたします。■議長（宮﨑 努）
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岡本学校教育課長。

私から文化財の保管場所について答弁させていただきます。■学校教育課長（岡本寿明）

まず、旧下田中学校への保管ということにつきましては、旧下田中学校の利活用につきまし

ては、下田小学校を高台移転する方針としておりまして、校舎の改修に係る費用につきまして

は、財源的に有利な起債を活用することを検討しております。その活用に当たりましては、設

計及び工事の内容が、学校施設として必要な物に限られるため、地域の文化財の保管につきま

しては、地域の歴史や文化の継承をするために重要なことであるとは認識しておりますが、ま

ず学校施設としての整備を行う必要がございます。

そういうことで、施設整備当初の段階では、文化財の保管場所として整備することは想定を

しておりません。その上で、将来的に空きスペースが発生した場合には、文化財の保管場所と

して検討することも可能ではないかと考えております。

それから、下田小学校の３階部分につきましては、当該施設につきましては、学校教育以外

の目的で利用する場合には、一時的な利用を除きまして、文部科学省に財産処分の手続を行う

必要がございます。さらに、文化財を適切に保管するためには、防犯対策でありますとか、管

理体制等、こういったことも整理する必要がございまして、現行の学校施設が保管に適してい

るか、慎重に検討する必要があると考えますので、その可否につきましては今後具体的なお話

があれば、事前に地域など関係機関、関係者とも十分な協議が必要になってくると考えており

ます。

以上でございます。

瀨正明議員。■議長（宮﨑 努）

精いっぱいのご答弁をいただいたと考えています。なかなか要望実現と■６番（瀨正明）

いうのは難しいことは理解しております。さらに、各地区で地域の皆さんとよく話し合って、

市の取組、できるだけ早く進めていただけますことを願いまして、今回の私の一般質問、ここ

までにさせていただきます。どうもありがとうございました。

以上で瀨正明議員の質問を終わります。■議長（宮﨑 努）

これにて一般質問を終了いたします。

小休にいたします。

午後４時16分 小休

午後４時16分 正会

正会にいたします。■議長（宮﨑 努）

本日、「第11号議案」及び「第12号議案」が提案されました。

お諮りいたします。

「第11号議案」及び「第12号議案」を日程に追加し、一括議題といたしたいと思います。こ

れにご異議ありませんか。
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（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、「第11号議案」及び「第12号議案」を■議長（宮﨑 努）

日程に追加し、議題とすることに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～

直ちに提案理由の説明を求めます。■議長（宮﨑 努）

山下市長。

それでは、本日提案いたしました追加議案の提案理由をご説明させて■市長（山下元一郎）

いただきます。

まず初めに、追加議案書の２ページをお開きください。

「第11号議案、教育委員会教育長の任命について」でございます。

これは、教育長の久保良高氏が、本年７月１日をもって辞職されますので、後任の教育長の

任命について、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第１項の規定により議会の同

意を求めるものでございます。

後任の教育長としまして同意を求めます者は、松田文雄氏でございます。

松田氏は、昭和60年４月に高知県の教職員として採用され、土佐清水市立下ノ加江中学校長、

土佐清水市立幡陽小学校長、中筋中学校長、中村中学校長などの要職を務められ、令和３年４

月からは、西部教育事務所にて学校関係のアドバイザーとして勤務されています。

在任中、土佐清水市の中学校統合、本市の学校再編に際しましては、統合後、再編後を見据

えた学校運営に尽力されました。また、中村中学校長赴任後は、学校が組織として目標の実現

や課題解決に向けて動く仕組みの構築や全校生徒をチーム学校で育てる取組を行うなど、授業

改善を図り、全国学力・学習状況調査の結果も年々上昇させ、大きな成果を上げるなど、教育

現場の状況に精通して、学校教育の指導等における豊富な知識を経験しており、人格・見識と

もに適任であると考えております。

続きまして、３ページをお開きください。

「第12号議案、教育委員会委員の任命について」でございます。

これは、現教育委員会委員の町田義彦氏が、本年７月２日をもって任期満了となりますので、

再任について同意を求めるものでございます。

同氏は、令和３年７月に教育委員会委員として就任以来、ご自身の経験や知見を生かしなが

ら精力的に活動されており、真摯な人格とともに信頼も厚く、適任者でございますので、引き

続き教育委員会委員としてご尽力を賜りたいと考えております。

以上、２氏のご経歴につきましては、それぞれの議案関係参考資料に記載しておりますので、

ご参照の上、よろしくご同意賜りますようよろしくお願いを申し上げます。

以上で追加提案理由の説明を終わります。ご審議のほどよろしくお願いをいたします。

以上で提案理由の説明を終わります。■議長（宮﨑 努）
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以上で本日の日程は全部終了いたしました。

明日24日の日程は、提出議案等に対する質疑、委員会付託、予算決算常任委員会であります。

本日はこれにて散会いたします。

どうもご苦労さまでございました。

午後４時20分 散会
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休 会
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令和７年６月四万十市議会定例会会議録（第12日）

令和７年６月24日（火）

■議事日程

日程追加 第７号議案及び第８号議案撤回

第７号議案 四万十市道路線の廃止について

第８号議案 四万十市道路線の認定について

（撤回理由の説明）

日程第１ 第１号議案から第６号議案まで及び第９号議案から第12号議案まで

第１号議案 専決処分の承認を求めることについて

（令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算

（第１号））

第２号議案 令和７年度四万十市一般会計補正予算（第１号）について

第３号議案 令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算

（第２号）について

第４号議案 四万十市事前復興まちづくり計画策定委員会設置条例

第５号議案 四万十市非常勤特別職員の報酬及び費用弁償支給条例の一部を

改正する条例

第６号議案 四万十カヌーとキャンプの里の設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例

第９号議案 動産の買入れについて

第10号議案 動産の買入れについて

第11号議案 教育委員会教育長の任命について（松田文雄）

第12号議案 教育委員会委員の任命について（町田義彦）

諮問第１号から諮問第３号まで

諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

（竹田元久）

諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

（岡田実智男）

諮問第３号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

（谷口登志）

所管事項の調査（令和７年３月定例会より継続調査）

（質 疑）

（委員会付託）

■本日の会議に付した事件



- 262 -

日程追加から日程第１まで

出席議員

１番 鳥 谷 恵 生 ２番 川 村 真 生 ３番 澤良宜 由 美

４番 前 田 和 哉 ５番 寺 尾 真 吾 ６番  瀨 正 明

７番 山 下 幸 子 ８番 上 岡 真 一 ９番 川 渕 誠 司

10番 松 浦 伸 11番 大 西 友 亮 12番 西 尾 祐 佐

13番 谷 田 道 子 14番 山 崎 司 15番 上 岡 正

16番 平 野 正 17番 川 村 一 朗 18番 宮 﨑 努

（なし）欠席議員

出席要求による執行部側出席者職氏名

市 長 山 下 元一郎 副 市 長 田 能 浩 二

総 務 課 長 山 﨑 寿 幸 地震防災課長 安 岡 栄 治

企画広報課長 武 田 安 仁 財 政 課 長 竹 田 哲 也

市民・人権課長 武 田 千 尋 税 務 課 長 山 﨑 行 伸

環境生活課長 横 山 昌 之 子育て支援課長 中 脇 弘 樹

健康推進課長 竹 本 美 佳 高齢者支援課長 武 内 俊 治

観光商工課長 遠 近 由 幸 農林水産課長 吉 田 貴 浩

まちづくり課長 津 野 智 宏 上下水道課長 岡 村 速 人

中 田 智 子 金 子 雅 紀会計管理者兼会計課長 市民病院事務局長

福祉事務所長補佐 村 松 大 教 育 長 久 保 良 高

学校教育課長 岡 本 寿 明 生涯学習課長 戸 田 裕 介

総合支所長兼 佐 川 徳 和 田 村 典 義西土佐診療所事務局長地域企画課長
選挙管理委員会産業建設課長 竹 本 志 郎 濱 田 武事 務 局 長

職務のために議場に出席した事務局職員職氏名

事 務 局 長 原 憲 一 事務局長補佐 岡 村 むつみ

総 務 係 長 戸 田 卓 宏
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午前10時０分 開議

おはようございます。これより本日の会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

小休にいたします。

午前10時０分 小休

午前10時１分 正会

正会にいたします。■議長（宮﨑 努）

～～～～～～～～～～～～～～～

お諮りいたします。■議長（宮﨑 努）

これより意見調整のため全員協議会を開きたいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、これより意見調整のための全員協議会■議長（宮﨑 努）

を開きます。

本会議を暫時休憩いたします。

午前10時１分 休憩

午前10時25分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

６月13日市長より提出された「第７号議案」及び「第８号議案」について、本日付をもって

撤回したい旨の申出がありました。

「第７号議案及び第８号議案撤回」の件を日程に追加し、直ちに議題とすることにご異議あ

りませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、「第７号議案及び第８号議案撤回」の■議長（宮﨑 努）

件を日程に追加し、直ちに議題とすることに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～

直ちに撤回理由の説明を求めます。■議長（宮﨑 努）

山下市長。

おはようございます。■市長（山下元一郎）

今議会に提案しております議案の中で、「第７号議案、四万十市道路線の廃止について」及

び「第８号議案、四万十市道路線の認定について」につきまして、内容の調整を要する事案が

判明したため、両議案の撤回をさせていただくものでございます。誠に申し訳ございません。

なお、この議案につきましては、内容の調整後、改めて次の定例会に提案させていただくこ

とを予定しておりますので、よろしくお願いをいたします。

以上で撤回理由の説明を終わります。■議長（宮﨑 努）

お諮りいたします。
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ただいま議題となっております「第７号議案及び第８号議案撤回」の件については、これを

承認することにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、「第７号議案及び第８号議案撤回」の■議長（宮﨑 努）

件については、これを承認することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～

日程第１、ただいま撤回された「第７号議案」及び「第８号議案」を除■議長（宮﨑 努）

く「第１号議案」から「第12号議案」まで及び「諮問第１号」から「諮問第３号」まで並びに

継続調査の所管事項調査、以上の案件を一括議題といたします。

これより以上の議案及び各委員長報告に対する質疑に入ります。

質疑者は挙手により議長の許可を得て発言願います。

質疑者はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

質疑なしと認めます。よって、これにて質疑を終了いたします。■議長（宮﨑 努）

これより議案の委員会付託を行います。

お諮りいたします。

「第11号議案」及び「第12号議案」並びに「諮問第１号」から「諮問第３号」までについて

は、会議規則第37条第３項の規定により、これを省略したいと思います。これにご異議ありま

せんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、「第11号議案」及び「第12号議案」並■議長（宮﨑 努）

びに「諮問第１号」から「諮問第３号」の委員会付託については、これを省略することに決し

ました。

お諮りいたします。

ただいま議題となっております議案のうち、委員会付託を省略した議案を除く議案について

は、付託表に記載のとおりそれぞれの所管常任委員会に付託することにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、付託表に記載のとおりそれぞれの所管■議長（宮﨑 努）

常任委員会に付託することに決しました。

以上で本日の日程は全部終了いたしました。

本日この後、予算決算常任委員会審査、明日25日は教育民生常任委員会、産業建設常任委員

会、総務常任委員会審査、26日は委員会審査結果の取りまとめのため休会、27日午前10時会議

を開きます。

本日はこれにて散会いたします。
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ご苦労さまでした。

午前10時28分 散会
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令和７年６月四万十市議会定例会会議録（第15日）

令和７年６月27日（金）

■議事日程

日程第１ 第１号議案から第６号議案まで並びに第９号議案及び第10号議案

第１号議案 専決処分の承認を求めることについて

（令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算

（第１号））

第２号議案 令和７年度四万十市一般会計補正予算（第１号）について

第３号議案 令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算

（第２号）について

第４号議案 四万十市事前復興まちづくり計画策定委員会設置条例

第５号議案 四万十市非常勤特別職員の報酬及び費用弁償支給条例の一部を

改正する条例

第６号議案 四万十カヌーとキャンプの里の設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例

第９号議案 動産の買入れについて

第10号議案 動産の買入れについて

（各委員長報告、質疑）

日程第２ 第11号議案及び第12号議案

第11号議案 教育委員会教育長の任命について（松田文雄）

第12号議案 教育委員会委員の任命について（町田義彦）

諮問第１号から諮問第３号まで

諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

（竹田元久）

諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

（岡田実智男）

諮問第３号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

（谷口登志）

所管事項の調査（令和７年３月定例会より継続調査）

（全員協議会）

（討論、採決）

日程第３ 意見案１件

意見案第１号 物価高騰の緊急対策として消費税の減税を求める意見書

（提案理由の説明）
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（討論、採決）

日程第４ 四万十市選挙管理委員会委員並びに同補充員の選挙

■本日の会議に付した事件

日程第１から日程第４まで

出席議員

１番 鳥 谷 恵 生 ２番 川 村 真 生 ３番 澤良宜 由 美

４番 前 田 和 哉 ５番 寺 尾 真 吾 ６番  瀨 正 明

７番 山 下 幸 子 ８番 上 岡 真 一 ９番 川 渕 誠 司

10番 松 浦 伸 11番 大 西 友 亮 12番 西 尾 祐 佐

13番 谷 田 道 子 14番 山 崎 司 15番 上 岡 正

16番 平 野 正 17番 川 村 一 朗 18番 宮 﨑 努

（なし）欠席議員

出席要求による執行部側出席者職氏名

市 長 山 下 元一郎 副 市 長 田 能 浩 二

総 務 課 長 山 﨑 寿 幸 地震防災課長 安 岡 栄 治

企画広報課長 武 田 安 仁 財 政 課 長 竹 田 哲 也

市民・人権課長 武 田 千 尋 税 務 課 長 山 﨑 行 伸
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午前10時０分 開議

おはようございます。これより本日の会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

～～～～～～～～～～～～～～～

これより議事に入ります。■議長（宮﨑 努）

日程第１、「第１号議案」から「第６号議案」まで並びに「第９号議案」及び「第10号議

案」を一括議題といたします。

以上の案件に関し、各委員長の報告を求めます。

先に、寺尾真吾予算決算常任委員長。

おはようございます。■予算決算常任委員長（寺尾真吾）

それでは、予算決算常任委員長報告を行います。

今期定例会において、本委員会に付託を受けました議案３件について、６月24日に委員会を

開催し審査を行いましたので、その結果についてご報告いたします。

まず、「第１号議案、専決処分の承認を求めることについて（令和７年度四万十市国民健康

保険診療施設勘定補正予算（第１号））」については、令和６年度決算において、歳出に対し

歳入が不足することとなったため、地方自治法施行令第166条の２の規定により、令和７年度

の予算をもって繰上充用を行い、補填したものとの説明がございました。

審査の結果、適当と認め、全会一致で原案のとおり承認すべきものと決しました。

次に、「第２号議案、令和７年度四万十市一般会計補正予算（第１号）について」、款・項

ごとに所管課からそれぞれ説明を受け、審査を行いました。

今回の補正は、市長の改選に伴う新規の政策的経費のほか、物価高騰に対する市内の中小企

業者や農業者・畜産業者などへの支援や当初の見込みを上回る申請のあった省エネ家電製品等

買換え促進事業に係る追加費用等が主なものである。２款総務費の補正は、デジタル機器を活

用した買物支援や健康チェックなどにより、中山間地域の高齢者の生活支援を行うものや地元

企業に対するＤＸツールの導入やセミナー等により経営改善支援を行い、経営の変革による産

業の活性化を図るため、産業イノベーションセンターの設置に係る費用などで、６款農林水産

業費及び７款商工費の補正は、物価高騰やエネルギー価格の高騰により経営等に影響を受けて

いる農業者や事業者等に対し、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、支援を行

うものなどとのことで、それぞれの事業の目的や財源内訳、歳出根拠等の詳細な説明がござい

ました。

デジタル機器を上手に利用できないことが想定される65歳以上の高齢者に対して、タブレッ

ト端末を活用したコミュニケーションの機会の創出や買物サービス等の生活支援を提供する中

山間地域フルリモート支援について、委員から、事業の内容が対象とする地域の実情に合って

いないのではないか、実証実験後も継続して行える事業なのか、また事業にあるはずの最終目

標が、この事業には見えてこないなど、多くの意見が出され、事業の目的や市民へのメリット
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等が不明瞭な本事業に賛同することはできないとの意見が、全委員で一致しました。

慎重に審査を行った結果、中山間地域フルリモート支援事業に係る経費を含んだままの「第

２号議案」については、全会一致で否決すべきものと決しました。

なお、「第２号議案」については、中山間地域フルリモート支援事業の所要経費を除いた修

正案を委員会の総意として本日議長に提出しております。

次に、「第３号議案、令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算（第２

号）について」は、老朽化した医師住宅建て替えに係る住宅整備費用と電子カルテシステム

サーバーの機器保守に係る費用であるとのことでございました。

審査の結果、適当と認め、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決しました。

以上のとおりご報告いたします。

以上で予算決算常任委員長報告を終わります。■議長（宮﨑 努）

続いて、瀨正明総務常任委員長。

総務常任委員長報告を行います。■総務常任委員長（瀨正明）

今期定例会において、本委員会に付託を受けました議案４件につきまして、６月25日に委員

会を開催しましたので、その結果について報告いたします。

まず、「第４号議案、四万十市事前復興まちづくり計画策定委員会設置条例」について地震

防災課から説明を受け、審査を行いました。

計画を策定するに当たって、官民連携で組織する事前復興まちづくり計画策定委員会を設置

し、多岐にわたる分野において必要な審議を行っていくとの説明がございました。

委員からの、「委員の人選については、地域の実情を知っている方が望ましい。」との質疑

に対し、「人選は調整中だが、学識経験者のほか、地域の方々にも参画してもらう。」との答

弁がございました。

審査の結果、適当と認め、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決しました。

次に、「第５号議案、四万十市非常勤特別職員の報酬及び費用弁償支給条例の一部を改正す

る条例」について選挙管理委員会事務局から説明を受け、審査を行いました。

物価の動向等を踏まえて、国政選挙の経費の基準額が改正されたことを受け、報酬額を見直

すものとの説明がございました。

審査の結果、適当と認め、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決しました。

次に、「第９号議案、動産の買入れについて」財政課から説明を受け、審査を行いました。

今回の買入れが、予定価格2,000万円以上となるため、議会の議決を求めるもので、買入れ

物件は、学習用端末で、市内中学校の１人１台端末を更新するもの、契約方法は、県との共同

調達により高知県ＧＩＧＡスクール構想推進協議会が実施した公募型プロポーザルによる随意

契約としたとの説明がございました。

委員からの、「市単独で契約しない理由は。」との質疑に対し、「国の方針で、県の共同調
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達が義務づけられている。」との答弁がございました。

審査の結果、適当と認め、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決しました。

次に、「第10号議案、動産の買入れについて」財政課から説明を受け、審査を行いました。

買入れ物件は、東山小学校新校舎において使用する机・椅子・棚等で、市内６業者による指

名競争入札により契約の相手方を決定したとの説明がございました。

委員からの、「予定価格に対する落札率は。」との質疑に対し、「44％となった。」との答

弁がございました。

審査の結果、適当と認め、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決しました。

以上のとおりご報告いたします。

以上で総務常任委員長報告を終わります。■議長（宮﨑 努）

続いて、山下幸子産業建設常任委員長。

産業建設常任委員長報告を行います。■産業建設常任委員長（山下幸子）

６月25日に委員会を開催しましたので、その結果についてご報告をいたします。

まず、「第６号議案、四万十カヌーとキャンプの里の設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例」について観光商工課から説明を受け、審査を行いました。

昨年度末に田村駒株式会社より、企業版ふるさと納税を活用したＳＵＰ（スタンドアップパ

ドルボード）の１人乗り用を市に10艇寄附していただく話があり、西土佐のカヌー館と四万十

楽舎・田出ノ川のかわらっこに打診をした結果、カヌー館と四万十楽舎では、利用希望がな

かったことから、今回は10艇全てをかわらっこに置き、利用していきたいと考えており、夏の

観光シーズンに間に合うように、今回利用料金表に１人乗り用の料金を追記するものとのこと

でございました。

委員から、「料金については妥当か。」との質疑があり、執行部から、「近隣施設の料金を

参考にして設定し、カヌーと比べるとＳＵＰは耐用年数が短いため、カヌーよりは高めの料金

設定にしている。」との答弁がございました。

審査の結果、適当と認め、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決しました。

次に、四万十いやしの里植栽樹木被害について、観光商工課から報告を受けました。

四万十いやしの里及び四万十の宿敷地内において、植栽樹木の一部が枯れ始めたことを受け、

枯れた樹木を確認したところ、根元への穴空け被害が発見されたもので、被害額は43万

5,000円、経過としては、４月11日に指定管理者から被害の連絡を受け、現地にて被害状況を

把握後、17日に中村警察署とともに現地確認を実施、類似被害の確認を行うため、土佐西南大

規模公園を管理する高知県土木事務所と市内の公園を管理する公園管理公社に問合せを行った

が、類似被害はなかった。４月25日に造園業者へ被害額の見積りを依頼し、６月９日に市管理

分の９本分について被害届を提出した。監視カメラには、１か月分のデータが保存されていた

が、異常はなかったとのことでございました。
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委員から、「監視カメラの増設予定はあるか。」との質疑があり、執行部から、「現時点で

はその予定はないが、被害樹木に犯行抑止テープを巻いて規制をしている。スタッフが常駐し

ている施設なので、警備を強化していきたい。」との答弁がございました。

次に、その他の案件として、管内視察について協議を行い、７月14日に、西土佐藤の瀬バラ

園や四万十陸上養殖場などを視察することといたしました。

以上のとおりご報告をいたします。

以上で産業建設常任委員長報告を終わります。■議長（宮﨑 努）

これにて各委員長報告を終わります。

これより各委員長の報告に対する質疑に入ります。

質疑者は挙手により議長の許可を得て発言願います。

質疑者はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

質疑なしと認めます。よって、各委員長の報告に対する質疑を終了いた■議長（宮﨑 努）

します。

～～～～～～～～～～～～～～～

寺尾真吾議員外15名から、「第２号議案、令和７年度四万十市一般会計■議長（宮﨑 努）

補正予算（第１号）について」修正案が提出されております。

本修正案を議題といたします。

直ちに修正案の説明を求めます。

寺尾真吾議員。

それでは、「第２号議案、令和７年度四万十市一般会計補正予算（第１■５番（寺尾真吾）

号）について」に対する修正案の提案理由説明をいたします。

執行部から上程された「第２号議案」の補正予算には、中山間地域フルリモート支援事業費

として905万9,000円が計上されていますが、付託を受けた予算決算常任委員会での審査におい

て、事業の実施に当たっての十分な調査・検討が行われたとは言い難く、市民への説明責任も

果たされていないと判断せざるを得ず、当該事業費を含んだ原案に賛同することはできないと

いう結論となりました。

以上の理由から、当該補正予算のうち、中山間地域フルリモート支援事業費905万9,000円を

減額する修正案を提出するものです。議員各位におかれましては、当修正案にご賛同賜ります

ようお願い申し上げ、提案理由の説明といたします。

以上で修正案の説明を終わります。■議長（宮﨑 努）

これより修正案に対する質疑に入ります。

質疑者は挙手により議長の許可を得て発言願います。

質疑者はありませんか。
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（「なし」と呼ぶ者あり）

質疑なしと認めます。よって、修正案に対する質疑を終了いたします。■議長（宮﨑 努）

お諮りいたします。

日程第１に日程第２、日程第３、日程第４を追加し、一括議題といたしたいと思います。こ

れにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、日程第１に日程第２、日程第３、日程■議長（宮﨑 努）

第４を追加し、一括議題といたします。

～～～～～～～～～～～～～～～

お諮りいたします。■議長（宮﨑 努）

これより意見調整のため全員協議会を開きたいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、これより意見調整のため、全員協議会■議長（宮﨑 努）

を開きます。

本会議を暫時休憩いたします。

午前10時17分 休憩

午後３時30分 再開

休憩前に引き続き会議を開きます。■議長（宮﨑 努）

お諮りいたします。

調整済みの議案については、討論を省略し、直ちに採決したいと思います。これにご異議あ

りませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、調整済みの議案については、討論を省■議長（宮﨑 努）

略し、直ちに採決することに決しました。

「第２号議案、令和７年度四万十市一般会計補正予算（第１号）について」に対する修正案

について採決を行います。

お諮りいたします。

本修正案を可決することにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、本修正案は可決いたしました。■議長（宮﨑 努）

ただいま「第２号議案、令和７年度四万十市一般会計補正予算（第１号）について」に対す

る修正案は可決されましたので、修正議決した部分を除く原案について採決を行います。

お諮りいたします。

「第２号議案」の修正議決した部分を除くその他の部分については原案のとおり決すること
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にご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、修正議決した部分を除くその他の部分■議長（宮﨑 努）

は原案のとおり可決いたしました。

小休にします。

午後３時31分 小休

午後３時31分 正会

正会にいたします。■議長（宮﨑 努）

次に、「第３号議案、令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算（第２

号）について」、「第４号議案、四万十市事前復興まちづくり計画策定委員会設置条例」、

「第５号議案、四万十市非常勤特別職員の報酬及び費用弁償支給条例の一部を改正する条例」、

「第６号議案、四万十カヌーとキャンプの里の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例」、「第９号議案、動産の買入れについて」、「第10号議案、動産の買入れについて」、以

上６件を一括して採決いたします。

以上の案件の委員長報告はいずれも可決であります。委員長報告のとおり決することにご異

議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、以上６件の議案は委員長報告のとおり■議長（宮﨑 努）

可決いたしました。

次に、「第１号議案、専決処分の承認を求めることについて（令和７年度四万十市国民健康

保険会計診療施設勘定補正予算（第１号））」についてを採決いたします。

本案の委員長報告は承認であります。委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、本案は委員長報告のとおり承認いたし■議長（宮﨑 努）

ました。

続いて、「第11号議案、教育委員会教育長の任命について」、同意を求める者は松田文雄氏

を採決いたします。

お諮りいたします。

本案は原案のとおり同意することにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり同意いたしました。■議長（宮﨑 努）

続いて、「第12号議案、教育委員会委員の任命について」、同意を求める者は町田義彦氏を

採決いたします。

お諮りいたします。
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本案は原案のとおり同意することにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり同意いたしました。■議長（宮﨑 努）

これより「諮問第１号、人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて」、同

意を求める者は竹田元久氏を採決いたします。

この採決は無記名投票をもって行います。

議場の閉鎖を命じます。

（議場閉鎖）

ただいまの出席議員数は17人であります。■議長（宮﨑 努）

投票用紙を配付させます。

（投票用紙配付）

投票用紙の配付漏れはありませんか。■議長（宮﨑 努）

（「なし」と呼ぶ者あり）

それでは、投票箱を改めさせます。■議長（宮﨑 努）

（投票箱点検）

異状なしと認めます。■議長（宮﨑 努）

念のため申し上げます。「諮問第１号」を可とする議員は賛成と、否とする議員は反対と記

載の上、点呼に応じて順次投票をお願いいたします。

なお、重ねて申し上げます。投票中、賛否を表明しない投票及び賛否の明らかでない投票は、

会議規則第71条第２項の規定により、否とみなします。

点呼を命じます。

（職員点呼、投票）

投票漏れはありませんか。■議長（宮﨑 努）

（「なし」と呼ぶ者あり）

投票漏れなしと認めます。■議長（宮﨑 努）

投票を終了いたします。

議場の閉鎖を解きます。

（議場開鎖）

開票を行います。■議長（宮﨑 努）

会議規則第31条第２項の規定により、立会人に瀨正明議員及び寺尾真吾議員を指名いたし

ます。よって、両議員の立会いを願います。

（開 票）

それでは、投票の結果を報告いたします。■議長（宮﨑 努）

投票総数 17票
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これは先ほどの出席議員数に符合いたしております。

そのうち

賛成 16票

反対 １票

以上のとおり賛成多数であります。よって、本案は原案のとおり同意いたしました。

次に、「諮問第２号、人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて」、同意

を求める者は岡田実智男氏を採決いたします。

この採決は無記名投票をもって行います。

議場の閉鎖を命じます。

（議場閉鎖）

ただいまの出席議員数は17人であります。■議長（宮﨑 努）

投票用紙を配付させます。

（投票用紙配付）

投票用紙の配付漏れはありませんか。■議長（宮﨑 努）

（「なし」と呼ぶ者あり）

配付漏れなしと認めます。■議長（宮﨑 努）

投票箱を改めさせます。

（投票箱点検）

異状なしと認めます。■議長（宮﨑 努）

念のため申し上げます。「諮問第２号」を可とする議員は賛成と、否とする議員は反対と記

載の上、点呼に応じて順次投票をお願いいたします。

なお、重ねて申し上げます。投票中、賛否を表明しない投票及び賛否の明らかでない投票は、

会議規則第71条第２項の規定により、否とみなします。

点呼を命じます。

（職員点呼、投票）

投票漏れはありませんか。■議長（宮﨑 努）

（「なし」と呼ぶ者あり）

投票漏れなしと認めます。■議長（宮﨑 努）

投票を終了いたします。

議場の閉鎖を解きます。

（議場開鎖）

開票を行います。■議長（宮﨑 努）

会議規則第31条第２項の規定により、立会人に川渕誠司議員及び鳥谷恵生議員を指名いたし

ます。よって、両議員の立会いを願います。
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（開 票）

投票の結果を報告いたします。■議長（宮﨑 努）

投票総数 17票

これは先ほどの出席議員数に符合いたしております。

そのうち

賛成 17票

反対 ０票

以上のとおり賛成多数です。よって、本案は原案のとおり同意いたしました。

次に、「諮問第３号、人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて」、同意

を求める者は谷口登志氏を採決いたします。

この採決は無記名投票をもって行います。

議場の閉鎖を命じます。

（議場閉鎖）

ただいまの出席議員数は17人であります。■議長（宮﨑 努）

投票用紙を配付させます。

（投票用紙配付）

投票用紙の配付漏れはありませんか。■議長（宮﨑 努）

（「なし」と呼ぶ者あり）

配付漏れなしと認めます。■議長（宮﨑 努）

投票箱を改めさせます。

（投票箱点検）

異状なしと認めます。■議長（宮﨑 努）

念のため再度申し上げます。「諮問第３号」を可とする議員は賛成と、否とする議員は反対

と記載の上、点呼に応じて順次投票をお願いいたします。

なお、重ねて申し上げます。投票中、賛否を表明しない投票及び賛否の明らかでない投票は、

会議規則第71条第２項の規定により、否とみなします。

点呼を命じます。

（職員点呼、投票）

投票漏れはありませんか。■議長（宮﨑 努）

（「なし」と呼ぶ者あり）

投票漏れなしと認めます。■議長（宮﨑 努）

投票を終了いたします。

議場の閉鎖を解きます。

（議場開鎖）
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開票を行います。■議長（宮﨑 努）

会議規則第31条第２項の規定により、立会人に川村真生議員及び澤良宜由美議員を指名いた

します。よって、両議員の立会いを願います。

（開 票）

投票の結果を報告いたします。■議長（宮﨑 努）

投票総数 17票

これは先ほどの出席議員数に符合いたしております。

そのうち

賛成 17票

反対 ０票

以上のとおり賛成多数であります。よって、本案は原案のとおり同意いたしました。

次に、令和７年３月定例会より継続調査の所管事項について決定を行います。

所管事項の調査については、各常任委員長及び議会運営委員長から、委員会条例第39条の規

定により閉会中の継続調査の申出があります。

お諮りいたします。

以上、各委員長からの申出のとおり、閉会中の継続調査に付することにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、各委員長からの申出のとおり、閉会中■議長（宮﨑 努）

の継続調査に付することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～

日程第３、「意見案第１号」を議題といたします。■議長（宮﨑 努）

「意見案第１号、物価高騰の緊急対策として消費税の減税を求める意見書」について提案理

由の説明を求めます。

谷田道子議員。

読み上げて提案理由を述べさせていただきます。■13番（谷田道子）

物価高騰の緊急対策として消費税の減税を求める意見書案。

現在、食料品やお米・ガソリン・電気料金などの急激な物価高騰が続いており、生鮮食品を

除く消費者物価指数は、令和６年12月に前年同月比3.0％の上昇となり、これで40か月連続の

上昇となっています。国民生活は、かつてないほど厳しい状況に置かれています。

一方で、実質賃金は、昨年度まで３年連続で前年を下回っており、賃上げが物価の上昇に追

いつかず、家計への圧迫が深刻さを増しています。

政府は、一部の対策として、ガソリン価格の引下げや電気・ガス料金への補助再開を打ち出

していますが、これらはあくまでも限定的なものであり、抜本的な生活支援策とは言えません。

こうした中、今最も即効性があり、広く国民生活を支える経済対策として有効なのが、消費
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税の減税です。実際、消費税減税については、国民の約68％が賛成しており、自民党を含む多

くの政党や国会議員からも賛同の声が上がっています。消費税減税は、物価の引下げを通じて、

家計と事業者の負担を直接的に軽減し、全ての国民に公平に恩恵が行き渡る施策です。あわせ

て、消費の喚起にもつながることから、景気回復への即効性も期待されます。今こそ全ての消

費者・事業者が恩恵を受けられる実効性のある物価対策として、消費税の緊急減税を実施すべ

きです。よって、国会及び政府に対し、消費税の緊急減税を強く求めます。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出いたします。

全ての人に公平に届いて、家計にも業者さんにも効果のある消費税の減税を、ぜひ今こそそ

の思いを込めて国に届けたいと思います。どうか本意見書にご賛同いただきますようによろし

くお願いをいたします。

以上で提案理由の説明を終わります。■議長（宮﨑 努）

これより「意見案第１号、物価高騰の緊急対策として消費税の減税を求める意見書」につい

て討論を行います。

討論の通告がありましたので、発言を許可いたします。

まず、原案に反対の議員。

寺尾真吾議員。

それでは、私は、本意見書に反対の立場から討論いたします。■５番（寺尾真吾）

私の友人に３人の子供を育てている家庭があります。その家庭が非常に喜んだのが、2019年

10月に実施された幼児教育・保育の無償化でした。この政策は、消費税率を８％から10％へ引

き上げた際に、その増収分から約8,000億円を財源として実現されたものです。このように税

は、単なる負担ではなく、全ての人が支え合い、よりよい社会を築くための礎となるものです。

現在、消費税は、年金・医療・介護・子育てという社会保障の４本柱を支える重要な財源と

なっています。例えば、私たち議会でも度々取り上げられている介護人材の確保と処遇改善に

も消費税が活用されています。

また、厚生労働省の資料によれば、令和３年度における高知県民１人当たりの医療費は47万

1,000円と、全国で最も高くなっています。このような地域特有の課題を支えるためにも、安

定した財源が不可欠です。確かに消費税率が高いという現状に対して、減税を求める声がある

ことは理解できます。また、消費を促すという点で経済効果も見込めるかもしれません。

しかしながら、消費税の減税により失われる財源の穴を果たしてどうやって埋めるのでしょ

うか。子育て支援、介護報酬の改善、誰もが等しく受けられる医療体制の維持、これらはまさ

に財源があってこそ、成立するものです。

さらに、地方自治体においては、都市部に比べ非効率な行政運営を強いられる構造的課題を

抱えており、限られた財源の中で何とか福祉サービスを維持しているのが現状です。消費税収

は、都市部で多く集められ、それが地方交付税等を通じて地方に配分されるという仕組みがあ
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ります。したがって、消費税の減税は、地方にとって不利に働く可能性が高く、都市部を相対

的に優遇する結果になりかねません。もし制度改善を求めるのであれば、消費税そのものを引

き下げるのではなく、例えば消費税収における地方交付税の割合を引き上げるなど、地方に

とって実効性のある提案こそが必要だと考えます。減税は、経済成長を促す有効な手段ではあ

りますが、社会全体の持続可能性、特に社会的弱者を支える社会保障の安定にも気を配る上で

慎重な判断が求められます。

以上の理由から、私は本意見書に反対いたします。議員各位のご賛同をどうぞよろしくお願

いいたします。

次に、原案に賛成の議員。■議長（宮﨑 努）

上岡 正議員。

賛成の立場で討論をさせていただきます。■15番（上岡 正）

私の友人にも子供が４人おる方もおるし、５人おられる友達もおります。そういう中で、家

族が多ければ消費も多いわけです。私、寺尾議員ほどいろんなことは分かっておりません。分

かっておるのは、長いことこの地に住んでおりますので、市民の声は、よく聞くわけです。四

万十市民の多くの方は、提案者からもあったように、産経新聞の調査では、国では平均68％が

消費税を下げてくれと。私の知り合いも、当然自民党が公約を出している２万円ももらいたい、

消費税も下げてもらいたいというが圧倒的な声でございます。私は議員として、市民の声を国

会にも届けたい、そういう意味もあって、この意見書は大変ええと、賛成の立場です。まして

隣の清水市もこの種の案を賛成でまとめております。どうか議員各位、市民の声は、私の知っ

とる限り、消費税を下げてくれという意見が圧倒的に多い。私は難しいことは分かりません。

市民の声は、そういう声でございますので、どうか議員各位、よろしくお願いします。

まして、それぞれの政党が国会のほうでも、社民党も消費税減税、賛成です。公明党も今聞

いてみますと、現在は消費税のことを取り下げとる。20日前ぐらいは、委員長さんも公約に上

げるというふうに言っておりました。自民党のほうも上げてはないが、４月・３月の段階では、

総理も迷ったようでございます。この意見書が四万十市から上がれば、総理の迷いが解けるか

もしれません。どうか議員各位の賛同をよろしくお願いします。

発言通告のあった討論は以上です。■議長（宮﨑 努）

ほかに討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

討論なしと認めます。■議長（宮﨑 努）

以上で「意見案第１号」に対する討論を終了いたします。

これより本案について電子表決による採決を行います。

お諮りいたします。

本案は原案のとおり決することについて賛成の議員は賛成のボタンを、反対の議員は反対の



- 281 -

ボタンを押してください。

なお、重ねて申し上げます。賛成ボタンも反対ボタンも押さなかった議員の表決は、否とみ

なします。

（電子表決）

表決漏れはありませんか。■議長（宮﨑 努）

（「なし」と呼ぶ者あり）

表決漏れなしと認め、採決を確定いたします。■議長（宮﨑 努）

（賛否表明）

賛成少数となりますので、本案は否決いたしました。■議長（宮﨑 努）

～～～～～～～～～～～～～～～

日程第４、これより四万十市選挙管理委員会委員並びに補充員の選挙を■議長（宮﨑 努）

行います。

お諮りいたします。

選挙の方法につきましては、地方自治法第118条第２項の規定により、指名推選により行い

たいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、議長において指名することに決しまし■議長（宮﨑 努）

た。

お諮りいたします。

四万十市選挙管理委員に、四万十市不破、亀谷暢子氏、四万十市中村東町、大林郁男氏、四

万十市右山元町、松本治彦氏、四万十市西土佐江川﨑、村上真美氏、同補充員の第１に、四万

十市西土佐江川、安藤由美氏、同補充員の第２に、四万十市中村上小姓町、平野秀美氏、同補

充員の第３に、四万十市国見、鳥谷安彦氏、同補充員の第４に、四万十市安並、浦田英樹氏、

ただいま議長において指名いたしました方々を当選人と定めることにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議なしと認めます。よって、ただいま指名いたしました方々が、四■議長（宮﨑 努）

万十市選挙管理委員会委員並びに補充員に当選されました。

以上で今期定例会に付議されました事件は全て議了いたしました。

閉会前に７月１日をもって退任されます久保教育長より退任の挨拶の申出がありますので、

お聞き取り願います。

久保教育長。

議長のお許しをいただきましたので、私の退任に当たってのお礼のご■教育長（久保良高）

挨拶を申し上げたいと思います。

市民の皆様そしてお集まりの議員の皆様、そして山下市長をはじめとする執行部の皆様、そ
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して全ての市の職員の皆さん、本当に４年間お世話になりました。ありがとうございました。

令和３年７月に教育長として任命していただいて、４年間ですけれど、こんな私でも何とか

教育長という職務を全うできたのは、本当に皆さんのおかげというか、４名の教育委員の皆さ

んとか生涯学習課の課長、また学校教育課の課長をはじめとする職員の皆さん、こういう皆さ

んの支えをいただいて何とかここまでやってこれたと思います。

４年間を少し振り返ってみたいがですけれど、議員の質問の答弁でもお答えしましたけれど、

学校教育については、やっぱり子供たちが元気に登校して、友達と仲よく勉強する、そういう

中で、未来に対して夢と希望を持って生活ができる、その夢を実現するためには、やっぱり生

きて働く力として必要なものは、やっぱり基礎学力だと思います。基礎学力の定着、学力の向

上を目指して４年間取り組んできましたけれど、大変お恥ずかしい話ながですけれど、まだ不

十分なところがたくさんあります。そういう面では、新しく私の後を引き継いで教育長をやっ

ていただける教育長に私の思いもぜひ引き継いでもらいたいなと、そういうふうに考えており

ます。

あと生涯学習のほうながですけれど、自分は、本当４年前に教育長に就いたときから、何と

か四万十市に住んでいる全ての住民が、芸術とかスポーツを楽しんで生きがいを持ってここの

四万十市で生活できる、そんなまちになったらいいなっていうことをずっと考えておりました。

それも本当に情けないがですけれど、自分の努力不足っていうか、まだ道半ばで、諦めたわけ

じゃないですけれど、実現するまでにはまだ至ってないと思います。

こうやって４年間を振り返ると、本当に反省することばかりながですけれど、これからはい

つまでも反省ばっかりするんじゃなしに、少し体も心もちょっと休めて、ゆとりを持って前向

きに生きていかないかんなと、そういうふうに考えております。何とか少しばかりの畑があり

ますので、自分が食べる、家族が食べる野菜ぐらいは作りながら生きていこうかなと思います。

最後になりましたけれど、四万十市がますます発展することを、またその発展を支えている

議員の皆さんのご活躍、そして山下市長をはじめとする全職員の皆さんが一致団結して、この

まちをよりよくしてくれるように検討していただけることを祈っておりますし、もう一つやっ

ぱり、子供たちの未来が明るい、本当に希望に満ちたものになることを祈念しながら、退任の

ご挨拶とさせていただきます。本当にありがとうございました。お世話になりました。

以上で久保教育長の退任の挨拶を終わります。■議長（宮﨑 努）

続いて、山下市長より挨拶の申出があります。お聞き取り願います。

山下市長。

令和７年６月市議会定例会の閉会に当たりまして、一言ご挨拶を申し■市長（山下元一郎）

上げます。

６月13日に開会いたしました本議会におきましては、専決処分の承認１件、補正予算２件、

条例議案３件、その他の議案２件、また人権擁護委員候補者の諮問３件、さらに追加議案２件
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につきまして慎重なご審議の上、それぞれ適切なご決定をいただき誠にありがとうございまし

た。

今議会は、私にとりまして初めての定例会でございました。本議会中、皆様から多くの貴重

なご意見やご提案をいただきましたことに深く感謝を申し上げます。まだまだ勉強不足でいろ

いろとご迷惑をおかけしたこともありましたけれども、引き続きしっかりと努めてまいります。

皆様からご意見をいただいた中で、改めて地域経済の活性化、子育て支援、防災・減災対策、

本市の多岐にわたる課題に全力で努めていかないと、改めて身を引き締めたところでございま

す。議員の皆様におかれましては、今後ともご指導、ご協力をいただきますよう心からお願い

をいたします。

また、久保教育長におかれましては、令和３年７月から４年間、本当に本市の教育行政の発

展にご尽力を賜りまして、誠にありがとうございました。心より感謝申し上げます。

さて、本年は、四万十市制施行20周年を記念し、一年を通して様々なイベントを開催してお

ります。来月26日には、しまんと市民祭、なかむら踊り・しまんと提灯台パレードを開催する

予定です。この20周年という節目が、さらなる未来へと飛躍台となるよう努力してまいります

ので、引き続きのご理解とご協力をお願いを申し上げます。

最後になりますが、午前中に四国地方、梅雨明けというようなニュースもありました。本当

に暑い夏がいよいよやってきますので、議員の皆様におかれましては、くれぐれも健康にはご

留意をいただきまして、ますますご活躍いただけますことをお祈りいたしまして、誠に簡単で

はございますけれども、私からの閉会のご挨拶に代えさせていただきます。

どうもありがとうございました。

以上で市長の挨拶を終わります。■議長（宮﨑 努）

これにて、令和７年６月四万十市議会定例会を閉会いたします。

連日どうもご苦労さまでございました。

午後４時17分 閉会
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地方自治法第123条第２項の規定により署名する。

四万十市議会議長

四万十市議会副議長

四万十市議会議員

四万十市議会議員
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令和７年６月定例会議案等付託表

１ 議案

付託委員会 議案番号 件 名

専決処分の承認を求めることについて（令和７年度四万十市
第１号議案

国民健康保険会計診療施設勘定補正予算（第１号））

予算決算常任委員会 第２号議案 令和７年度四万十市一般会計補正予算（第１号）について

令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算
第３号議案

（第２号）について

第４号議案 四万十市事前復興まちづくり計画策定委員会設置条例

四万十市非常勤特別職員の報酬及び費用弁償支給条例の一部
第５号議案

総務常任委員会 を改正する条例

第９号議案 動産の買入れについて

第10号議案 動産の買入れについて

四万十カヌーとキャンプの里の設置及び管理に関する条例の
産業建設常任委員会 第６号議案

一部を改正する条例
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委 員 会 審 査 報 告 書（№２）

令和７年６月24日

四万十市議会議長 宮 﨑 努 様

予算決算常任委員長 寺 尾 真 吾

委員会審査報告書

本委員会に付託された事件は審査の結果、次のとおり決定したので報告します。

１ 議案

議案番号 件 名 審査の結果 議決の理由

専決処分の承認を求めることについて（令和７年度四万
第１号議案 原案承認

十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算（第１号））

第２号議案 令和７年度四万十市一般会計補正予算（第１号）について 原案否決

令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正
第３号議案 原案可決

予算（第２号）について
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令和７年６月25日

四万十市議会議長 宮 﨑 努 様

総務常任委員長  瀨 正 明

委員会審査報告書

本委員会に付託された事件は審査の結果、次のとおり決定したので報告します。

１ 議案

議案番号 件 名 審査の結果 議決の理由

第４号議案 四万十市事前復興まちづくり計画策定委員会設置条例 原案可決

四万十市非常勤特別職員の報酬及び費用弁償支給条例の
第５号議案 原案可決

一部を改正する条例

第９号議案 動産の買入れについて 原案可決

第10号議案 動産の買入れについて 原案可決
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令和７年６月25日

四万十市議会議長 宮 﨑 努 様

産業建設常任委員長 山 下 幸 子

委員会審査報告書

本委員会に付託された事件は審査の結果、次のとおり決定したので報告します。

１ 議案

議案番号 件 名 審査の結果 議決の理由

四万十カヌーとキャンプの里の設置及び管理に関する条
第６号議案 原案可決

例の一部を改正する条例
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令和７年６月25日

四万十市議会議長 宮 﨑 努 様

総務常任委員長  瀨 正 明

閉会中の継続調査申出書

本委員会は、下記により閉会中もなお継続調査を要するものと決定したので、委員会条例第39条の

規定により申し出ます。

記

調 査 事 項 １ 一般行政事務機構の研究について

２ 市財政内容並びに公有財産の管理運営について

３ 非常備消防施設の整備状況について

４ 南海地震対策、防災対策事業の推進について

理 由 議案審査の参考とするため
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令和７年６月25日

四万十市議会議長 宮 﨑 努 様

産業建設常任委員長 山 下 幸 子

閉会中の継続調査申出書

本委員会は、下記により閉会中もなお継続調査を要するものと決定したので、委員会条例第39条の

規定により申し出ます。

記

調 査 事 項 １ 商工業者の近代化推進について

２ 農林水産業振興の基礎調査について

３ 農林道等の整備状況について

４ 観光産業開発の基礎調査について

５ 市道等の維持管理について

６ 都市計画事業の推進について

７ 上水道事業の管理運営について

８ 下水道事業の推進について

理 由 議案審査の参考とするため
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令和７年６月25日

四万十市議会議長 宮 﨑 努 様

教育民生常任委員長 谷 田 道 子

閉会中の継続調査申出書

本委員会は、下記により閉会中もなお継続調査を要するものと決定したので、委員会条例第39条の

規定により申し出ます。

記

調 査 事 項 １ 教育施設の管理運営について

２ 環境衛生施設等の整備について

３ 病院事業の管理運営について

４ 福利厚生施設の整備充実について

５ 保育事業の管理運営について

理 由 議案審査の参考とするため
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令和７年６月25日

四万十市議会議長 宮 﨑 努 様

議会運営委員長 山 崎 司

閉会中の継続調査申出書

本委員会は、下記により閉会中もなお継続調査を要するものと決定したので、委員会条例第39条の

規定により申し出ます。

記

調 査 事 項 １ 議会の運営について

２ 議会の会議規則、委員会条例等について

理 由 議会運営を効率的かつ円滑に行うため
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意見案第１号

物価高騰の緊急対策として消費税の減税を求める意見書

上記議案を別紙のとおり、四万十市議会会議規則第14条の規定により提出します。

令和７年６月23日

提出者 四万十市議会議員 谷 田 道 子

賛成者 〃 大 西 友 亮

〃 松 浦 伸

〃 川 渕 誠 司

〃 上 岡 正

〃  瀨 正 明

四万十市議会議長 宮 﨑 努 様

物価高騰の緊急対策として消費税の減税を求める意見書（案）

現在、食料品やお米、ガソリン、電気料金などの急激な物価高騰が続いており、生鮮食品を除く消

費者物価指数は令和６年12月に前年同月比3.0％の上昇となり、これで40か月連続の上昇となってい

ます。国民生活はかつてないほど厳しい状況に置かれています。

一方で、実質賃金は昨年度まで３年連続で前年を下回っており、賃上げが物価の上昇に追いつかず、

家計への圧迫が深刻さを増しています。

政府は一部の対策として、ガソリン価格の引き下げや電気・ガス料金への補助再開を打ち出してい

ますが、これらはあくまで限定的なものであり、抜本的な生活支援策とは言えません。

こうした中、いま最も即効性があり、広く国民生活を支える経済対策として有効なのが「消費税の

減税」です。実際、消費税減税については、国民の約68％が賛成（産経新聞・令和６年４月調査）し

ており、自民党を含む多くの政党や国会議員からも賛同の声が上がっています。

消費税減税は、物価の引き下げを通じて家計と事業者の負担を直接的に軽減し、すべての国民に公

平に恩恵が行き渡る施策です。あわせて、消費の喚起にもつながることから、景気回復への即効性も

期待されます。

いまこそ、すべての消費者・事業者が恩恵を受けられる、実効性ある物価対策として、消費税の緊

急減税を実施すべきです。

よって、国会および政府に対し、消費税の緊急減税を強く求めます。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。
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令和７年６月27日

高知県四万十市議会

議長 宮 﨑 努

（提出先）

内閣総理大臣 石破 茂 様

財務大臣 加勝 勝信 様

経済産業大臣 武藤 容治 様

厚生労働大臣 福岡 資麿 様

衆議院議長 額賀福志郎 様

参議院議長 関口 昌一 様
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議 決 結 果 一 覧 表

令和７年６月定例会提出議案

議案
件 名 議決年月日 結 果

番号

専決処分の承認を求めることについて（令和７年度四万十市国
１ ７.６.27 原案承認

民健康保険会計診療施設勘定補正予算（第１号））

令和７年度四万十市一般会計補正予算（第１号）について 〃 修正可決

２ 令和７年度四万十市一般会計補正予算（第１号）についてに対
〃 修正案可決

する修正案（寺尾真吾ほか15名）

令和７年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算
３ 〃 原案可決

（第２号）について

４ 四万十市事前復興まちづくり計画策定委員会設置条例 〃 〃

四万十市非常勤特別職員の報酬及び費用弁償支給条例の一部を
５ 〃 〃

改正する条例

四万十カヌーとキャンプの里の設置及び管理に関する条例の一
６ 〃 〃

部を改正する条例

７ 四万十市道路線の廃止について ７.６.24 撤回承認

８ 四万十市道路線の認定について 〃 〃

９ 動産の買入れについて ７.６.27 原案可決

10 動産の買入れについて 〃 〃

11 教育委員会教育長の任命について（松田文雄） 〃 原案同意

12 教育委員会委員の任命について（町田義彦） 〃 〃

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて
諮問１ 〃 〃

（竹田元久）

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて
諮問２ 〃 〃

（岡田実智男）

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて
諮問３ 〃 〃

（谷口登志）
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令和７年３月定例会より継続の所管事項調査

委員
件 名 議決年月日 結 果

会名

総務 所管事項の調査 ７.６.27 継続調査

産建 所管事項の調査 〃 〃

教民 所管事項の調査 〃 〃

議運 所管事項の調査 〃 〃

意見案

意見案
件 名 議決年月日 結 果

番号

物価高騰の緊急対策として消費税の減税を求める意見書
１ ７.６.27 原案否決

提出者 谷 田 道 子ほか５名
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